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行政評価の取組結果 

 （平成２７年度実績） 

平成２８年８月 

北九州市総務局 
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１ 行政評価の概要 

本市では、市の基本構想・基本計画として「元気発進！北九州」プランを策定してお

り、プランを着実に推進する仕組みの一つとして、平成２２年度から「行政評価システ

ム」を導入している。これは、「計画(Plan)→ 実行(Do)→ 評価(Check)→ 改善

(Action)」のＰＤＣＡサイクルに沿って、行政自ら事業等を検証し、不断の見直しを

行うものである。

本報告書は、平成２７年度に実施した事業について、ＰＤＣＡサイクルに沿って評価

した結果を総括的に示している。 

また、本報告書は「元気発進！北九州」プランの体系に沿って、施策の指標、評価、

評価理由等を取りまとめるとともに、プランの進捗状況も併せて示すものでもある。 

２ 事業評価、施策評価の対象 

「元気発進！北九州」プランに基づき、平成２７年度に実施した事業のうち「主要施

策」を構成する主な５０６事業について、事業を所管する担当課において事業の成果等

の検証を実施するとともに、プランに掲げる２１８の「主要施策」について、事業を所

管する局ごとに施策の評価を実施した。 

「元気発進！北九州」プラン

の柱 
大項目 

取り組み 

の方針 
主要施策 事 業 

Ⅰ 人を育てる ３ １０ ３７ １０１ 

Ⅱ きずなを結ぶ ３ １１ ４１  １２２ 

Ⅲ 暮らしを彩る ３ ９ ２９  ７１ 

Ⅳ いきいきと働く ４ １１ ３９  ８６ 

Ⅴ 街を支える ３ ９ ２４  ４８ 

Ⅵ 環境を未来に引き継ぐ ４ ９ ２８  ５２ 

Ⅶ アジアの中で成長する ３ ８ ２０  ２６ 

合 計 ２３ ６７ ２１８ ５０６ 

「元気発進！北九州」プラン

の政策体系

主要施策

２１８

主要施策を推進する

主な事業

５０６

取組みの方針

６７

大項目

２３

柱

７
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３ 評価の進め方 

（１）事業評価 

    プランを推進する主な事業について、事業の成果や進捗を示す指標を踏まえ、事業

が目指すべき「成果」に対する達成状況や進捗状況を「大変順調、順調、やや遅れ、

遅れ」の４段階で各事業所管課が自己評価を行った。 

（２）施策評価 

各局において、施策の成果指標の達成状況や構成事業の評価結果などを踏まえ、施

策の達成状況について、「大変順調、順調、やや遅れ、遅れ」の４段階で自己評価を行

った。また、評価を受けての平成 29 年度予算に向けた施策の方向性も合わせて掲載し

た。 

（３）評価担当部署の内部チェック 

   各局の検証結果について、評価担当部署として内部チェックを行っている。 

４ 事業・施策評価結果 

（１）事業（５０６事業）   

・成果の状況

評価 事業数 

大変順調 ４６事業 

順調 ４３２事業 

やや遅れ ２１事業 

遅れ ７事業 

（２）主要施策（２１８施策 ※） 

 評価 施策数 

大変順調 ２１施策 

順調  ２５７施策 

やや遅れ １１施策 

 遅れ ０施策 

※ プランに掲げる２１８の「主要施策」について、複数の局が所管する施策が一部あり、結果と

して２８９の評価となった。 



危機管理室

平成27年度　行政評価の取組結果（危機管理室）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

2,300 人 3,000 人
課
長

0.20 人

実
績

2,738 人 6,816 人
係
長

0.50 人

達
成
率

119.0 ％ 227.2 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

4
校
区

7
校
区

実
績

4
校
区

7
校
区

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

30 人 60 人

実
績

67 人 73 人

達
成
率

223.3 ％ 121.7 ％

【Check】　　評価　／　【Action】改善

　地域ぐるみのネットワーク
の構築を目的とした「地区
Bousai会議」が７校区で29回
開催され、校区ごとの防災計
画づくりが進んだこと、ま
た、地域防災の新たな担い手
の育成を目的とした人材育成
プログラムに目標を上回る73
人の大学生が参加したことか
ら「大変順調」と判断。

　危機管理能力を向上させる
ため、多様な防災訓練を継続
して、実施する。

【評価理由】
　防災訓練が順調に実施され
ていること、また、市民アン
ケート調査でも、市の防災・
減災対策が以前より「進んで
いる」「少し進んでいる」と
評価した市民が40.8%(前年
37.9％）、「進んでいない」
が3.3％（前年4.0％）と、一
定の評価が得られていると考
え「順調」と判断。

【課題】
　引き続き防災訓練等により
危機管理対応能力を向上させ
ることが必要。

順調

　各区の災害特性に応じた訓
練を実施したほか、市総合防
災訓練では、本市初となる土
砂災害を想定した訓練を実施
し、20機関、約1,000人が参
加し、地域と共に様々な取組
みを行った。実施回数（目標
7回、実績8回）及び参加人数
ともに目標を上回っているた
め、「大変順調」と判断。

　平成26年9月1日の運用開始
以降、システム的なトラブル
もなく運用できている。平成
27年度は、自治会等での防災
訓練でも活用しており、当初
の目的は概ね達成できている
ため「順調」と判断。

順調

大変
順調

　防災情報を地域住民へ確実
に伝達するための手段・手法
を検討し、効果的なものにつ
いては導入を進める。
　また、自助、共助の意識づ
くりのため、「みんな de
Bousai まちづくり推進事
業」の取組みを継続して実施
する。このうち、地域ぐるみ
の防災ネットワークの構築に
ついては、モデル事業の課題
等を踏まえながら実施方法等
を検討する。

H29年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H27年度

5,400331,3658,765

H26年度

Ⅱ-1-
(4)-②
災害に関
する情報
提供と自
助、共助
の意識づ
くり

過去の大規模災害で
は、自助・共助の力を
向上させることが「減
災」対策を推進する上
でも必要不可欠である
ことが証明された。
また、「北九州市地域
防災計画見直し検討
会」の中でも、地域コ
ミュニティが持つ防災
力＝「地域防災力」の
重要性が指摘された。
これらのことから、市
民が自ら「命を守りぬ
く」ことができる自
助・共助の力を向上さ
せるとともに、地域防
災力の育成及び活性化
を推進する。

危機
管理
課

地域ぐるみの防災
ネットワークを構
築した校区数

防災訓練参加人数

2

1

地域防災の新たな
担い手を育成した
人数

3

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

―

2,738人
(H26年
度)

―

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

H26年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

防災訓練の実施

7,744

H27年度

災害時における避難勧
告などの防災情報は、
テレビやラジオ、ホー
ムページ、登録制防災
メール・緊急速報メー
ル、Ｔｗｉｔｔｅｒ、
市民防災会の連絡網な
どにより市民の皆さん
へ伝達している。
今回、津波情報等を効
果的に伝達するため
に、地域住民に一斉に
通報が可能で、災害に
強い情報伝達手段であ
る同報系防災行政無線
（住民に災害情報など
の放送を行う防災ス
ピーカー）の整備を
行ったもの。（平成２
７年度以降は維持管理
のみ）

危機
管理
課

防災行政無線

住民に津波情報や
避難勧告等の防災
情報を迅速かつ的
確に伝達できる状
態

みんな de
Bousai まちづく
り推進事業

整備
完了

―

H27年度

11,083

事業評価の成果指標（目標・実績）

3,000人
（毎年
度）

Ⅱ-1-
(4)-① 
危機管理
対応能力
の向上

67人
(H26年
度)

危機
管理
課

整備
完了

風水害、地震等の大規
模災害時における防災
体制について万全を期
すため、災害に対する
各種訓練を実施する。

4校区
(H26年
度)

人件費（目安）

人数

11,050

防災情
報を迅
速かつ
的確に
伝達で
きる状

態

課
長

5,41810,728

8,050 人12,000 11,233 12,026

60人
（毎年
度）

7校区
（モデ
ル事
業）

【評価理由】
　H26年度に整備完了した防
災行政無線については適切に
運用されていること、また、
「みんな de Bousai まちづ
くり推進事業」により、自
助、共助の意識づくりが順調
に進められているため「順
調」と判断。

【課題】
　行政評価に係る市民アン
ケート調査では、自然災害に
備えて事前に何らかの準備等
をしている市民の割合が
62.4%（前年57.7%）、防災に
関する情報の市民認知度が
50.6%（前年48.0%）にとど
まっていることから、引き続
き、災害に関する情報提供と
自助、共助の意識づくりに向
けた取組みが必要。

順調

大変
順調

人

職
員

0.50 人

係
長

0.20

0.20

3



広報室

平成27年度　行政評価の取組結果（広報室）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

実
績

達
成

率

目
標

60.0 ％ 90.0 ％

実
績

86.30 ％ 93.8 ％

達
成

率 143.8 ％ 104.2 ％

目
標

82.9 ％ 86.5 ％

実
績

79.3 ％ 80.1 ％

達
成
率

95.7 ％ 92.6 ％

目
標

62.8 ％ 68.9 ％

実
績

57.0 ％ 54.3 ％

達
成
率

90.8 ％ 78.8 ％

目
標

82.4 ％ 86.3 ％

実
績

82.8 ％ 83.5 ％

達
成
率

100.5 ％ 96.8 ％

目
標

62.8 ％ 68.9 ％

実
績

57.0 ％ 54.3 ％

達
成
率

90.8 ％ 78.8 ％

ブランド創造・
シティプロモー
ション事業

北九州市ミュー
ジアム構想推進
事業

5,900

まち全体を屋根のない
ミュージアムに見立
て、市内各地の様々な
地域資源を展示品にた
とえ、市民の手でこれ
らを発掘・再発見し、
さらにウェブサイト
「北九州市　時と風の
博物館」で情報の共有
や補足等を行うこと
で、地域資源を磨き上
げ、効果的な情報発信
を展開。

報道
課

3,268

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度 H26年度 人件費（目安）

―

市民の市政への関
心・理解度

60%
(H26年
度)

【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

Ⅲ-3-
(3)-① 
市民参画
と協働の
ための仕
組みづく
り

1
タウンミーティ
ング開催事業

広報
課

H26年度 H27年度

3,315

課
長

3,460 4,225

様々な政策課題につい
て、市民と直接対話す
るタウンミーティング
や地域ふれあいトーク
を開催し、市民の意見
を伺うとともに、市民
が市政への理解を深め
ることで市民と市との
協働によるまちづくり
を進めることを目的と
する。

意見交換、アン
ケート等による市
民の意見の把握及
び市民の市政への
参画意識の向上

―

順調

―
職
員

意見交換、ア
ンケート等に
よる市民の意
見の把握及び
市民の市政へ
の参画意識の

向上

5,000

―

―
係
長

　タウンミーティングの参加
者数については、目標(1,350
人)を下回ったものの総計
1,172人の参加があり、多く
の意見を得ることができた。
意見交換後のアンケートでは
「よく理解できた」「ある程
度理解できた」と回答した人
が9割を超えており、市民の
市政への理解を深めることが
できた。0.15 人

0.15 人

　今後もタウンミーティング
を通じて、政策課題について
市民との意見交換を行うこと
により、協働によるまちづく
りに取り組みたい。

順調

　市民との協働によるまちづ
くりを進めるため、市政の重
要テーマについて、市長が市
民と直接対話し、率直な意見
を伺うことができた。

0.06 人

10,950

職
員

係
長

課
長

0.30

0.60

0.30本市への愛着があ
ると答えた（肯定
的な回答をした）
市民の割合

79.3%
(H25年
度)

90.0%
(H28年
度)

4,268 2,3536,784

78.5%
(H25年
度)

90.0%
(H28年
度)

本市への誇りや自
信があると答えた
（肯定的な回答を
した）市民の割合

56.7%
(H25年
度)

本市への誇りや自
信があると答えた
（肯定的な回答を
した）市民の割合

56.7%
(H25年
度)

75.0%
(H28年
度)

3,979 10,950

課
長

係
長

職
員

3

2

Ⅳ-4-
(1)-① 
北九州の
魅力づく
り

報道
課

美しいまちをコンセプ
トとした北九州ブラン
ドの浸透を図り、市民
のまちへの愛着や自信
や誇りを醸成し、まち
が一体となったシティ
プロモーションを展開
する。また、北九州市
応援団の輪を広げ、ク
チコミ等を活用した本
市のシティプロモー
ションを行う。

75.0%
(H28年
度)

本市が好きだと答
えた（肯定的な回
答をした）市民の
割合

0.30

0.30

0.60

人

人

人

順調

　アンケート調査の結果「本
市への誇りや自信があると答
えた市民の割合」は、目標値
を下回ったものの、「本市が
好きだと答えた市民の割合」
は、前年値を上回っているた
め、おおむね順調と判断。

順調

人

人

人

順調

　アンケート調査の結果「本
市への誇りや自信があると答
えた市民の割合」は、目標値
を下回ったものの、「本市へ
の愛着があると答えた市民の
割合」は、前年値を上回って
いるため、おおむね順調と判
断。

【評価理由】
　北九州の魅力づくりのため
に、ブランド創造・シティプ
ロモーション事業でのワーク
ショップや北九州市ミュージ
アム構想推進事業での「北九
州市　時と風の博物館」にお
いて、一定の成果を収めてい
るため「順調」と判断。

【課題】
　北九州ブランド推進に向け
更なる市民意識を高め、本市
の魅力づくりにつなげる。

　北九州ブランド推進に向け
「北九州市　時と風の博物
館」などを通じてシビックプ
ライドの醸成を図る。

4



広報室

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度 H26年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数H26年度 H27年度

目
標

82.9 ％ 86.5 ％

実
績

79.3 ％ 80.1 ％

達
成
率

95.7 ％ 92.6 ％

目
標

62.8 ％ 68.9 ％

実
績

57.0 ％ 54.3 ％

達
成
率

90.8 ％ 78.8 ％

目
標

82.4 ％ 86.3 ％

実
績

82.8 ％ 83.5 ％

達
成
率

100.5 ％ 96.8 ％

目
標

62.8 ％ 68.9 ％

実
績

57.0 ％ 54.3 ％

達
成
率

90.8 ％ 78.8 ％

目
標

82.4 ％ 86.3 ％

実
績

82.8 ％ 83.5 ％

達
成
率

100.5 ％ 96.8 ％

目
標

9.6 ％ 7.2 ％

実
績

9.7 ％ 10.4 ％

達
成
率

99.0 ％ 69.2 ％

目
標

実
績

15 位 18 位

達
成

率 － ％ － ％

目
標

実
績

15 位 16 位

達
成
率

－ ％ - ％

14位以内

0.60
職
員

係
長

課
長

0.30

人

人

人

人

人

人

課
長

係
長

職
員

0.60

0.30

0.30

6,784 4,268 2,353 10,950

0.30

本市への誇りや自
信があると答えた
（肯定的な回答を
した）市民の割合

56.7%
(H25年
度)

75.0%
(H28年
度)

本市への愛着があ
ると答えた（肯定
的な回答をした）
市民の割合

79.3%
(H25年
度)

90.0%
(H28年
度)

　アンケート調査の結果「市
外からの来訪者に対し、北九
州市の魅力をいくつ伝えるこ
とが出来ますか」との質問に
対し「思いつかない、無回
答」と答えた市民の割合は目
標値を下回ったものの、「本
市が好きだ」と答えた市民の
割合は前年値を上回っている
ためおおむね順調と判断。

本市が好きだと答
えた（肯定的な回
答をした）市民の
割合

78.5%
(H25年
度)

90.0%
(H28年
度)

本市への誇りや自
信があると答えた
（肯定的な回答を
した）市民の割合

56.7%
(H25年
度)

本市が好きだと答
えた（肯定的な回
答をした）市民の
割合

78.5%
(H25年
度)

90.0%
(H28年
度)

75.0%
(H28年
度)

人

人4,2686,784 2,353 10,950 順調

5,900 3,268 3,979 10,950

市外からの来訪者
に対し、「北九州
市の魅力をいくつ
伝えることができ
ますか」との質問
に対し、「思いつ
かない」「無回
答」と答えた市民
の割合

16.8%
(H23年
度)

5.0%
(H28年
度)

人

順調

【評価理由】
　都市イメージの向上のため
に、情報発信･取材協力事業
におけるメディアへの露出を
とおして、一定の成果を収め
ているため「順調」と判断。

【課題】
　本市の主要施策について、
更なるメディアへの露出につ
なげ、都市イメージの向上に
つなげる。

　今後も、本市の重点施策や
主要施策について、メディア
への情報提供などプロモート
活動を行う。

37,850 31,182 10,950

15位
(H25年
度)

13位以内

人

人

人

10位以
内

(H29年
度)

10位以
内

(H29年
度)

23,179

16位以内

報道
課

美しいまちをコンセプ
トとした北九州ブラン
ドの浸透を図り、市民
のまちへの愛着や自信
や誇りを醸成し、まち
が一体となったシティ
プロモーションを展開
する。また、北九州市
応援団の輪を広げ、ク
チコミ等を活用した本
市のシティプロモー
ションを行う。

まち全体を屋根のない
ミュージアムに見立
て、市内各地の様々な
地域資源を展示品にた
とえ、市民の手でこれ
らを発掘・再発見し、
さらにウェブサイト
「北九州市　時と風の
博物館」で情報の共有
や補足等を行うこと
で、地域資源を磨き上
げ、効果的な情報発信
を展開。

北九州市の認知度
（地域ブランド調
査によるもの）

19位
(H25年
度)

14位以内

北九州市の情報接
触度
（地域ブランド調
査によるもの）

Ⅳ-4-
(2)-① 
戦略的な
シティプ
ロモー
ションの
展開

4

5

ブランド創造・
シティプロモー
ション事業

北九州市ミュー
ジアム構想推進
事業

報道
課

順調

順調

　アンケート調査の結果「本
市への誇りや自信があると答
えた市民の割合」は、目標値
を下回ったものの、「本市へ
の愛着があると答えた市民の
割合」は、前年値を上回って
いるため、おおむね順調と判
断。

　アンケート調査の結果「本
市への誇りや自信があると答
えた市民の割合」は、目標値
を下回ったものの、「本市が
好きだと答えた市民の割合」
は、前年値を上回っているた
め、おおむね順調と判断。

順調

【評価理由】
　北九州の魅力づくりのため
に、ブランド創造・シティプ
ロモーション事業でのワーク
ショップや北九州市ミュージ
アム構想推進事業での「北九
州市　時と風の博物館」にお
いて、一定の成果を収めてい
るため「順調」と判断。

【課題】
　北九州ブランド推進に向け
更なる市民意識を高め、本市
の魅力づくりにつなげる。

　北九州ブランド推進に向け
「北九州市　時と風の博物
館」などを通じてシビックプ
ライドの醸成を図る。

Ⅳ-4-
(2)-② 
北九州を
応援する
人のネッ
トワーク
による情
報発信

6
ブランド創造・
シティプロモー
ション事業

報道
課

美しいまちをコンセプ
トとした北九州ブラン
ドの浸透を図り、市民
のまちへの愛着や自信
や誇りを醸成し、まち
が一体となったシティ
プロモーションを展開
する。また、北九州市
応援団の輪を広げ、ク
チコミ等を活用した本
市のシティプロモー
ションを行う。

課
長

係
長

職
員

0.30

0.30

0.60

順調

【評価理由】
　北九州を応援する人のネッ
トワークによる情報発信のた
めに、ブランド創造・シティ
プロモーション事業でのワー
クショップや北九州市ミュー
ジアム構想推進事業での「北
九州市　時と風の博物館」に
おいて、一定の成果を収めて
いるため「順調」と判断。

【課題】
　ワークショップや「北九州
市　時と風の博物館」におい
て、更なる市民意識を高め、
本市の魅力づくりにつなげ
る。

　北九州市応援団の輪を広げ
るため、今後とも「北九州市
時と風の博物館」の展示品の
活用等を行い、「北九州市応
援団員」の増加に努め、北九
州ブランドの更なる浸透を図
る。

Ⅳ-4-
(2)-③ 
都市イ
メージの
向上

7
情報発信・取材
協力事業

報道
課

本市の認知度と都市イ
メージの向上を図るた
め、新聞、雑誌、テレ
ビ、インターネット等
のマスメディアを通じ
た本市のＰＲに取り組
む。

課
長

係
長

職
員

0.30

0.30

0.60

　本市の魅力や主要施策を広
く紹介するとともに、メディ
アへの露出を通じて本市の認
知度向上を図っており、一定
の成果を挙げていることから
順調と判断。

順調

5



技術監理局

平成27年度　行政評価の取組結果（技術監理局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

70 ％ 70 ％
課
長

0.10 人

実
績

86 ％ 97 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

122.9 ％ 138.6 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

24 ％ 23 ％

達
成
率

109.1 ％ 95.8 ％

目
標

実
績

35 ％ 38 ％

達
成
率

102.9 ％ 108.6 ％

目
標

15
件
以
下

14
件
以
下

課
長

0.10 人

実
績

24 件 31 件
係
長

1.10 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

4.10 人

目
標

95.0 ％ 95.0 ％
課
長

― 人

実
績

99.9 ％ 99.9 ％
係
長

― 人

達
成
率

105.2 ％ 105.2 ％
職
員

― 人

【施策の指標】
本市の建設工事入
札参加資格業者総
数に対する評価対
象事業者数の割合

34％
(H26年
度）

前年度
（34％）

並み

前年度
（35％）

並み

35％
(H29年
度）

【評価理由】
　ほぼ目標値に近い数字また
はやや上回る数字であるた
め、概ね順調と判断する。

【課題】
　地元企業に対し、社会貢献
活動による加点について、よ
り広く周知していくことが課
題である。

　引き続き加点制度を実施す
る。

係
長

― 人

課
長

― 人

― ― 順調

職
員

― 人

前年度
（24％）

並み

24％
(H29年
度）

― ― ― ―

契約
制度
課

【施策の内容】
本市の物品等供給契約
や建設工事における競
争入札参加資格におい
て、地元企業の地域で
の社会貢献活動（子育
て支援、男女共同参
画、障害者雇用、環境
配慮、防災活動など）
を評価し、格付けの際
に加点することによ
り、契約制度の面から
も本市重要施策の推進
を図る。

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

【評価理由】
　本事業により、イベント参
加者である若者に建設業への
興味を持っていただくことが
できており、順調であると判
断。

【課題】
　今後も継続して事業を進
め、さらに多くの方々に本取
組みを知っていただき、建設
業に興味を持っていただくこ
とが課題。

順調

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数H27年度

No.

42,900

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

70%
(H26年
度）

70%以上
(H29年
度）

2,4561,797

技術
企画
課

3

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

Ⅰ-2-
(3)-② 
技術・技
能を継承
する人材
の育成

1

Ⅴ-3-
(1)-① 
都市基
盤・施設
の適正な
整備

明日の公共事業
を支える人材確
保・育成事業

建設業の若年就業者の
減少により、インフラ
の維持管理に関する担
い手不足が懸念される
なか、建設技術の魅力
を発信し、公共事業へ
の理解をより深めるこ
とで、将来にわたる建
設業の人材確保・育成
を図る。

Ⅲ-3-
(3)-③
企業の地
域活動へ
の参画促
進

2

【施策評価のみ】
競争入札参加資
格業者に対する
加点制度

検査
課

建設業に対する関
心度（イベント参
加者アンケートに
よる）

市が実施する公共工事
の安全対策強化のた
め、安全指導を専門と
する公共工事パトロー
ル隊を設置し、事故の
抑制を図る。

836

 95.0％
(H27年
度)

【施策の内容】
北九州市発注の公共工
事を対象に、建設副産
物の発生抑制や建設廃
棄物の再資源化の徹
底、再資源化された建
設リサイクル資材の利
用促進に取り組む。

【施策の指標】
本市の物品等供給
契約入札参加資格
業者総数に対する
評価対象事業者数
の割合

22%
(H26年
度）

前年度
（22％）

並み

やや
遅れ

　不安全個所の改善につい
て、監督員及び受注者への指
導育成が図れたことは評価で
きる。一方で、昨年度に「事
故を起こした場合の工事成績
評定の見直し」を行い、小さ
な事象でも報告を上げるよう
にしたため、数値目標である
事故件数が増加した。
　以上により、「やや遅れ」
と判断した。

―

1,160

13件
(H29年
度)

2,800

1,193

5,400 順調

Ⅵ-3-
(3)-②
建設リサ
イクルの
推進

【施策評価のみ】
建設リサイクル
の推進

技術
企画
課

15件
(H26年
度)

市発注工事におけ
る事故件数

4

公共工事安全対
策強化事業

やや
遅れ

― ― ――

【施策の指標】
建設廃棄物の再資
源化率

98.0%
(H30年
度）

―

　建設業の魅力アップに向
け、引き続き、建設業に関す
るイベントを通じて建設業の
魅力を伝える地道な広報活動
が必要であり、H29年度も継
続して実施。

　昨年、20回（約2,000人）
の出前講演「品質確保と安全
対策」を行っており、今後は
出前講演において安全対策に
重点を置き、更なる周知徹底
を図る。

　昨年度に引き続き、建設廃
棄物の再資源化率の目標達成
を目指す。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

順調

【評価理由】
　昨年度に引き続き平成27年
度も目標を達成しており、順
調であると判断。

【課題】
　今後も継続して事業を進
め、より広く周知していくこ
とが課題。

【評価理由】
　不安全個所の改善につい
て、監督員及び受注者への指
導育成がより多く出来たこと
は評価できた。

【課題】
　点検件数について、月毎の
バラツキが生じていること
は、課題と考えている。

　イベント参加者の97％の方
に建設業について興味を持っ
ていただくことができたこと
から、事業は順調であると判
断
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企画調整局

平成27年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

7 件 7 件

実
績

10 件 8 件

達
成
率

142.9 ％ 114.3 ％

目
標

2 件 2 件

実
績

3 件 3 件

達
成
率

150.0 ％ 150.0 ％

　平成27年度に係る市独立行
政法人評価委員会の評価結果
は、「中期計画・年度計画を
着実に実施し、改革・改善が
進み、総体的に高く評価でき
る」との評価を得ているた
め、順調とした。

順調2,751,3073,262,4132,842,936

公立大学法人の設置者
として、地方独立行政
法人法第42条に基づ
き、業務運営に必要な
経費を交付し、法人の
業務運営の健全性を確
保する。

社会貢献分野：
Ｓ（特筆すべき
進行状況）研
究、管理運営分
野：Ａ（計画ど
おり）教育分
野：Ｂ（概ね計
画どおり）

0.70

係
長

0.70

H26年度

No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

企画
課

Ａ
(H27年度)

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ
（概ね計画どお

り）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度

市内の教育研究機能の
充実を図るため、市内
の大学などに所属する
教員等が行う「アジア
や北九州市の社会経済
等の問題」及び「地域
の公共政策」に関する
調査・研究に対する助
成（調査研究助成金）
や、市内の大学等が連
携して行う教育などの
取り組みに対する助成
（大学連携促進助成
金）を行う。

調査研究助成金の
助成実績

Ⅰ-2-
(1)-② 
大学など
の教育研
究機能の
充実

2
学術・研究振興
事業

企画
課

公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

1

職
員

0.90

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける各事業年度に
係る業務に対する
評価

Ａ
(H25年度)

Ａ
（計画どおり）

人

人

人

21,800

課
長

－

3件
(H26年度)

２件
(H27年度)

10件
(H26年度)

Ａ
（計画どおり）

単年度の
目標設定

なし

Ａ
(H28年度)

―

4,400

課
長

0.10

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける中期目標期間
に係る業務に対す
る評価

Ａ
(H22年度)

単年度の
目標設定

なし

9,453

大学連携促進助成
金の助成実績

順調

　両助成金とも、概ね目標値
を達成している。
　また、調査研究助成対象事
業の成果報告会を開催する
等、研究成果について客観的
な評価を行い、調査研究活動
の活性化状況について確認し
ているため、評価を順調とし
た。

係
長

0.10 人

職
員

0.30

人

人

７件
(H27年度)

8,811 8,919

　引き続き公立大学法人北九
州市立大学の健全な業務運営
と教育研究の高度化・個性
化、地域への貢献などを支援
するとともに、助成金につい
ては、「本市施策の研究テー
マへの反映を促進するインセ
ンティブ制度」を創設するな
ど、ニーズに応じた効果的な
調査研究活動の支援に努めて
いく。

順調

【評価の理由】
　公立大学法人北九州市立大
学の評価について計画通りと
の評価を得ている。また、
「調査研究助成金の助成実
績」、｢大学連携促進助成金
の助成実績」共に目標値を達
成していることから順調と判
断した。

【課題】
　引き続き大学の取組を注視
するとともに、助成金につい
ては、「本市施策の研究テー
マへの反映を促進するインセ
ンティブ制度」を創設するな
ど、ニーズに応じた効果的な
調査研究活動の支援に努めて
いく必要がある。
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企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

10 件

実
績

11 件

達
成

率 110.0 ％

目
標

10 ％

実
績

7.5 ％

達
成

率 75.0 ％

目
標

4 本

実
績

4 本

達
成

率 100.0 ％

目
標

6 件

実
績

6 件

達
成

率 100.0 ％

　平成27年度に係る市独立行
政法人評価委員会の評価結果
は、「中期計画・年度計画を
着実に実施し、改革・改善が
進み、総体的に高く評価でき
る」との評価を得ているた
め、順調とした。

順調2,751,3073,262,4132,842,936
企画
課

単年度の
目標設定

なし

人

Ａ
(H28年度)

Ａ
（計画どおり）

（公財）アジア
成長研究所補助
金

国際
政策
課

3
公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

H23年度
11.7％

著名な学術雑誌へ
の論文掲載数

―

研究受託等の件数

4

本市がアジアの中核的
な産業都市として持続
的な成長を実現するた
め、国際水準の知的基
盤の強化と地域への知
的貢献を目的とする活
動を行う（公財）アジ
ア成長研究所に補助金
を交付する。

課
長

５件
(H28年
度)

科学研究費を含む
外部資金獲得数

―

―

160,160

人

10件
(H26年
度) 人

10％
(H26年
度)

163,073
係
長

６件
(H28年
度)

0.204,650 人

職
員

0.10

0.20

160,160

　６件の科学研究費を含む外
部資金を獲得しており、目標
を達成している。さらに、高
いレベルの研究活動を進めて
おり、結果、国際的評価
（RePEc）のランキングで国
内機関10％以内の11位に位置
している。また、市民・企
業・行政向け講座参加者の満
足度も高く、研究成果の地域
への還元にも努めており、取
組みの２年目として、実績を
上げており評価できる。

収入に対する研究
受託収入の比率

順調

―

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける各事業年度に
係る業務に対する
評価

Ａ
(H25年度)

Ａ
（計画どおり）

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける中期目標期間
に係る業務に対す
る評価

Ａ
(H22年度)

単年度の
目標設定

なし

職
員

0.90

北九州市立大学都市政
策研究所での地域研究
プロジェクト、受託調
査を通じて、地域研究
の高度化を推進する。

－

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ
（概ね計画どお

り）

人

21,800

課
長社会貢献分野：

Ｓ（特筆すべき
進行状況）研
究、管理運営分
野：Ａ（計画ど
おり）教育分
野：Ｂ（概ね計
画どおり）

係
長

0.70 人

0.70

Ａ
(H27年度)

Ⅰ-2-
(1)-④ 
シンクタ
ンクを活
用した調
査・研究
機能の強
化

【評価理由】
　北九州市立大学について
は、市独立行政法人評価委員
会に計画どおりとの評価を得
ていること、アジア成長研究
所については、 「著名な学
術雑誌への論文掲載数」、
「科学研究費を含む外部資金
獲得数」においては目標を達
成しており、また国際的評価
のランキングでも高い評価を
受けていることから順調と判
断した。

【課題】
　北九州市立大学について
は、引き続き大学の取組みを
注視する。アジア成長研究所
については、平成26年度から
平成28年度までの３年間で成
果の評価をし、その結果によ
り、大学等との統合又は廃止
の検討がある。

　北九州市立大学について
は、引き続き健全な業務運営
と教育研究の高度化・個性
化・地域への貢献などを支援
する。アジア成長研究所につ
いては、平成26年度から平成
28年度までの３年間で成果の
評価をし、その結果により、
大学等との統合又は廃止の検
討がある。

順調

8



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

29.7 ％ ― ％

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

45 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％
職
員

0.20 人

　北九州市立大学について
は、引き続き健全な業務運営
と教育研究の高度化・個性
化、地域への貢献などを支援
する。国際ブリッジ人材支援
事業については、留学生と地
元企業の相互理解の数値目標
（平成29年度までに35.0%）
を達成できるよう、情報提供
や交流会の開催などを通じ、
さらに地元企業との相互理解
を深めていく。

【評価理由】
　北九州市立大学について
は、市独立行政法人評価委員
会に計画どおりとの評価を得
ていること、国際ブリッジ人
材支援事業については、「北
九州市留学生支援ネットワー
ク」により情報共有・連携強
化が図れたこと、交流会の開
催により留学生と地元企業の
相互理解を深めることができ
たことから順調と判断した。

【課題】
　北九州市立大学について
は、引き続き大学の取組を注
視する。国際ブリッジ人材支
援事業については、留学生と
地元企業の相互理解の数値目
標（平成29年度までに
35.0%）を達成できるよう、
情報提供や交流会の開催など
を通じ、さらに地元企業との
相互理解を深めていく必要が
ある。

順調

企画
課

公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

留学生に対する就
職支援施策に係る
ニーズの把握

国際
政策
課

国際ブリッジ人
材支援事業

6

Ⅰ-2-
(2)-③ 
アジアな
どとの架
け橋とな
る人材の
育成

　平成26年度に設立した「北
九州市留学生支援ネットワー
ク」の中で、企画検討会を2
回・全体会を1回開催し、会
員間の情報共有・連携強化を
図ることができたため。ま
た、留学生と地元企業との交
流会等を通じ、留学生と地元
企業の相互理解を深めること
ができたため。

順調7,5501,6157881,000

留学生等の国際ブリッ
ジ人材の受入（入学）
促進、学業・生活支援
及び地元企業就職促進
を体系的、効果的に推
進する「プラットホー
ム」を関係機関、民間
団体とともに設立し、
地域のグローバル化や
地域企業の国際競争力
アップを図る。

順調

　平成27年度に係る市独立行
政法人評価委員会の評価結果
は、「中期計画・年度計画を
着実に実施し、改革・改善が
進み、総体的に高く評価でき
る」との評価を得ているた
め、順調とした。

21,8002,751,3073,262,4132,842,936 係
長

H29年度
までに
35.0％

4,107 3,150

―

3,0756,602

50％以
上

（H27年
度～）

ニーズ
把握

―

―

単年度目標
設定なし

43％
(H25年
度)

Ⅱ-3-
(3)-① 
多文化共
生社会の
実現に向
けた体制
の構築

7
多文化共生推進
事業

5

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける各事業年度に
係る業務に対する
評価

ニーズ
把握

―

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

―

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける中期目標期間
に係る業務に対す
る評価

留学生と地元企業の相
互理解
留学生等高度人材活用
の向上（企業との相互
理解が進んだ状態＝留
学生が市内企業の情報
を4社以上知ってい
る）

Ａ
（計画どおり）

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ
（概ね計画どお

り）

Ａ
(H27年度)

社会貢献分野：
Ｓ（特筆すべき
進行状況）研
究、管理運営分
野：Ａ（計画ど
おり）教育分
野：Ｂ（概ね計
画どおり）

Ａ
(H28年度)

平成23年7月策定の
「北九州市国際政策推
進大綱2011」に掲げる
「アジアにおける多文
化共生先進都市を目指
したまちづくり」のた
め、外国人市民が直面
する生活上の諸課題や
ニーズを把握し、本市
の施策に反映すること
を目的に、多文化共生
に見識のある座長（日
本人市民）と、市内に
在住する外国人市民
（９名）をメンバーと
する会議を、年2回程
度開催する。

国際
政策
課

　外国人市民懇話会の中で、
外国人市民の生活支援や多文
化共生推進施策についての
ニーズを把握するとともに、
「北九州市国際政策推進大綱
2016」の策定にあたり参考と
なる意見を聴取することがで
きたため。

人

　多文化共生のまちづくりを
一層推進するため、様々な機
会を通じて外国人市民からの
ニーズを把握し、外国人市民
の生活支援や各種施策につな
げていくと共に、市民の多文
化共生に対する認知度を高め
ていく。

【評価理由】
　市民の「多文化共生」とい
う言葉の認知度においては目
標値には到達できていない
が、外国人市民懇話会の開催
を通じて外国人市民の生活支
援や多文化共生推進施策につ
いてニーズの把握、「北九州
市国際政策推進大綱2016」の
策定にあたり参考となる意見
聴取ができたことから、順調
と判断した。

【課題】
　様々な機会を通じて外国人
市民からのニーズを把握し、
外国人市民の生活支援や各種
施策につなげていくと共に、
市民の多文化共生に対する認
知度を高めていく必要があ
る。

順調

人

順調

人
職
員

単年度の
目標設定

なし

0.90

0.70

課
長

Ａ
(H22年度)

― －

単年度の
目標設定

なし

公立大学法人の設置者
として、地方独立行政
法人法第42条に基づ
き、業務運営に必要な
経費を交付し、法人の
業務運営の健全性を確
保する。

Ａ
(H25年度)

Ａ
（計画どおり）

0.70

人0.30
職
員

人0.20
課
長

人0.30
係
長
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企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

79.7 ％ ―
係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

79.7 ％ ―
係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

0.10 人

目
標

45 ％ 50 ％
課
長

0.10 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％
職
員

0.20 人

目
標

45 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％
職
員

0.10 人

日本人市民に対して、
多文化共生に関する意
識啓発や国際交流の機
会や場の提供を行うこ
とで、外国人を受け入
れる地域づくりを目指
すとともに、すべての
市民が安心して暮ら
し、自己の能力を発揮
できる「多文化共生先
進都市」としてのまち
づくりを推進する。

国際
政策
課

多文化共生推進
事業

10

11

　多文化共生のまちづくりを
一層推進するため、市民の多
文化共生という言葉の認知度
数値目標（平成27年度～
50%）を達成できるよう、啓
発事業の実施や民間団体の支
援等により啓発活動を推進し
ていく必要がある。

【評価理由】
　市民の「多文化共生」とい
う言葉の認知度」においては
目標値には到達できていない
が、啓発イベントの実施やラ
ジオ放送を活用した広報など
次年度以降の効果的な啓発に
つながる新たな取組みを今年
度実施できたことから順調と
判断した。

【課題】
　市民の多文化共生という言
葉の認知度数値目標（平成27
年度～50%）を達成できるよ
う、啓発事業の実施や民間団
体の支援等により啓発活動を
推進していく必要がある。

順調

　認知度を向上するためには
「多文化共生」という聞きな
れない言葉を少しでも身近に
感じてもらう新たな工夫が必
要と考え、今年度は啓発イベ
ントを開催し、外国人市民が
抱える不便や不安とそれに対
する支援の取組み、相互理解
の必要性等を実際の支援活動
者から直接聴く場を設け、更
にその内容をラジオで放送す
ることで、広く紹介すること
に努めた。
　結果、認知度の目標値には
至らなかったが、前年度同様
の実績は維持し、次年度以降
効果的な啓発の取組みにつな
がるものと評価できる。

順調5,650

　市民講座等において、本市
の多文化共生施策について周
知を図るほか、多文化共生に
関する民間団体の活動等を支
援することで、意識啓発を行
うことができたため。
　また、国際交流員を市民セ
ンターや高校などに派遣し、
異文化への理解を促進するこ
とができたため。

順調

6,6023,1504,107

Ⅱ-3-
(3)-③ 
市民の国
際理解の
促進

2,32549,45849,44149,441

「多文化を受け入れ、
世界に開かれた魅力あ
る地域づくりと人づく
り」というビジョンの
もと、多文化共生の社
会づくりを推進すると
ともに、幅広い市民に
よる国際交流活動を促
進して諸外国との相互
理解や友好親善を深
め、国際平和に寄与す
る開かれたまちづくり
を推進する。

国際
政策
課

（公財）北九州
国際交流協会補
助金

49,45849,441

43％
(H25年
度)

49,441

H31年度
までに
80％

H31年度
までに
80％

80.6％
(H21年
度)

2,325

50％以
上

（H27年
度～）

43％
(H25年
度)

50％以
上

（H27年
度～）

単年度目標
設定なし

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

80.6％
(H21年
度)

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で暮らしや
すいと回答）

Ⅱ-3-
(3)-② 
外国人市
民の生活
環境の充
実

日本語が不得手な外国
人市民に対して、地域
生活において必要とな
る情報を多言語で様々
な媒体により提供する
とともに、地域社会で
孤立することなく日本
人と共生できるよう支
援を行う。

多文化共生推進
事業

日本語の不得手な外国
人市民へのサポートと
して、行政機関や医療
機関（健康診査）に通
訳ボランティアを派遣
するとともに、災害時
通訳も含めた通訳ス
タッフのスキル向上を
図る。
また、多言語等でわか
りやすい生活情報の提
供をすることにより、
外国人市民の安全・安
心な生活環境の整備を
推進する。

国際
政策
課

（公財）北九州
国際交流協会補
助金

9

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で
　暮らしやすいと
回答）

8

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

国際
政策
課

6,602

単年度目標
設定なし

4,107 3,150 2,325

　行政・医療通訳の派遣につ
いては、潜在的ニーズの掘り
起こし等、広報事業にも力を
入れるとともに、通訳者のレ
ベルアップ研修等につながる
取組みに努めているため。

順調

順調

　外国人向け無料一般相談に
ついて、相談内容が複雑化
し、相談1件にかかる時間が
増えるなど、外国人市民の生
活支援における役割がより重
要となっている中、福岡県行
政書士会や福岡県弁護士会等
と協力して専門家相談会を開
催する（月１回）など、関係
機関との連携によりきめ細か
い対応を行うことができてい
るため。

順調

　多文化共生のまちづくりを
一層推進するため、さらなる
広報事業の推進や潜在的ニー
ズの掘り起こしにより外国人
市民の安全・安心な生活環境
の整備を推進していく必要が
ある。

【評価理由】
　広報事業の推進や通訳者の
レベルアップ研修等につなが
る取組みが前進していること
から順調と判断した。

【課題】
　広報事業の推進や潜在的
ニーズの掘り起こしにより外
国人市民の安全・安心な生活
環境の整備を推進していく必
要がある。

10



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

166.7 ％

目
標

実
績

29.7 ％

達
成
率

― ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％

目
標

課
長

1.70 人

実
績

係
長

3.00 人

達
成
率

職
員

4.00 人

　留学生と地元企業の相互理
解の数値目標（平成29年度ま
でに35.0%）を達成できるよ
う、情報提供や交流会の開催
などを通じ、さらに地元企業
との相互理解を深めていく。

【評価理由】
　「北九州市留学生支援ネッ
トワーク」により情報共有・
連携強化が図れたこと、交流
会の開催により留学生と地元
企業の相互理解を深めること
ができたことから順調と判断
した。

【課題】
　留学生と地元企業の相互理
解の数値目標（平成29年度ま
でに35.0%）を達成できるよ
う、情報提供や交流会の開催
などを通じ、さらに地元企業
との相互理解を深めていく必
要がある。

順調

　平成26年度に設立した「北
九州市留学生支援ネットワー
ク」の中で、企画検討会を2
回・全体会を1回開催し、会
員間の情報共有・連携強化を
図ることができたため。ま
た、留学生と地元企業との交
流会等を通じ、留学生と地元
企業の相互理解を深めること
ができたため。

順調

　計画の推進にあたっては、
市民説明や市民意見の把握に
努めるとともに、モデルプロ
ジェクトに関しては、再配置
計画の実現に向けた検討・調
整等を進めていく。

公共施設保有量の
縮減

全公共
施設（Ｈ
２６年
度）

― ―

２０％削
減

（Ｈ６７年
度）

― ―

―

―

―

―

―

―

　構成資産の保全を行ってい
くと共に、関係機関と連携し
てインタープリテーション
（理解増進・情報発信）の取
組みを推進していく。

― 登録

課
長

係
長

3万人

　平成27年の世界遺産登録に
向け、ユネスコ諮問機関の審
査への対応のほか、セミナー
やＰＲツール等を通じた広報
活動を実施した結果、同年7
月には正式に世界遺産登録さ
れた。また登録後は、記念式
典の開催や積極的PRの実施に
より、眺望スペースにも多く
の方が来場されたことから、
大変順調に進んだと考えてい
る。

大変
順調

45,000 84,995 54,638 29,000

1.00

留学生等の国際ブリッ
ジ人材の受入（入学）
促進、学業・生活支援
及び地元企業就職促進
を体系的、効果的に推
進する「プラットホー
ム」を関係機関、民間
団体とともに設立し、
地域のグローバル化や
地域企業の国際競争力
アップを図る。

国際
政策
課

国際ブリッジ人
材支援事業

13

Ⅳ-3-
(1)-② 
地域企業
のニーズ
に沿った
人材育
成・確保
の促進

―

単年度目標
設定なし 登録

登録
（H27年
度）

1,615

―

―

留学生と地元企業の相
互理解
留学生等高度人材活用
の向上（企業との相互
理解が進んだ状態＝留
学生が市内企業の情報
を4社以上知ってい
る）

留学生に対する就
職支援施策に係る
ニーズの把握

ニーズ把握

ユネスコ世界遺産に登
録された官営八幡製鐵
所関連施設について、
その価値の理解増進の
ため、来訪者受入れ環
境の整備はもとより、
市内外へ向けた広報・
ＰＲ活動を展開する。

世界遺産への登録

ニーズ把握

―

Ⅲ-2-
(1)-①

近代化遺
産などの
文化財の
保存・継
承

12
世界遺産推進経
費

世界
遺産
登録
推進
室

5万人

―

単年度目標
設定なし

H29年度
までに
35.0％

79,5507,15813,619

1,000

17,000

7,550788

職
員

1.00

順調

　平成27年5月に公表した方
向性について、シンポジウム
や地元説明会の開催、市民ア
ンケートの実施により周知を
図り、その結果や議会での議
論も踏まえ、11月に素案を公
表した。その後、施設利用者
や自治会関係者などへ説明
し、意見を聞くとともに、パ
ブリックコメントの意見など
をもとに、平成28年2月に
「北九州市公共施設マネジメ
ント実行計画」を予定どおり
策定することができたため順
調であると判断。

順調

人

人

人

0.30

0.30

職
員

係
長

課
長

0.20

「公共施設マネジメント
実行計画」に基づき、公
共施設に関する将来的
な財政負担を軽減する
ための取り組みを進め
る。

―

人

人

【評価理由】
　予定どおり事業を実施する
ことができたため順調である
と判断した。

【課題】
　課題の進捗状況を的確に把
握し、評価を行いながら進め
ていくなどの実効性の確保。
計画の推進にあたって、市民
説明や市民意見の把握に努め
るなど、丁寧な取組みを進め
る必要がある。

【評価の理由】
　世界遺産への登録が決定、
旧本事務所眺望スペースの来
場者数については大幅に目標
を達成し、登録後も、市内各
施設への垂れ幕や横断幕等の
設置、来場者向けの誘導サイ
ンの設置やコンテンツ制作、
セミナーによる各種PR活動等
に取り組んだことから、大変
順調と判断した。

【課題】
　構成資産の保全を図ってい
くと共に、観光資源としての
整備及び市内各所への長時間
滞在につなげていく必要があ
る。

人

大変
順調

―

年間来
場者数3
万人

都市
マネ
ジメン
ト政
策課

公共施設マネジメ
ント推進事業

14

―

1.00

Ⅴ-3-(2)-
② 
公共施設
の転活用
などの検
討

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

11



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

No.

H26年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

166.7 ％

目
標

4 件 4 件
課
長

0.20 人

実
績

4 件 4 件
係
長

0.50 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.50 人

　平成27年の世界遺産登録に
向け、ユネスコ諮問機関の審
査への対応のほか、セミナー
やＰＲツール等を通じた広報
活動を実施した結果、同年7
月には正式に世界遺産登録さ
れた。また登録後は、記念式
典の開催や積極的PRの実施に
より、眺望スペースにも多く
の方が来場されたことから、
大変順調に進んだと考えてい
る。

　東アジア経済交流推進機構
における会議数（目標：５
件、実績：５件）及び共同プ
ロジェクト件数が目標数に達
しているため、「順調」と判
断。

【評価の理由】
　世界遺産への登録が決定、
旧本事務所眺望スペースの来
場者数については大幅に目標
を達成し、登録後も、市内各
施設への垂れ幕や横断幕等の
設置、来場者向けの誘導サイ
ンの設置やコンテンツ制作、
セミナーによる各種PR活動等
に取り組んだことから、大変
順調と判断した。

【課題】
　構成資産の保全を図ってい
くと共に、観光資源としての
整備及び市内各所への長時間
滞在につなげていく必要があ
る。

【評価の理由】
　会員都市間ネットワークの
活用による共同プロジェクト
件数が目標数に達しているた
め、順調と判断した。

【課題】
　第三者評価委員による評価
や会員都市のヒアリングを行
い、運営体制の見直し等、活
動の効率化や事業費の削減に
取り組む必要がある。

　構成資産の保全を図ってい
くとと共に、観光資源として
の整備及び市内各所への長時
間滞在につなげていく必要が
ある。

　地震により2016年中に熊本
市で予定されていた執行委員
会が中止となったため、2017
年に韓国・仁川広域市で執行
委員会を開催する。2016年1
月に就任した第三者評価委員
による評価や会員都市のヒア
リングを行い、運営体制の見
直し等、活動の効率化や事業
費の削減に取り組む。

大変
順調

順調

大変
順調

順調

1.00

1.00

人1.00

10,123

アジ
ア交
流課

人

人

東アジア経済交
流推進機構推進
事業

16

84,995

会員都市間ネット
ワークの活用によ
る共同プロジェク
トの件数

10,882

職
員

11,006

平成16年11月に、日中
韓10都市により｢東ア
ジア経済交流推進機
構｣を設立（現在11都
市）。
｢国際ビジネス｣、｢環
境｣、｢観光｣、｢ロジス
ティクス｣の４部会を
設けて経済交流活動を
行っている。
本市は、本機構の事務
局を構成し、機構活動
の円滑化と活性化に貢
献するとともに、本市
企業の国際ビジネス拡
大に資する活動を実施
する。

11,050

ビジネ
ス交流
などの
相互交
流の活
性化

（H28年
度）

Ⅶ-1-
(1)-① 
「東アジ
ア経済交
流推進機
構」事業
の推進

世界
遺産
登録
推進
室

ユネスコ世界遺産に登
録された官営八幡製鐵
所関連施設について、
その価値の理解増進の
ため、来訪者受入れ環
境の整備はもとより、
市内外へ向けた広報・
ＰＲ活動を展開する。

Ⅴ-3-
(2)-③ 
近代化遺
産などの
文化財の
活用

15
世界遺産推進経
費

登録

年間来
場者数3
万人

―
登録

（H27年
度）

課
長

単年度目標
設定なし 登録

3万人

世界遺産への登録

―

― ―

5万人

４件
（H26年
度）

―

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

45,000

係
長

29,00054,638

12



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

No.

H26年度

目
標

330 人 330 人
課
長

0.30 人

実
績

343 人 417 人
係
長

0.40 人

達
成
率

103.9 ％ 126.4 ％
職
員

1.00 人

目
標

100 人 110 人
課
長

0.18 人

実
績

135 人 171 人
係
長

0.30 人

達
成
率

135.0 ％ 155.5 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

70 ％ 70 ％
課
長

0.05 人

実
績

85 ％ 85.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

121.4 ％ 122.6 ％
職
員

0.20 人

　交流事業参加者延べ人数が
目標数に達しているため「順
調」と判断。

―

　交流事業参加者延べ人数が
目標数に達しているため「順
調」と判断。

【評価の理由】
　目標について達成している
ことから順調と判断した。

【課題】
　姉妹・友好都市、アセアン
諸国等のアジア新興国との交
流・連携を一層強化していく
必要がある。

順調

【評価の理由】
　海外事業所の本市地域企業
への貢献度が目標を達成して
いるため、順調と判断した。

【課題】
　地元企業の中国進出支援や
ビジネスサポートのほか中国
各都市とのネットワーク形成
を一層強化していく必要があ
る。

―
　引き続き、文化・スポーツ
両面での国際交流を進めてい
く。

　姉妹・友好都市、アセアン
諸国等のアジア新興国との交
流・連携を一層強化してい
く。

　地元企業の中国進出支援や
ビジネスサポートのほか中国
各都市とのネットワーク形成
を一層強化していく。

【評価理由】
　人権フェスタでの中国人大
学生と高齢者や障害者との文
化交流、仁川市役所マラソン
同好会の北九州マラソン参加
などの実績から、文化・ス
ポーツ両面で国際交流に取り
組んでいるため、順調と判断
した。

【課題】
　今後も文化・スポーツ交流
を通じた国際交流により、多
くの市民と外国の方々が触れ
合える環境を整え、異文化へ
の理解促進を図る必要があ
る。

順調

順調

　海外事務所を利用した企業
数（目標：300社、実績：388
社）及び、地域企業への貢献
度も目標値に達しているた
め、｢順調｣と判断。

順調

順調

順調

4,863

1,148

―

Ⅶ-2-
(2)-② 
海外の経
済事務所
の活用

アセアン諸国など
アジアの新興国と
の交流事業参加者
延べ人数

20

18

17

姉妹・友好都市を
中心とした海外諸
都市との交流事業
参加者延べ人数

3,520

―

―

2,761 14,950

姉妹・
友好都
市等と
の交流
を軸と
した国
際交流
都市と
しての
発展

（H28年
度）

―

海外事務所の本市
地域企業への貢献
度 （貢献度７０％
以上）
※26年度からの指
標

―

343人
（H26年
度）

58,453

アジア
の新興
国等と
の交流
を軸と
した国
際交流
都市と
しての
発展

（H28年
度）

―

85％
（H26年
度）

アジアゲート
ウェイ推進事業

70％以
上v

（H26年
度～）

―

―

135人
（H26年
度）

―

―

アジ
ア交
流課

Ⅶ-1-
(2)-②
文化・ス
ポーツ交
流の拡大

【施策評価のみ】
文化や芸術、ス
ポーツを通じた
国際交流の推進

アジ
ア交
流課

19

【施策の内容】
文化や芸術、スポーツ
を通じた国際交流によ
り、多くの市民と外国
の方々が触れ合える環
境を整え、異文化への
理解促進を図る。

駐大連北九州市経済事
務所及び駐上海北九州
市経済事務所を設置・
運営し、地元企業のビ
ジネスサポートや進出
支援を行うとともに、
本市と中国の都市との
ネットワークを形成・
強化する。

アジ
ア交
流課

―

2,198

―

58,264 3,075

1,887

60,039

―

国際交流事業

Ⅶ-1-
(1)-② 
都市間交
流・連携
の推進

姉妹・友好都市を中心
とした海外諸都市との
様々な分野での交流推
進を図るため、訪問団
の受入れや本市からの
訪問団派遣等の交流事
業を行う。

アジ
ア交
流課

アセアン諸国などアジ
アの新興国との経済交
流やシティプロモー
ションを進める。

中国ビジネスサ
ポート拠点整備
事業

8,820

13



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度

目
標

45 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％
職
員

0.10 人

目
標

45 ％ 50 ％
課
長

0.10 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％
職
員

0.20 人

　市民講座等において、本市
の多文化共生施策について周
知を図るほか、多文化共生に
関する民間団体の活動等を支
援することで、意識啓発を行
うことができたため。
　また、国際交流員を市民セ
ンターや高校などに派遣し、
異文化への理解を促進するこ
とができたため。

順調2,32549,45849,44149,441

「多文化を受け入れ、
世界に開かれた魅力あ
る地域づくりと人づく
り」というビジョンの
もと、多文化共生の社
会づくりを推進すると
ともに、幅広い市民に
よる国際交流活動を促
進して諸外国との相互
理解や友好親善を深
め、国際平和に寄与す
る開かれたまちづくり
を推進する。

国際
政策
課

（公財）北九州
国際交流協会補
助金

43％
（H25年
度）

43％
（H25年
度）

50％以
上

（H27年
度～）

50％以
上

（H27年
度～）

Ⅶ-2-
(3)-② 
国際都市
にふさわ
しいまち
づくり

国際
政策
課

日本人市民に対して、
多文化共生に関する意
識啓発や国際交流の機
会や場の提供を行うこ
とで、外国人を受け入
れる地域づくりを目指
すとともに、すべての
市民が安心して暮ら
し、自己の能力を発揮
できる「多文化共生先
進都市」としてのまち
づくりを推進する。

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

21
市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

5,65022 3,150 6,6024,107
多文化共生推進
事業

　多文化共生の啓発事業「身
近に感じよう！多文化共生」
を新規に開催し、多文化共生
の理念や啓発事業の内容を多
言語放送等を活用して広く広
報することが出来たため。ま
た、多文化共生に関する民間
団体の活動を支援すること
で、意識啓発を行うことがで
きたため。

順調

【評価理由】
　「市民の多文化共生という
言葉の認知度」においては目
標値には到達できていない
が、多言語放送等を活用して
新規に啓発事業を実施し、広
く広報を実施できたことから
順調と判断した。

【課題】
　市民の多文化共生という言
葉の認知度数値目標（平成27
年度～50%）を達成できるよ
う、啓発事業の実施や民間団
体の支援等により啓発活動を
推進していく必要がある。

順調

　多文化共生のまちづくりを
一層推進するため、市民の多
文化共生という言葉の認知度
数値目標（平成27年度～
50%）を達成できるよう、啓
発事業の実施や民間団体の支
援等により啓発活動を推進し
ていく必要がある。
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企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

No.

H26年度

目
標

5
事
業

5
事
業

課
長

0.10 人

実
績

3
事
業

5
事
業

係
長

0.65 人

達
成
率

60.0 ％ 100.0 ％
職
員

1.30 人

目
標

16
市
町

実
績

16
市
町

達
成
率

100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

－

人

【評価の理由】
　連携中枢都市圏「北九州都
市圏域」形成に向けて順調に
事業を進めることができたた
め。

【課題】
　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく必要があ
る。

　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく。

順調

順調

　当初の目標とおり、連携中
枢都市圏「北九州都市圏域」
形成に向けて合意を得ること
ができ、下関市についても平
成28年度以降県境を超えた連
携中枢都市圏の中枢都市同士
の連携に合意したため。

　新規事業も実施し、平成２
８年度以降に繋がる成果と
なったため。

順調

人

17,400

【近隣市町との連携】
近隣自治体について
は、「福岡県北東部地
方拠点都市地域整備推
進協議会（１７市
町）」や「北九州都市
圏広域行政推進協議会
（２市４町）」の中心
市として連携事業の運
営をリードし、その他
「京築北九州東部振興
会議」「北大経済圏構
想推進協議会」などへ
の参画を通じ、地域活
性化のための要望活動
などに取り組んでい
る。

【福北連携・関門連
携】
近隣主要都市間の連携
としては福岡市、下関
市と「福北連携の理
念」及び「関門の5連
携」の考えを柱に両市
間で様々な連携を進め
ている。

本市と下関市両
市の企画部門等
で会議を開催
し、両市の経済
成長につながる
取組みについて
協議・検討を実

施。

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

3,9163,5754,181

政策
調整
課

新たな広域連携
推進事業

政策
調整
課

24 1,524 0.80

0.20

係
長

0.40

関門地域経済戦
略会議を開催
し、協議・検討

を実施

21,808

人

課
長

職
員

13,300

―

3,900

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

Ⅶ-3-
(1)-① 
北九州都
市圏の連
携推進

　本市においては、国
の進める「連携中枢都
市圏構想」に基づき、
人口減少・少子高齢社
会においても地域
を活性化し、経済を持
続可能なものとし住民
が安心して快適な暮ら
しを営んでいけるよ
う、近隣１６市町と
「連携協約」を締結し
た上で、「都市圏ビ
ジョン」を策定し、連
携中枢都市圏「北九州
都市圏域」を形成す
る。
  また、下関市との連
携については、連携中
枢都市制度が改正され
たため、県境を越えた
連携中枢都市同士の連
携の可能性を今後継続
して検討していくもの
である。 －

―

―

―
5事業
（毎年
度）

16市町
と連携
協約の
締結

（H28年
度）

本市と下関市両市
の企画部門等で会
議を開催し、両市
の経済成長に繋が
る取り組みについ
て協議・検討す
る。

近隣市町との連携
協約の締結数

近隣自治体との新
規連携事業

広域行政推進事
業

23
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企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

No.

H26年度

目
標

5
事
業

5
事
業

課
長

0.10 人

実
績

3
事
業

5
事
業

係
長

0.65 人

達
成
率

60.0 ％ 100.0 ％
職
員

1.30 人

目
標

16
市
町

実
績

16
市
町

達
成
率

100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

－

本市と下関市両
市の企画部門等
で会議を開催
し、両市の経済
成長につながる
取組みについて
協議・検討を実

施。

　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく。

【評価の理由】
　連携中枢都市圏「北九州都
市圏域」形成に向けて順調に
事業をすすめることができた
ため。

【課題】
　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく必要があ
る。

　当初の目標とおり、連携中
枢都市圏「北九州都市圏域」
形成に向けて合意を得ること
ができ、下関市についても平
成28年度以降県境を超えた連
携中枢都市圏の中枢都市同士
の連携に合意したため。

順調

順調

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

広域行政推進事
業

25

1,524 21,808 0.80

0.20

0.40

課
長

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

本市と下関市両市
の企画部門等で会
議を開催し、両市
の経済成長に繋が
る取り組みについ
て協議・検討す
る。

－

近隣自治体との新
規連携事業

16市町
と連携
協約の
締結

（H28年
度）

人
職
員

係
長

人

人

13,300

―

3,900

5事業
（毎年
度）

関門地域経済戦
略会議を開催
し、協議・検討

を実施
― ―

26

近隣市町との連携
協約の締結数

―

政策
調整
課

新たな広域連携
推進事業

　本市においては、国
の進める「連携中枢都
市圏構想」に基づき、
人口減少・少子高齢社
会においても地域
を活性化し、経済を持
続可能なものとし住民
が安心して快適な暮ら
しを営んでいけるよ
う、近隣１６市町と
「連携協約」を締結し
た上で、「都市圏ビ
ジョン」を策定し、連
携中枢都市圏「北九州
都市圏域」を形成す
る。
  また、下関市との連
携については、連携中
枢都市制度が改正され
たため、県境を越えた
連携中枢都市同士の連
携の可能性を今後継続
して検討していくもの
である。

Ⅶ-3-
(1)-② 
福北都市
圏の形成

　新規事業も実施し、平成２
８年度以降に繋がる成果と
なったため。

順調17,4003,9163,5754,181

【近隣市町との連携】
近隣自治体について
は、「福岡県北東部地
方拠点都市地域整備推
進協議会（１７市
町）」や「北九州都市
圏広域行政推進協議会
（２市４町）」の中心
市として連携事業の運
営をリードし、その他
「京築北九州東部振興
会議」「北大経済圏構
想推進協議会」などへ
の参画を通じ、地域活
性化のための要望活動
などに取り組んでい
る。

【福北連携・関門連
携】
近隣主要都市間の連携
としては福岡市、下関
市と「福北連携の理
念」及び「関門の5連
携」の考えを柱に両市
間で様々な連携を進め
ている。

政策
調整
課
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企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

No.

H26年度

目
標

8
都
市

2
都
市

課
長

0.05 人

実
績

16
都
市

10
都
市

係
長

0.10 人

達
成
率

200.0 ％ 500.0 ％
職
員

0.20 人

Ⅶ-3-
(2)-② 
九州各地
域などと
の連携

　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく必要があ
る。

【評価の理由】
　目標を大幅に超える実績と
なっているため、順調と判断
した。

【課題】
　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく必要があ
る。

順調27 3,075
広域行政推進事
業

　九州地域などにおける交
流・連携都市数が順調に増加
しているため。

順調8013,5754,181

【西九州軸連携】
九州と本州の結節点で
ある地の利点を活かし
ながら、鹿児島県南九
州市との都市間交流の
推進や、九州新幹線沿
線自治体（鹿児島市、
熊本市、福岡市）との
四都市連携により九州
の一体的な発展とアジ
アの巨大都市と対等に
渡り合うため、西九州
軸の広域連携の強化を
図るものである。

【東九州軸連携】
東九州軸では東九州自
動車道全線開通を見据
え、京築地域や大分・
宮崎方面の都市との連
携構築に取り組んでい
る。

政策
調整
課

―

26都市
（H27年
度現
在）

九州地域などにお
ける交流・連携都
市数
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総務局

平成27年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

実
績

27.4 ％

達
成
率

97.1 ％

目
標

実
績

48.0 ％

達
成
率

　子育て中の労働者で仕事と
生活の両立が図られていると
感じる人の割合が、今後もさ
らに上昇していくよう、各種
支援を通じて、企業の「働き
方の見直し」にかかる意識改
革を一層推進していく。

順調 順調

　ワーク・ライフ・バランス
表彰の実施やワーク・ライ
フ・バランス推進に関する企
業へのアドバイザー等の派
遣、イクボスセミナーの開催
等により、子育て中の労働者
で仕事と生活の両立が図られ
ていると感じる人の割合が、
上昇傾向にあることから「順
調」と判断。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【評価理由】
　ワーク・ライフ・バランス
表彰の実施やワーク・ライ
フ・バランス推進に関する企
業へのアドバイザー等の派
遣、イクボスセミナーの開催
等により、子育て中の労働者
で仕事と生活の両立が図られ
ていると感じる人の割合が、
上昇傾向にあることから「順
調」と判断。

【課題】
　誰もが多様な働き方や生き
方を選択でき、活力ある豊か
な社会の実現を目指すには、
企業の意識改革が重要であ
り、企業に対する「働き方の
見直し」への支援を継続して
推進する必要がある。

0.30

職
員

14,950 人

課
長

13,508
係
長

人

1.00

0.40

平成25年度
（41.0％）の
水準より増加
（H31年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第２次計
画）」での成
果指標（目

標）

人

41.0％
（H25年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

誰もが多様な働き方や
生き方を選択でき、活
力ある豊かな社会を実
現するため、「北九州
市ワーク・ライフ・バ
ランス推進協議会」を
中心に、企業等の取組
み支援などを行うとと
もに、企業や地域での
様々な活動と連携しな
がら仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バ
ランス）の推進を図
る。

子育て中の労働者
で仕事と生活の両
立が図られている
と感じる人の割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ど
もプラン（H22～
H26年度）」掲載内
容

27.8％
（H20年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ

ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

Ⅰ-1-
(1)-① 
仕事と子
育ての両
立支援

1
ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業

女性
活躍
推進
課

No.

H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）H26年度

前年度
（28.2％）

比増加

人数H26年度

14,346 13,064

単年度目標
なし

子育て中の労働者
で仕事と生活の両
立が図られている
と感じる人の割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ど
もプラン（第２次
計画）（H27～H31
年度）」掲載内容

平成20年度
（27.8％）の
水準より増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

―
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
No.

H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）H26年度

人数H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

実
績

16.2 % 16.9 %

達
成
率

目
標

実
績

12.8 % 13.8 %

達
成
率

目
標

実
績

88.0 %

達
成
率

目
標

実
績

8.8 %

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.10 人

地域における男
女共同参画推進
啓発事業【男女
共同参画広報・
啓発事業】

5

Ⅱ-3-
(2)-① 
政策・方
針決定過
程への男
女共同参
画の推進

順調

【評価理由】
　市職員向けの取組みとして
は、ワーク・ライフ・バラン
スを推進するための国の動き
を踏まえ、テレワークの試行
実施や職場単位の業務改善な
ど、業務の効率化や職員の仕
事と家庭の両立支援に向けた
取組みのほか、各種研修の機
会等を通じた女性職員の能力
開発やキャリア形成支援によ
り、女性役職者・管理者比率
は年々上昇している。
　また、市民向けの取組みと
しては、男女共同参画セン
ター及び勤労婦人センターに
おいて、男女共同参画社会の
形成の推進に向けたイベント
や講座の開催、就業・キャリ
アアップ支援、相談事業等の
実施など課題解決に取り組ん
でおり、実績（講座等開催回
数および参加者数）は前年度
同程度である。
　以上のことから、「順調」
と評価した。

【課題】
　市職員の多様な働き方の実
現により、簡素で効率的な組
織・人員体制をもって、更な
る市民サービスの向上に取り
組むとともに、女性市職員が
抱える「係長としての資質・
能力不安」の軽減や払拭、仕
事と家庭の両立に向けた職場
や職員の意識改革にも継続し
て取り組む必要がある。
　男女共同参画社会の形成を
一層推進するため、より多く
の方（特に若年層）が関心を
持って積極的に参加できるよ
う、開催するイベントや講座
のブラッシュアップなどを図
り、広報・啓発に取り組む必
要がある。地域における男女共同

参画の推進を図るた
め、地域で活動してい
る団体・グループ等が
企画・実施する広報啓
発活動を支援し、男女
共同参画に関する理解
を深める。

― ―

― ―

5,0503,1583,0734,139

―

―

5,400

336,918

平成23年度
(38.7％)の水
準より減少
(H29年度)

―

― ―

―

　女性市職員のキャリア研修
の実施や、女性役職者のネッ
トワークを活用した意見交換
や交流の機会を拡充し、女性
職員が抱える「係長としての
資質・能力不安」への軽減や
払拭を図るとともに、「一億
総活躍」など国の動きを踏ま
え、ワーク・ライフ・バラン
スの推進に向けた職場の意識
改革や業務の効率化等への取
組みにより、簡素で効率的な
市役所の組織・人員体制を
もって、更なる市民サービス
の向上を図る。
　また、他の類似事業を取り
扱う施設等との役割分担、連
携、事業内容の見直しなどを
通じて、引き続き多くの方
（特に若年層）への理解増進
へ向けた広報活動を効率的・
効果的に実施するほか、平成
29年度に第４次男女共同参画
基本計画（平成31年度策定予
定）のための基礎資料とする
ための意識調査（調査対象：
市内在住の男女4,000人）を
実施する。

　男女共同参画社会の形成の
推進に向けたイベントや講座
の開催、就業・キャリアアッ
プ支援、相談事業などを事業
計画に基づき実施している。
事業内容の見直しなどに取り
組んでおり、講座等の参加者
数は同程度の35,231人で推移
しており、順調と判断。

順調

　女性職員キャリア研修の実
施やメンター研修の充実な
ど、女性職員の能力開発、
キャリア形成支援にかかる取
組みを進め、女性役職者・管
理職比率が順調に上昇してい
るため、「順調」と判断。

順調

順調

　テレワークのトライアルや
「ワーク・ライフ・バランス
実践モデル部署」の実施など
により、実践的な取組み実例
が得られた、また、全管理職
がイクボス宣言を行い、イク
ボス表彰では、管理職のマネ
ジメントの優秀事例について
部下職員から多くの推薦が上
がった。このように業務の効
率化や職員の両立支援に向け
た取組みが進んでおり、「順
調」と判断。

　「男女共同参画フォーラムin
北九州」の実施回数は前年同数
の37回で参加者数はほぼ同レベ
ルの3,187人であった。「男女共
同参画に関する広報啓発事業」
の回数は前年同数の26回であっ
たが、対象の学校や、実施方法
を大人数の講義形式から少人数
のワークショップ形式へ変更し
た等から参加者数は前年度比691
人減の1,028人となった。一方
で、実施するＮＰＯ団体それぞ
れが工夫を加えながら課題であ
る若年層への効果的な広報啓発
促進に取り組んでいる。イベン
トの内容、参加対象の幅を広げ
る取組みは評価することがで
き、参加者の感想も良いため順
調と判断。

順調

男女
共同
参画
推進
課

― ―

課
長

68.9%
(H23年
度)

単年度目標
なし

男女共同参画社会
という言葉の認知
度

38.7%
(H23年
度)

―

―

68.9%
(H23年
度)

―

―

0.40

人0.50

人
課
長

9,900

333,781

0.20

3,864

0.50

3,812

人

係
長

3

性別にかかわらず職員
が能力を発揮し、いき
いきと活躍できる職場
づくりを実現するた
め、「女性活躍推進ア
クションプラン第２期
計画」（計画期間：
H26～30年度）に基づ
き、職員のキャリア形
成支援やワーク・ライ
フ・バランスの推進に
向けた取組みを実施す
る。

12.0%
（H25年
度）

女性管理職（課長
級以上）比率

2

「女性活躍推進
アクションプラ
ン」実施及び市
職員次世代育成
支援事業

人11,050

324,278

人

0.50
係
長

職
員

人

0.10

人

―

8,950

職
員

0.50

0.20

0.30

4

男女共同参画セン
ター・ムーブ及び勤労
婦人センター・レディ
ス（もじ・やはた）に
おいて、施設の運営を
はじめ、地域に根ざし
た男女共同参画推進、
女性リーダー育成、就
職・再就職に向けた就
業・キャリアアップ支
援、あるいは相談事業
など、様々な事業を展
開し、男女共同参画社
会の形成を推進する。

男女共同参画セ
ンター及び勤労
婦人センター管
理運営事業

ダイバーシティ
推進事業

単年度目標
なし

15.6%
（H25年
度）

女性役職者（係長
級以上）比率

―

男性職員の育児休
業等取得率

男女
共同
参画
推進
課

性別による固定的
役割分担意識に肯
定的な人の割合

単年度目標
設定なし

2.5%
（H20年
度）

80%
(H30年
度)

4,131

20%
(H31年
度）

人

人

女性
活躍
推進
課

国における「まち・ひ
と・しごと創生総合戦
略」の策定や「女性の職
業生活における活躍の推
進に関する法律」施行な
ど、多様な人材を活かす
ダイバーシティマネジメ
ントやワーク・ライフ・
バランス（働き方改革）
を推進するための取組の
加速などの動きを踏ま
え、テレワークの実施や
職場単位の業務改善な
ど、多様な働き方の実現
により、簡素で効率的な
組織・人員体制をもっ
て、更なる市民サービス
の向上を図る。

単年度目標
設定なし

―

女性
活躍
推進
課

部課長級の多面評
価「イクボス10か
条を実践できてい
る管理職の割合

―

課
長

15％
（H30年

度)

係
長

職
員

―

―

80%
(H30年
度)

4,162

男女共同参画社会
という言葉の認知
度

―

―

20%
(H30年
度）

90%
(H31年
度）

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

―
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
No.

H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）H26年度

人数H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

実
績

27.4 ％

達
成
率

97.1 ％

目
標

実
績

48.0 ％

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

－ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

10.0 ％

実
績

7.5 % 8.8 ％

達
成
率

75.0 ％ － ％

目
標

実
績

88 %

達
成
率

― ％

目
標

10.0 ％

実
績

7.5 % 8.8 %

達
成
率

75.0 ％ － ％

―

―

順調

【評価理由】
　企業向けの取組みである
ワーク・ライフ・バランス表
彰の実施やワーク・ライフ・
バランス推進に関するアドバ
イザー等の派遣、イクボスセ
ミナーの開催等により、子育
て中の労働者で仕事と生活の
両立が図られていると感じる
人の割合は上昇傾向にある。
市職員向けの取組みであるパ
パママ応援・子育て＆仕事両
立サポート研修やワーク・ラ
イフ・バランス推進月間、テ
レワークの試行実施や職場単
位の業務改善等の実施によ
り、業務の効率化や職員の両
立支援が進み、男性職員の育
児休業等取得率が上昇してい
る。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

【課題】
　誰もが多様な働き方や生き
方を選択でき、活力ある豊か
な社会の実現を目指すには、
企業の意識改革が重要であ
り、企業に対する「働き方の
見直し」への支援を継続して
推進する必要がある。
　また、市職員についても、
制度の周知・活用を通じて、
職員のキャリア形成支援や
ワーク・ライフ・バランスを
推進し多様な働き方を実現す
ることで、簡素で効率的な市
役所の組織・人員体制をもっ
て、更なる市民サービスの向
上に向けた取り組みを継続し
ていく必要がある。

　子育て中の労働者で仕事と
生活の両立が図られていると
感じる人の割合が、今後もさ
らに上昇していくよう、各種
支援を通じて、企業の「働き
方の見直し」にかかる意識改
革を一層推進していく。
　職員のワーク・ライフ・バ
ランスを更に推進するため、
各種研修や啓発活動等による
職員の意識改革、仕事の見直
し・改善、仕事と子育ての両
立支援等に今後も積極的に取
り組んでいく。
　「一億総活躍」など国の動
きを踏まえ、業務の効率化や
職員の仕事と家庭の両立支援
に取り組む中で多様な働き方
を実現することにより、簡素
で効率的な組織・人員体制を
もって、更なる市民サービス
の向上を図っていく。

　テレワークのトライアルや
「ワーク・ライフ・バランス
実践モデル部署」の実施など
により、実践的な取組み実例
が得られた、また、全管理職
がイクボス宣言を行い、イク
ボス表彰では、管理職のマネ
ジメントの優秀事例について
部下職員から多くの推薦が上
がった。このように業務の効
率化や職員の両立支援に向け
た取組みが進んでおり、「順
調」と判断。

　パパママ応援・子育て＆仕
事両立サポート研修やワー
ク・ライフ・バランス推進月
間等の実施により、業務の効
率化や職員の両立支援に向け
た取組みが進んでおり、男性
職員の育児休業等取得率も上
昇しているため、「順調」と
判断。

　ワーク・ライフ・バランス
表　彰の実施やワーク・ライ
フ・バランス推進に関する企
業へのアドバイザー等の派
遣、イクボスセミナーの開催
等により、子育て中の労働者
で仕事と生活の両立が図られ
ていると感じる人の割合が、
上昇傾向にあることから「順
調」と判断。

順調

順調

順調

単年度目標
設定なし

単年度目標
なし

－

1.00

20%
(H31年
度）

14,950

人

41.0％
（H25年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第２次計
画）」策定時
のニーズ調査
による数値

係
長

職
員

0.50

0.20

人

人

0.20

Ⅱ-3-
(2)-② 
ワーク・
ライフ・
バランス
（仕事と
生活の調
和）の推
進

7

「女性活躍推進
アクションプラ
ン」実施及び市
職員次世代育成
支援事業

6

8

女性
活躍
推進
課

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業

誰もが多様な働き方や
生き方を選択でき、活
力ある豊かな社会を実
現するため、「北九州
市ワーク・ライフ・バ
ランス推進協議会」を
中心に、企業等の取組
み支援などを行うとと
もに、企業や地域での
様々な活動と連携しな
がら仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バ
ランス）の推進を図
る。

男性職員の育児休
業等取得率

子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が
図られていると感じ
る人の割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ども
プラン（第２次計
画）（H27～H31年
度）」掲載内容

両立しながら新たな業
務等にチャレンジした
いと思う職員の割合

※本指標は「北九州市
職員ダイバーシティ推
進プログラム(H27～
H31年度）」掲載内容

前年度
（28.2％）

比増加
27.8％

（H20年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

―

単年度目標
なし

平成20年度
（27.8％）の
水準より増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

－

90%
(H31年
度）

単年度目標
なし

13,508

20%
(H31年
度）

平成25年度
（41.0％）の
水準より増加
（H31年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第２次計
画）」での成
果指標（目

標）

14,346

課
長

課
長―

75%
（H31年
度）

11,050

3,864

課
長

4,131

13,064

4,162

0.50

3,812

5,400

職
員

11,050

人

係
長

人

人

0.30

職
員

係
長

人

人

0.50

0.50

0.40

人

ワーク・ライフ・バラ
ンスが取れていると感
じる職員の割合

※本指標は「北九州市
職員の次世代育成支援
プログラム（H22～H26
年度）」掲載内容

69.4%
（H20年
度）

2.5%
（H20年
度）

子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が
図られていると感じ
る人の割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ども
プラン（H22～H26年
度）」掲載内容

2.5%
（H20年
度）

部課長級の多面評
価「イクボス10か
条を実践できてい
る管理職の割合

69.9%
（H26年
度）

男性職員の育児休
業等取得率

女性
活躍
推進
課

国における「まち・ひ
と・しごと創生総合戦
略」の策定や「女性の職
業生活における活躍の推
進に関する法律」施行な
ど、多様な人材を活かす
ダイバーシティマネジメ
ントやワーク・ライフ・
バランス（働き方改革）
を推進するための取組の
加速などの動きを踏ま
え、テレワークの実施や
職場単位の業務改善な
ど、多様な働き方の実現
により、簡素で効率的な
組織・人員体制をもっ
て、更なる市民サービス
の向上を図る。

職員のワーク・ライ
フ・バランスを更に推
進するため、「第三期
特定事業主行動計画」
（H27年度より実施予
定）に基づき、各種研
修や啓発活動等による
職員の意識改革、仕事
の見直し・改善、仕事
と子育ての両立支援等
に取り組む。

ダイバーシティ
推進事業

女性
活躍
推進
課

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
No.

H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）H26年度

人数H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

― ％
職
員

0.10 人―

70.0%
(H30年
度)

【評価理由】
　学校でのデートＤＶ予防教
室の実施や連絡会議の開催に
よる情報共有等、能動的な活
動を定期的に行っていること
から「順調」と判断。

【課題】
　配偶者や恋人等、親しい関
係にある人からの暴力は重大
な人権侵害であることを誰も
が認識し、暴力を容認しない
意識の醸成のため、積極的な
広報・啓発活動を継続して実
施する必要がある。

　小学校５・６年生向け及び
中学生向けの男女共同参画に
関する副読本（H28年度改訂
版）を用いた子どものころか
らの男女共同参画への意識の
醸成を図る取組みや、高校・
大学などでのＤＶ予防教室な
ど若年層へのを継続してい
く。

　専門的な知見を持つＮＰＯ
等と連携して、高校・大学等
でデートＤＶ予防教室を46回
行うとともに、ＤＶ相談紹介
カードなどを公共施設に配布
し啓発に努めた。また、警察
等関係機関との連絡会議の開
催・参加などによる情報の共
有・交換を定期的に行ってい
ることから、順調と判断。

順調順調

単年度目標
設定なし

3,2793,984

―

9

Ⅱ-3-
(2)-③ 
性別によ
る人権侵
害行為の
根絶

男女共同参画基
本計画推進事業
【配偶者等から
の暴力対策事
業】

55.2%
(H23年
度)

――

配偶者等との間に
おける「平手で打
つ」について、暴
力と認識する人の
割合

5,976 5,050

配偶者や恋人等、親し
い関係にある人からの
暴力は、重大な人権侵
害であることを誰もが
認識し、暴力を容認し
ない意識の醸成のため
の広報・啓発を行う。
子どもの頃からの男女
共同参画意識の醸成や
今後の進路選択に役立
てるため、市内の小学
５・６年生と中学生を
対象に男女共同参画に
ついての基本的な項目
をまとめた副読本を作
成し、配付する。

男女
共同
参画
推進
課
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
No.

H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）H26年度

人数H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

実
績

16.2 % 16.9 %

達
成
率

― ％ － ％

目
標

実
績

12.8 % 13.8 %

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

88 %

達
成
率

― ％

目
標

10.0 ％

実
績

7.5 % 8.8 %

達
成
率

75.0 ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

697 社

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

―

－

90%
(H31年
度）

【評価理由】
　女性が希望に応じて職場・
家庭・地域においても、その
個性と能力を十分に発揮し輝
けるよう各種事業を実施する
中で、シンポジウム、管理職
研修参加者へのアンケート結
果では満足度が共に９割を超
えている。
　また、市職員向けの取組み
として、ワーク・ライフ・バ
ランスを推進するための国の
動きを踏まえ、テレワークの
試行実施や職場単位の業務改
善など、業務の効率化や職員
の仕事と家庭の両立支援に向
けた取組みのほか、各種研修
の機会等を通じた女性職員の
能力開発やキャリア形成支援
により、女性役職者・管理者
比率は年々上昇している。
　さらに、５月の「ウーマン
ワークカフェ北九州」開設
後、予定を上回るペースでの
利用者があった。
　以上のことから、「順調」
と評価した。

【課題】
　女性の就業率（25歳～44
歳）のＭ字型カーブの解消、
女性の創業や女性が働きやす
い仕事面での環境づくりに向
け、各種支援に取り組む必要
がある。
　また、市職員の多様な働き
方の実現により、簡素で効率
的な組織・人員体制をもっ
て、更なる市民サービスの向
上に取り組むとともに、女性
市職員が抱える「係長として
の資質・能力不安」の軽減や
払拭、仕事と家庭の両立に向
けた職場や職員の意識改革に
も継続して取り組む必要があ
る。
　さらに、「ウーマンワーク
カフェ北九州」における、今
後の利用者の要望等を運営に
反映していく必要がある。

順調

　女性活躍の推進を図るた
め、「ウーマンワークカフェ
北九州」を拠点として、女性
の就業支援の充実、就業機会
の拡大等を図るとともに、女
性活躍に取り組む企業への支
援や、女性管理職のスキル
アップや企業横断的なネット
ワーク化に取り組むほか、女
性が創業しやすい環境を整え
る。
　また、女性市職員のキャリ
ア研修の実施や、女性役職者
のネットワークを活用した意
見交換や交流の機会を拡充
し、女性職員が抱える「係長
としての資質・能力不安」へ
の軽減や払拭を図るととも
に、「一億総活躍」など国の
動きを踏まえ、ワーク・ライ
フ・バランスの推進に向けた
職場の意識改革や業務の効率
化等への取組みにより、簡素
で効率的な市役所の組織・人
員体制をもって、更なる市民
サービスの向上を図る。

　シンポジウム、管理職研修
参加者へのアンケート結果の
満足度については、それぞれ
９割を超え、次年度につなが
る評価を得たため、「順調」
と判断。

　テレワークのトライアルや
「ワーク・ライフ・バランス
実践モデル部署」の実施など
により、実践的な取組み実例
が得られた、また、全管理職
がイクボス宣言を行い、イク
ボス表彰では、管理職のマネ
ジメントの優秀事例について
部下職員から多くの推薦が上
がった。このように業務の効
率化や職員の両立支援に向け
た取組みが進んでおり、「順
調」と判断。

　女性職員キャリア研修の実
施やメンター研修の充実な
ど、女性職員の能力開発、
キャリア形成支援にかかる取
組みを進め、女性役職者・管
理職比率が順調に上昇してい
るため、「順調」と判断。

　同カフェは、基本方針のと
おり５月に開設。また、延べ
の利用者数も開所後２週間で
900人弱と順調なスタートと
なったため、「順調」と判
断。

順調

順調

順調

順調

―

―

800社
（H31年
度）

20%
(H31年
度）

―

14,449

3,812

6,952 －

―

係
長

人

人

4,162

－

0.30

0.30

15,000

0.60

4,131

係
長

5,400

0.10 人

係
長

職
員

職
員

0.50

12

10

11

ウーマンワーク
カフェ北九州運
営事業

13

0.50

人

人

人

人0.60

0.20

課
長

「女性活躍推進
アクションプラ
ン」実施及び市
職員次世代育成
支援事業

女性
活躍
推進
課

12.0%
（H25年
度）

女性管理職（課長
級以上）比率

単年度目標
なし

女性役職者（係長
級以上）比率

2.5%
（H20年
度）

65.9%
（H22年
国勢調
査）

15.6%
（H25年
度）

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

20%
（H30年
度）

15％
（H30年

度)

男性職員の育児休
業等取得率

－

部課長級の多面評
価「イクボス10か
条を実践できてい
る管理職の割合

同事業では、女性の就
業・キャリアアップ・
創業などをワンストッ
プで支援する「ウーマ
ンワークカフェ北九
州」の開設・運営など
を行う。

女性
活躍
推進
課

単年度目標
設定なし

70%
（H31年

度)

単年度目標
なし

6,400

単年度目標
なし

11,050

職
員

16,250

課
長

課
長

人

人

3,864

0.50

ダイバーシティ行
動宣言等登録・届
出企業（累計）

女性の就業率（25
～44歳）

女性
活躍
推進
課

女性
活躍
推進
課

同事業では、女性が希
望に応じ、職場や家
庭、地域においても、
その個性と能力を十分
に発揮し輝けるよう、
女性活躍の企業への働
きかけや管理職研修・
ネットワークの形成、
創業支援などを行う。

性別にかかわらず職員
が能力を発揮し、いき
いきと活躍できる職場
づくりを実現するた
め、「女性活躍推進ア
クションプラン第２期
計画」（計画期間：
H26～30年度）に基づ
き、職員のキャリア形
成支援やワーク・ライ
フ・バランスの推進に
向けた取組みを実施す
る。

国における「まち・ひ
と・しごと創生総合戦
略」の策定や「女性の職
業生活における活躍の推
進に関する法律」施行な
ど、多様な人材を活かす
ダイバーシティマネジメ
ントやワーク・ライフ・
バランス（働き方改革）
を推進するための取組の
加速などの動きを踏ま
え、テレワークの実施や
職場単位の業務改善な
ど、多様な働き方の実現
により、簡素で効率的な
組織・人員体制をもっ
て、更なる市民サービス
の向上を図る。

ダイバーシティ
推進事業

Ⅱ-3-
(2)-④ 
女性の活
躍推進

女性輝き！推進
事業

597社
（H26年
度）

単年度目標
設定なし

センター
の早期設

置

Ｈ28年
度中

に開設

単年度目標
なし

2,500

70%
（H31年

度) 0.60

係
長

0.60 人

職
員

－ H28年5月
開設

―

センターの早期設
置

人

16,250

課
長

0.50

女性の就業率（25
～44歳）

65.9%
（H22年
国勢調
査）

人
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
No.

H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）H26年度

人数H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.40 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

120
196

％
139
171

％

―

本市の平和に対する基
本的姿勢を示す「北九
州市非核平和都市宣
言」に込められた平和
への願いを市民に伝え
るため、また、悲惨な
戦争の記憶を風化させ
ることなく次の世代に
伝えるため、事業を実
施するもの。

総務
課

戦後７０年・平
和推進事業

14

Ⅱ-3-
(4)-① 
平和の尊
さへの理
解の促進

　「嘉代子桜・親子桜」を植
樹するとともに、「青少年
ピースフォーラム」への小中
学生の派遣や「長崎市平和派
遣事業」における市民の派遣
を実施したことにより、平和
の尊さを学ぶ機会が増えた。
また、悲惨な戦争の記憶を風
化させることなく次の世代に
伝えるため、「戦争体験談」
の記録・保存に取組み、平和
への願いは伝わっているもの
と考え、「順調」と判断。

順調7,1503,65412,894

市民が
平和の
尊さを
理解す
ること

【評価理由】
　戦後70年の節目の年にあた
り、若い世代が戦争について
考える機会の充実を図るた
め、長崎市が開催する「青少
年ピースフォーラム」への小
中学生の派遣や、親子300名
を派遣した「長崎市平和派遣
事業」の実施のほか、戦争体
験談冊子や語り部ＤＶＤの作
成、中学校31校・公園１箇所
で「嘉代子桜・親子桜」の植
樹、市庁舎ふれあい展望室の
平和関係パネルの新規設置な
どを実施したことから「順
調」と判断。

【課題】
　戦争体験者が減っている
中、悲惨な戦争の記憶が風化
されることへの懸念があり、
平和事業を継続的に実施して
いく必要がある。

順調

【評価理由】
　社会保障・税番号制度導入
の主要作業であるシステム改
修は、平成27年度でほぼ完了
した。
　全庁ＧＩＳは安定稼動して
おり、庁内向けＧＩＳ及び地
域情報ポータルサイトの主題
図数は目標値を大幅に上回る
ほか、庁内情報の共有化によ
る業務の効率化が図られてい
る。また、公開可能な情報の
市民への提供においては、開
始以降、ポータルサイトへの
アクセス数も着実に増加して
おり、市民サービスの向上も
図られている。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

【課題】
　社会保障・税番号制度にお
いて、平成29年７月の他行政
機関との情報連携開始に向け
て着実にテストを実施してい
く必要がある。
　全庁ＧＩＳにおいては、庁
内での利用増によるデータ更
新作業、防災情報システムと
の連携による災害時対応業
務、システム的な障害対応な
どを行うＧＩＳセンターの拡
大が今後必要となる。

　平成29年７月の社会保障・
税番号制度の情報連携開始に
向けて着実にテストを実施
し、情報連携の開始後は引き
続き情報システムの安定運用
に努めていく。
　全庁ＧＩＳの庁内での利用
増加によるデータ更新作業、
防災情報システムとの連携に
よる災害時対応、システム的
な障害などに対応していくた
め、こうした作業を実施して
いるＧＩＳセンターの機能拡
大を行うほか、市民サービス
の向上に寄与するため、各種
広報活動による市民への周知
に継続して取り組んでいく。

　制度導入の主要作業である
システム改修は、平成27年度
でほぼ完了したため。

　安定稼動しており、庁内Ｇ
ＩＳワーキンググループ及び
ＧＩＳ広域勉強会も予定通り
（10回）実施した。その結
果、庁内向け及び地域情報
ポータルサイト向けの主題図
数も大幅に目標値を超えてい
るため。

順調

順調

順調

―
情報
政策
課

安定稼
動

(平成26
年度）

庁内向け
ＧＩＳ：60
地域情報
ポータル
サイト：98
（平成26年

度）

安定運用

　庁内の各所管課が個
別に導入しているＧＩ
Ｓ（地理空間情報シス
テム）を集約すること
で、庁内全体のＧＩＳ
運用経費を削減すると
ともに、庁内で情報を
共有することにより、
業務の効率化・高度化
を図る。
　また、共有したＧＩ
Ｓ情報のうち、公開可
能なものは積極的に市
民に公開することによ
り、市民サービスの向
上を図る。

―

　引き続き「嘉代子桜・親子
桜」の全市立中学校への植
樹、長崎市が主催する「ピー
スフォーラム」への小中高生
の派遣、親子で平和の尊さを
考えるための長崎市への派遣
事業の実施、平和体験談の周
知などに取組み、平和への願
いを後世へと伝えていく。

27,612

―

―

―

障害無し

人

人

27,612 27,613 14,800

145,563

課
長

0.50

1.00

0.20

係
長

職
員

2.00

1.00

人

人

人

13,000

システ
ムの安
定運用
（平成
29年
度）

24,223

個人番
号の付
番及び
利用開
始（平
成27年
度）

―

個人番号の
付番及び利

用開始

全庁ＧＩＳに搭載
する主題図数

全庁ＧＩＳの安定
運用

継続的なシス
テム安定稼動

平成29年度
庁内向けGIS
主題図数：90
地域情報ポー

タル向け
主題図：90

―

全庁ＧＩＳ（統
合型ＧＩＳ）構
築運用事業

庁内連携テス
トに向けてシ
ステム改修の

完了

個人番号の
付番及び利

用開始

庁内向けGIS：
97

地域情報ポータ
ルサイト：257

庁内向けGIS：
70

地域情報ポータ
ルサイト：150

―

28,450

課
長

0.30

16

15

社会保障・税番
号制度対応事業
（情報政策課所
管分）

情報
政策
課

　「行政手続における
特定の個人を識別する
ための番号の利用等に
関する法律（以下「番
号法」という。）」の
成立により、個人番号
や法人番号の利用が平
成28年１月から予定さ
れている。
　地方自治体ではこの
番号法に基づき、住民
に対する個人番号の付
番及び通知や、個人番
号や法人番号の利用、
個人番号による他行政
機関との情報連携（平
成29年７月開始）など
を行わなければならな
いため、関係する業務
及び情報システムの対
応を行う。

Ⅲ-1-
(3)-④ 
高度情報
社会への
対応

―

―

庁内向けGIS：
50

地域情報ポータ
ルサイト：50

関連システ
ムの設計及
び改修着手

安定運用

庁内連携テス
トに向けてシ
ステム改修の

完了

障害無し

各課にて
実施

情報シ
ステム
の円滑
な導入
(平成26
年度）

庁内向けGIS：
60

地域情報ポータ
ルサイト：98

―

市民が平和の尊さ
を理解し、共有し
ていくこと

個人番号を用いた
他機関との情報連
携

209,635

個人番号の利用

番号制
度に関
する情
報収集
（平成
26年
度）

係
長

人

職
員
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
No.

H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）H26年度

人数H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

30 ％
課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

実
績

27.4 ％

達
成
率

97.1 ％

目
標

実
績

48.0 ％

達
成
率

市政に対して市民
の意見等が届いて
いると感じていた
だけること

Ⅲ-3-
(3)-① 
市民参画
と協働の
ための仕
組みづく
り

　中学生用副読本の作成・配
付、市職員への研修実施、市
民文化スポーツ局と共同で開
催した「地域の‘ちから’報
告会」での基調講演の実施に
より、条例に対する理解が深
まっているものと考え、「順
調」と判断。

順調6,400693985

市民が主役の自治
（市民自治）の確
立

―

順調

【評価理由】
　北九州市自治基本条例を紹
介した中学生用副読本の配
布、市職員への研修の実施、
北九州市自治基本条例に対す
る理解を深めてもらうための
各種取り組みの実施、市民の
関心を高めている。
　また、地域団体関係者を対
象とした「地域の‘ちから’
報告会」において、自治基本
条例や市民参画の重要性につ
いて、地域活動のキーマンと
なる市民にターゲットを絞っ
た効率的な周知・啓発活動を
実施した。
　以上のことから「順調」と
判断。

【課題】
　自治基本条例に対する理解
を深め、市民の市政への参画
を推進する必要がある。
　市政の市民参画への理解を
深めるため、市民憲章を広く
市民に浸透させる必要があ
る。

　子育て中の労働者で仕事と
生活の両立が図られていると
感じる人の割合が、今後もさ
らに上昇していくよう、各種
支援を通じて、企業の「働き
方の見直し」にかかる意識改
革を一層推進していく。

　引き続き市民への周知活動
や職員への研修等を実施する
ほか、特に若年層への認知度
の向上を図り、自治基本条例
に対する理解と市政への参画
のほか、市民憲章の普及及び
啓発のための企画・実践活動
に積極的に取り組んでいく。

　「市民参画」パンフレット
については、広く市民に周知
するため、市民センター等で
配付を行った。
　また、市民文化スポーツ局
と共同で開催した「地域の
‘ちから’報告会」では、地
域団体関係者を対象に市民参
画の重要性等の理解を図っ
た。その結果、市政に対する
市民参画の理解は深まってい
ると考え、「順調」と判断。

【評価理由】
　ワーク・ライフ・バランス
表彰の実施やワーク・ライ
フ・バランス推進に関する企
業へのアドバイザー等の派
遣、イクボスセミナーの開催
等により、子育て中の労働者
で仕事と生活の両立が図られ
ていると感じる人の割合が、
上昇傾向にあることから「順
調」と判断。

【課題】
　誰もが多様な働き方や生き
方を選択でき、活力ある豊か
な社会の実現を目指すには、
企業の意識改革が重要であ
り、企業に対する「働き方の
見直し」への支援を継続して
推進する必要がある。

　ワーク・ライフ・バランス
表彰の実施やワーク・ライ
フ・バランス推進に関する企
業へのアドバイザー等の派
遣、イクボスセミナーの開催
等により、子育て中の労働者
で仕事と生活の両立が図られ
ていると感じる人の割合が、
上昇傾向にあることから「順
調」と判断。

順調順調

順調

0.30

1.00

子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が
図られていると感じ
る人の割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ども
プラン（H22～H26年
度）」掲載内容

市政に
対して
市民の
意見等
が届い
ている
と感じ
ること

13,508 13,064
係
長

課
長

人

人

人

0.40

―

単年度目標
なし

職
員

－ 4,650

1,052
市民自治
の確立

755

本市の自治の基本的
ルールを定めた「北九
州市自治基本条例」
（平成22年10月１日施
行）の意義や理念など
を多くの市民に理解し
てもらうため、周知等
を行う。また、情報共
有や住民参画の視点か
ら業務を行い、条例の
目指すまちづくりがで
きるよう、職員向けの
研修を行う。

総務
課

北九州市自治基
本条例推進事業

17

19
ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業

女性
活躍
推進
課

市民参画推進事
業

18
総務
課

41.0％
（H25年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第２次計
画）」策定時
のニーズ調査
による数値

前年度
（28.2％）

比増加

誰もが多様な働き方や
生き方を選択でき、活
力ある豊かな社会を実
現するため、「北九州
市ワーク・ライフ・バ
ランス推進協議会」を
中心に、企業等の取組
み支援などを行うとと
もに、企業や地域での
様々な活動と連携しな
がら仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バ
ランス）の推進を図
る。

― ―

―

14,95014,346

2,000

本市のまちづくりの基
本ルールである北九州
市自治基本条例（平成
22年10月１日施行）を
踏まえ、市政に対する
市民の意見や提案を適
切に市政に反映させる
「市民参画」を推進す
るため、「市民参画」
の意義や制度等を紹介
するパンフレットの配
付や、市民が「自治」
について考える機会と
なるフォーラムを開催
する。

Ⅲ-3-
(3)-③ 
企業の地
域活動へ
の参画促
進

― ―

―

―

平成20年度
（27.8％）の
水準より増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が
図られていると感じ
る人の割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ども
プラン（第２次計
画）（H27～H31年
度）」掲載内容

27.8％
（H20年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

平成25年度
（41.0％）の
水準より増加
（H31年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第２次計
画）」での成
果指標（目

標）

―

―
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
No.

H27年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）H26年度

人数H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

697 社

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

「国際的な最新情報の
収集・発信」「成果の
地域還元」「フェイス
toフェイスの国際交
流」「あらゆる分野で
の女性のエンパワーメ
ント」「次世代育成」
「情報提供の充実」を
目指し、様々な事業を
実施する、(公財)アジ
ア女性交流・研究
フォーラムの活動を支
援する。

男女
共同
参画
推進
課

（公財）アジア
女性交流・研究
フォーラム事業

23

Ⅶ-1-
(3)-③ 
社会制度
や社会問
題などに
関する国
際協力の
推進

男女共同参画社会
という言葉の認知
度

―

―

―

男女共同参画社会
という言葉の認知
度

ダイバーシティ行
動宣言等登録・届
出企業（累計）

　他の類似事業を取り扱う施
設等との役割分担、連携、事
業内容の見直しなどにより、
国際的な視点等も加えた男女
共同社会の形成の推進に向け
た取組みを実施する。

　男女共同社会の形成の推進
に向けて他の類似事業を取り
扱う施設等との役割分担、連
携、事業内容の見直すほか、
女性活躍の推進を図るため、
「ウーマンワークカフェ北九
州」を拠点とした女性の就業
支援の充実、就業機会の拡大
等を図るとともに、女性活躍
に取り組む企業への支援や、
女性管理職のスキルアップや
企業横断的なネットワーク化
に取り組むなど、女性が創業
しやすい環境を整える。

【評価理由】
　国際セミナーの開催、海外
の女性団体との交流、市民向
け研究報告会やセミナー等の
開催など、アジアをはじめと
する諸外国の課題や現状など
への市民の理解促進につなが
る事業に取り組んだほか、計
画に基づいて各種事業実施を
していることから「順調」と
判断。

【課題】
　類似施設等との役割分担及
び事業内容の見直しなどによ
る効率的な第３次男女共同参
画基本計画の実施や、研究成
果を市民に身近なテーマでの
講演会や研修等に反映させる
などにより市民還元を図って
いく必要がある。

【評価理由】
　女性が希望に応じて職場・
家庭・地域においても、その
個性と能力を十分に発揮し輝
けるよう各種事業を実施する
中で、シンポジウム、管理職
研修参加者へのアンケート結
果では満足度が共に９割を超
えている。
　男女共同参画センター及び
勤労婦人センターにおいて、
男女共同参画社会の形成の推
進に向けたイベントや講座の
開催、就業・キャリアアップ
支援、相談行等を実施してお
り、参加者数は同程度で推移
している。
　さらに、５月の「ウーマン
ワークカフェ北九州」開設
後、予定を上回るペースでの
利用者があった。
　以上のことから、「順調」
と評価した。

【課題】
　女性の就業率（25歳～44
歳）のＭ字型カーブの解消、
女性の創業や女性が働きやす
い仕事面での環境づくりに向
け、各種支援に取り組む必要
がある。
　男女共同参画社会の形成を
一層推進するため、より多く
の方が関心を持って積極的に
参加できるよう、開催するイ
ベントや講座のブラッシュ
アップなどを図る必要があ
る。
　さらに、「ウーマンワーク
カフェ北九州」における、今
後の利用者の要望等を運営に
反映していく必要がある。

順調

　シンポジウム、管理職研修
参加者へのアンケート結果の
満足度については、それぞれ
９割を超え、次年度につなが
る評価を得たため、「順調」
と判断。

　男女共同参画社会の形成の
推進に向けたイベントや講座
の開催、就業・キャリアアッ
プ支援、相談事業などを事業
計画に基づき実施している。
事業内容の見直しなどに取り
組んでおり、講座等の参加者
数は同程度の35,231人で推移
しており、順調と判断。

　同カフェは、基本方針のと
おり5月に開設。また、延べ
の利用者数も開所後２週間で
900人弱と順調なスタートと
なったため、「順調」と判
断。

　アジア女性会議(参加者159
名）や研究報告会(３回)、セ
ミナー(６回)の開催、ハノイ
女性連盟との交流など、アジ
アをはじめとする諸外国の課
題や現状等について理解を進
める事業に取り組んだ。ま
た、女性のキャリア形成のた
めに開発したプログラムを市
内４大学で開催するなど、計
画に基づいた様々な事業実施
を行っていることから順調と
判断。

順調4,050

順調

順調

順調

0.50 人

順調

単年度目標
なし

平成23年度
(38.7％)の水
準より減少
(H29年度)

―

―

―

―

―

―

―

80%
(H30年
度)

Ｈ28年
度中

に開設

―

―

―

―

― 59,59868,990 58,781

―

人

人－

人

人

0.60

0.50

324,278

課
長

人
課
長

16,250

職
員

係
長

係
長

人

0.60

333,781

15,000

800社
（H31年
度）

14,449

0.30

0.20

8,950

597社
（H26年
度）

70%
（H31年

度)

80%
(H30年
度)

単年度目標
なし

68.9%
(H23年
度)

―

70%
（H31年

度)

―

38.7%
(H23年
度)

65.9%
（H22年
国勢調
査）

68.9%
(H23年
度)

単年度目標
なし

－

0.40

職
員

336,918

Ⅳ-3-
(2)-②
女性が活
躍する産
業都市づ
くりの推
進

男女
共同
参画
推進
課

男女共同参画セン
ター・ムーブ及び勤労
婦人センター・レディ
ス（もじ・やはた）に
おいて、施設の運営を
はじめ、地域に根ざし
た男女共同参画推進、
女性リーダー育成、就
職・再就職に向けた就
業・キャリアアップ支
援、あるいは相談事業
など、様々な事業を展
開し、男女共同参画社
会の形成を推進する。

男女共同参画セ
ンター及び勤労
婦人センター管
理運営事業

21

20

22

女性
活躍
推進
課

女性輝き！推進
事業

同事業では、女性が希
望に応じ、職場や家
庭、地域においても、
その個性と能力を十分
に発揮し輝けるよう、
女性活躍の企業への働
きかけや管理職研修・
ネットワークの形成、
創業支援などを行う。

女性の就業率（25
～44歳）

性別による固定的
役割分担意識に肯
定的な人の割合

―

―

―

課
長

ウーマンワーク
カフェ北九州運
営事業

女性
活躍
推進
課

同事業では、女性の就
業・キャリアアップ・
創業などをワンストッ
プで支援する「ウーマ
ンワークカフェ北九
州」の開設・運営など
を行う。

センターの早期設
置

センターの
早期設置

H28年5月
開設

0.60 人

女性の就業率（25
～44歳）

65.9%
（H22年
国勢調
査）

係
長16,250

職
員

0.60 人

0 0 －

―
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財政局

平成27年度　行政評価の取組結果（財政局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

実
績

3,715 件 4,068 件

達
成
率

439.1 ％ 109.5 ％

目
標

実
績

約5,960
万
円

約7,700
万
円

達
成
率

322.2 ％ 129.2 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

― ―

H27年度

順調

――

― ―

前年度
（約1,850万円）

比増

―

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

約450万円
（H24年
度）

―

――

Ⅴ-3-
(2)-②
公共施設
の転活用
等の検討

【施策評価のみ】
未利用公共施設
の有効活用

財産
活用
推進
課

【施策の内容】
各局への未利用公共施
設の情報提供や有効活
用を調整する。

2

Ⅳ-4-
(2)-② 
北九州を
応援する
人のネッ
トワーク
による情
報発信

―― ―

寄附金額 ―

前年度比増

18,400

H26年度事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

人件費（目安）

H26年度

人1.00

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H27年度

職
員

人0.05

人

寄附件数

係
長

課
長

前年度比増

8,11523,132

前年度
（846件）

比増

No.

1

　「ふるさと北九州市
応援寄附金」について
ＰＲし、寄附件数及び
寄附金額の増加を図
る。
　また、寄附金の使い
道を寄附者が選択でき
る仕組みと一定額以上
の寄附者に対する地元
特産品等の贈呈を通
じ、本市の魅力を全国
に発信する。

税制
課

ふるさと寄附金
促進事業

― ― 順調

  未利用の公共施設につい
て、各局へ情報提供を行うこ
とで活用の検討を促すととも
に、市有財産利用調整協議会
において、活用方法の調整を
行った。
　平成27年度は
・市営住宅跡地（八幡西区吉
祥寺）を吉祥寺公園の用地と
して、また、
・道路残地（八幡西区鷹の
巣）を市立穴生保育所の移転
用地として、
活用することを決定し、転活
用を図った。

　今後も引き続き、未利用の
公共施設の転活用可能なもの
については、有効活用を図れ
るように取り組むとともに、
公共施設マネジメントとも連
動した有効活用に積極的に取
り組む。

46件
（H24年
度）

―

0.01

　リーフレット等の配布部数
は前年度比12,500部減の4万
部となったが、返礼品につい
ては前年度の倍近くにあたる
93種類を用意し、寄附件数、
寄附金額ともに前年度より増
加しているため、順調と判断
した。

24,749 順調

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

　今後も引き続き、魅力的な
返礼品の工夫や効果的なＰＲ
手法などを検討して寄附実績
の増加に向け、取り組む。

　返礼品メニューを倍近くに
増やすなどにより、寄附件
数・寄附金額ともに前年実績
を上回る結果となり、順調と
判断した。
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市民文化スポーツ局

平成27年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

1,000
団
体

1,000
団
体

実
績

1,263
団
体

1,316
団
体

達
成
率

126.3 ％ 131.6 ％

目
標

70,000 人 70,000 人

実
績

85,977 人 88,072 人

達
成
率

122.8 ％ 125.8 ％

目
標

22,000 人 22,000 人
課
長

0.50 人

実
績

26,564 人 23,436 人
係
長

0.50 人

達
成
率

120.7 ％ 106.5 ％
職
員

0.25 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.80 人

小：95.0％
中：93.0％

8,632

小:100％
中:100％
（H30年
度）

小：92.9％
中：91.6％

小：94.8％
中：95.2％

小：97.7％
中：98.4％

小：92.0％
中：90.5％

22,000人
（H27年
度）

学校団体誘致数

学校関係入館者数

係
長

文学館普及研究
費

北九州市ゆかりの文学
者の業績を企画展等で
紹介するとともに、本
市の文芸の振興に功績
のあった文学者を市内
外に発信する。

企画展の入館者数
(単位：人）

文学
館

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

799団体
（H15年
度）

1,000団体
以上

（毎年度）

Ⅰ-1-
(2)-⑤ 
子どもの
特性を伸
ばす教育
の充実

博物館セカンド
スクール事業

博物館を第二の学校と
位置づけ、修学旅行・
社会見学など学校教育
の一環として、子ども
たちの博物館利用の促
進を図るものである。

1

2

施策番号
・施策名

No.

自然
史・
歴史
博物
館普
及課

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

2,084

課
長

70,000人
以上

（毎年
度）

1,308 16,0751,939

12,625

0.05

人件費（目安）

人数

H27年度

22,919 20,218

H26年度

1.40
職
員

23,125

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

　企画展開催回数(目標：４
回、実績５回）と入館者数と
もに目標を上回ったため「順
調」と判断。

　修学旅行の誘致活動を積極
的に行った結果、その効果も
あり、目標達成率の増加と
なったため、「順調」判断。

人

順調

【評価理由】
　修学旅行の誘致や、入館者
数が目標を達成しており「順
調」と判断。

【課題】
　学校団体の来館者の増に繋
がる取り組みを行うことで、
これまで以上に子どもたちが
文化に接する機会を提供する
必要がある。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

順調
　引き続き、子どもたちによ
る博物館等の利用促進を図る
事業を展開していく。

人0.50 順調

人

　「家庭教育学級」は、今後
も、より多くの保護者の参加
を目指した学級を開催すると
ともに、幼児期の保護者への
啓発を継続する。「子育てサ
ポーター」では、市民セン
ターにおいて子育てサポー
ターが活躍できる講座を開設
するなど、今後も関係課と協
議し、子育てサポーターの活
用策について具体化を目指し
ていく。

62,542人
（H15年
度）

10,741人
（H23年
度）

【評価理由】
　保育所、幼稚園、小学校、
中学校、特別支援学校の保護
者を対象に家庭教育学級や、
幼児の保護者を対象とした家
庭教育講座を行い、家庭の教
育力の向上を図った。また、
「のびのび交流会」などの交
流会を通して全ての子育てサ
ポーターを対象に、事例発表
や意見交換会を開催し今後の
活動の充実につなげた。どち
らの事業とも目標値を達成し
ているため「順調」と判断。

【課題】
　家庭教育に関心のある保護
者とそうでない保護者の二極
化が見られるため、小学校入
学前の早い段階から、より多
くの保護者に家庭教育の重要
性を啓発する必要がある。

順調

　朝食を毎日食べている児童
の割合はやや下がっているも
のの、家庭教育学級開設数
は、去年と比較し17箇所多い
344箇所となり、目標の340箇
所を達成した。子育てサポー
ター登録者も去年と比較し25
人多い1,391人となり、目標
の1,000人を上回ることが出
来た。以上を踏まえて「順
調」と判断。

順調9,1508,57210,612

家庭教育学級や子育てサ
ポーターなどの活動を通
じて、保護者の不安を軽
減するため、関係機関や
関係部局と連携しなが
ら、情報提供、啓発活動
を行い、保護者が家庭教
育について学ぶ機会の充
実、子どもの基本的生活
習慣定着への理解を促す
ための情報提供、啓発活
動を進める。
それぞれの地域の特色を
生かし、家庭・地域・学
校が連携して、子どもた
ちに様々な体験活動や世
代間交流の機会を提供
し、地域ぐるみで子ども
を見守り育てる意識を高
め、地域全体で子どもの
健全育成に取り組む機運
を醸成する。

生涯
学習
課

家庭・地域・学
校パートナー
シップ事業

3

小:97％
中:95％

朝食を毎日「食べ
ている」「どちら
かといえば食べて
いる」と回答した
児童生徒の割合

小：
93.0％
中：
91.9％
（H25年
度）

Ⅰ-1-
(3)-② 
家庭教育
支援の充
実
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

104,700 人 106,000 人

実
績

99,667 人 96,182 人

達
成
率

95.2 ％ 90.7 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

88 ％ 83 ％

達
成
率

97.7 ％ 92.2 ％

目
標

100 % 100 %
課
長

0.10 人

実
績

64.6 % 64.3 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

64.6 ％ 64.3 ％
職
員

0.20 人

8,390

100％
（H27年
度）

56.2%
（H25年
度）

10,948

各市民センター等で、
地域課題や現代的課題
等の解決を目指す講
座、心と体の健康づく
りを目指す講座など幅
広い分野にわたる講座
を実施する。また、生
涯学習市民講座等の手
法を活用して意見交換
の場を設け、これまで
市民センターをあまり
利用していなかった地
域住民等に参加を呼び
かけて意見交換、情報
交換を行い、地域活動
や市民センター事業、
学校支援事業等への参
加を促すほか、地域課
題解決のための学習会
を行う地域デビュー支
援事業を実施する。

生涯学習推進
コーディネー
ター配置事業

8,653 3,650

係
長

106,000人
（H27年
度）

生涯学習推進コー
ディネーターの配
置割合

14,4985
生涯
学習
課

15,522

Ⅰ-3-
(1)-① 
多様な学
習機会や
学習情
報、学び
の場の提
供

生涯学習活動促
進事業

生涯
学習
課

生涯学習の推進ならび
に市民センター等の活
性化を図るため、学習
機会や人材等、地域に
関する様々な情報の収
集や提供を行う生涯学
習コーディネーター
を、全市民センターに
配置する。

6

96.3%
（H25年
度）

　生涯学習市民講座は、引き
続き、地域課題解決に向けた
講座を実施するなど多様な学
習機会を提供していく。あわ
せて地域デビュー支援事業に
取り組んだ市民センターが、
地域デビューした住民に対
し、翌年度以降にも活動の場
や役割を提供するなど、引き
続きサポートしていくことが
必要。新たに実施する市民セ
ンターを増やすことに加え、
実施した市民センターが取り
組みの成果を出して人材育成
につなげることができるよう
努める。
　また、全館配置に向けて市
民センター館長に粘り強く働
きかけるとともに、配置され
たコーディネーターが定着す
るよう研修等を通じて活動し
やすい環境づくりに努める。

職
員

0.20 人

　平成２７年度の生涯学習推
進コーディネーター配置館は
８３館であり、全館配置の目
標１２９館に対して６４．
３％となっており、目標には
達していないため、「やや遅
れ」と判断。

順調

人
課
長

人

小：95.0％
中：93.0％

順調

0.50

生涯学習市民講座
参加者数

93,589人
（H25年
度）

生涯学習活動に関
する満足度

6,90011,097

小:100％
中:100％

（H30年度）

小：92.9％
中：91.6％

やや
遅れ

　生涯学習市民講座は、講座
数（目標：1,200講座、実
績：1,095講座）及び参加者
数、市政モニターアンケート
による、生涯学習活動に満足
していると感じる人の割合
は、いずれも目標に対して
90%に達している。地域デ
ビュー支援事業は、新規館５
館、継続館１１館で取組み累
計５１館となった。目標（５
８館）には達しなかったが、
希望した全ての市民センター
で実施し、本事業に受講生と
して参加したことを契機に、
地域活動に取組み始めるな
ど、地域デビューにつながる
例が見られ、着実に効果が現
れている。
　以上を踏まえて、「順調」
と判断。

90％
（H27年
度）

【評価理由】
　地域デビュー支援事業に受
講生として参加したことを契
機に、地域活動に取組み始め
るなど、効果が出ている。ま
た、地域活動をリードする人
材を育成する「生涯学習指導
者育成セミナー」の修了者
は、社会教育主事・主事補や
市民センター館長等になるな
ど、地域における生涯学習活
動のリーダーとして活動を始
めており、生涯学習の推進に
寄与している。コーディネー
ターの配置についても、目標
値の６割を達成していること
から「順調」と判断。

【課題】
　地域における人材の発掘に
努めるため、研修会に市民セ
ンター館長の参加を促し、
コーディネーターの重要性を
認識してもらい、全館配置に
向け取組んでもらえるよう、
各区コミュニティ支援課と連
携して働きかけることが必要
である。

0.10

小：97.7％
中：98.4％

小：93.0％
中：91.9％
（H25年度）

　「家庭教育学級」は、今後
も、より多くの保護者の参加
を目指した学級を開催すると
ともに、幼児期の保護者への
啓発を継続する。「子育てサ
ポーター」では、市民セン
ターにおいて子育てサポー
ターが活躍できる講座を開設
するなど、今後も関係課と協
議し、子育てサポーターの活
用策について具体化を目指し
ていく。

【評価理由】
　保育所、幼稚園、小学校、
中学校、特別支援学校の保護
者を対象に家庭教育学級や、
幼児の保護者を対象とした家
庭教育講座を行い、家庭の教
育力の向上を図った。また、
「のびのび交流会」などの交
流会を通して全ての子育てサ
ポーターを対象に、事例発表
や意見交換会を開催し今後の
活動の充実につなげた。どち
らの事業とも目標値を達成し
ているため「順調」と判断。

【課題】
　家庭教育に関心のある保護
者とそうでない保護者の二極
化が見られるため、小学校入
学前の早い段階から、より多
くの保護者に家庭教育の重要
性を啓発する必要がある。

順調

　朝食を毎日食べている児童
の割合はやや下がっているも
のの、家庭教育学級開設数
は、去年と比較し17箇所多い
344箇所となり、目標の340箇
所を達成した。子育てサポー
ター登録者も去年と比較し25
人多い1,391人となり、目標
の1,000人を上回ることが出
来た。以上を踏まえて「順
調」と判断。

順調9,1508,6328,57210,612

家庭教育学級や子育てサ
ポーターなどの活動を通
じて、保護者の不安を軽
減するため、関係機関や
関係部局と連携しなが
ら、情報提供、啓発活動
を行い、保護者が家庭教
育について学ぶ機会の充
実、子どもの基本的生活
習慣定着への理解を促す
ための情報提供、啓発活
動を進める。
それぞれの地域の特色を
生かし、家庭・地域・学
校が連携して、子どもた
ちに様々な体験活動や世
代間交流の機会を提供
し、地域ぐるみで子ども
を見守り育てる意識を高
め、地域全体で子どもの
健全育成に取り組む機運
を醸成する。

生涯
学習
課

家庭・地域・学
校パートナー
シップ事業

4

Ⅰ-1-
(3)-③ 
地域全体
が教育を
支える社
会の実現

小：92.0％
中：90.5％

朝食を毎日「食べ
ている」「どちら
かといえば食べて
いる」と回答した
児童生徒の割合

小:97％
中:95％

小：94.8％
中：95.2％
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

720 人 750 人

実
績

769 人 693 人

達
成
率

106.8 ％ 92.4 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

98 ％ 98 ％

達
成
率

108.9 ％ 108.9 ％

目
標

104,700 人 106,000 人

実
績

99,667 人 96,182 人

達
成
率

95.2 ％ 90.7 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

88 ％ 83 ％

達
成
率

97.7 ％ 92.2 ％

目
標

45
法
人

60
法
人

実
績

47
法
人

60
法
人

達
成
率

104.4 ％ 100.0 ％

目
標

23,000 人 23,500 人

実
績

23,127 人 23,623 人

達
成
率

100.6 ％ 100.5 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

92.4 ％ 93.1 ％

達
成
率

102.7 ％ 103.4 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

91.5 ％ 96.3 ％

達
成
率

101.7 ％ 107.0 ％

8,07526,656

人

人

人

0.60

0.30

0.05

職
員

係
長

課
長

6,900

消費者啓発の推
進

10

Ⅱ-1-
(1)-② 
市民の消
費生活の
安定と向
上

消費
生活
セン
ター

Ⅰ-3-
(2)-① 
地域活動
をリード
する人材
の育成

北九州市民カ
レッジ事業

生涯
学習
課

　引き続き、効果的・効率的
な啓発活動に努め、相談窓口
の周知とともに、賢い消費者
の育成を図り、被害防止に取
り組んでいく。

【評価理由】
　成果指標が目標値に達して
おり、市民の消費生活の安定
と向上に資する事業であった
と判断。

【課題】
　消費者問題に関心の低い市
民には、トラブルの未然防止
のための情報が十分に伝わっ
ていない。

順調

　「消費生活センターの認知
度」及び、「消費生活セン
ター等に相談又は相談を勧め
る市民の割合」ともに目標値
を上回り、高い数値を維持し
ているため「順調」と判断。

順調

人

職
員

人

0.50 人

0.10

係
長

0.20

課
長

90％以上
（毎年
度）

90％以上
（毎年
度）

90％
（毎年
度）

各市民センター等で、
地域課題や現代的課題
等の解決を目指す講
座、心と体の健康づく
りを目指す講座など幅
広い分野にわたる講座
を実施する。また、生
涯学習市民講座等の手
法を活用して意見交換
の場を設け、これまで
市民センターをあまり
利用していなかった地
域住民等に参加を呼び
かけて意見交換、情報
交換を行い、地域活動
や市民センター事業、
学校支援事業等への参
加を促すほか、地域課
題解決のための学習会
を行う地域デビュー支
援事業を実施する。

8
生涯学習活動促
進事業

15,522

106,000人
（H27年
度）

3,816

生涯学習活動に関
する満足度

14,498

93,589人
（H25年
度）

96.3%
（H25年
度）

生涯学習市民講座
参加者数

90％
（H27年
度）

11,097

2,966

690人
（H25年
度）

対前年度
30人増

3,165

0.20

13,550

人

人

課
長

0.70

係
長

0.60

受講者数

受講者の満足度
90％

（H25年
度）

管理
運営
課

市民に高度で専門的か
つ多様な学習機会を提
供し、自己実現の促進
および、生涯学習社会
を担う人材の育成を図
るための事業。
北九州市民カレッジの
講座は、生涯学習総合
センター主催コース
（まちづくり・人材育
成系、総合・教養系の
２コース）と高等教育
機関提携コースを前
期・後期の２期で実
施。

7

　受講者数は目標値に届かな
かったものの、９０％を超
え、満足度も目標値を上回っ
ていることから、「順調」と
判断。

順調

18法人
（H24年

度)

順調

サポートセンター
利用者数

16,252 0.60

1.50

23,537 15,942

91.5％
(H26年
度）

92％
(H23年
度）

消費生活センター
等に相談又は相談
を勧める市民の割
合

消費生活センター
の認知度

係
長

職
員

Ⅰ-3-
(2)-② 
地域を支
えるボラ
ンティア
の育成

20,70016,233
ＮＰＯ・市民活
動促進事業

17,664

市民
活動
推進
課

75法人
(H28年
度)

新規設立ＮＰＯ法
人数（累計）

18,362人
(H20年度)

24,000人
(H28年度)

課
長

職
員

　新規設立ＮＰＯ法人数及び
サポートセンター利用者数が
目標を達成しているため「順
調」と判断。

人

人

人

　生涯学習市民講座は、講座
数（目標：1,200講座、実
績：1,095講座）及び参加者
数、市政モニターアンケート
による、生涯学習活動に満足
していると感じる人の割合
は、いずれも目標に対して
90%に達している。地域デ
ビュー支援事業は、新規館５
館、継続館１１館で取組み累
計５１館となった。目標（５
８館）には達しなかったが、
希望した全ての市民センター
で実施し、本事業に受講生と
して参加したことを契機に、
地域活動に取組み始めるな
ど、地域デビューにつながる
例が見られ、着実に効果が現
れている。
　以上を踏まえて、「順調」
と判断。

順調

人

【評価理由】
　目標を達しており、市民活
動の活性化に寄与していると
考えられるため、「順調」と
判断。

【課題】
　市民活動のさらなる促進の
ため、新たな活動参加者の掘
り起しが必要である。

順調

順調

0.30

悪質化・巧妙化する消
費者被害を未然に防止
するため、法律相談会
や消費者啓発・教育講
座等、消費者自身が危
機回避や被害にあった
場合の適切な対処法を
身に付けるための各種
事業を実施するなど、
啓発の推進や支援を行
う。

9

市民活動の促進に加
え、ＮＰＯと行政の協
働を推進するため、活
動や協働等に関する相
談・助言、情報提供、
研修・啓発等を実施す
る。

【評価理由】
　受講者数など僅かに目標を
下回ってはいるが、地域活動
をリードする人材育成に資す
る生涯学習市民講座など、
1,132講座を実施しているこ
とを鑑み「順調」と判断。

【課題】
　受講者数が目標値の９２％
（昨年度比９０％）と減少し
ていることから、受講しやす
い環境づくりを検討する必要
がある。

　市民活動の裾野を広げるた
め、市民に対し活動のきっか
けづくりとなるセミナー、講
演会等の充実を図っていく。

　受講者の確保を図りつつ、
受講者が満足できる質の高い
内容を維持していく。　生涯
学習市民講座は、引き続き、
地域課題解決に向けた講座を
実施するなど多様な学習機会
を提供していく。
　また、地域デビュー支援事
業に取り組んだ市民センター
は、地域デビューした住民に
対し、翌年度以降にも活動の
場や役割を提供するなど、引
き続きサポートしていくこと
が必要である。したがって、
新たに実施する市民センター
を増やすことに加え、実施し
た市民センターが取り組みの
成果を出して人材育成につな
げることができるよう努め
る。
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

実
績

9,682 件

達
成
率

目
標

実
績

74 ％

達
成
率

101.4 ％

目
標

50 校

実
績

56 校

達
成
率

112.0 ％

目
標

実
績

105 件

達
成
率

目
標

課
長

0.10 人

実
績

22 ％
係
長

0.35 人

達
成
率

― ％
職
員

1.50 人

「安全セミナー」
「地域安全マップ
づくり」延べ実施
校

前年件数
（106件）

減

0.353,300 15,900

15,355

90%
(H31年
度)

125校
(H31年
度)

35校
（H25年
度）

市民が感じる治安
状況（体感治安）

77％
(H25年
度)

前年度
（73％)比

増

警察、関係団体等と連
携し、市民等の防犯意
識の向上や自主防犯活
動の活発化、安全・安
心な環境の整備などに
取り組み、日本トップ
クラスの安全・安心な
まちづくりを推進す
る。

安
全・
安心
推進
課

12,372件
(H25年)

22％
(平成27
年）

安全・安心総合相
談ダイヤルの認知
度

―

3,269 ― 15,900

人

人

25％以上
（28年
度）

2,437

順調

1.50

3,107

0.10

13,442 順調

人

職
員

―

　安全・安心総合相談ダイヤ
ルを開設し、円滑に運用でき
ているため、順調と判断。

　性犯罪の認知件数はほとん
ど変わっていないが、「安全
セミナー」や「地域安全マッ
プづくり」の実施校数は目標
を達成しており、防犯意識や
知識の向上が着実に図られて
いるため「順調」と判断。

　市民が感じる治安状況はほ
とんど変わっていないが、刑
法犯認知件数は着実に減少し
ているため「順調」と判断。

順調

1,585件減

性犯罪認知件数

刑法犯認知件数

104件
(H25年)

Ⅱ-1-
(3)-①

「北九州
市安全・
安心条
例」の制
定と安
全・安心
に関わる
施策の推
進

人
係
長

前年件数
（11,267件）減

人

人

係
長

課
長

1件減

件数減
(H28年)

課
長

15,900

1.50

-

職
員

0.10
H26年比

4,000件減
(H31年)

0.3511

日本トップクラ
スの安全・安心
なまちづくり推
進事業

安
全・
安心
相談
セン
ター

市民生活の身近な安
全・安心に関する相談
を受付ける「安全・安
心総合相談ダイヤル」
を円滑に運用し、市民
の相談機会の充実と不
安感解消を図る。

子どもと女性の犯罪被
害を防止するため、子
ども自身や子どもを見
守る保護者、女性を対
象とした安全セミナー
等を開催し、防犯意識
や知識の向上を図る。

13

安
全・
安心
推進
課

子どもと女性の
犯罪被害防止推
進事業

安全・安心総合
相談ダイヤル事
業

12

【評価理由】
　市民が感じる治安状況は、
昨年度実績から微増である
が、各種犯罪認知件数は
1,585件減少（11,267件⇒
9,682件）しており、出前講
演やセミナー等による防犯意
識や知識の向上が着実に図ら
れ、また、安全・安心総合ダ
イヤルを開設していることな
どを踏まえて「順調」と判
断。

【課題】
　本市の犯罪認知件数は、減
少傾向にあるが、体感治安の
向上には至っていない。

順調

　犯罪認知件数の減少に体感
治安の改善が伴うよう、引き
続き安全・安心に関する活動
の推進を図るとともに、効果
的・効率的に安全・安心に関
する情報や取り組みを市内外
に発信していく。
　また安全・安心総合相談ダ
イヤル事業は、市民生活の身
近な安全・安心に関する相談
を受け付け、市民の相談機会
の充実と不安感解消を図るも
のであるため、継続して事業
を実施していく。
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

実
績

4,973 件 3,706 件

達
成

率

目
標

実
績

73 ％ 74 ％

達
成

率 95.0 ％ 101.4 ％

目
標

実
績

11,267 件 9,682 件

達
成

率 1,105件 減 1,585 減

目
標

73 ％

実
績

73 ％ 73.7 ％

達
成

率 95.0 ％ 101.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

73 ％

実
績

73 ％ 73.7 ％

達
成
率

95.0 ％ 101.0 ％

目
標

実
績

9,682 件

達
成

率 1,585 減

目
標

73 ％

実
績

73.7 ％

達
成

率 101.0 ％

目
標

実
績

9,682 件

達
成

率 1,585 減

目
標

73 ％

実
績

73.7 ％

達
成

率 101.0 ％

安全・安心条例の施行
を機に、地域団体や事
業者が犯罪抑止を目的
として公共空間を撮影
する防犯カメラを設置
する際の経費の一部を
補助することで、安
全・安心な環境の構築
に向けたさらなる取り
組みを推進する。

3,435

平成31年度
90%

前年
(11,267件)

比減

刑法犯認知件数

30,500

平成31年度
8,000件

平成31年度
8,000件

　防犯カメラ設置補助台数が
目標に達していないながら
も、刑法犯認知件数や市民が
感じる治安状況が目標を達成
していることから「順調」と
判断。

人

48,400

人

人

課
長

係
長

前年
（5,212件）

比減

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

239件減

5,212件
（233件減）
(平成25年

度）

平成31年度
90%

前年度
（73％)比

増

1,267件減

0.10
課
長

係
長34,443

　繁華街における犯罪発生件
数の減少を目標どおり達成で
きなかったが、適正に防犯カ
メラの維持管理・運用できて
いることから「順調」と判
断。

　目標を達成していることか
ら「順調」と判断。

前年比減

平成31年度
90%

順調

　市民が感じる治安状況はほ
とんど変わっていないが、街
頭犯罪認知件数は着実に減少
しているため「順調」と判
断。

順調

順調

33,138

169,313

31,732

14,725

職
員

15,900

人

人

人0.04
課
長

人

前年度比
増

前年
（4,973件）

比減

77％
(平成25
年）

刑法犯認知件数

前年
(11,267件)

比減

11,267件
（平成26年）

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

前年度
（77％）

比増

0.17

0.04

11％増

前年
（1,073件）

比減

前年度
（77％）

比増

114件増

133,371

108,518

課
長

46,349

15,569

0.17

職
員

係
長

平成31年度
8,000件

3,43547,714

職
員

153,137

73%
（平成
26年）

小倉中央小学校区
785件

(前年比161件減
17％減)

黒崎中央小学校区
288件

(前年比5件減
1％減)

計　1073件
(前年比166件減

13％減)

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

73%
（平成
26年）

-

-

11,267件
（平成26

年）

刑法犯認知件数

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

街頭犯罪件数

73%
（平成
26年）

平成31年度
90%

11,267件
（平成26

年）

前年
(12,372件)

比減

平成31年度
90%

前年比減
（毎年）

166件減
（13%減）

人

人

0.35

人

0.17

0.17 人

人

職
員

3,435

1.50

0.17
係
長

0.17

3,435

前年
(11,267件)

比減 課
長

0.17

0.04

係
長

職
員

0.04

暴力団犯罪をはじめ街
頭犯罪を抑止し、市民
生活等の安全・安心を
確保するため、人が多
く集まる繁華街や幹線
道路に既に設置してい
る防犯カメラの適正な
維持管理、運用を行
う。

安
全・
安心
都市
整備
課

前年
（1,239件）

比減

―

繁華街における犯
罪発生件数

73%
（平成
26年）

18

16 順調

順調

0.17

人

安
全・
安心
都市
整備
課

夜間における犯罪の発生
を未然に防止し、公衆の
通行の安全を図るため地
域と市が協力しながら、
防犯灯を設置。
防犯灯の設置にあたって
は、LED防犯灯の設置促
進を図り、町内会等の地
域の防犯灯の設置のため
費用の一部を助成し、明
るく安心して生活できる
まちづくりを推進。

14

安
全・
安心
推進
課

地域防犯対策事
業

安
全・
安心
都市
整備
課

　市設置防犯灯数の全灯調査
が目標に達していないながら
も、刑法犯認知件数や市民が
感じる治安状況が目標を達成
していることから「順調」と
判断。

Ⅱ-1-
(3)-② 
防犯活動
の強化

15

防犯カメラ事業

防犯灯設置事業

北九州市安全・安心条例
では、「市民等は安全・
安心に関する意識を自ら
高め、行動すること」
「市及び市民等は相互に
連携を深め、防犯活動を
協力して推進すること」
と定められている。この
事業では、市民の防犯意
識を高め、地域住民の自
主防犯活動を促進し、安
全・安心を実感できるま
ちの実現を図る。

防犯灯維持管理
拡充事業

17
防犯カメラ設置
補助事業

安
全・
安心
都市
整備
課

防犯灯の維持管理を拡充
することで夜間における
犯罪の発生防止や、公衆
の通行の安全を更に強化
する。
主な事業内容としては、
・市が設置する防犯灯の
劣化調査の実施
・通学路における夜間の
安全強化を図る検討
・地域が設置する防犯灯
のＬＥＤ化の推進
などに重点的に取り組
む。

　犯罪発生件数の減少や体感
治安の向上に向け、引き続き
防犯パトロール活動の活発化
や防犯灯のLED化の推進な
ど、安全・安心な環境の構築
に取組んでいく。

【評価理由】
　防犯パトロール活動の促進
及び、防犯灯のLED化の促進
等、ハード・ソフト両面で、
安全・安心な環境整備に取組
んだ結果、犯罪認知件数は着
実に減少しており、「順調」
と判断した。

【課題】
　犯罪認知件数は減少傾向に
あるが、体感治安の向上には
至っていない。

順調

人

人
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

実
績

68 ％ 70 ％

達
成
率

142.0 ％ 103.0 ％

目
標

実
績

73.4 ％

達
成
率

131.5 ％

目
標

実
績

68 ％ 70 ％

達
成
率

142.0 ％ 103.0 ％

目
標

実
績

73.4 ％

達
成
率

131.5 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

22 ％
係
長

0.35 人

達
成
率

― ％
職
員

1.50 人

順調

順調

　安全・安心総合相談ダイヤ
ルを開設し、円滑に運用でき
ているため、「順調」と判
断。

順調

22％
(平成27
年）

安
全・
安心
相談
セン
ター

市民生活の身近な安
全・安心に関する相談
を受付ける「安全・安
心総合相談ダイヤル」
を円滑に運用し、市民
の相談機会の充実と不
安感解消を図る。

安
全・
安心
相談
セン
ター

25,095

課
長

75％以上
（29年度）

前年度
（55.8％）

比増

11,025

―

　3名の専門相談員が民事介
入暴力相談を受け、警察や弁
護士と連携し、適切な相談を
実施できたことから、「順
調」と判断。

　暴力追放意識の高揚と暴排
機運の醸成を図ることを目的
に、暴追大会や研修会等を計
26回開催（目標28回）し、目
標の9割を達成した。また、
暴追対策に対する市民の評価
が増加していることから「順
調」と判断。

- 15,9002,437

順調

人0.70

人

0.20

人

前年度
（55.8％）

比増

3,269

安全・安心総合相
談ダイヤルの認知
度

25％以上
（28年度）

75％以上
（29年度）

暴追対策に対する
市民の評価

企業における暴力
団排除条項の規定
割合

安
全・
安心
相談
セン
ター

職
員

人

0.3012,850

課
長

9,356

25,691

0.00

55.8％
(平成25
年）

48％
(平成25
年）

55.8％
(平成25
年）

72％以上
（28年度）

48％
(平成25
年）

15,635

前年度比増

人

人

26,864

職
員

4,300

0.40

0.20

係
長

係
長

前年度比増

前年度比増

21

民事介入暴力相
談事業

暴力追放の推進

暴追対策に対する
市民の評価

Ⅱ-1-
(3)-③ 
暴力団追
放運動の
推進

市民生活への暴力団等
の介入を排除し、安
全・安心なまちづくり
を図るため、民事介入
暴力相談を実施。

社会全体で暴力団を排
除する取り組みを推進
するため、事業者・市
民の暴排意識を高める
市民暴力追放総決起大
会や暴力追放強調月間
による集中的な啓発活
動などを実施し、官民
一体となって取り組
む。

企業における暴力
団排除条項の規定
割合

19

20

安全・安心総合
相談ダイヤル事
業

前年度比増

72％以上
（28年度）

　暴力追放の推進は、市民生
活のみならず、本市が都市と
して発展していく上でも必要
である。また、暴力追放を推
進する上で、身近な安全・安
心に関する相談を受け付け、
市民の不安感解消を図ること
も必要であるため、引き続き
事業を実施していく。

【評価理由】
　目標を達成しており、ま
た、官民一体となった暴力追
放の推進に取り組んでいるた
め、「順調」と判断。

【課題】
　暴追大会や研修会等を引き
続き開催し、事業者・市民の
暴排意識を薄れさせないこと
が必要である。
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

実
績

8,325 件 8,075 件

達
成
率

目
標

実
績

23 人 23 人

達
成
率

目
標

実
績

8,325 件 8,075 件

達
成
率

624件 減 250件 減

目
標

実
績

972 件 850 件

達
成
率

97件 減 122件 減

目
標

課
長

0.10 人

実
績

972 件 850 件
係
長

0.20 人

達
成
率

97件 減 122件 減 職
員

0.30 人

目
標

実
績

4,973 件 3,706 件

達
成
率

目
標

実
績

73 ％ 74 ％

達
成
率

95.0 ％ 101.4 ％

　交通事故防止について、子
どもから高齢者まで幅広く啓
発を行うとともに、自転車交
通ルール検定等の的を絞った
効果的な取り組みを行う。

【評価理由】
　交通事故発生件数や、自転
車事故発生件数は、着実に減
少しており、各活動において
一定の成果を収めているため
「順調」と判断。

【課題】
　市民への交通安全に対する
意識を更に高め、交通事故防
止の取り組みを図る。

順調

自転車のルール・マ
ナーアップを推進する
ため、自転車交通ルー
ル検定の対象者拡大な
ど自転車安全教育や啓
発の更なる推進ととも
に、万が一に備えた自
転車保険の加入促進に
取り組む。

自転車関連事故の
発生件数（警察統
計のため暦年でカ
ウント）

大変
順調

5,4001,9772,1232,000

　市民が感じる治安状況はほ
とんど変わってないが、街頭
犯罪認知件数は着実に減少し
ているため「順調」と判断。

6,107 0.30

職
員

係
長

0.60

0.20

5,421

0.1027,573

31,732

前年
（972件）

比減

前年
（1,069件）

比減

250件減

＋１人

前年
（23人）
比減

平成27年度
までに
8,000件
以下

27,573

平成27年度
までに
8,000件
以下

5,444

課
長

3,650

順調

  交通公園の入場者数（目標
187,715人、実績240,029
人）、安全教室の開催数（目
標508回、実績573回）が目標
を上回っている。
　また、交通事故発生件数、
自転車事故発生件数ともに前
年比較で減少したため「大変
順調」と判断。

　小学校等での交通安全教室
の参加が前年度より大幅に増
加（H26：37,860人、H27：
40,462人）している。
　また、前年度と交通事故死
者数は同じだったが、交通事
故発生件数は減少しているの
で「順調」と判断。

0.35

1.50
職
員

0.10
課
長

大変
順調

0.20

　犯罪認知件数の減少に体感
治安の改善が伴うよう、引き
続き安全・安心に関する活動
の推進を図るとともに、安
全・安心に関する情報や取り
組みを効果的に市内外に発信
していく。

順調

順調

人

人

人

0.10 人

係
長

北九州市安全・安心条
例では、「市民等は安
全・安心に関する意識
を自ら高め、行動する
こと」「市及び市民等
は相互に連携を深め、
防犯活動を協力して推
進すること」と定めら
れている。この事業で
は、市民の防犯意識を
高め、地域住民の自主
防犯活動を促進し、安
全・安心を実感できる
まちの実現を図る。

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

1,267件減

前年度比増

前年
（4,973件）

比減

Ⅱ-1-
(3)-⑤ 
非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

安
全・
安心
推進
課

地域防犯対策事
業

25
前年度
（73％)
比増

77％
(平成25
年）

239件減

安
全・
安心
都市
整備
課

5,212件
（233件減）
(平成25年

度）

972件
（H26
年）

前年
（972件）

比減

前年
（5,212件）

比減

前年比減
（毎年）

33,138

平成31
年度
90%

15,90034,443

27,573

前年比減

前年比減
（毎年）

市立交通安全センター
を管理（指定管理）す
るとともに、交通公園
内外における交通ルー
ル・マナーの徹底を図
り、自転車の安全運転
を促進する。

交通事故の発生件
数（警察統計のた
め暦年でカウン
ト）

972件
（H26
年）

第８次交通安全計画に
基づき、重点項目につ
いて啓発を実施。
生涯にわたる交通安全
教育及び効果的な広報
啓発活動により、市民
に広く交通安全思想を
普及し、交通事故防止
を図るもの。

前年
（8,325件）

比減

±0人

前年
（1,069件）

比減

安
全・
安心
都市
整備
課

交通事故死亡者数
（警察統計のため
暦年でカウント）

23人
（H26
年）

前年
（8,949件）

比減

前年
（22人）
比減

人

人

人

人

人

Ⅱ-1-
(3)-④ 
交通安全
の推進

自転車安全運転
向上事業

24

交通事故の発生件
数（警察統計のた
め暦年でカウン
ト）

平成27年度
までに
22人以下

前年
（8,949件）

比減

前年
（8,325件）

比減

8,325件
（H26
年)

交通安全推進事
業

課
長

自転車関連事故の
発生件数（警察統
計のため暦年でカ
ウント）

街頭犯罪件数

交通安全セン
ター管理運営

23

22

安
全・
安心
都市
整備
課

624件減

8,325件
（H26
年）

  自転車交通ルール検定等の
活動が目標を上回っている。
（検定参加校は目標どおりの
62校、安全教室の開催数は目
標508回、実績573回）
　前年比較で、自転車事故発
生件数が減少したため「大変
順調」と判断。

【評価理由】
　市民が感じる治安状況は、
ほとんど変わっていないが、
各種犯罪認知件数は着実に減
少している。
　また、地域の生活安全パト
ロール隊による自主防犯活動
の参加人数や実施回数も増加
していることから、「順調」
と判断。

【課題】
　本市の犯罪認知件数は、減
少傾向にあるが、体感治安の
向上には至っていない。

職
員

係
長9,800
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

4,000 人 4,000 人 課
長

0.03 人

実
績

3,986 人 3,972 人 係
長

0.05 人

達
成
率

99.7 ％ 99.3 ％ 職
員

0.05 人

目
標

実
績

87
団
体

達
成
率

5団体 増

目
標

実
績

小倉
0.17
黒崎
0.24

％

小倉
0.10
黒崎
0.20

％

達
成
率

小倉
0

黒崎
0.02

％
減

小倉
0.07
黒崎
0.04

％
減

目
標

実
績

87
団
体

達
成
率

5団体 増

目
標

実
績

小倉
0.17
黒崎
0.24

％

小倉
0.10
黒崎
0.20

％

達
成
率

小倉
0

黒崎
0.02

％
減

小倉
0.07
黒崎
0.04

％
減

目
標

17
団
体

15
団
体

課
長

0.20 人

実
績

16
団
体

16
団
体

係
長

0.50 人

達
成
率

94.1 ％ 106.7 ％
職
員

0.50 人

　保存団体への周知と適切な
協議を行い、事業を進めるこ
とができたため、「順調」と
判断。

前年度(小
倉0.17%、
黒崎0.26%)

比減

小倉0.17%
黒崎0.24%
（H26年
度）

前年度
(82団体）

比増

迷惑行為防止重点地区
内の路面標示等サイン
整備の充実を図ること
で、円滑な巡視活動や
広報・周知の取り組み
強化につなげ、市民の
モラル・マナーアップ
を推進する。

順調順調

82団体
（H26年
度）

4,400

課
長

職
員

順調

1,944

前年度比減
（毎年度）

前年度比増
（毎年度）

　戦争がもたらした惨禍と平
和の尊さを、多くの市民に理
解していただくため、広報活
動を通じて、戦時資料展示
コーナーの周知により一層力
を入れていく。チラシ配布先
の拡充等、ＰＲ活動を通じ
て、入場者数の増加に繋げて
いきたい。

　見学者数が概ね目標を達成
していることから「順調」と
判断。

順調

人

0.20

0.30

0.10

人

順調

人

係
長

課
長

1,220

6,150

職
員

係
長

人

人

順調

　「路面標示設置枚数」につ
いて目標どおりの46枚を達成
した。
　また、「迷惑行為防止に係
る地域活動団体の増加」及び
「路上喫煙率」の成果指標に
ついても目標を達成している
ことから、「順調」と判断。

【評価理由】
　見学者数は概ね目標を達成
している。また、平成27年度
に戦時資料展示コーナーのリ
ニューアルやPRビデオを作製
するなど、平和の尊さへの理
解の促進が図られていると考
え「順調」と判断。

【課題】
　僅かではあるが、見学者数
が目標を下回っていることか
ら、多くの市民に来場してい
ただけるよう、案内チラシの
配布先拡充など、広報活動の
充実に取り組んでいかなけれ
ばならない。

順調

　「迷惑行為防止重点地区で
の巡視・啓発活動回数」（目
標15回以上／月、実績22回／
月）及び「迷惑行為防止重点
地区の取組に関する広域的な
広報・啓発活動回数」（目標
36回、実績46回）について目
標を達成した。
　また、「迷惑行為防止に係
る地域活動団体の増加」及び
「路上喫煙率」の成果指標に
ついても目標を達成している
ことから、「順調」と判断。

人

0.10

0.10

0.40

伝統文化の継承者や保
存団体の活動を育成・
支援し、市内の伝統文
化を発掘し、次世代に
継承していく。

文化
企画
課

Ⅲ-2-
(1)-② 
地域にお
ける伝統
文化の発
掘・継承

文化財保存補助

安
全・
安心
都市
整備
課

1,198

30,531

2,000 ―

迷惑行為防止に係
る地域活動団体数

11,050

前年度(小
倉0.17%、
黒崎0.26%)

比減

安
全・
安心
都市
整備
課

前年度(小
倉0.17%、
黒崎0.24%)

比減

迷惑行為防止に係
る地域活動団体数

1,198 1,007

27,499

前年度比増
（毎年度）

前年度(小
倉0.17%、
黒崎0.24%)

比減

小倉0.17%
黒崎0.24%
（H26年
度）

6,327

27

4,000人
（平成
28年
度）

前年度
(82団体）

比増

前年度比減
（毎年度）

条例や基本計画に基づ
き下記事業に取り組
む。
・小倉・黒崎地区（迷
惑行為防止重点地区）
での巡視活動（過料の
適用）
・地域が実施する迷惑
行為防止活動に対する
支援
・小学生を対象とした
モラル・マナーアップ
教育
・モラル・マナーアッ
プに関する広報啓発

3,647人
（H22年
度）

Ⅱ-3-
(4)-① 
平和の尊
さへの理
解の促進

Ⅲ-1-
(1)-④ 
市民のモ
ラル・マ
ナーの向
上

1,4447,361

地域
振興
課

本事業は、市民からご
寄贈いただいた戦時下
の資料を保管、展示す
ることにより、北九州
市立埋蔵文化財セン
ター内に開設した戦時
資料展示コーナーにお
いて、戦争がもたらし
た惨禍と平和の尊さを
多くの市民に理解して
いただく。

82団体
（H26年
度）

戦時資料展示コー
ナー見学者数

路上喫煙率（歩行
者に占める喫煙者
の割合）

28,401

29

迷惑行為防止重
点地区サイン整
備事業

モラル・マナー
アップ関連条例
推進事業

26

28

戦時資料展示
コーナー管理運
営事業

16団体
（H28以降
毎年度）

路上喫煙率（歩行
者に占める喫煙者
の割合）

　モラル・マナーアップ関連
条例推進事業について、基本
計画（第２次計画）に掲げた
目標達成に向けて取り組みの
充実・強化を図る。また、３
箇年の迷惑行為防止重点地区
内の路面標示等サイン整備計
画どおり45箇所の路面標示の
整備を行い、重点地区内の迷
惑行為に係る過料適用の周知
を図る。

【評価理由】
　迷惑行為防止に係る地域活
動団体数が前年度より増加
し、活動の裾野が広がってい
ることと、路上喫煙率が前年
度より減少していることか
ら、広報・周知の成果を収め
ていると判断し「順調」とし
たもの。

【課題】
　円滑な巡視活動や広報・周
知のため、引き続き路面標示
等の整備が必要。

【評価理由】
　保存団体への周知と適切な
協議を行い、事業を進めるこ
とができたため、「順調」と
判断。

【課題】
　指定無形民俗文化財の保存
団体の自主的な申請に対して
補助を行うもので、急激に申
請件数が増加するものではな
いが、引き続き、保存団体に
対して周知を行っていく。

　本事業の補助金は、市の指
定無形民俗文化財保存団体が
行う伝承者の養成や文化財の
公開のほか、用具の購入や修
理の費用の一部に充てられて
おり、子どもたちに対する技
術の伝承など、伝統文化の保
存・継承につながっている。
補助金事業は、文化財保存団
体の活動の強化につながる有
益な手段となっていることか
ら、今後も引き続き継続して
いく。

指定無形民俗文化
財保存支援団体数

16団体
（H26年
度）
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

H26年度 人件費（目安）

人数

H27年度

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

89 ％ 88 ％

達
成
率

111.3 ％ 110.0 ％

目
標

65 ％ 65 ％

実
績

60 ％ 57.7 ％

達
成
率

92.3 ％ 88.8 ％

目
標

85 ％ 85 ％
課
長

0.05 人

実
績

99 ％ 100 ％
係
長

0.06 人

達
成
率

116.5 ％ 117.6 ％
職
員

0.06 人

目
標

110,000
千
円

110,000
千
円

実
績

105,980
千
円

106,909
千
円

達
成
率

96.3 ％ 97.2 ％

目
標

60.0 % 60.0 %

実
績

59.9 % 58.7 %

達
成
率

99.8 ％ 97.8 ％

目
標

16
事
業

15
事
業

課
長

0.05 人

実
績

16
事
業

15
事
業

係
長

0.30 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

25 件 25 件
課
長

0.05 人

実
績

20 件 30 件
係
長

0.10 人

達
成
率

80.0 ％ 120.0 ％
職
員

0.30 人

各種文化事業の実
施

【評価理由】
　文化施設からの文化芸術の
発進など、概ね目標値を達成
しており、また、映画の街・
北九州という都市ブランドを
発進している北九州フィル
ム・コミッションの認知度も
概ね目標値を達成しているこ
とから、発信力の高い文化芸
術の振興に寄与していると判
断して「順調」とするもの。

【課題】
　今後は、本市の魅力を国内
外に発信するため、
①新たな観光客の獲得を見据
え、海外作品の誘致に積極的
に取り組むこと
②これまでの事業の成果を街
のにぎわいづくりに活用して
いくこと
③映画も芸術文化の一つとし
て地域文化に根付かせていく
こと
が重要と考える。

【評価理由】
　成果目標を達成しており、
市民の文化芸術活動の促進に
寄与していると判断し「順
調」としたもの。

【課題】
　助成の内容や必要性を検討
しながら、事業を実施してい
く。

　今後とも発信力の高い、ま
ちの魅力づくりにつながる事
業の実施を目指し、事業内容
を検討し、効率性や収支の観
点も加えながら、事業規模を
維持していく。
　また、これまでの映画等の
誘致の成果を活用し、街の魅
力を市内外に発信するととも
に、国外における本市の知名
度アップやインバウンドの増
加につなげるため、アジア諸
国の映画、テレビドラマの誘
致・支援にも本格的に取り組
むことで「映画の街・北九
州」という新たな都市ブラン
ドのさらなる確立に向けた取
組みを強力に推進する。

　これらの助成制度は、市民
レベルでの活動を支えるもの
であり、市の文化水準の向上
や個性ある地域文化の振興の
ためにも、今後とも必要なも
のである。
　したがって、個別の助成の
必要性等を検討しながら、今
後も事業を継続していきた
い。

　助成団体・事業数は前年と
同程度（前年度比1団体減の
15団体）で推移し、各団体の
イベントは予定どおり実施さ
れ、多数の来場があった。こ
の助成制度の存在により、市
民レベルでの文化活動を支え
る一定の効果があることか
ら、事業評価を「順調」とし
た。

北九州市国際音楽
祭の満足度の割合

北九州市文化振
興基金

芸術文化育成負
担金・補助金

Ⅲ-2-
(2)-② 
市民の文
化芸術活
動の促進

34

33

80％
（平成
28年
度）

65％
（平成
28年
度）

映像製作誘致強
化関連事業

北九州国際音楽
祭

31

30

41,36137,424 5,825

100,155

28,12040,000

33,701 13,769

113,391159,531

37,450

80.0%
(平成30
年度）

15事業
（平成
28年
度）

110,000千円
（毎年度）

Ⅲ-2-
(2)-① 
発信力の
高い文化
芸術の振
興

芸術文化活性化
事業

文化
企画
課

32

文化
企画
課

85％
（平成
28年
度）

83％
（H21年
度）

北九州芸術劇場・
自主事業入場率

56％
（H21年
度）

響ホール事業・響
ホール自主事業入
場率

地域経済への貢献
（直接経済効果）

北九州フィルム・
コミッションの市
民への認知度

100,000千円
(H21年度)

3,825

59.8%
(H25年
度)

16事業
（H23年
度）

26,192

25件
（毎年
度）

27件
（H21年
度）

8,956

人

人

人

0.17

1,625

職
員

係
長

0.17

課
長

1.80 人

人

0.40

人

順調

課
長

29,021

3,550

順調

　成果指標として掲げた撮影
隊の市内滞在に伴う地域経済
への貢献（直接経済効果：目
標110,000千円、実績106,909
千円）、北九州フィルム・コ
ミッションの市民への認知度
(目標60.0％、実績58.7％）
ともに、概ね目標値を達成し
たことから「順調」と判断。

　国際音楽祭は本年も本市出
身で世界で活躍するアーティ
ストをはじめ、国内外の一流
の演奏家を招いて実施され
た。
　入場者数も前年度の11,233
人を431人上まわる11,664人
となり、満足度も高い水準を
維持していることから、本市
の文化振興に大きく寄与した
と判断し「順調」とするも
の。

係
長

順調

0.05

　北九州芸術劇場について
は、高レベルの舞台芸術が提
供され、入場率も目標値を上
回った。
　響ホール事業については、
入場率の面で目標を若干下
回ったものの、著名なアー
ティストのみならず、若手や
地元で活躍する演奏家を活用
するなど幅広いラインナップ
をそろえ、来場者の満足度は
非常に高かった（アンケート
回答者の約91％が内容に満
足）。
　以上のことから、本市の文
化芸術をけん引する発信力の
高い事業が実施されたものと
評価し、事業評価を「順調」
と判断。

1.80

95％
（H21年
度）

順調

順調

順調

　限られた予算の中で、市民
の自主的な芸術、文化活動の
助成を行うことができたた
め、順調と判断。

順調

映画・テレビドラマ等
のロケ地誘致や撮影支
援を積極的に行い、本
市の知名度と都市イ
メージの向上を図る。
また、活動成果の市民
との共有や、「映画の
街・北九州」という新
たな都市ブランドの発
信により、街のにぎわ
いの創出や市民交流等
のまちづくりにつなげ
る。

【劇場・自主事業】
エンターテイメントから芸
術性の高い作品まで舞台芸
術全般を網羅し、幅広い年
代層をターゲットに公演を
行う。また、北九州芸術劇
場オリジナルの演劇作品等
を制作し、公演を実施。

【響ホール・自主事業】
室内楽専用ホールの特性を
生かした質の高いコンサー
トや響ホールを拠点として
地元演奏家を積極的に育て
るコンサートを行う。ま
た、響ホールからの発信を
意識した、オリジナリティ
のある演奏会を実施

地域の音楽文化の向上
を図ることを目的に、
クラシックコンサート
を中心とした音楽祭に
助成を行うもの。本音
楽祭は、市制25周年を
記念して始まり、27年
度で28回を数え、本市
の秋を彩る催し物とし
て定着している。

北九州市文化振興
基金奨励事業の補
助件数

9,01411,366

職
員

本市の文化水準の向上
及び地域文化の振興を
推進することを目的と
して、積極的に文化活
動を展開している文化
団体等の事業に対し
て、助成を行う事業。

文化
企画
課

36,100

北九州市の文化水準の
向上と地域文化の振興
に資することを目的と
して設置された北九州
市文化振興基金運用果
実により、市民の行う
芸術・文化活動等に対
し助成を行う。

文化
企画
課

文化
企画
課
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

300,000 人 150,000 人

実
績

245,420 人 153,707 人

達
成
率

81.8 ％ 102.5 ％

目
標

50,000 人 5,000 人

実
績

11,713 人 1,967 人

達
成
率

23.4 ％ 39.3 ％

目
標

430,000 人 410,000 人
課
長

1.40 人

実
績

474,939 人 472,389 人
係
長

1.80 人

達
成
率

110.5 ％ 115.2 ％
職
員

5.40 人

36

順調

　春の行楽シーズンや夏休み
などの多客期に誘客力の高い
特別展を開催することで、総
入館者数について目標値を達
成するとともに、ほぼ前年並
みの入館者数を維持すること
ができたため「順調」と判
断。

順調

Ⅲ-2-
(2)-③ 
市民が文
化芸術に
接する機
会の拡大

74,60048,86752,23755,929

企画展･特別展は、特定の
テーマを設けて自然史や歴
史に関する展示を行うこと
によって、市民が楽しく学
べる場を提供し、本市の学
術文化の発展を図るもの。

＜平成２７年度特別展＞
・春の特別展
「地球からの贈り物｣
(3/21～)
・夏の特別展
　「ｽﾍﾟｲﾝ奇跡の恐竜た
ち」
・秋の特別展「医は仁術」
・冬の特別展
　「大正・昭和の暮らし
　　と風景」
・春の特別展
　「ふしぎの教室」

自然
史・
歴史
博物
館普
及課

博物館企画展・
特別展充実事業

係
長

美術
館普
及課

83,464

11,713人
（H26年
度）

71,370 102,029

343,390人
（H21年
度）

0.25
課
長

430,000人
（毎年
度）

人0.65

3.65

人

職
員

やや
遅れ

人

36,750

300,000人
（毎年
度）

美術館の入館者数

博物館総入館者数

50,000人
（毎年
度）

245,420人
（H26年
度）

美術館本館及び分館に
おいて、多彩で魅力あ
る企画展を開催し、本
市の美術・文化の振興
を積極的に推進する。

　美術館全体の入館者数は目
標値を達成しているが、コレ
クション展の観覧者数は目標
値を大きく下回っている。本
館改修工事に伴う休館の影響
によるものではあるが、目標
値との乖離が大きいことから
「やや遅れ」と判断。

35
美術館企画展充
実事業

【評価理由】
　美術館の企画展観覧者数は
目標を下回ったが、これは本
館の改修工事による影響であ
り、他の目標は達成できてい
るため、市民が文化芸術に接
する機会に寄与していると判
断し「順調」とするもの。

【課題】
　魅力ある特別展を開催する
事業費を確保するため、実行
委員会形式の導入や、補助金
の活用など外部資金の調達等
検討する必要がある。

　市民が文化芸術に接する機
会の拡充を図るため、美術館
並びに博物館において、入館
者の増につながるような様々
な企画展等を実施する。

コレクション展の
観覧者数
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

課
長

0.10 人

実
績

682 人
係
長

0.30 人

達
成
率

― ％
職
員

0.40 人

目
標

6 人 6 人

実
績

6 人 3 人

達
成
率

100.0 ％ 50.0 ％

目
標

2,200 人 2,200 人

実
績

2,153 人 1,694 人

達
成
率

97.9 ％ 77.0 ％

目
標

50 ％

実
績

39 ％

達
成
率

78.0 ％

目
標

17

ブ

ロ
ッ

ク

実
績

12

ブ

ロ
ッ

ク

達
成
率

70.6 ％

目
標

1,000 件

実
績

570 件

達
成
率

57.0 ％

目
標

400 件 1,000 件
課
長

0.05 人

実
績

1,602 件 975 件
係
長

0.30 人

達
成
率

400.5 ％ 97.5 ％
職
員

0.30 人

目
標

90 ％ 90 ％
課
長

0.15 人

実
績

96 ％ 97 ％
係
長

0.40 人

達
成
率

106.7 ％ 107.8 ％
職
員

0.40 人

順調

人

5,825

0.40

職
員

【評価理由】
　一部目標を達成できていな
い成果指標もあるが、音楽、
現代美術、文学など幅広く担
い手の育成につながる事業を
展開している。また、子ども
たちへは身近に芸術文化を体
験できる機会も提供してお
り、総合的に文化芸術の担い
手の育成に寄与していると判
断し「順調」としたもの。

【課題】
　今後、本市の文化芸術をさ
らに振興させていく上では、
市民等が文化芸術へ接する機
会を引き続き確保・拡大して
いくことが必要であり、事業
の効率性・有効性を十分に勘
案しながら、多様な分野の文
化芸術活動を支援し、また事
業を実施していく必要があ
る。

14,056

　通常の演奏会や公演の鑑
賞ではなく、様々な形で子
どもたちが身近に芸術文化
を体験できるように、地元
文化団体等が企画した芸術
体験プログラム（ワーク
ショップ等）を夏休み期間
中に集中的に実施し、親子
で芸術文化を楽しむ機会の
拡充に努める。

文化
企画
課

芸術文化体験事
業

人

職
員

0.20

係
長

　H28から採択された文化庁
補助等を活用しながら、引き
続き「合唱の街・北九州」に
向けて、事業を実施していき
たい。
　あわせて、本市の文化・芸
術の振興にあたり、次世代の
担い手の育成は非常に重要な
課題であり、シビックプライ
ドの醸成という観点からも、
若者等が文化・芸術に接する
機会を拡大していくことが必
要であるため、本市の文化・
芸術の振興にあたり、次世代
の担い手の育成は非常に重要
な課題である。また、子ども
たちや若者が文化・芸術に接
する機会を拡大していくこと
が必要である。
　このため、学校・地域等に
おける教育普及活動（アウト
リーチ）やホール等の文化施
設における体験活動に力を入
れてきており、今後も、子ど
もたちの文化・芸術に接する
機会の更なる拡大に向けて、
事業内容を検討していきた
い。

　評価指標における子ども文化ふ
れあいフェスタ体験型事業の申込
参加率（目標80％、実績100％）や
満足度は目標を達成していること
から「順調」とした。
　また、子どもふれあいフェスタ
の他にも、放課後児童クラブ訪問
コンサートの実施やソレイユホー
ル5周年事業の実施等、子どもたち
を中心に文化・芸術に触れる機会
の創出を行うことができた。

順調8,7255,093

Ⅲ-2-
(2)-④
文化芸術
の担い手
の育成

順調

11,164

0.40

10,042

順調

　応募者の多い学校からの応
募が減り目標を下回ったため
「やや遅れ」とした。

　応募作品数は目標に若干至
らなかったが、目標値と近い
数字であるため「順調」とし
た。

　平成27年度に入り、活動場
所の移転に時間を要し、実施
予定の事業を一部縮減せざる
を得なかったが、予定の大部
分を実施することができた。
　そのような中、リサーチプ
ログラムの受講生を３人確保
するとともに、目標の７割に
及ぶ参加者を得ることができ
た。
　これは、幅広い階層へ人気
の市民美術大学などの講座・
展覧会の開催を効果的に行っ
た結果であると考えられる。
　以上から、事業評価を「順
調」とした。

人

0.10
課
長

　合唱が盛んな本市の素地を活か
して、音楽文化の振興のため、合
唱関連の様々な事業を行った結
果、各事業の参加者の合計は1,700
人余りを数えた。また、合唱に関
する有識者等にご参加いただいた
「情報交換会」を開催し、事業の
進め方について有益な情報交換が
できたため、事業評価を「順調」
とした。

課
長

1,000件

35%
(H24年
度）

6人
（H23年
度）

「林芙美子文学
賞」作品応募者数

700件
(H28年
度）

―

1,000件
(H28年
度）

17ブロック数のう
ち作品応募のあっ
たブロック数

54,375

1,602件
（H26年
度）

2,122人
（H23年
度）

人

8,150

0.00

17ブロック
（H26年
度）

係
長

50％
（H26年
度）

やや
遅れ

7,150 順調2,000

人

人

0.70

9,300

96%
(H23年
度）

7,760

―

90％
（平成
28年
度）

12,043
12ブロック
（H23年
度）

682人
（H27年
度）

増加
（平成
28年
度）

―

リサーチプログラ
ムの受講者数

6人
（平成
28年
度）

2,200人
（平成
28年
度）

54,325

1,797

52,289

11,99515,982

「ノンフィクション」
というジャンルの作文
を書くことで、子ども
たちが人間や社会への
関心をもつ契機とな
り、思考能力や人間と
しての成長を促すこと
を目的に、平成21年度
に全国の小中学生を対
象に創設した。

ＣＣＡ北九州は、現代美術
の世界的な拠点のひとつと
なることを目指して活動し
ている研究・学習機関で
す。国内外から集まる現代
美術の若手アーティスト等
の指導育成、招聘アーティ
ストによる新作発表のため
の展覧会、国内外の第一線
で活躍する学芸員による
「キュレーターミーティン
グ」を開催するとともに、
ＣＣＡ北九州のネットワー
クを活かして、その活動を
広く市民に浸透させるため
の市民美術大学美術講座、
子ども向けワークショップ
などの事業を行っている。
これら事業を実施している
CCA北九州を支援するもの
である。

「合唱の街づく
り」推進事業

文学
館

　「放浪記」、「浮雲」な
どの作品で知られ、特に短
編の名手として評価の高い
林芙美子の名を冠する文学
賞。
　多くの文学者、作家を輩
出した北九州市の豊かな文
化的土壌を全国に発信する
とともに、北九州市文化振
興計画の重要な柱である
「人材育成」に寄与するこ
とを目的とする。

文学
館

38

林芙美子文学賞
事業

現代美術セン
ター・ＣＣＡ北
九州支援事業

子どもノンフィ
クション文学賞

合唱関連事業にお
ける歌い手として
の参加者

応募総数

文化
企画
課

　市民の歌声があふれる
「合唱の街・北九州」の
実現に向けて、子どもた
ちからシニア世代まで幅
広い多くの市民が、合唱
する側や聴いて楽しむ側
として参加するまちづく
りを進めていく。

文化
企画
課

子ども文化ふれあ
いフェスタ参加者
の満足度

市内からの応募割
合

ＣＣＡ北九州事業
参加者人数

37

40

39

41
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

100,000 人 100,000 人
課
長

1.00 人

実
績

92,819 人 83,161 人
係
長

1.00 人

達
成
率

92.8 ％ 83.2 ％
職
員

3.00 人

目
標

110,000
千
円

110,000
千
円

実
績

105,980
千
円

106,909
千
円

達
成
率

96.3 ％ 97.2 ％

目
標

60.0 % 60.0 %

実
績

59.9 % 58.7 %

達
成
率

99.8 ％ 97.8 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

北九州市漫画
ミュージアム普
及事業

42
　企画展を予定通り開催して
おりおおむね「順調」と判断
した。

順調44,00052,67245,702

順調

　成果指標として掲げた撮影
隊の市内滞在に伴う地域経済
への貢献（直接経済効果：目
標110,000千円→実績106,909
千円）、北九州フィルム・コ
ミッションの市民への認知度
(目標60.0％→実績58.7％）
ともに、概ね目標値を達成し
た。

漫画ミュージアム
年間入場者数

100,000
千円

(H21年
度)

Ⅲ-2-
(2)-⑤ 
文化芸術
によるま
ちづくり

順調

83,161人
(H27年度)

10万人
／年

56,397

80.0%
(平成30
年度）

110,000
千円

（毎年
度）

33,701 36,10026,192

人

人

人

職
員

43
映像製作誘致強
化関連事業

漫画
ミュ
ージ
アム

文学の街・北九
州発信事業

北九州フィルム・
コミッションの市
民への認知度

59.8%
(H25年
度)

地域経済への貢献
（直接経済効果）

文化
企画
課

女性俳句の草分けであ
る杉田久女・橋本多佳
子などのPR・顕彰に取
り組むとともに、点在
する文学的素材やさま
ざまな文化資源・文化
的取組みをつなげる仕
組みづくりを行う。

映画・テレビドラマ等
のロケ地誘致や撮影支
援を積極的に行い、本
市の知名度と都市イ
メージの向上を図る。
また、活動成果の市民
との共有や、「映画の
街・北九州」という新
たな都市ブランドの発
信により、街のにぎわ
いの創出や市民交流等
のまちづくりにつなげ
る。

1.80
係
長

課
長

　平成28年度より実行する、
杉田久女・橋本多佳子などの
顕彰や、点在する文学的素材
やさまざまな文化資源・文化
的取組みを行う計画を策定す
ることができた。

0.40

13,769

北九州市漫画ミュージ
アムにおいて、常設展
示の充実・企画展・イ
ベント等の開催を通じ
て漫画文化の普及を目
指す。

1.80

小倉都心部に点在
する文化資源の導
線がにぎわい、多
くの市民が気軽に
本市ゆかりの作
家・文学者に触れ
ることのできる状
態

44
（仮称）文学
の駅を整備

し、効果的に
運営していく

6,4002,800 2,510 ―

　漫画ミュージアムの趣旨を
考慮しつつ、魅力ある企画展
を実施することでにぎわいづ
くりに寄与する。
　北九州国際漫画大賞を充実
させ、漫画文化の普及を図
る。
　これまでの映画等の誘致の
成果を活用し、街の魅力を市
内外に発信するとともに、国
外における本市の知名度アッ
プやインバウンドの増加につ
なげるため、アジア諸国の映
画、テレビドラマの誘致・支
援にも本格的に取り組むこと
で「映画の街・北九州」とい
う新たな都市ブランドのさら
なる確立に向けた取組みを強
力に推進する。
　また、平成28年度に設置す
る（仮称）文学の駅の効果的
な運営を行い、定期的にソフ
ト事業を行っていくことで一
層「文学の街・北九州」の発
信を図っていく。

【評価理由】
　漫画ミュージアムについて
は、成果指標の目標の８割程
度の実績であったが、活動指
標としていた企画展の開催回
数（目標５回、実績５回）や
ワークショップの開催（目標
４８回、実績８３回）など活
発な活動を考慮し、他の事業
については概ね成果指標の目
標を達成していることから、
総合的に芸術文化によるまち
づくりに寄与したと判断し、
おおむね「順調」としたも
の。

【課題】
　北九州国際漫画大賞を創設
して漫画文化の一層の普及を
図る必要がある。
　にぎわいづくりに寄与する
ため費用対効果のある企画展
を実施する必要がある。

文化
企画
課

―

文化的資源に
活用の余地が

ある状態
順調

―

―
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

30,000 人 30,000 人
課
長

0.10 人

実
績

30,367 人 30,623 人
係
長

0.20 人

達
成
率

101.2 ％ 102.1 ％
職
員

0.20 人

目
標

12,000 人 12,600 人
課
長

0.01 人

実
績

12,371 人 14,485 人
係
長

0.05 人

達
成
率

103.1 ％ 115.0 ％
職
員

0.05 人

目
標

2,500 人 2,700 人
課
長

0.05 人

実
績

2,343 人 2,265 人
係
長

0.10 人

達
成
率

93.7 ％ 83.9 ％
職
員

0.10 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

300 人

実
績

271 人

達
成
率

90.3 %

目
標

実
績

達
成
率

目
標

1 位 1 位

実
績

3 位 5 位

達
成
率

11.5億円

―

―

99,300

人

人

人

0.49

0.24

0.02

職
員

―

順調

順調

　目標を上回る参加人数と
なっており、「順調」と判
断。

　全国のランナーからの高い
評価、市民の盛り上がり等に
より「順調」と判断。

　『誰もが気軽にスポーツに
親しめる環境づくり』を推進
するためには、市民に身近な
スポーツ大会の開催から、そ
のスポーツを楽しめるような
選手の育成など、幅広く事業
を展開する必要があるため、
引き続き実施していく。

　総合型地域スポーツクラブ
の会員数は前年度実績及び目
標値を下回ったが、クラブの
交流事業や勉強会を定期的に
開催しているので「順調」と
判断。

【評価理由】
　『誰もが気軽にスポーツに
親しめる環境づくり』を推進
するため、各事業において設
定した成果指標の目標を概ね
達成しており、「順調」と判
断。

【課題】
　『誰もが気軽にスポーツに
親しめる環境づくり』の目玉
のひとつである「北九州マラ
ソン」を継続開催し、安定し
た運営体制を確立することで
地域に根付いたシンボルイベ
ントとして成長させる必要が
ある。

8,897

　目標を上回る参加者数と
なっており、「順調」と判
断。

各区における
ニュースポーツ及
びファミリース
ポーツ大会の参加
人数

―

12,371人
(Ｈ26年

度)

順調

総合型地域ス
ポーツクラブ育
成・支援事業

順調

順調

― ―

H26年度は
未測定

―

3,779

20,018

30,367人
(Ｈ26年

度)

30,000人
（維持）

Ｈ32年
度まで
に4,000

人

Ｈ30年度
までに

30,000人

教室・強化講
習会等
実施継続

11.5億円
（H29年
度）

3,459

ス
ポー
ツ振
興課

・主催：北九州市、（一
財）福岡陸上競技協会
・主管：北九州マラソン実
行委員会
・後援：国土交通省九州地
方整備局北九州国道事務所
ほか２５団体
・コース：北九州市役所前
～東田地区～戸畑駅前～東
港～門司港～北九州国際会
議場前
・種目及び参加人数（予
定）マラソン：１０，００
０名、ペアリレーマラソ
ン：１００組２００名、
ファンラン（３ｋｍ又は５
ｋｍ）：１，０００名
・大会当日および前日に関
連イベントを開催

Ⅲ-2-
(3)-① 
誰もが気
軽にス
ポーツに
親しめる
環境づく
り

市民体育祭

生涯スポーツ振
興事業

45

総合型地域スポー
ツクラブの会員数

インターネットで
のマラソン大会全
国評価ランキング
（参加者7,000人以
上の大会を対象）

選手強化事業参加
者数

人

2,325

2020年の東京オリン
ピック・パラリンピッ
クの開催を踏まえ、国
際・全国大会で活躍す
る選手を育成するため
選手個々の能力を高め
る事業を実施。

1位
（H31年
度）

4,650

6,305

人

職
員

人

2.00

2.50
係
長

課
長

70,000

3,950

18,874 990

68,750

5,181

―

教室・強化
講習会等

実施

9,000 9,000

10.5億円
(H25年度)

―
教室・強化
講習会等

実施

3,458

19,074

98,964

2.50
マラソン大会開催
による経済波及効
果

強化講習会等の実
施

総合型地域スポーツク
ラブは、人々が身近な
地域でスポーツに親し
むことのできるスポー
ツクラブである。多世
代、多種目、多志向を
特徴とし地域住民等に
より自主・主体的に運
営される総合型地域ス
ポーツクラブは、これ
からの地域スポーツの
中核をなすものであ
り、この果たす役割は
大きいことから総合型
地域スポーツクラブの
育成・支援に取り組
む。

49

46

210人
（H26年
度）

市民への生涯スポーツ
振興・普及のため、各
区においてスポーツ教
室、交流大会、ニュー
スポーツ体験会などを
開催。

47

48
夢・スポーツ振
興事業

市民体育祭選手参
加者数

5位
（H28
年.6月
時点）

「市民皆スポーツ」を
モットーに、スポー
ツ・レクリエーション
の普及振興を図り、市
民の健康で明るい市民
生活に寄与するため、
市内全域で各種大会や
行事を開催。

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

　選手強化事業は目標種目数
を達成（目標：5種目、実
績：8種目）し、また、参加
者数も目標に近い数値となっ
ている（H27年度目標：300
人、達成率：90.3％）ことか
ら「順調」と判断。

順調

北九州マラソン
開催事業

―

―

―

係
長

課
長

500人
（H30年
度）

5,000

―

―

1,800人
(Ｈ22年

度)
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

21 回 20 回

実
績

29 回 26 回

達
成
率

138.1 ％ 130.0 ％

目
標

3,000 人 3,000 人

実
績

3,116 人 3,221 人

達
成
率

103.9 ％ 107.4 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

87 ％ 87 ％

達
成
率

96.7 ％ 96.7 ％

目
標

4,500 人 4,500 人

実
績

3,622 人 3,488 人

達
成
率

80.5 ％ 77.5 ％

目
標

28 ％ 34 ％
課
長

0.05 人

実
績

23 ％ 28 ％
係
長

0.15 人

達
成
率

82.1 ％ 82.4 ％
職
員

0.60 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

1 件 3 件

実
績

4 件

達
成
率

133.3 ％

1.00

1.00

大規
模大
会誘
致推
進室

順調

【評価理由】
　『スポーツを通したにぎわ
いづくり』のため、本市唯一
のプロスポーツチームである
「ギラヴァンツ北九州」の支
援や、大規模国際大会及び全
国大会等の誘致事業を実施し
ており、各事業で設定した目
標（ギラヴァンツ北九州の市
民認知度、国際大会や全国大
会等誘致実績等）を概ね達成
している状態のため、「順
調」と判断。

【課題】
　「ギラヴァンツ北九州」主
催試合の平均入場者数や「ス
ポーツ観戦率」が目標に届い
ていないことから、今後も
「ギラヴァンツ北九州」に対
する支援を継続するとともに
『見る』スポーツの更なる振
興を図る必要がある。

　誘致対象国・団体に積極的
に本市PRや協議を行い、大規
模国際大会及びキャンプ地受
入れの決定を目指す。

人

人

人

　ギラヴァンツ北九州の市民
認知度は、ほぼ目標どおりと
なったが、平均入場者数が目
標に届かなかったため、「や
や遅れ」と判断。

人

人

順調

Ⅲ-2-
(3)-② 
スポーツ
を通した
にぎわい
づくり

　成果指標である「国際大会
誘致件数」は目標を達成し、
「ラグビーワールドカップ
2019などのキャンプ地誘致」
についても順調に誘致活動を
実施していることから「順
調」と判断。

順調23,250120,80531,32130,500

　成果指標は目標を下回った
が、前年度実績を上まわるこ
とができた。また、招待者数
においては、目標を達成（目
標：11,400人、実績：13,680
人）していることも鑑み「順
調」と判断。

大規模国際大会
誘致関係事業

53

61,36259,64164,450

人

戦略的な誘
致プロモー
ション活動
等の実施

戦略的な誘
致プロモー
ション活動
等の実施

―

1件
（H26年
度）

――

―

― ＿

順調

0.50

職
員

本市をホームタウン・
準ホームタウンとす
る、「ギラヴァンツ北
九州」や「堺ブレイ
ザーズ」「福岡ソフト
バンクホークス」の市
民観戦事業や、体験教
室の開催など、市民が
スポーツに親しむきっ
かけ作りを実施。

生涯スポーツの振興や
まちのにぎわいづくり
へとつながる大規模国
際大会の試合会場及
び、ラグビーワールド
カップ２０１９日本大
会や２０２０年東京オ
リンピック・パラリン
ピック競技大会等の
キャンプ地を本市に誘
致すること、並びに誘
致前後のスポーツ交流
や文化交流等へとつな
げることを目的とし
て、戦略的な誘致プロ
モーションの展開や、
官民一体となった「誘
致委員会」による積極
的な活動を行う。

87％
(H26年
度)

ギラヴァンツ北
九州支援事業

国際大会・全国
大会等スポーツ
開催

2,900

3,000人
（維
持）

課
長

34％
(H28年
度)

3,600 2,615

6,575

4,500人
(H28年
度)

3,750

90％
(H28年
度)

30回
(H32年
度)

市内において国際大
会・全国規模の大会の
開催を行い、多くの市
民にスポーツに関心を
高め、「みる」スポー
ツのニーズを引き出し
たり、スポーツに取り
組むきっかけをつく
る。また、高度なレベ
ルの技術などを目にす
ることで、個々の競技
力の向上につなげる。

ス
ポー
ツ振
興課

人

本市唯一のプロスポー
ツチームである「ギラ
ヴァンツ北九州」を支
援するため、ホーム
ゲーム開催経費や遠征
費の一部を補助。

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

52

大型スポーツイベ
ント（自主事業）
の参加人数

人

係
長

1件以上
（H31年
度）

1ヶ国又
は1協議
以上

（H31年
度）

スポーツ観戦率

0.20

60,00060,000 3,075

職
員

係
長

ギラヴァンツ北九
州の市民認知度

0.01

―

国際大会や全国大
会等の誘致

人

職
員

0.20

課
長

0.10

60,000

ラグビーワールド
カップ2019及び
2020東京オリン
ピック・パラリン
ピックにおける
キャンプ地誘致数

国際・全国大会等
の開催数

51

23％
(H26年
度)

ギラヴァンツ北九
州主催試合の平均
入場者数

3,622人
(H26年
度）

3,000人
(H26年
度)

29回
(H26年
度)

ホームタウン推
進事業

　関係団体の協力を得ること
で全国大会等のスポーツ大会
開催数は目標を上回り、ス
ポーツイベントの参加人数も
目標を達成しているため、
「順調」と判断。

やや
遅れ

課
長

係
長

0.10

50

0.05
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

0.70 人

目
標

136
団
体

134
団
体

課
長

0.05 人

実
績

130
団
体

133
団
体

係
長

0.10 人

達
成
率

95.6 ％ 99.3 ％ 職
員

0.30 人

目
標

10
団
体

10
団
体

課
長

0.05 人

実
績

9
団
体

6
団
体

係
長

0.15 人

達
成
率

90.0 ％ 60.0 ％ 職
員

0.20 人

目
標

42
千
人

42
千
人

実
績

41
千
人

41
千
人

達
成
率

97.6 ％ 97.6 ％

目
標

1,955
千
人

1,955
千
人

実
績

2,084
千
人

2,136
千
人

達
成
率

106.6 ％ 109.3 %

　引き続き、地域が一体と
なった、住民主体の地域づく
り・まちづくりを促進するた
め、まちづくり協議会や、地
域で様々な取り組みを行う各
種地域団体等に対し、地域総
括補助金の交付や、各種支援
事業などの地域のニーズに応
じた施策を展開する。

1.00

　引き続き、市民センターを
拠点とした地域づくりを促進
するため、老朽化対策やバリ
アフリー化等ハード面を整備
するとともに、館長及び市民
センター職員の能力向上を図
る研修や、タイムリーな情報
発信等ソフト面の充実に努
め、利用者の増加を図る。

人

1.00

【評価理由】
　地域カルテフォローアップ
事業など目標値に届かなかっ
たもの、市民主体の地域づく
りの促進として、まちづくり
協議会へ地域総括補助金制度
の導入や、地域カルテ事業及
びそのフォローアップ事業の
働きかけを予定どおり実施し
てきており、概ね「順調」と
判断。

【課題】
　地域が抱える様々な課題
や、その解決に向けた取り組
みの内容は様々であるが、地
域が主体的に具体的な地域課
題を解決することができるよ
う、地域・地域活動を支援す
る仕組みづくりを行う必要が
ある。

順調

　「地域カルテ事業」の実施
については目標を達成した
が、「地域カルテフォロー
アップ事業」が成果目標に届
かなかったため、｢やや遅
れ」と判断した。

やや
遅れ

3,575

順調

順調

【評価理由】
　H28年度中の供用開始に向
けて概ね計画通り進捗してい
るため、「順調」と判断す
る。

　建築工事の入札不調により
着工時期は遅れたが、H28年
度供用開始に向けて概ね計画
通り進捗（目標：施設整備の
進捗率95.0％、実績81.4％）
していることから「順調」と
判断。

Ⅲ-3-
(1)-① 
市民主体
の地域づ
くりの促
進

5,3524,2266,547

まちづくり協議会の活
性化を図るため、地域
課題解決のアイデア等
を盛り込んだ「地域カ
ルテ」の作成や、地域
カルテに基づく活動を
支援するフォローアッ
プ事業を行うととも
に、活動の参考となる
事例の紹介等を行う
「地域のちから」報告
会や、「地域づくりマ
ネジメント研修」を開
催し、住民主体の地域
づくりを促進する。

住民主体の地域
づくりの促進

56
地域
振興
課

　平成28年度事業完了順調

3.30

人 順調46,250

―

住民主体の新
たな地域づく
りが活発に御
行われている

状態

―

―

400,692
130団体
(H26年
度）

市民センター1館当
たりの利用者数

地域総括補助金を
導入したまちづく
り協議会数

各地域団体が連携・協
力し、まちづくり協議
会を中心に地域が一体
となった地域づくりを
促進するため、これま
で市各部局が事業ごと
に地域団体に交付して
いた補助金を可能な限
り一本化し、まちづく
り協議会に交付する。

戸畑区内に点在し老朽
化したスポーツ施設
を、戸畑区役所横の浅
生小・中学校等跡地
（D街区）に集約整備
する。

41千人
(27年
度)

2,084千人
(27年度)

施設完成年度にお
ける利用者数

Ⅲ-2-
(3)-③ 
スポーツ
施設の整
備

地域
振興
課

係
長

771,286

137団体
(H30年
度)

3,825

1,955千人
(毎年度)

394,392

220,8962,585,800

110,800人
（供用開始の
H28.9.1から
H29.3.31ま

で）

2,146,385

【評価理由】
　市民センター1館あたりの
利用者数は、僅かに目標を下
回っているものの、前年度利
用者数を維持しており、ま
た、市民センターにおけるコ
ミュニティ活動の参加人数
（延べ）については目標を達
成しており、市民センターの
整備についても、地元調整に
十分時間をかけながら、市民
センターの改修を行っていく
等、概ね順調に進んでいるこ
とから「順調」と判断。

【課題】
　１２９館ある市民センター
を長期間維持するため、計画
的に大規模改修等を実施して
いく必要がある。

戸畑D街区スポー
ツ施設整備事業

ス
ポー
ツ振
興課

―

140,000人
（同地区
既存施設
利用者数
＜H24年度

＞）

―

―

42千人
(毎年
度)

Ⅲ-3-
(1)-② 
地域コ
ミュニ
ティ施設
の活用・
運営

市民センターにお
けるコミュニティ
活動の参加人数
（延べ）

―

55

課
長市民センターの管理運

営を円滑・適正に行う
ため、公募により多様
な人材を市民センター
館長として採用し、地
域の活動を担うまちづ
くり協議会への管理委
託などを行う。また、
市民センターを拠点と
した地域づくりを推進
するため、未整備校区
に市民（サブ）セン
ターを整備し、老朽化
対策やバリアフリー化
を図り計画的な改修を
行う。

地域カルテフォ
ローアップ事業を
実施したまちづく
り協議会の数

市民センターの
充実

地域総括補助金

57

54

地域
振興
課

職
員

順調

　新たに導入した団体数は目
標を僅かに下回ったが、導入
済み団体数は順調に増加して
おり、また、未導入団体への
働きかけを予定どおり実施
（目標どおりの６団体）して
いることから「順調」と判
断。

　市民センターからの情報発
信や、市民センター整備など
を概ね計画どおりに進めた結
果、利用者数やコミュニティ
活動の参加者数はほぼ目標を
達成していることから、「順
調」と判断。

18,700

2,025,7112,092,249

373,858

人
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

H26年度 人件費（目安）

人数

H27年度

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

目
標

85 ％ 85 ％

実
績

80.3 ％ 82.0 ％

達
成
率

94.5 ％ 96.5 ％

目
標

46 % 46 %

実
績

38.9 % 40.4 %

達
成
率

84.6 ％ 87.8 ％

目
標

45
法
人

60
法
人

実
績

47
法
人

60
法
人

達
成
率

104.4 ％ 100.0 ％

目
標

23,000 人 23,500 人

実
績

23,127 人 23,623 人

達
成
率

100.6 ％ 100.5 ％

目
標

48 件 68 件

実
績

62 件 72 件

達
成
率

129.2 ％ 105.9 ％

目
標

230 人 280 人

実
績

250 人 296 人

達
成
率

108.7 ％ 105.7 ％

市民活動の促進に加
え、ＮＰＯと行政の協
働を推進するため、活
動や協働等に関する相
談・助言、情報提供、
研修・啓発等を実施す
る。

　補助交付事業件数及び成果
発表会の参加人数が目標を達
成しているため「順調」と判
断。

　新規設立ＮＰＯ法人数及び
サポートセンター利用者数が
目標を達成しているため「順
調」と判断。

市民
活動
推進
課

60

ＮＰＯ・市民活
動促進事業

市民活動の更なる促進
を支援するため、ＮＰ
Ｏ等が専門性を発揮し
て行う活動に対し、事
業費の一部を補助す
る。

地域づくり活動へ
肯定的な考えの市
民の割合

40.5%
（H23年
度）

成果発表会の参加
人数（累計）

74件
(H28年
度)

75法人
(H28年
度)

85％
(毎年
度)

46％
(毎年
度)

24,000人
(H28年度)

330人
(H28年
度)

30,19531,075

16,252

課
長

係
長20,700

職
員

31,576

3,775

職
員

係
長

17,664

3,8854,275 3,627

Ⅲ-3-
(2)-① 
ＮＰＯ、
ボラン
ティア活
動の支援

補助交付事業件数
（累計）

地域づくり活動へ
の参加者の割合

新規設立ＮＰＯ法
人数（累計）

75.4%
（H23年
度）

18法人
（H24年

度)

15件
（H21年

度)

18,362人
(H20年度)

人

0.15

順調

人

順調0.6016,233

人

0.30

人

1.50

人0.15

人

課
長

0.10

順調

　市民活動の裾野を広げるた
め、市民に対し活動のきっか
けづくりとなるセミナー等の
充実を図る。また、ＮＰＯへ
の資金的な支援を引き続き
行っていく。

【評価理由】
　各事業が目標を達成してお
り、市民活動の活性化に寄与
していると考え「順調」と判
断。

【課題】
　市民活動のさらなる促進の
ため、新たな活動参加者の掘
り起しが必要である。

0.03

　自治会・町内会を取り巻く
課題を解決し活性化を促進す
るために、マンション等の管
理会社等の関係者に積極的に
働きかけていくほか、引き続
き地域コミュニティの重要性
や自治会の必要性について幅
広く理解を求めることに力を
入れていく。また、地域で
リーダーシップを発揮する人
材や地域活動の担い手育成支
援を積極的に行い、自治会・
町内会の加入促進や活性化を
図っていく。

【評価理由】
　自治会・町内会の加入促進
や活発化に繋がる広報・研修
については、自治総連合会と
連携しながら継続的に取り組
んでおり、「広報・研修等の
事業数」は目標を、「地域づ
くり活動へ肯定的な考えの市
民の割合」「地域づくり活動
への参加者の割合」は前年度
実績をそれぞれ上回ってお
り、このほか自治会発案の事
業や集合住宅に対する働きか
けなど、新たな加入促進策の
取り組みを始めたことから
「順調」と判断。

【課題】
　引き続き世代に応じた働き
かけや、マンション等の自治
会加入促進に向けた取組みな
どにより、自治会町内会の活
性化に努めていく必要があ
る。

順調

　「地域づくり活動へ肯定的
な考えの市民の割合」や、
「地域づくり活動への参加者
の割合」が、目標を概ね達成
していることから、当該事業
の実施は自治会活動等に対す
る市民の理解醸成に資するも
のであったと考え、「順調」
と判断。

順調58

Ⅲ-3-
(1)-③ 
自治会・
町内会へ
の加入促
進

26人
（H22年

度)

人

人

人

0.10

0.30

自治会と連携しなが
ら、加入率向上や組
織・活動の見直し及び
人材育成など新たな課
題への対応につながる
様々な事業に取り組
み、自治会･町内会の
活性化を図る。

地域
振興
課

自治会･町内会活
性化の促進

4,095

職
員

係
長

課
長

59

サポートセンター
利用者数

市民
活動
推進
課

ＮＰＯ公益活動
支援事業
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

― 件
課
長

0.03 人

実
績

― 件
係
長

0.20 人

達
成
率

― ％
職
員

0.15 人

目
標

213 件 243 件
課
長

0.03 人

実
績

213 件 250 件
係
長

0.05 人

達
成
率

100.0 ％ 102.9 ％
職
員

0.05 人

目
標

550 人 700 人
課
長

0.20 人

実
績

639 人 929 人
係
長

0.30 人

達
成
率

116.2 ％ 132.7 ％
職
員

0.40 人

目
標

― 件
課
長

0.03 人

実
績

― 件
係
長

0.20 人

達
成
率

― ％
職
員

0.15 人

目
標

45
法
人

60
法
人

実
績

47
法
人

60
法
人

達
成
率

104.4 ％ 100.0 ％

目
標

23,000 人 23,500 人

実
績

23,127 人 23,623 人

達
成
率

100.6 ％ 100.5 ％

目
標

550 人 700 人

実
績

639 人 929 人

達
成
率

116.2 ％ 132.7 ％

目
標

3
団
体

6
団
体

実
績

3
団
体

6
団
体

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

17,664

64
ＮＰＯと企業・地
域・大学等との協
働件数

サポートセンター
利用者数

－

まちづくりス
テップアップ事
業

市民主体のまちづくり
を推進するため、市民
活動への理解を深め、
新たな担い手の参加を
促すとともに、ＮＰＯ
と様々な団体間のネッ
トワークづくりや協働
を支援する。

市民
活動
推進
課

協働に関する理解を深
めるための研修、協働
事業を実施するために
必要な団体運営力向上
を図るための研修を実
施する。
また、経済的に自立し
たＮＰＯの増加を図る
ため、資金調達力や企
画力の向上を図るセミ
ナーを実施する。

Ⅲ-3-
(3)-② 
市民との
協働を推
進できる
市役所づ
くり

順調

　ＮＰＯ等に対する補助交付
件数が目標を達成しているた
め「順調」と判断。

順調

Ⅲ-3-
(3)-① 
市民参画
と協働の
ための仕
組みづく
り

順調

　ＮＰＯと企業、大学との交
流会を予定どおり４回開催
し、各団体間のネットワーク
構築のきっかけとなったこと
から「順調」と判断。

順調

ＮＰＯ等に対する
補助交付件数（累
計 ）

3,000 3,470

Ⅲ-3-
(2)-② 
ＮＰＯ、
企業、研
究機関な
どとの連
携の構築

1,2205,6065,6045,965

市民主体のまちづくり
を推進するため、地域
の特性を活かした活動
や地域の活性化に資す
る新たなまちづくり活
動に対し、事業費の一
部を補助する。

市民
活動
推進
課

多様な主体によ
る市民活動の輪
づくり事業

61
ＮＰＯと企業・地
域・大学等との協
働件数

　ＮＰＯと企業、大学との交
流会を予定どおり４回開催
し、各団体間のネットワーク
構築のきっかけとなったこと
から「順調」と判断。

順調3,470

人

職
員

【評価理由】
　事業の評価指標は全て目標
を達成しており、市民との協
働を推進している評価し「順
調」と判断。

【課題】
　市民との協働のまちづくり
を推進していくためには、市
民活動の新たな担い手づくり
や、協働に対するさらなる理
解浸透を図る必要がある。

　市民との協働を推進するた
め、引き続き、きっかけづく
りとなるセミナー等の充実、
協働意識向上のための研修の
充実、協働事例の情報発信に
取り組んでいく。

　引き続きＮＰＯや企業等と
の交流会を実施するととも
に、各団体が自主的に協働で
きるよう側面的に支援してい
く。

【評価理由】
　ＮＰＯと企業等との協働件
数や、ＮＰＯへの補助交付件
数が目標を達成しており、Ｎ
ＰＯ、企業、研究機関などと
の連携の構築に資する事業を
実施したと考え「順調」と判
断。

【課題】
　参加団体へのフォローアッ
プ等を行い、民間同士の協働
事業の立ち上げを支援する必
要がある。

　多様化・複雑化する市民
ニーズに対応しながら、市と
ＮＰＯ等とが、協働して地域
課題の解決に取り組むことが
重要であり、協働意識向上の
ための研修の充実、協働事例
の情報発信に取組み、協働を
進めるための人材育成に努め
る。
　また、引き続きＮＰＯと企
業等との交流会を実施すると
ともに、各団体が自主的に協
働できるよう側面的に支援し
ていく。

【評価理由】
　事業の成果指標を達成して
おり、市民参加と協働のため
の仕組みづくりに寄与したと
判断し「順調」とした。

【課題】
　参加団体へのフォローアプ
等を行い、民間同士の協働事
業の立ち上げを支援する。

順調

　新規設立ＮＰＯ法人数及び
サポートセンター利用者数が
目標を達成しているため「順
調」と判断。

―2,671

0.60

順調

16,252 20,700

―

課
長

人

2,6713,000

744

市民主体のまちづくり
を推進するため、市民
活動への理解を深め、
新たな担い手の参加を
促すとともに、ＮＰＯ
と様々な団体間のネッ
トワークづくりや協働
を支援する。

203人
（H22年

度)

62

5件
（H28年

度)

38件
（H21年

度)

18法人
（H24年

度)

－

65

66

「ＮＰＯとの協
働によるまちづ
くり」人材育成
事業

ＮＰＯとの協働に
ついての研修への
参加者数（累計）

収入増加団体数
（累計）

新規設立ＮＰＯ法
人数（累計）

838

16,233

3団体
(H26年
度)

18,362人
(H20年度)

市民
活動
推進
課

24,000人
(H28年度)

75法人
(H28年
度)

203人
（H22年

度)

ＮＰＯとの協働に
ついての研修への
参加者数（累計）

744 順調

順調

0.30

係
長

課
長

係
長

0.40 人

人

人

0.30

0.20

1.50

人

職
員

8,300718

5件
（H28年

度)

850人
(H28年
度)

市民
活動
推進
課

市民
活動
推進
課

市民活動の促進に加
え、ＮＰＯと行政の協
働を推進するため、活
動や協働等に関する相
談・助言、情報提供、
研修・啓発等を実施す
る。

ＮＰＯ・市民活
動促進事業

多様な主体によ
る市民活動の輪
づくり事業

63

「ＮＰＯとの協
働によるまちづ
くり」人材育成
事業

協働に関する理解を深
めるための研修、協働
事業を実施するために
必要な団体運営力向上
を図るための研修を実
施する。
また、経済的に自立し
たＮＰＯの増加を図る
ため、資金調達力や企
画力の向上を図るセミ
ナーを実施する。

市民
活動
推進
課

850人
(H28年
度)

8,300

　ＮＰＯとの協働についての
研修への参加者数が目標を達
成しているため「順調」と判
断。

　ＮＰＯとの協働についての
研修への参加者数が目標を達
成しているため「順調」と判
断。

718

9団体
(H28年
度)

273件
（28年
度）

838
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

H26年度 人件費（目安）

人数

H27年度

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

目
標

550 人 700 人

実
績

639 人 929 人

達
成
率

116.2 ％ 132.7 ％

目
標

3
団
体

6
団
体

実
績

3
団
体

6
団
体

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

3
団
体

6
団
体

課
長

0.10 人

実
績

3
団
体

6
団
体

係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

22,000 人 22,000 人
課
長

0.50 人

実
績

26,564 人 23,436 人
係
長

0.50 人

達
成
率

120.7 ％ 106.5 ％
職
員

0.25 人

目
標

60,000 人 60,000 人

実
績

41,025 人 46,278 人

達
成
率

68.4 ％ 77.1 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

86 ％ 85 ％

達
成
率

95.6 ％ 94.4 ％

9団体
(H28年
度)

入館者実績
の増

（毎年度）

企画展の入館者数
(単位：人）

744

　入館者数は目標を達成する
ことができなかったが、昨年
度より10％以上増加してお
り、また、企画展の満足度も
概ね目標を達成していること
から「順調」と判断。

　企画展開催回数(目標：４
回、実績５回）と入館者数と
もに目標を上回ったため「順
調」と判断。

職
員

11,935

順調

【評価理由】
　松本清張記念館の入館者数
が目標に達していないが、対
前年度比で約13％増加してい
る。また、満足度も85％と高
い水準を維持していることか
ら「順調」と判断。

【課題】
　施設の認知度を高め、これ
まで以上に市民が文化に接す
る機会の提供に努め、入館者
数の増に繋げる必要がある。

課
長

係
長12,812

松本清張記念館
研究センター・
普及事業

10,933

北九州市ゆかりの文学
者の業績を企画展等で
紹介するとともに、本
市の文芸の振興に功績
のあった文学者を市内
外に発信する。

文学
館

市民
活動
推進
課

松本
清張
記念
館事
務局

23,125

松本清張に関するあら
ゆる資料を収集・整理
し、松本清張の「人と
作品」を研究する調査
研究・資料収集事業の
実施や研究しを発行す
る。また、松本清張研
究者に奨励金を贈呈す
る研究奨励事業の実施
する。
さらに、企画展の開催
や講演会、読書感想文
コンクールなどの市民
文芸活動支援事業を行
う。

職
員

20,218

係
長8,300 0.30

課
長

3団体
(H26年
度)

9団体
(H28年
度)

23,250

12,625

718

22,000人
（H27年
度）

203人
（H22年

度)

人

1.00

85％
（22年
度）

58,187人
（22年
度）

収入増加団体数
（累計）

人1.00

0.50

838 人

0.40

0.20 人

順調

松本清張記念館の
入館者数

人

人

22,919

ＮＰＯとの協働に
ついての研修への
参加者数（累計）

90％以上
（毎年度）

順調

850人
(H28年
度)

69

Ⅳ-4-
(1)-② 
偉人・先
人の顕彰

文学館普及研究
費

70

67

「ＮＰＯとの協
働によるまちづ
くり」人材育成
事業

3団体
(H26年
度)

10,741人
（H23年
度）

収入増加団体数
（累計）

企画展入場者の満
足度

1,0091,457

順調

1,692 順調4,650

　入館者の増加につながるよ
うな情報発信や事業の企画に
取り組む。

　ＮＰＯとの協働についての
研修への参加者数や収入増加
団体数が目標を達成している
ため「順調」と判断。

　収入増加団体数が目標を達
成しているため「順調」と判
断。

　資金調達力の向上により経
営面で自立を目指す団体に対
して、セミナー等を開催する
など、引き続き側面的な支援
を行っていく。

【評価理由】
　各目標を達成している。
　特に収入増加団体数が目標
団体数を達成していることか
らＮＰＯの課題である資金調
達力の向上に対する効果的な
支援ができたと評価できるた
め、「順調」と判断。

【課題】
　行政と対等に協働できる経
営基盤や事業の企画実行力を
持つＮＰＯが少数である。

順調

Ⅳ-2-
(2)-② 
ソーシャ
ルビジネ
ス創出の
支援

経済的に自立したＮＰ
Ｏの増加を図るため、
資金調達力や企画力の
向上を図るセミナーを
実施する。

市民
活動
推進
課

持続可能なＮＰ
Ｏ育成モデル事
業

68

協働に関する理解を深
めるための研修、協働
事業を実施するために
必要な団体運営力向上
を図るための研修を実
施する。
また、経済的に自立し
たＮＰＯの増加を図る
ため、資金調達力や企
画力の向上を図るセミ
ナーを実施する。
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H27年度 H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

110,000
千
円

110,000
千
円

実
績

105,980
千
円

106,909
千
円

達
成
率

96.3 ％ 97.2 ％

目
標

60.0 % 60.0 %

実
績

59.9 % 58.7 %

達
成
率

99.8 ％ 97.8 ％

目
標

15 件 20 件
課
長

0.10 人

実
績

16 件 22 件
係
長

0.15 人

達
成
率

106.7 ％ 110.0 ％
職
員

0.15 人

順調

環境未来都市計画が掲
げる目標を達成するた
め、ＮＰＯなどの提案
団体と市が協働して取
り組む事業に経費の一
部を補助。

市民
活動
推進
課

市民活動団体等
による環境未来
都市推進支援事
業

順調3,7754,7074,887

25件
(H28年
度)

Ⅵ-1-
(1)-① 
市民の力
で環境力
を高める
仕組みづ
くり

　協働の理解浸透を図る研
修、成果発表会の開催、事例
紹介等を通して、行政と協働
できるNPOの育成に努める。

【評価理由】
　補助交付事業件数が目標を
達成しており「順調」と判
断。

【課題】
　行政と対等に協働できる
NPOが少数である。

順調

　目標を達成しており、ＮＰ
Ｏの専門性が活かされた先進
的な事業が実施されているた
め、順調と判断。

4,954

6件
（H24年

度)
72

北九州フィルム・
コミッションの市
民への認知度

補助交付事業件数
（累計）

59.8%
(H25年
度)

人

人

Ⅳ-4-
(2)-③ 
都市イ
メージの
向上

71
文化
企画
課

映像製作誘致強
化関連事業

映画・テレビドラマ等
のロケ地誘致や撮影支
援を積極的に行い、本
市の知名度と都市イ
メージの向上を図る。
また、活動成果の市民
との共有や、「映画の
街・北九州」という新
たな都市ブランドの発
信により、街のにぎわ
いの創出や市民交流等
のまちづくりにつなげ
る。

【評価理由】
　映画等の撮影支援を通し
て、本市の知名度・都市イ
メージの向上や経済効果のほ
か、にぎわいの創出、シビッ
ク・プライドの醸成などの効
果に現れている。

【課題】
　今後は、本市の魅力をを国
内外に発信するため、
①新たな観光客の獲得を見据
え、海外作品の誘致に積極的
に取り組むこと
②これまでの事業の成果を街
のにぎわいづくりに活用して
いくこと
③映画も芸術文化の一つとし
て地域文化に根付かせていく
こと
が重要と考える。

110,000千円
（毎年度）

100,000千円
(H21年度)

80.0%
(平成30
年度）

26,192 33,701

1.80

0.40

係
長

1.80

職
員

13,769

　これまでの映画等の誘致の
成果を活用し、街の魅力を市
内外に発信するとともに、国
外における本市の知名度アッ
プやインバウンドの増加につ
なげるため、アジア諸国の映
画、テレビドラマの誘致・支
援にも本格的に取り組むこと
で「映画の街・北九州」とい
う新たな都市ブランドのさら
なる確立に向けた取組みを強
力に推進する。

36,100

課
長

人

順調

地域経済への貢献
（直接経済効果）

　成果指標として掲げた撮影
隊の市内滞在に伴う地域経済
への貢献（直接経済効果：目
標110,000千円→実績106,909
千円）、北九州フィルム・コ
ミッションの市民への認知度
(目標60.0％→実績58.7％）
ともに、概ね目標値を達成し
た。
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保健福祉局

平成27年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

実
績

679
団
体

699
団
体

達
成
率

98.8 ％ 102.9 ％

目
標

実
績

22,380 人 22,722 人

達
成
率

97.6 ％ 101.5 ％

目
標

2400 人 2400 人
課
長

0.05 人

実
績

3202 人 4052 人
係
長

0.10 人

達
成
率

133.4 ％ 168.8 ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

51 件 47 件
係
長

0.10 人

達
成
率

106.2 ％ 92.2 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

43.5 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

101.2 ％
職
員

0.30 人

153,885

　権利擁護・市民後見促進事
業については、高齢化の加速
や認知症高齢者数の増加に伴
う第三者後見人の不足に対応
するため、成年後見制度の担
い手を育成する養成研修を実
施する。また研修修了者の活
動の場を確保するため、法人
後見業務への補助を行う。
　年長者研修大学校及び北九
州穴生ドーム運営について
は、高齢者の生きがいづくり
や健康づくりを促進し、地域
活動を担う高齢者の人材育成
を図る。

【評価理由】
　市民後見人養成研修修了者
が成年後見活動を行ってお
り、年長者研修大学校の修了
生の地域活動への参加も前年
度より増加しているため「順
調」と判断した。

【課題】
　権利擁護・市民後見の促進
については、今後、第三者後
見人の不足が予想されるた
め、安定した成年後見制度推
進を図る必要がある。
　年長者研修大学校の運営に
ついて、講座の充実など魅力
ある運営に努めるとともに、
地域活動を担う人材活用の場
として充実を図る必要があ
る。

順調

Ⅰ-3-
(2)-③ 
団塊の世
代の活用

5

年長者研修大学校（周
望学舎・穴生学舎）及
び北九州穴生ドーム、
並びに生涯現役夢追塾
の運営を行う。

高齢
者支
援課

年長者研修大学
校及び北九州穴
生ドーム運営委
託

　ボランティア活動などの自
主的な活動のための利用者数
は前年度比109人減と減少し
ているが、年長者研修大学校
の年間コース受講者は前年度
比29人増の34,178人となって
おり、引き続き多くの市民に
利用されているため、「順
調」と判断した。

順調4,825154,348153,885

順調

前年度
(22,919人)

比増

4
権利擁護・市民
後見促進事業

高齢
者支
援課

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

順調

　平成26年度に実施した基本
設計に基づき、実施設計を行
い完了したことから、「順
調」と判断した。

順調

【評価理由】
　平成26年度に実施した基本
設計に基づき、実施設計を行
い完了したことから、順調と
判断した。

【課題】
　建築等工事の進行状況を把
握し管理していく必要があ
る。

　建築等工事の進捗管理を適
切に行っていく。

　ボランティア活動促進事業
については、社会福祉への理
解を深め、地域活動や社会貢
献活動への参加を促進するた
め、青少年から高齢者に至る
幅広い市民に活動機会を提供
し、福祉の心や互助の意識を
育むことにより、新たな活動
の担い手の育成を目指す。併
せて、関係機関・団体と、災
害時における多者協働による
協働・支援体制を確立する。
社会福祉ボランティア大学校
運営委託については、社会福
祉法・介護保険制度の見直
し・生活困窮者自立支援法の
制定等、ボランティアや地域
の支え合い活動を制度の中で
位置づけており、ボランティ
ア・市民活動への期待はます
ます高まっている。
　今後、地域福祉活動を担う
人材育成を進めるとともに、
地域でのマッチングを高めて
いく。

順調

　研修回数の見直しを行うこ
とにより、研修内容の充実や
新規研修の実施につなげてい
る。また、今回は、委託先で
ある市社協の50周年記念講演
を実施したこともあり、受講
生も大幅に増えていることか
ら「順調」と判断した。

順調

　ボランティア登録団体・人
数は同水準を維持している。
青少年を対象としたボラン
ティア体験学習の参加者が前
年度比25人増と増加傾向にあ
り、新たな活動の担い手の育
成につながる結果が表れてい
る。また、関係機関・団体と
の協働体制を築き、災害ボラ
ンティアを育成する等、被災
時の体制づくりにも取り組ん
でいることから「順調」と判
断した。

【評価理由】
　全ての指標で目標を達成し
ており、順調と判断した。

【課題】
　ボランティア活動の促進に
ついては、多様化するニーズ
に対応するため、市民に身近
な相談窓口である各区セン
ターの支援機能の充実が望ま
れる。また、災害時に効果的
な支援を行うため、関係機
関・団体との一層の連携強化
が望まれる。
　社会福祉ボランティア大学
校の運営については、研修終
了後の地域福祉ボランティア
活動への結びつけが重要であ
り、ボランティアセンターと
ボランティアとの連携が必要
になってくる。

順調

　市民後見人養成研修を実施
し、同養成研修の修了者が、
後見業務を法人として提供す
る機関に登録し、実際に成年
後見制度の実務の担い手とし
て活動を行ったため「順調」
と判断した。

修了生の地域活動
への参加状況

―

―

前年度
(687人)
比増

3,000人
（平成
27年
度）

3,0757,520 3,668 4,700

前年度(48
件)水準を

維持

前年度水
準を維持

34,576 2,325

弁護士・司法書士・社会
福祉士などの専門職によ
る第三者後見人が将来不
足することに備え、契約
能力の低下した認知症高
齢者等に対し、福祉サー
ビスの利用調整や日常生
活の見守りを中心とした
成年後見業務を担う｢市
民後見人｣を養成すると
ともに、養成した後見人
を登録し、後見業務を法
人として提供する機関に
補助金を交付し、成年後
見制度の利用促進を図
る。

法人後見受任件数
(年度末件数)

47件
（27年
度）

31,478

43.0％
（26年
度）

― 前年度比増

高齢者の生
きがいづく
りや仲間づ
くり、及び
ボランティ
ア活動等の

促進

0.10 人

研修修了者
の活躍の場

の確保

31,775

受講者
のボラ
ンティ
ア活動
の促進

34,921

ボラン
ティア登
録団体の

拡充

31,478

人

職
員

35,087

ボラン
ティア
人口の
拡充

―

9,800

課
長

人

係
長

170,800 163,844 63,048

700団体
（平成27
年度）

ボランティア登録
人数

23,000人
(平成27年

度）

地域福祉の振興を図る
ため、北九州市社会福
祉協議会が実施してい
るボランティアの育
成、コーディネート、
活動支援、関係機関と
の連携による情報収
集・発信等のボラン
ティア活動促進事業に
対して補助している。

3

0.05

0.10

前年度比増

前年度比増

2,325

新総合療育セン
ターの開所

―

Ⅰ-3-
(2)-② 
地域を支
えるボラ
ンティア
の育成

2
ボランティア活
動促進事業

いの
ちを
つな
ぐ
ネッ
ト
ワー
ク推
進課

社会福祉ボラン
ティア大学校運
営委託

いの
ちを
つな
ぐ
ネッ
ト
ワー
ク推
進課

ボランティア登録
団体数

ボランティア大学
校の研修の受講者
数（単年度）

地域福祉活動やボラン
ティア活動を担う人材
育成に資するため、ボ
ランティア・市民活動
センターと一体とな
り、市民に広く研修機
会を提供する。

―
実施設計
の実施

開所
(平成30
年度)

―
実施設計
の実施

―

Ⅰ-1-
(1)-⑤ 
特別な支
援を要す
る子育て
家庭への
対応

1
総合療育セン
ター再整備事業

障害
福祉
課

施設の老朽化や障害
児・者のニーズの多様
化、拡大等に対応する
ため、北九州市立総合
療育センターを再整備
する。

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

目
標

55
団
体

80
団
体

課
長

0.30 人

実
績

71
団
体

79
団
体

係
長

16.50 人

達
成
率

129.1 ％ 98.8 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

0.00 人

目
標

実
績

1,545
（うち廃止
468世帯）

人
1,384

（うち廃止
465世帯）

人

達
成
率

目
標

実
績

589,420
千
円

593,191
千
円

達
成
率

目
標

実
績

91,092 件 86,008 件

達
成
率

目
標

実
績

99 ％ 98.9 ％

達
成
率

いのちをつなぐ
ネットワーク推進
会議の参加団体数

79団体
(27年
度)

協力企
業・団体
による
ネット

ワークの
拡大

Ⅱ-1-
(1)-①
地域で安
心して暮
らせる仕
組みづく
り

9

保護
課

多様で複雑な問題を抱
える生活保護受給者に
対し、それらの問題を
解決し少しでも早く生
活保護から自立できる
ように、就労支援プロ
グラム等の各種自立支
援プログラムを活用
し、専門的に支援する
職員（専門員）を各区
に配置するなど、福祉
事務所における自立支
援体制を拡充し、支援
を行う。

いの
ちを
つな
ぐ
ネッ
ト
ワー
ク推
進課

公正で信頼される
保健福祉行政の推
進

― ―

公正で
信頼さ
れる保
健福祉
行政の
推進

―

―

　市が実施し又は所管す
る保健福祉サービスに関
する利用者及び利用希望
者からの苦情を、中立か
つ公正な第三者（保健福
祉オンブズパーソン）が
面談し、市の機関へ調査
や報告を求めてその内容
を審理。不当な点があれ
ばその是正を勧告するな
どの苦情処理を行う。
　当事業は、既存の苦情
処理制度である広聴制度
（市民のこえ、市長への
手紙）や法定救済制度
（行政不服審査制度、行
政事件訴訟制度）を補完
するもの。

監査
指導
課

就職者数（人）

―

―

―

―

―

―

―

166,570 149,668 7,300

課
長

―

―

被保護
者の自
立促進

課
長

2.40

0.30

―

0.50

0.20

係
長

被保護
者の自
立促進

175,500

職
員

0.00 人

人

人

民生委員・児童委員
は、社会福祉の精神を
もって、高齢者をはじ
め生活困窮者、児童、
障害者(児)、など援護
を必要とする者に相
談・助言を行い、福祉
事務所や社会福祉施設
などと密接に協力しな
がら、地域社会の福祉
の増進を図っている。
その民生委員・児童委
員の委嘱、広報、研修
などを行っている。

―

―

人

2.40 人

相談・支
援件数の

維持

―

効果額（千円）
（保護削減額）

―

―

相談・支援件数

―

―

155,029 154,525 45,450
係
長

―

人

充足率
の維持 職

員

充足率 ―

―

86,008件
(27年度）

―

―

157,689

　これまでの自立支援事業の
取り組み等の結果、支援対象
者は徐々に減少を続けてお
り、効果額についても前年度
並を維持しているため「順
調」と判断した。

　新規の相談・支援件数は減
少しているものの、前年度か
らの継続した相談・支援件数
を含めると、件数の多さを維
持している。
　また、民生委員・児童委員
の「なり手不足」が課題とし
て指摘される中、高い充足率
を保持しているため、「順
調」と判断した。

順調

【評価理由】
　指標の目標をほぼ達成して
いるほか、実績値も高いレベ
ルを維持しているため順調と
判断した。

【課題】
　いのちをつなぐネットワー
クについては、今後も「地域
の課題を地域で考え、地域で
解決する」ための環境整備を
行い、自助・共助の取り組み
を支援・啓発していくことが
重要である。そのために関係
団体・機関と行政の連携体制
の再構築と、市役所内部の連
携機能の強化が必要であると
考える。
　北九州市保健福祉オンブズ
パーソンについては、本事業
を広く市民に周知し、利用し
ていただくためのＰＲや利用
促進の必要がある。
　生活保護受給者への自立支
援については、就労意欲が乏
しい者、生活習慣に問題等あ
り直ちに求職活動を行うこと
が困難な者などへの支援が課
題である。
　地域福祉の担い手である民
生委員・児童委員の活動支援
については、民生委員・児童
委員の負担軽減や、活動環境
の整備が急務である。区全体
の相談支援体制の強化や関連
部署による情報共有の促進
等、各々の連携強化が課題と
して挙げられる。また、地域
の中で候補者を見つけるため
の方策の研究が求められる。

　いのちをつなぐネットワー
ク事業については、いのちを
つなぐネットワーク推進会議
の開催とともに、協力企業・
団体によるネットワークの拡
大と強化を継続する。
　北九州市保健福祉オンブズ
パーソン事業については、現
予算の範囲内でポスター掲
示、パンフレット配布、月１
回の巡回相談会等を実施す
る。
　生活保護受給者に対する自
立支援事業について、事業全
体の実績は順調であり、今後
も同事業を継続していく。
　民生委員活動支援事業につ
いては、民生委員との意見交
換をするなどして活動の実態
把握に努め、行政のサポート
体制を充実させる。今後も、
福祉事務所や社会福祉施設な
どと密接に協力しながら、地
域社会の福祉の増進を図る。

順調

順調8
生活保護受給者
に対する自立支
援事業

民生委員活動支
援事業

　「地域の課題を地域で考
え、地域で解決する」ための
環境整備を促進するため、自
助・共助の取り組みを支援・
啓発してきた。具体的には、
担当係長が積極的に地域に出
向き、地域と行政の橋渡し役
として活動した。このことに
より、地域で見守りや支え合
いを行う住民、特に民生委員
から活動しやすくなったとい
う声が上がっている。
　また、ネットワークの更な
る強化、拡大に向けて、民間
企業・団体への働きかけを
図っていることから「順調」
と判断した。

順調172,2008,3377,48410,004

住民と行政の力を結集
し、地域における既存
のネットワークや見守
りの仕組みを結び付
け、セーフティネット
の網の目を細かくする
ことによって、高齢者
のみならず、支援を必
要としている人が社会
的に孤立することがな
いよう地域全体で見守
り、必要なサービス等
につなげていく取組み
である。

いの
ちを
つな
ぐ
ネッ
ト
ワー
ク推
進課

いのちをつなぐ
ネットワーク事
業

6

　オンブズパーソンの意見書
によって、業務の改善・充実
が図られたものもあり、保健
福祉サービスの質の向上を図
ることができた。
　また、平成22年度以降、年
間150件を超える相談があ
り、27年度も175件の相談が
あった。苦情申立てに至らな
いケースであっても、相談内
容によって、市の担当部署に
直接状況を確認して相談者へ
回答するなど、相談者のニー
ズに対応しているため「順
調」と判断した。

順調12,3003933901,095

北九州市保健福
祉オンブズパー
ソン事業

7
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

目
標

課
長

4.30 人

実
績

係
長

17.30 人

達
成
率

職
員

7.70 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

順調2,9009,99910,00010,000

小児救急医療をはじめ
とする小児医療体制の
さらなる充実を図るこ
とで、小児医療の先進
都市づくりを行う。

保健
医療
課

小児医療先進都
市づくり事業

11

Ⅱ-1-
(2)-①
医療・救
急体制の
充実

産婦人科・小児
科臨床研修医等
支援事業

12

産婦人科・小児科医師
の確保を支援するため
の事業への助成を行
う。

保健
医療
課

夜間や休日における救
急医療体制の維持・確
保。

大変
順調

2,9002,6252,4973,130

救急医
療体制
の維持

小児医療の
充実

　急患センターの運営、テレ
フォンセンターにおける病院
紹介、輪番病院による初期救
急体制等の整備を実施したた
め、「大変順調」と判断し
た。(市医師会をはじめとす
る医療関係者の協力のもと、
本市救急医療体制は、患者の
状態に応じた３つの段階から
なる救急医療体制を整備して
いる。比較的軽度な初期救急
医療については、かかりつけ
医などによる対応のほか、２
つの夜間・休日急患センター
【小倉北区、八幡西区】、小
児救急センター【八幡東
区】、市内２ヶ所の休日急患
診療所【門司・若松】で対応
している。深夜帯について
は、東西２ヶ所の病院による
輪番制で診療を行っている。
　また、テレフォンセンター
は、365日24時間対応で、時
間帯・症状にあわせた医療機
関の紹介や簡単な医療相談を
行っている。）

大変
順調

280,2001,023,4381,024,1281,077,558

保健
医療
課

救急医療体制の
維持・確保

10

―

順調

【評価理由】
　急患センターの運営、テレ
フォンセンターにおける病院
紹介、輪番病院による初期救
急体制等の整備、小児救急
ネットワーク部会や小児先進
都市づくり会議の開催、小児
救急医療における様々な課題
の検討、医師会が主催する後
期臨床医研修や周産期医療に
関する研修への補助などを実
施することにより、救急医療
体制の維持、小児救急医療の
先進都市づくり、産婦人科・
小児科医師の確保が図られて
いると考えられるため、順調
と判断した。

【課題】
　救急医療体制の維持・確保
について、救急医療を実施し
ている医療機関では、医師や
医療スタッフなど人的・経済
的負担が大きい。
　産婦人科・小児科臨床研修
医等の支援について、医師確
保策としては一定の成果は上
げているが、助成を活用する
研修医の確保に苦慮してい
る。

　救急医療体制の維持・確保
については、各病院の医師、
医療スタッフの負担軽減に資
する体制確保や財政的支援を
継続的に行う。
　小児医療先進都市づくり事
業では、小児先進都市づくり
会議や小児救急医療ワーク
ショップ等について、内容の
充実に努める。
　産婦人科・小児科臨床研修
医等支援事業では、課題を踏
まえ、助成制度（北九州専門
医レジデント研修制度）の広
報・ＰＲ等について、医師会
と協議を行う。

　小児救急医療関連の議題
（ネットワーク事業など）を
テーマにネットワーク部会を
開催し、先進都市づくり会議
では、これらに関する取り組
み結果や成果について報告す
るとともに、虐待対応、療育
医療など小児救急に関する議
題について協議を行い、関係
機関との連携を図った。ま
た、小児救急医療に携わる医
師、看護師等を対象に、実践
的な手技手法が学べるワーク
ショップは今年度で10回目の
開催を向かえ、全国から約
170人（申込者約190人）の参
加があった。この開催によ
り、関係者の技術の向上が図
られ、また、本市の小児医療
に関する取り組みについて、
市内外の医療関係者等へのア
ピールに繋がったため、「大
変順調」と判断した。

　医師会が主催する後期臨床
医研修や周産期医療に関する
研修（産婦人科医会を主催と
する新生児蘇生法の講習等）
へ補助を実施し、医師確保の
支援を行っており、「順調」
と判断した。

―

― ―

― ―

救急医療体制の維
持

―

産婦人
科、小児
科医師等
の確保に
係る事業
を支援

産婦人科、小児科
医師の確保

―

― ―

産婦人科、小児
科医師等の確保
に係る事業を支

援

産婦人科、小児
科医師等の確保
に係る事業を支

援

― ―

小児救急医療の先
進都市づくり

―

― ―

―

小児医療
に関する
先進的な
取組みを

実施

小児医療
に関する
先進的な
取組みを

実施

―
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

― ―
課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

― ―
職
員

0.70 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.60 人

―

　食品の安全を確保す
ることにより住民の健
康保護を図ることを目
的に、食品衛生法に規
定するリスクコミュニ
ケーションを実施す
る。

生活
衛生
課

食の安全安心確
保推進事業

15

16,912
新型インフルエ
ンザ対策事業

14

　講習会の開催、啓発チラシ
等の配布等、食品安全に関す
る情報を提供することで、消
費者の衛生意識の向上が図ら
れ、食の安全・安心の確保に
繋がっているため「順調」と
判断した。

順調6,8256036961,345
消費者へ食品安全に
関する正しい知識・
情報を提供する。

(H30年度)

21,199

Ⅱ-1-
(2)-② 
健康危機
管理体制
の充実

　感染症対策推進事業につい
ては、社会福祉施設等の従事
者を対象とした「感染症対策
研修会」および医療機関従事
者を対象とした「院内感染対
策研修会」を開催することに
より、適切な感染対策の実施
を推進・啓発を行っていく。
ジカ熱等の蚊媒介感染症の輸
入例が報告されており、市内
でも蚊媒介感染症が発生する
リスクがある。市民への予防
啓発および市内の蚊の捕獲調
査を継続して実施していく。
　予防啓発活動においては、
市・局の広報手段やホーム
ページ等を有効活用し、市民
への周知に努めていく。感染
症対策においては、医療機
関、施設、NPO法人等との連
携を図りながら、充実を図っ
ていく。
　新型インフルエンザ対策事
業については、新型インフル
エンザ等感染症の発生に備
え、継続して必要量の防護服
等を確保していく。また、本
市マニュアルに準じて、本
庁、保健所、医療機関等の関
係機関における連絡体制の充
実を図る。

【評価理由】
　迅速な情報収集・情報発
信、講演会開催、ワクチン接
種の体制づくり、マニュアル
改訂、備蓄品の確保など、健
康危機管理の整備・強化や新
型インフルエンザ等感染症の
発生に備えた対策が図られた
と考えられるため、順調と判
断した。

【課題】
　感染症対策の推進について
は、平常時の発生予防が重要
であるため、継続したサーベ
イランスの実施及び市民へ迅
速な情報提供、感染症の予
防・啓発が重要である。
　また、平成27年度の感染性
胃腸炎の集団発生が、14件
（高齢者施設 4件、保育所 8
件、小学校1件、幼稚園1件）
発生しており、今後も、継続
した感染症対策研修会等の取
り組みが必要である。
　新型インフルエンザ等の発
生時に備えた医療体制や相談
体制の整備には、様々な関係
者の意見調整が必要である。
必要に応じて、新型インフル
エンザ等医療対策専門部会や
関係機関と協議を進めること
が重要である。また、新型イ
ンフルエンザ等の発生に備え
て、十分量の防護服等の備蓄
品を確保する必要がある。

順調

　平成21年の新型インフルエ
ンザ発生時の経験を踏まえて
定められた国のガイドライン
および国、県の行動計画に
沿って、「本市新型インフル
エンザ等対策マニュアル（医
療対応編）」マニュアルの改
定を行った。また、新型イン
フルエンザ等の発生に備え
て、防護服等の備蓄品の補充
を行った。さらに市政だよ
り、フリーペーパー、ラジオ
等の様々な媒体を通じ、感染
症予防の啓発や情報提供を行
い、「大変順調」と判断し
た。

大変
順調

8,7007,39713,069

　感染症発生動向を注視し、
市内における各感染症の発生
予防、早期発見に取り組むた
め、迅速な情報収集し、市民
に対して、HP等によるタイム
リーな情報発信を行った。ま
た、感染症の発生防止及びま
ん延防止のため、施設従事者
等を対象とした講演会の開催
し、目標の施設数を超える
317施設の参加が得られた。
　風しんの流行に伴い、緊急
対策事業として、先天性風し
ん症候群の発生防止のための
予防啓発や市内医療機関にお
いて無料の風しん抗体検査を
実施し、効果的なワクチン接
種ができる体制づくりを行っ
た。本市における先天性風し
ん症候群の発生はなかった。
　以上のことから「順調」と
判断した。

順調4,40015,63711,099

16

順調

　食の安全安心確保推進事業
については、今後も食品衛生
監視指導計画を毎年度策定・
公表するとともに、消費者へ
食品の安全に関する正しい情
報を提供し、リスクコミュニ
ケーションの推進を図る。
　食中毒予防総合対策事業に
ついては、食品等事業者を対
象とした講習会の開催や監視
指導、啓発を今後も継続し、
事業者の衛生意識の向上を
図っていく。

順調

【評価理由】
　講習会の開催や監視指導の
実施により、消費者への食品
安全に関する正しい知識・情
報の提供や、食品等事業者の
衛生意識の向上が図られたと
考えられるため、順調と判断
した。

【課題】
　食の安全安心確保の推進に
ついて、全国で食中毒や食品
の異物混入事件等が発生して
おり、消費者の食の安全に対
する関心・不安が高まってい
る。
　食中毒予防について、衛生
意識や知識の欠如等により、
一部の食品等事業者におい
て、食中毒等の事故や異物混
入等の事例が発生している。

　食品等事業者の関心が高い
内容に重点を置き、講習会や
監視指導を行ったことによ
り、食品等事業者の衛生意識
の向上が図られ、食の安全・
安心の確保に繋がっているた
め「順調」と判断した。

消費者への食品安
全に関する正しい
知識・情報の提供

1,805 1,314 2,007 7,650

―

食品等事業者
の衛生意識の
向上を図る。
(H30年度)

衛生講習会や監
視指導等を行っ

た。

――

Ⅱ-1-
(2)-②
食の安
全・安心
の確保

食中毒予防総合
対策事業

―

― ―

新型インフルエン
ザ等感染症の発生
に備えた対策

―

平成21年4月に発生し
た新型インフルエンザ
（A/N1H1）対策を踏ま
え、今後の再流行や新
たな新型インフルエン
ザ等感染症の発生に備
えた検討などを行い、
必要な対策の充実を図
るもの。

生活
衛生
課

感染症に係る基盤整
備、指導・相談や関係
機関との連携活動等を
行い、感染症の発生、
まん延防止の施策を行
うもの。

―

― ―

医療体制や相談
体制の整備、市
民への啓発や情
報提供などを行

う

関係機関
との協

力、連携
強化

必要とな
る備蓄品
の確保・

補充

医療体制や相談
体制の整備、市
民への啓発や情
報提供などを行

う

健康危機
管理の整
備・強化

― ―

－

－
健康危機管理の整
備・強化

感染症対策推進
事業

―13
生活
衛生
課

衛生講習会や
リーフレットの
配布等を行っ

た。

衛生講習会や
リーフレットの
配布等を行っ

た。

生活
衛生
課

　食中毒発生時の迅速
な原因究明による健康
被害の拡大防止や流通
食品の汚染実態調査等
により、食中毒の総合
的な予防対策を実施す
る。

食品等事業者の衛
生意識の向上

―

―

衛生講習会や監
視指導等を行っ

た。
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

目
標

課
長

0.01 人

実
績

係
長

0.02 人

達
成
率

― ―
職
員

0.05 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

51 件 47 件
係
長

0.10 人

達
成
率

106.2 ％ 92.2 ％
職
員

0.20 人

目
標

―
課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.30 人

達
成
率

職
員

2.40 人―

―

―

―

81.1%
（Ｈ25
年度）

790,310

19

Ⅱ-1-
(3)-⑤
非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

17
社会を明るくす
る運動

総務
課

犯罪や非行の防止と罪
を犯した人たちの更生
について理解を深め、
明るい地域社会を築く
ため、法務省主唱の社
会を明るくする運動を
実施する。

― ―

犯罪や非行
のない明る
い地域社会
の実現と罪
を犯した人
たちの更生
についての
理解促進

犯罪や非行のない
明るい地域社会の
実現と罪を犯した
人たちの更生につ
いての理解促進

―

―

―

―

690463 387 417

高齢者の生
きがいづく
りや仲間づ
くり、及び
ボランティ
ア活動等の

促進

―

153,885

高齢者の生きがい
づくり、社会参加
の促進

― ―

―

―

弁護士・司法書士・社会
福祉士などの専門職によ
る第三者後見人が将来不
足することに備え、契約
能力の低下した認知症高
齢者等に対し、福祉サー
ビスの利用調整や日常生
活の見守りを中心とした
成年後見業務を担う｢市
民後見人｣を養成すると
ともに、養成した後見人
を登録し、後見業務を法
人として提供する機関に
補助金を交付し、成年後
見制度の利用促進を図
る。

平成25年度
（81.1％）

を維持
（Ｈ28年

度）

―

地域包括支援セン
ター利用時の職員
対応満足度
（北九州市高齢者
等実態調査より）

7,520 3,668 4,700

47件
（27年
度）

前年度(48
件)水準を

維持

前年度水
準を維持

研修修了
者の活躍
の場の確

保

法人後見受任件数
(年度末件数)

―

　犯罪や非行のない明るい地
域社会の実現に向け、今後も
犯罪予防活動や広報活動等を
継続的に実施する。

【評価理由】
　法務省が主唱する社会を明
るくする運動を実施し、犯罪
や非行のない地域社会の実現
と罪を犯した人たちの更生に
ついての理解促進が図られた
と考えられるため順調と判断
した。

【課題】
　保護司、保護観察所等関係
団体と連携し、更生保護への
理解促進のため今後も事業を
継続して実施していくことが
必要である。

　高齢者の生きがいづくりや
健康づくりを促進し、地域活
動を担う高齢者の人材育成を
図る。

【評価理由】
　多くの市民が受講すること
により、高齢者の生きがいづ
くりや社会参加の促進が図ら
れていると判断されるため、
順調と判断した。

【課題】
　講座の充実など魅力ある運
営に努めるとともに、地域活
動を担う人材活用の場として
充実を図る必要がある。

　法務省が主唱する社会を明
るくする運動を実施すること
で、市民の更生保護への理解
を促進することができたと考
えられるため「順調」と判断
した。

　市民後見人養成研修を実施
し、同養成研修の修了者が、
後見業務を法人として提供す
る機関に登録し、実際に成年
後見制度の実務の担い手とし
て活動を行ったため「順調」
と判断した。

順調

順調

順調

高齢
者支
援課

権利擁護・市民
後見促進事業

　ボランティア活動などの自
主的な活動のための利用者数
は前年度比109人減と減少し
ているが、年長者研修大学校
の年間コース受講者は前年度
比29人増となっており、引き
続き多くの市民に利用されて
いるため、「順調」と判断し
た。

順調4,825154,348153,885

年長者研修大学校（周
望学舎・穴生学舎）及
び北九州穴生ドーム、
並びに生涯現役夢追塾
の運営を行う。

高齢
者支
援課

年長者研修大学
校及び北九州穴
生ドーム運営委
託

18

Ⅱ-2-
(1)-① 
生涯現役
型社会の
環境づく
りの推進

Ⅱ-2-
(1)-②
総合的な
地域ケア
の充実

　地域包括支援センター
は、高齢者が住み慣れた
地域でその人らしい生活
を安心して続けることが
出来るよう、保健・医
療・福祉・介護に関する
幅広い相談に応じる「総
合相談窓口」である。
　本市では、区役所、出
張所に地域包括支援セン
ター及びバックアップ機
能としての統括支援セン
ターを配置するととも
に、市民センターに巡回
訪問するなどアウトリー
チ機能を強化し、効果
的・効率的な運営を行っ
ている。

いの
ちを
つな
ぐ
ネッ
ト
ワー
ク推
進課

地域包括支援セ
ンター運営事業

20

　権利擁護・市民後見促進事
業では、高齢化の加速や認知
症高齢者数の増加に伴う第三
者後見人の不足に対応するた
め、成年後見制度の担い手を
育成する養成研修を実施す
る。また研修修了者の活動の
場を確保するため、法人後見
業務への補助を行う。
　地域包括支援センター運営
事業では、高齢者人口や業務
量等から適切な人員配置の検
討を行う。また、職員スキル
アップのための研修参加及び
地域包括支援センターのＰＲ
についても検討する。

【評価理由】
　統括支援センター及び地域
包括支援センターでは支援関
係者との連携強化や、高齢者
の権利擁護・虐待への対応に
効果が挙がっており、法人後
見受任件数も目標をほぼ達成
しているため、順調と判断し
た。

【課題】
　権利擁護・市民後見促進に
ついては、今後、第三者後見
人の不足が予想されるため、
安定した成年後見制度推進を
図る必要がある。
　地域包括支援センターの運
営については、平成２８年度
からの介護保険総合事業導入
等、業務を円滑に進めるた
め、また、多様なサービス提
供のため、相談機能充実に向
けて職員のスキルアップを図
るとともに、更なる連携強化
や地域包括支援センターの周
知を積極的に行う必要があ
る。

順調

　統括支援センター及び地域
包括支援センター自己点検の
結果、支援関係者との連携強
化や、高齢者の権利擁護・虐
待への対応に効果が上がって
おり、地域包括支援センター
の相談件数は前年度より減少
したものの158,166件と、相
談対応機能は進んでいると考
えられるため「順調」と判
断。

順調36,750

順調3,075

887,349713,200
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

目
標

352 戸
課
長

0.01 人

実
績

322 戸 352 戸
係
長

0.05 人

達
成
率

― ％ 100.0 ％
職
員

0.15 人

目
標

31,018 人 33,629 人
課
長

1.06 人

実
績

33,306 人 35,490 人
係
長

3.70 人

達
成
率

107.4 ％ 105.5 ％
職
員

14.30 人

目
標

5,033 人

実
績

5,033 人 5,236 人

達
成
率

100.0 ％ ―

目
標

2,197 人

実
績

2,199 人 2,253 人

達
成
率

100.1 ％ ―

―

―

生活援助員
を派遣する
ことで、入
居者の快適
な生活を確
保する。

156,440

55,750

―

人

Ⅱ-2-
(1)-③
住み慣れ
た地域で
の生活支
援

21
高齢者住宅等安
心確保事業

高齢
者支
援課

ふれあいむら市営住宅
や高齢者向け優良賃貸
住宅に入居する高齢者
に対し、生活援助員を
派遣し、入居者の安全
かつ快適な生活環境を
確保する。

23

民間老人福祉施
設整備補助事業
（特別養護老人
ホーム等の整
備）

介護
保険
課

入居者の快適な生
活の確保

1,740

人

24,600 24,358 24,163

39,263,729

人

22

介護サービス等
給付費（介護保
険サービスの提
供（在宅サービ
スの提供））

介護
保険
課

高齢者が住み慣れた地
域で、能力に応じて自
立した日常生活を営む
ことが出来るよう、訪
問介護・通所介護など
の在宅サービス・地域
密着型サービスの提供
を行う。

33,306人
(H26年度)

4.80

1,282,336

課
長

30,799人
（H29年
度）

41,840,091 40,158,777

5,548人
(H29年
度)

0.50

1.40

認知症グループ
ホームの定員数

2,199人
(H26年
度) 職

員

463,020

特別養護老人ホー
ムの定員数

5,033人
(H26年
度)

要介護者が、在宅生活
が困難になった場合な
どにおいても可能な限
り住み慣れた地域で生
活を継続することがで
きるよう、民間事業者
が行う介護保険施設等
の整備を行う。

―

係
長

2,451人
(H29年
度)

在宅サービスの利
用人数

　高齢者住宅等安心確保事業
では、生活援助員の基準額見
直しについて、他政令市の動
向を調査し、検討する。
　介護保険の在宅サービスの
提供については、介護が必要
な人に在宅サービスが安定的
に供給されるよう、第四次北
九州市高齢者支援計画に沿っ
た支援を行う。
　特別養護老人ホームや認知
症グループホーム等の整備に
ついても、第四次北九州市高
齢者支援計画に基づき、計画
的に整備を行う。整備にあ
たっては、引き続き事業主体
となる民間事業者を公平に選
定するため公募を実施する。

【評価理由】
　介護保険サービスの給付は
適切な在宅サービス提供、施
設の再公募実施が行われ、ふ
れあいむら等も全区に設置さ
れたため、順調と判断した。

【課題】
　高齢者住宅等安心確保事業
について、生活援助員の委託
料の基準額は旧国庫基準額を
適用しているため、事業者か
ら増額の要望が挙げられてい
る。

　平成27年度末に市内で唯
一、ふれあいむら市営住宅や
高齢者向け優良賃貸住宅のな
かった若松区にふれあいむら
若松を開設して、戸数は目標
どおり３５２戸となり、全区
において、同様のサービスを
提供できるようになったため
「順調」と判断した。

　利用者に対し、適切なサー
ビスの提供が行われているこ
とから、「順調」であると判
断した。

　計画期間内の整備目標を達
成するため、再公募を実施中
であることから、「順調」と
判断した。

順調

順調

順調

順調185,200
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

目
標

60,000 人

実
績

55,941
(累計) 人 64,922 人

達
成
率

128.0 ％ 108.2 ％

目
標

300 件

実
績

256 件

達
成
率

85.3 ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

―

―

―

―

―

―

3,07510,524 9,834 10,084

前年度
(43,698人)

増加

認知症サポーター
養成講座受講者数
（累計）

認知症の本人
や家族がかか
える不安や悩
みなど相談を
受けることに
より、精神面
での効果的な
支援を行う。

H29年度
までに7
万人養

成

25
認知症高齢者の早
期発見・早期保護

認知症
高齢者
の早期
発見・
早期保
護体制
の維持

24
認知症対策普
及・相談・支援
事業

認知
症対
策室

256件
（H27年
度）

認知症・介護家族
コールセンター相
談件数

64,922人
（H27年
度）

認知症高齢者やその家
族が住みなれた地域で
安心して暮らせるまち
づくりを目指し、 認
知症を理解して、認知
症の方を地域で温かく
見守り、支える「認知
症サポーター」の 養
成に取り組む。また、
認知症の本人や家族及
び高齢者を介護する家
族が抱える不安や悩み
などを気軽に相談でき
るコールセンターを設
置する。

認知症高齢者等
安全確保事業

認知
症対
策室

認知症による徘徊行動
により行方不明となっ
た高齢者の早期発見・
早期保護を図るため、
「徘徊高齢者等SOS
ネットワークシステ
ム」の運営や、一時保
護施設の確保、GPSを
活用した位置探索サー
ビスの提供により、認
知症高齢者の安全確保
を図る。 ―

――

―

3,0753,300 2,352 2,834

― ―

認知症高齢者
の早期発見・
早期保護体制

の維持

―
認知症の人の地域
生活の推進

【評価理由】
　認知症サポーター養成講座
受講者数が目標を達成したほ
か、SOSネットワークの体制
維持や啓発活動など、認知症
高齢者の安全確保や啓発・早
期発見が図られていると考え
られるため「順調」と判断し
た。

【課題】
　認知症対策普及・相談・支
援については、認知症サポー
ター養成講座の受講者数は順
調に伸びてきているが、継続
して受講者数を増やす必要が
ある。また、認知症・介護家
族コールセンターは、認知症
介護家族の相談窓口として設
置され、一定数の相談を受け
付けることで介護家族を支援
する役割を果たしているた
め、窓口を継続的に維持する
必要がある。
　認知症高齢者等安全確保事
業については、徘徊高齢者等
SOSネットワークシステムの
安定的な運営の継続と、メー
ル配信登録者数の増加を図る
必要がある。
　認知症啓発・早期発見推進
事業について、啓発活動は、
認知症を正しく理解するため
の入り口となる事業であり、
啓発事業から認知症の早期発
見・早期対応につなげること
が重要である。

　認知症対策普及・相談・支
援事業については、認知症サ
ポーターの受講者数の更なる
増加に向けて取り組む。ま
た、認知症・介護家族コール
センターについては、窓口を
設置し、相談を受け付けるこ
とによって介護家族の支援を
行っており、今後も事業を継
続していく。
　認知症高齢者等安全確保事
業については、徘徊高齢者等
SOSネットワークシステム
の、安定的な運営を継続する
とともに、メール配信登録者
数の増加に取り組む。
　認知症啓発・早期発見推進
事業では、認知症に関する啓
発について、街頭啓発に加え
様々な媒体を利用してより一
層進めていく。

順調

　認知症サポーター養成講座
受講者数が目標に達してお
り、認知症の人やその家族を
精神的に支えるという一定の
役割を果していると考えられ
るため「順調」と判断した。

　徘徊高齢者等SOSネット
ワークのメール配信協力者数
が目標値を達成（目標2,424
人、実績3,469人）してお
り、SOSネットワークの体制
維持ができているため「順
調」と判断した。

順調

順調

職
員

0.20

人

人

0.10 人

課
長

係
長

6,638

「認知症に
なっても安
心してその
人らしく生
き生きと暮
らせるま

ち」の実現

6,278

課
長

0.05 人

係
長

0.10 人

0.05

―

職
員

61626
認知症啓発・早
期発見推進事業

―

認知
症対
策室

「認知症になっても安
心してその人らしく生
き生きと暮らせるま
ち」の実現のため、認
知症に対する理解を深
めるための啓発促進事
業を行うとともに軽度
認知障害対策事業を実
施し、認知症の早期発
見につながる施策を実
施する。

―

順調

　多くの人が認知症への理解
を深め、早期発見につなげる
とともに、「認知症になって
も安心してその人らしく暮ら
せるまち」となるよう啓発活
動を行い参加団体数も目標値
を達成（目標12団体、実績15
団体）しているため、「順
調」と判断した。

3,075

認知症予防の話と
脳の健康度テスト
の実施者数につい
て

―

0.20 人

Ⅱ-2-
(1)-④
総合的な
認知症対
策

認知症の
早期発見
体制の維

持
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

目
標

課
長

0.03 人

実
績

24,561 件 21,870 件
係
長

0.10 人

達
成
率

104.6 ％ 89.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

280 人

達
成
率

106.5 ％

目
標

実
績

49 人

達
成
率

61.3 ％

目
標

980 人 1050 人

実
績

870 人 1,011 人

達
成
率

88.8 ％ 96.3 ％

目
標

実
績

90 人 140 人

達
成
率

75.0 ％ 140.0 ％

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成

率
職
員

0.60 人

Ⅱ-2-
(2)-①
生涯を通
じ一貫し
た支援体
制の構築

27
障害者相談支援
事業

障害
福祉
課

（１）障害者基幹相談支援
センターを設置し、よろず
相談窓口として家庭訪問を
含む相談支援を行うととも
に、併せて障害者虐待防止
センターの機能を持たせ
て、虐待に関する通報の受
理や養護者への指導、啓発
などを行う。
（２）総合療育センター地
域支援室に障害児相談支援
の統括者を配置し、適切な
機関・サービスにつなげる
支援を実施する。
（３）障害者虐待相談員
（嘱託）を配置し、虐待に
関する初動対応や事実確認
などを行う。
（４）障害者基幹相談支援
センターに「総合支援コー
ディネーター」を配置し
て、関係機関の協力体制整
備・充実を図る。

29
発達障害者総合
支援事業

障害
福祉
課

1200人
（平成
29年
度）

44,679

障害者基幹相談支
援センターの相談
件数

12,188件
（平成22
年度）

生涯を通じた支援
体制の構築

―

155,902 150,483 126,575 2,845

前年度
(23,484件)

比増
前年度比増

43,699件
（平成29
年度）

45,257 9,050

課
長

職
員

（１）発達障害児（者）の方
や家族等の相談に応じるとと
もに、必要な情報提供する。
また、関係機関と連携しなが
ら、必要な支援を行ったり、
啓発活動を行う。
（２）発達障害児（者）のラ
イフステージに応じた適切な
支援体制の整備を行うことに
より、発達障害児（者）及び
その家族等の地域における生
活の安定と福祉の向上を図
る。
（３）発達障害児（者）につ
いて、先駆的な支援の取り組
みをモデル的に実践し、その
分析・検証を行うことで発達
障害児（者）に対する有効な
支援手法の確立を図る。
（４）発達障害に関する正し
い理解の啓発を図る。
（５）家族会等が実施する相
談支援や余暇活動の中で、今
後継続的に実施が見込まれる
ものに対して、事業費の一部
を予算の範囲内で補助する。

市内全
警察署
での研
修終了
（平成
30年
度）

44,725

100人

748人
（平成
22年
度）

発達障害者支援セ
ンター「つばさ」
の相談支援の実人
数

新総合療育セン
ターの開所

警察関係者への研
修会参加者数

90人
（H26年
度）

前年度
（120人）

維持

―

― ―

― 9,800170,800 163,844 63,048

―
実施設計
の実施

障害
福祉
課

施設の老朽化や障害
児・者のニーズの多様
化、拡大等に対応する
ため、北九州市立総合
療育センターを再整備
する。

30
総合療育セン
ター再整備事業

開所
(平成30
年度)

実施設計
の実施

―

25年度末入所者
80人移行

160人以上
（H29年度

末）

280人
(H26年
度)

入所施設からの地
域生活への移行者
数

49人
（H27年
度末）

入所施設からの地
域生活への移行者
数

　平成26年度に実施した基本
設計に基づき、実施設計を行
い完了したことから、「順
調」と判断した。

【評価理由】
　地域生活の移行は目標値に
達していないものの、研修会
参加者数は目標値を大幅に上
回り、その他の指標も概ね目
標値を達成しているため順調
と判断した。

【課題】
　障害者の相談支援について
は、相談内容が専門化・複雑
化してきているため、サービ
ス等利用計画を作成する相談
支援事業所を含めた他の相談
機関との連携を強め、相談支
援体制を充実させていく必要
がある。
　地域生活移行の促進につい
ては、地域における受け皿づ
くりや相談支援体制の充実、
ならびに訪問・日中活動系
サービスのより一層の充実を
図る必要がある。
　発達障害者の総合支援につ
いて、発達障害者支援セン
ター「つばさ」では成人期以
降の対象者の相談のニーズが
増加しており、家族への支援
の充実が必要である。
　総合療育センターの再整備
については、建築等工事の進
捗管理を適切に行う必要があ
る。

　個別サービスである計画相
談支援の導入に伴い、基幹相
談支援センターのみで対応し
ていたものが減少したため、
延べ相談件数は前年度よりや
や減少しているが、広報活動
の促進や、各種研修会を開催
することで障害者基幹相談支
援センターの知名度は高く
なっており、順調に障害者及
び家族等の悩みなどに対応す
ることができていることから
順調と判断した。

　発達障害者支援センター
「つばさ」での相談支援の実
人数が増加しており、より多
くの発達障害者の方や家族の
悩みに対応することができた
ことから、「順調」と判断し
た。

順調

　グループホームの整備は順
調に進んでいるが施設入所か
らの地域生活移行は目標値に
達していないため、「やや遅
れ」と判断した。
＜市内グループホーム設置数
の年度推移＞
H25年度　 93ヶ所
H26年度　108ヶ所（前年比
15ヵ所増）
H27年度　121ヶ所（前年比
13ヶ所増）
※各年度4月1日時点

順調

順調

人0.50

係
長

人

0.20 人

人

0.30

生涯を通じ
た支援体制

の構築

8,223 2,821

係
長

28
地域生活移行促
進事業

障害
福祉
課

障害者が、施設、病
院、家庭から自立し
て、グループホームや
単身での生活ができる
ように、障害者の地域
移行を支援及び促進さ
せる事業を実施する。

　障害者相談支援事業につい
ては、引き続き、出前相談な
ど丁寧な相談支援を行うとと
もに、関係機関との連携強化
に努め、障害のある人が地域
で自立した生活を営むことが
できるように支援する。
　地域生活移行促進事業につ
いては、地域生活での受け皿
となるグループホーム充実の
ため、グループホーム・ケア
ホーム助成事業等を継続す
る。
　発達障害者総合支援事業に
ついては、利用者のニーズに
合った事業を継続し、相談支
援・就労支援を実施する。支
援者や市民及び関係機関等に
対する普及啓発及び研修につ
いても引き続き行う。
　総合療育センター再整備事
業については、建築等工事の
進捗管理を適切に行う。

やや
遅れ

0.02 人

職
員

0.10

順調

人

1,065

課
長

0.01

4,941

―

―

前年度
（263人）比増

―

―

―

―
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

目
標

85 人 90 人

実
績

88 人 67 人

達
成
率

103.5 ％ 74.4 ％

目
標

実
績

100 人 106 人

達
成
率

208.3 ％

目
標

課
長

0.20 人

実
績

0 人
係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.00 人

目
標

―

実
績

―

達
成
率

―

目
標

実
績

280 人

達
成
率

106.5 ％

目
標

実
績

49 人

達
成
率

61.3 ％

―

32
障害者ワークス
テーション事業

障害
者就
労支
援室

　平成２７年７月に、
保健福祉局障害者就労
支援室内に開設した｢
障害者ワークステー
ション北九州｣におい
て、嘱託員として雇用
した知的障害者、精神
障害者が専任指導員の
もと、市役所内のデー
タ入力やラベル貼りな
どの軽易な業務に従事
し、その経験を踏ま
え、民間企業への就職
につなげるための取り
組みを推進する。

Ⅱ-2-
(2)-②
地域にお
いて日常
生活を送
るための
基盤整備

31
障害者就労支援
事業

障害
者就
労支
援室

　障害者しごとサポー
トセンターを拠点に、
障害者本人の能力や特
性に応じたきめ細かな
対応を行うとともに、
新たな職場開拓や企業
の意識啓発及び就労移
行支援に対する効果的
な支援への取組みを通
じて、障害者の雇用促
進を目指す。

48人以上 ―

―

福祉施設から一般
就労への移行件数

4,345

障害者ワークス
テーションで働く
障害者の民間企業
等への就職者数

９０人
(Ｈ29年

度)

40,544

―

1,900
3人

（Ｈ29年
度）

―

生涯を通じた支援
体制の構築

4,300―

―

―
入所施設からの地
域生活への移行者
数

280人
(H26年
度)

入所施設からの地
域生活への移行者
数

障害者しごとサ
ポートセンター利
用者の就職人数

　障害者就労支援事業につい
ては、今後も新たな職場開拓
や企業の意識啓発及び就労移
行支援に対する効果的な支援
への取組みを通じて、障害者
の雇用促進を図るとともに、
企業向けへのセミナー等にお
いて、採用時における就労条
件等の雇用差別の禁止や、合
理的配慮の提供義務化などの
周知を強化する。
　障害者ワークステーション
事業については、嘱託員とし
て雇用した知的障害者、精神
障害者を「障害者ワークス
テーション北九州｣での業務
の経験を踏まえ、民間企業へ
の就職につなげるための取り
組みを推進する。
　地域生活移行促進事業につ
いては、地域生活での受け皿
となるグループホーム充実の
ため、グループホーム・ケア
ホーム助成事業等を継続す
る。

　相談件数（前年度比908件
減の7,023件）・就労実績と
もに目標をよりやや下回って
いるが、福祉施設から一般就
労への移行件数は昨年度を上
回っているため「順調」と判
断した。

やや
遅れ

　グループホームの整備は順
調に進んでいるが施設入所か
らの地域生活移行は目標値に
達していないため、「やや遅
れ」と判断した。
＜市内グループホーム設置数
の年度推移＞
H25年度　 93ヶ所
H26年度　108ヶ所（前年比
15ヵ所増）
H27年度　121ヶ所（前年比
13ヶ所増）
※各年度4月1日時点

【評価理由】
　地域生活移行者数や障害者
しごとサポートセンター利用
者の就職人数は目標値に達し
ていないが、福祉施設から一
般就労への移行件数は前年度
値を上回り、「障害者ワーク
ステーション北九州」嘱託員
も就労に向けたスキル向上が
図られているため、順調と判
断した。

【課題】
　障害者の就労支援につい
て、障害者の就労率は着実に
伸びているが、障害者雇用促
進法改正により精神障害者の
雇用義務化（平成３０年４月
１日）・障害者差別解消法
（平成２８年４月１日施行）
により、今後さらに精神障害
者も含めた障害者の雇用促進
や、合理的配慮に伴う職場環
境の整備などの対応をとらな
ければならない。
　障害者ワークステーション
事業については、嘱託員とし
て雇用した知的障害者、精神
障害者を「障害者ワークス
テーション北九州｣での業務
の経験を踏まえ、民間企業へ
の就職につなげるための取り
組みを推進する。
　地域生活移行の促進につい
ては、地域における受け皿づ
くりや相談支援体制の充実、
ならびに訪問・日中活動系
サービスのより一層の充実を
図る必要がある。

　｢障害者ワークステーショ
ン北九州｣において、嘱託員
として雇用した知的障害者、
精神障害者は専任指導員のも
と、市役所内の軽易な業務に
従事することで、業務処理能
力や社会性のスキルを向上さ
せ、就労に向けて着実に成長
している。また、発注部署で
従事することもあることか
ら、他部署の職員との交流も
増え、職員の障害者に対する
理解促進に繋がるとともに、
働く障害者のコミュニケー
ション能力も向上しているた
め、「順調」と判断した。

順調

順調

0.03

0.10

順調

人

人

課
長

0.00

人

人

人

係
長

人

職
員

職
員

0.40

―491

―

1,065

課
長

係
長

0.02

0.01

25年度末
入所者80
人移行

4,941

―

前年度
（263人）

比増

―

生涯を通じ
た支援体制

の構築

―

39,623 39,779

１５２人
(Ｈ29年

度)

地域生活移行促
進事業

障害
福祉
課

障害者が、施設、病
院、家庭から自立し
て、グループホームや
単身での生活ができる
ように、障害者の地域
移行を支援及び促進さ
せる事業を実施する。

2,821

49人
（H27年
度末）

160人以上
（H29年度

末）

8,22333
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

目
標

実
績

5,232 人 5,079 人

達
成
率

108.5 ％ 97.1 ％

目
標

実
績

510 人 576 人

達
成
率

94.1 ％ 112.9 ％

目
標

実
績

149 点 165 点

達
成
率

136.7 ％ 110.7 ％

目
標

実
績

997 人 2,000 人

達
成
率

85.1 ％ 200.6 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

84.9 人 88.3 人
係
長

0.30 人

達
成
率

111.3 ％ 96.1 ％
職
員

1.00 人

目
標

実
績

0.81 ％ 0.88 ％

達
成
率

目
標

実
績

1.07 ％ 1.18 ％

達
成
率

健康
推進
課

健康診査・健康
診査受診促進事
業

36 順調11,650616,234601,784526,719

がんなどの生活習慣病
予防対策の一環とし
て、これらの疾患の疑
いのある者や危険因子
を持つ者をスクリーニ
ングするため、各種が
ん検診等を実施する。
また、受診勧奨のハガ
キの送付や健康診査の
チラシの配布、啓発イ
ベントなどのＰＲ活動
を通じて、健康診査に
ついての知識を普及す
るとともに、健康診査
受診の動機づけを行う
ことで受診率の向上を
図る。

74.4人
（Ｈ29
年度）

640人
（H24年
度）

7,193

92.6人
（Ｈ23
年度）

減少
(H25年度
94.5人比

較）

前年度比
減少

H29まで
に612人
の選手
参加

75歳未満のがんの
年齢調整死亡率の
減少

0.13 人

職
員

人

職
員

人

0.07

課
長

係
長

人

係
長

人

人0.25

職
員

1.00 人

4.00

順調

順調

順調

【評価理由】
　殆どの指標で目標値を達成
しており、順調と判断した。

【課題】
　障害者スポーツの振興につ
いては、障害のある方のス
ポーツ活動を通じた社会参加
の促進のため、各事業の参加
者数の更なる増加を図る必要
がある。
　障害者芸術文化活動等の推
進については、障害のある方
の芸術、文化活動を通じた社
会参加の促進と障害への理解
を深めるため、参加者数、来
場者数の更なる増加を図る必
要がある。

　障害のある人の芸術・文化
の発表の場として、障害者芸
術祭を関係団体や関連するイ
ベント（ふれあいフェスタ）
と連携して開催し、過去を大
きく上回る来場者数を確保し
た。作品展においては、過去
最高の出展があったことから
「順調」と判断した。

順調

　がん検診の受診者の総数
が、前年度比225人減の
95,043人となっているが、無
料クーポンの配布、各種イベ
ントでの啓発活動など積極的
に推進しており、総合的にみ
て「順調」と判断した。

　障害者スポーツ教室等の開
催回数（前年度比12回減の
102回）・参加者数は目標に
届かなかったが、高い水準を
維持している。また、障害者
スポーツ大会の参加者数は目
標を上回っていることから
「順調」と判断した。

　受診者の血圧や血糖の健診
データが前年度と比較してわ
ずかに下がったが、特定健診
の受診率は前年度を上回って
おり、順調に毎年度上昇して
いるため、総合的にみて「順
調」と判断した。
（平成26年度目標受診率
40％・実績34.6％・暫定
33.7％、
平成27年度目標受診率45％・
暫定値34.4％）

【評価理由】
　目標はわずかに達成できな
かったものの、特定健診の受
診率は前年度を上回るなど、
良好な兆候あり、順調と判断
した。

【課題】
　健康診査の受診促進につい
て、がん検診受診率は未だ低
い状況にあるので、一層受診
者を増やす必要がある。
特定健診・特定保健指導につ
いて、未受診者の中には、生
活習慣病予備群・生活習慣病
該当者で、適切な医療受診や
保健指導に繋がっていない方
も多いと考えられる。また健
診後、特定保健指導の対象と
ならなかった方の中にも、血
圧・血糖・脂質異常のコント
ロール不良の方や、必要な治
療を受けていない人が多い状
況である。

Ⅱ-2-
(3)-①
生活習慣
病の予
防・重症
化予防

37
保健事業（特定
健診・特定保健
指導）

1.3％
（Ｈ23
年度）

受診者数に対す
る割合が前年度
（0.81％）より

減少

1.0％
（Ｈ23
年度）

0.1ポイン
ト増

受診者数に対す
る割合が前年度
(0.9%)より減少

受診者数に対する
血糖コントロール
不良者（重度）の
割合の減少

　健康診査受診促進事業につ
いては、受診率の向上に向け
て、未受診者に対するハガキ
による受診案内の送付等、各
種の受診勧奨事業を継続して
実施するとともに、新たな受
診勧奨活動に取り組む。
　特定健診・特定保健指導に
ついては、受診率の向上に向
けて、未受診者に対するハガ
キによる受診案内の送付等、
各種の受診勧奨事業を継続し
て実施するとともに、新たな
受診勧奨活動に取り組む。ま
た、受診後の適切なフォロー
体制をさらに充実させること
で受診促進と生活習慣病予防
及び重症化予防の推進を図
る。

　障害者スポーツ振興事業に
ついては、関係団体と役割分
担や連携を図るとともに、各
事業の周知や参加者の拡大を
図る。
　障害者芸術文化活動等推進
事業については、関係団体と
の連携を図り、事業の周知を
充実するとともに、関連する
イベントとの一体的な開催等
の連携を継続し、魅力的なイ
ベント内容とすることによ
り、参加者数・来場者数の拡
大を図る。

876,671 810,169

受診者数に対する
高血圧症該当者
（重度）の割合の
減少

受診者数に対す
る割合が前年度
(1.17%)より減

少

0.08

812,220

0.65%
（平成
29年
度）

受診者数に対す
る割合が前年度
(1.07％)より減

少

0.82%
（平成
29年
度）

0.09ポイ
ント増

0.07ポイ
ント減

前年度
（542人）

比増

障害者スポーツ教
室等参加者数

4,108人
（H24年
度）

前年度
（4,822
人）比増

障害者芸術
祭来場者数

の拡大

障害者芸術祭来場
者数

534人
（H24年
度）

前年度比増

係
長

113点
（H24年
度）

障害者芸術
祭出展者数

の拡大

7,1957,195

52,794 49,798 49,459 3,635

前年度比増

障害者ス
ポーツ教
室等参加
者の拡大

人
課
長

0.04

課
長

0.01

0.04 人

順調

1,040

40,920

障害者のスポーツ大会
や、各種スポーツ教室
等を開催、障害者団体
等によるスポーツ大会
等への支援を行う。

健康
推進
課

「高齢者の医療の確保
に関する法律」に基づ
いて、４０歳～７４歳
の北九州市国民健康保
険被保険者を対象にメ
タボリックシンドロー
ムに着目した生活習慣
病予防のための特定健
診を実施する。また、
健診の結果、特定保健
指導やその他の保健指
導等適切な事後フォ
ローを実施する。

Ⅱ-2-
(2)-③
社会参加
の促進

34
障害者スポーツ
振興事業

障害
福祉
課

35
障害者芸術文化
活動等推進事業

障害のある方の芸術・
文化活動を推進するた
め、「障害者芸術祭」
などの芸術・文化活動
の発表の場を設けると
ともに、家に閉じこも
りがちになる障害者が
地域社会へ一歩踏み出
し、社会の一員として
自立するための支援事
業を行う。

障害者スポーツ大
会参加者数

障害者芸術祭出展
者数

障害
福祉
課

前年度
（109点）

比増
前年度比増

前年度
（1,172
人）比増

前年度比増

0.11ポイ
ント減
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

目
標

実
績

76.3 ％ 75.3 ％

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

― ―
職
員

1.50 人

―

平成26年
度比増

1ポイント
減

健康
推進
課

歯と口の健康は、美味
しい食事や家族や仲間
との会話を楽しむ等、
生活の質を図るための
重要な要素である。
乳幼児期から高齢者ま
で生涯を通じた歯と口
の健康づくりの一環と
して、歯科疾患の早期
発見・早期対応を目的
とした歯科健診や情報
提供・普及啓発を実施
することにより歯と口
の健康づくりの推進を
図る。

平成23
年度

(64.7%)
比増

平成23
年度

(69.7%)
比増

―

３歳児でむし歯の
ない者の割合

38 歯科保健の推進

毎日の食事をおい
しいと思う人の割
合

3.4ポイン
ト増

―

69.7％
（Ｈ23
年度）

26,825

64.7％
（Ｈ23
年度）

平成23年
度水準
(64.7％)
より増加

平成23年
度(64.7%)

比増

前年度
(72.9%)比

増

― 25,799

23,575

　３歳児でむし歯のない者の
割合は前年度比で減少してい
るが、減少率が低く、また１
歳６か月児・３歳児歯科健康
診査を受診した者の割合は増
加（H26年度57.2%、H27年度
60.2%）しているため、概ね
「順調」と判断した。

28,341

順調

順調

係
長

人

―

0.30

―

24,279

職
員

課
長

人112,453 97,590 96,953 1.15

1.15 人

　歯科保健については、引き
続き、歯科疾患の早期発見・
早期対応を目的とした歯科健
診や情報提供・普及啓発を実
施することにより歯と口の健
康づくりの推進を図る。
　食育の推進については、食
生活改善推進員養成教室の広
報に努めるほかスーパーや学
校など無関心層の集客が見込
まれる場所を活用するなど、
民間企業や学校、団体等と連
携した事業展開を行う。

【評価理由】
　３歳児でむし歯のない者の
割合は前年度比で減少してい
るが、１歳６か月児・３歳児
歯科健康診査を受診した者の
割合が増加（H26年度57.2%、
H27年度60.2%）し、食育の情
報発信も図られていると考え
られるため「順調」と判断し
た。

【課題】
　歯科保健の推進について
は、未受診者に対する受診勧
奨を強化するとともに、医科
歯科連携を図る必要がある。
　食育の推進については、食
生活改善推進員の高齢化や会
員数減少のほか、若い世代や
無関心層の行動変容につなが
る事業が少ないことが課題で
ある。

　地域食育講座等の開催数は
目標値を達成（目標600回、
実績716回）し、食育に関す
る情報発信が図られたと考え
られるため「順調」と判断し
た。

順調
90％

(平成30
年度)

75.3％
(Ｈ24年

度)

食育に関心を持っ
ている人の割合

第二次北九州市食育推
進計画（平成26年４月
策定）の進捗管理にあ
たって、有識者等から
意見を聴取するため、
「第二次北九州市食育
推進計画の推進にかか
る意見交換会」を設置
する。また、地域にお
ける食育推進や地域で
活動する食生活改善推
進員の養成を目的とし
た講座の開催により、
食育に関する人材育成
を図るとともに、北九
州市食生活改善推進員
協議会が実施する「ふ
れあい昼食交流会」へ
の開催支援を行う。併
せて、食育に関する情
報発信の充実や関係団
体等のネットワークづ
くりを進め、お互いの
情報共有や相互連携・
協力による食育を推進
する。

健康
推進
課

食育の推進39

Ⅱ-2-
(3)-②
食育及び
歯と口の
健康づく
りの推進

56



保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.15 人

実
績

18.7 人
係
長

0.95 人

達
成
率

職
員

1.20 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

94.7 ％ 95.0 ％

実
績

95.5 ％ 97.3 ％

達
成
率

102.4 ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.40 人

27,100

市民が介護が必要とな
る状態を防ぐ（介護予
防）とともに、健康づ
くりや介護予防につい
ての正しい知識を普
及・啓発するため、65
歳以上の高齢者を対象
に、北九州市が独自に
開発した「きたきゅう
体操（介護予防体
操）」と「ひまわりタ
イチー（介護予防太極
拳）」の教室を開催す
る。また、きたきゅう
体操やひまわりタイ
チーを身近な地域で自
主的に継続して行うと
ともに、いきがいづく
りを進めるため、普及
員の養成や自主グルー
プの活動を支援する。

健康
推進
課

百万人の介護予
防事業

43

　地域における健康づくり・
介護予防の推進については、
引き続きより多くの高齢者が
介護予防活動に取り組めるよ
う、多職種の専門職による効
果的な介護予防プログラムの
提供など地域での介護予防活
動の機能強化を図る。
　自殺対策事業については、
引き続き人材育成、普及啓
発、相談対応、関係機関連携
を進める一方で、専門職によ
るハイリスク者支援を実施す
る。
　介護予防事業（通所型・訪
問型）については、総合事業
開始に伴い、本事業はH27年
度で廃止する。
　百万人の介護予防事業につ
いては、介護予防をより効果
的なものとするため、H28年
度から運動のみでなく複合的
実施ができるように「地域に
おける健康づくり・介護予防
の推進」と統合して実施す
る。

【評価理由】
　介護予防教室参加者や普及
員が増加し、警察庁統計によ
る自殺死亡率も減少(H26年
19.76、H27年19.04)している
ため「順調」と判断した。

【課題】
　地域における健康づくり・
介護予防については、さまざ
まな高齢者が介護予防活動に
取り組むことができるよう、
心身機能の程度に合わせた介
護予防プログラムの開発・普
及が必要である。
　自殺対策について、自殺問
題は、経済情勢、雇用問題等
様々な社会的要因が関係して
いる。そのため、引き続き行
政、民間、地域団体等との連
携を強化し、総合的な対策の
施策を推進する必要がある。
百万人の介護予防事業につい
ては、介護予防をより効果的
なものとするため、運動のみ
でなく他事業と複合的実施が
できるようにする必要があ
る。

順調

順調20,22521,38022,33725,224

Ⅱ-2-
(3)-③
豊かな社
会生活を
営むため
のこころ
と体の健
康づくり

順調5,57524,22626,224

さまざまな高齢者が効果
的に介護予防に取り組
むことができるように、心
身機能の状態や程度に
合わせたプログラムを開
発・提供し、より多くの高
齢者に対して介護予防
の機能強化を図る。ま
た、ひまわり太極拳や公
園の健康遊具など介護
予防ツールの普及・指導
技術を学ぶ講座等の実
施により、身近な地域で
介護予防活動を普及・啓
発する役割を担う実践者
を育成し、地域活動の充
実を促進する。

健康
推進
課

地域における健康
づくり・介護予防の
推進

40

精神
保健
福祉
セン
ター

自殺対策事業41

市民への啓発活動を中
心に、自殺者を減らす
ためのさまざまな事業
を実施する。

　多くの高齢者が介護予防教
室等に参加し(3,322人）、身
近な地域で介護予防活動を普
及・啓発する役割を担う実践
者を増やすことができた
（861人)ため、「順調」と判
断した。

順調4,825―0

0.8ポイン
ト増

―

要介護状態等となるお
それの高い二次予防事
業対象者に対して、通
所型介護予防事業（運
動機能や口腔機能の向
上教室、複合型の教
室）や介護予防事業
（保健師や看護師等の
訪問による支援）を行
う。

未実施

― ―

―

―

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

106,870

職
員

未実施

95%
(Ｈ25年

度)

平成26年度
（95.5%)比増
(H27年度)

―

健康
推進
課

係
長42 137,059 10,950

75.7％
(H25調
査結果)

健康づくりや介護
予防に取り組んで
いることがあると
答えた高齢者の割
合(北九州市高齢者
等実態調査より）

二次予防事業に参
加後の生活機能評
価で、維持・改善
した人の割合（二
次予防事業評価結
果より）

―

75.7％
(Ｈ25年

度)

―

―

90,577 人

課
長

0.30

0.30
やや
遅れ

人

0.60

介護予防事業
（通所型・訪問
型）

H28年度まで
にH17年度

（24.6人）比
20%削減

（19.7人）

未確定

― ―

―

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

75.7％
（H25調査
結果）

―

―

60,987

自殺死亡率（人口
10万人あたりの自
殺者数）
※人口動態統計

24.6人
(H17年
度)

平成25年度
(75.7%)比増
(H27年度)

―

　教室参加者数が目標を大き
く上回り（目標430人、実績
487人）、多くの高齢者が介
護予防運動に取り組むきっか
けとなった。また、身近な地
域介護予防運動を普及する普
及員もほぼ目標達成（目標
530人、実績515人）してお
り、「順調」と判断した。

―

平成25年度
(75.7%)比増
(H28年度)

　総合事業開始に伴い、二次
予防事業は廃止となったため
新たな対象者の掘り起こしを
行わなかった。このため、事
業参加後の生活機能が維持・
改善した人の割合は上昇した
ものの、事業参加者数自体が
前年度比436人減の424人と
減っており、「やや遅れ」と
判断した。

　自殺死亡率について、Ｈ２
７年の人口動態統計は未だ発
表されていないが、警察庁統
計による自殺死亡率は、前年
度より減少(H26年19.76、H27
年19.04)しているため、「順
調」と判断した。

―

人

19.7人以下 19.7人以下

―

―
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

1,000 人 1,700 人
課
長

0.08 人

実
績

1,386 人 1,608 人
係
長

0.10 人

達
成
率

138.6 ％ 94.6 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.30 人

【評価理由】
　介護支援ボランティア登録
者数が目標値に達しなかった
ものの、健康マイレージ参加
者や市民センターを拠点とし
た健康づくりに取り組む地域
が増加しており、住民運営の
通いの場等への訪問など、環
境整備は進んでいると考えら
れるため、順調と判断した。

【課題】
　健康マイレージについて
は、若年世代の参加拡大や事
業経費の削減を図る必要があ
る。
　市民センターを拠点とした
健康づくり事業については、
平成29年度までに市内全まち
づくり協議会137団体(平成27
年度1団体増）が事業を実施
できるように支援している
が、16地域が事業未実施であ
る。未実施の地域には地域組
織や人材不足などの課題があ
る。また、事業を継続してい
る地域にも健康づくりを担う
人たちの高齢化や活動のマン
ネリ化などの課題がある。
　介護支援ボランティア事業
では、ボランティア登録者数
について一定の増加はあった
が、引き続き積極的な広報等
に努める必要がある。
　地域リハビリテーション活
動支援については、地域住民
を主体とした効果的な介護予
防活動が実践されるよう、多
職種の専門職による介護予防
の正しい知識や具体的な取り
組み方法が浸透できる仕組み
が必要である。

順調

係
長

Ⅱ-2-
(3)-④
個人の健
康づくり
を支える
環境の整
備

　住民活動の場への訪問件数
の目標を大きく上回っており
(目標50件、実績65件)、地域
住民を主体とした介護予防の
機能強化を図ることができた
ため、「大変順調」と判断し
た。

大変
順調

4,825―19,454
地域リハビリテー
ション活動支援

47

―

45

0.30

市民センターを
拠点とした健康
づくり事業

介護支援ボラン
ティア登録者数

―

―

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

75.2％
(H23調
査結
果）

―

20,700

―

―

―

15,283

13,988

3,420

平成25年度
(75.7%)比増
(H28年度)

17,400 14,839

　健康マイレージ事業参加者
数が前年度比2,525人増の
27,104人と増加しており、
「順調」と判断した。

順調

人

　保健師等の働きかけにより
新規に6団体のまちづくり協
議会（全121団体）が事業を
開始した。また、各区で開催
した活動報告会等が事業のＰ
Ｒになり、事業の充実に効果
があったことから「順調」と
評価した。

順調

人

平成23年度
(75.2%)比増
(H28年度)

―

課
長

―

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

75.7％
(H25調
査結果)

―

　健康マイレージ事業につい
ては、効率的、効果的な事業
運営の実施や、参加者にとっ
て魅力のあるインセンティブ
の検討を行う。
　市民センターを拠点とした
健康づくり事業について、平
成29年度には全まちづくり協
議会137団体が事業を実施で
きるよう、事業未実施の地域
（16団体）の課題を分析し
て、地域の特性に応じた実施
方法を検討し、事業の実施を
積極的に働きかける。そのた
めに、事業を支援する区役所
保健師の力量向上のための研
修や各区で開催する活動報告
会等の内容を充実させ、支援
の質を高める。
　介護支援ボランティア事業
については、今後も登録者、
受入れ施設の増加等に向けた
取組みを行う。
　地域リハビリテーション活
動支援については、多職種の
専門職による介護予防の正し
い知識や具体的な取り組み方
法が浸透できるように、H28
年度から地域活動への支援を
重視した事業の統合を行い、
地域活動の機能強化を図る。

順調

65,470

13,063 12,428

―
2,000人
（H29年
度）

75.7％
以上

(H28調
査結果)

―

市民が介護が必要とな
る状態を防ぎ（介護予
防）、健康寿命の延伸を
図るために、高齢者等が
地域で実施している介護
予防教室等へ運動・栄
養・口腔分野の専門職
等が関与し、自立支援と
地域づくりの視点から効
果的な介護予防技術の
伝達や人材の育成等を
行う。また、技術を普及
する専門職間の介護予
防に関する連携も強化
し、より効果的な介護予
防の普及・啓発を展開す
る。

健康
推進
課

75.7％
（H25調
査結
果） 職

員
人

0.30

｢普段、自分は健康
だと思う」「まあ
まあ健康だと思う
と答えた19歳以上
の市民の割合（健
康づくり実態調査
より）

―

―

7,900

６５歳以上の高齢者が
特別養護老人ホームな
どの介護保険施設等で
ボランティア活動を
行った場合にポイント
を付与し、貯まったポ
イントを換金又は寄付
することができる事
業。

係
長

0.10

― ―

―

―

―

―

63,901

健康
推進
課

市民が主体となって、
地域の健康課題につい
て話し合い、目標の設
定・計画づくり･実践･
事業評価を一つのサイ
クルとして、まちづく
り協議会、健康づくり
推進員の会、食生活改
善推進進協議会、医師
会、歯科医師会、薬剤
師会、栄養士会、保健
師等の連携により健康
づくりに取組む。

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

―

平成25年度
(79.96%)比増
(H28年度)

4,825

0.50

健康
推進
課

介護予防・生活習慣改
善等の取り組みや健康
診査の受診等をポイン
ト化し、そのポイント
を健康グッズなどと交
換することで、健康づ
くりの重要性を広く普
及啓発するとともに、
市民の自主的かつ積極
的な健康づくりへの取
り組みを促進する。
また、さらに身近で参
加しやすい事業となる
よう、地域が主体と
なった仕組みを展開す
る。

職
員

課
長

61,455

46
介護支援ボラン
ティア事業

介護
保険
課

44
健康マイレージ
事業

人

自分の健康状態に
ついて「普通」
「まあよい」「よ
い」と考えている
高齢者の割合（北
九州市高齢者等実
態調査より）

79.96%
(H25調
査結果)

人

―

75.7%
(H25調
査結果)

― ―

　ボランティア登録者数につ
いて目標をほぼ達成している
ため「順調」と判断した。

―

平成25年度
(75.7%)比増
(H28年度)

人

0.05

0.20

― ―

―
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

74.4 ％

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

74.4 ％

達
成
率

順調

【評価理由】
　人権講演会・人権研修の参
加者数や人権の約束事運動参
加登録団体数が目標値を上
回っており、「順調」と判断
した。

【課題】
　市民への人権啓発の推進に
ついて、人権問題への関心度
を上げるためには啓発事業へ
の参加人数の増加が必要であ
る。事業内容や広報の手法な
どを工夫し、多くの参加を促
す必要性がある。
　人権の約束事運動の推進に
ついて、市内には「人権の約
束事運動」に参加登録されて
いない団体（高校や企業な
ど）がまだ多く、市民運動と
なるためにはさらなる拡がり
が必要である。

　市民への人権啓発の推進に
ついて、市民の人権問題への
関心を高めるため、様々な機
会を通じて啓発を推進してい
く。
　人権の約束事運動の推進に
ついて、人権の約束事運動未
参加登録団体への参加依頼を
行うとともに、参加登録済団
体に対しても約束事運動への
取り組みを促し、継続した市
民運動となるよう促進する。

―

人 順調

　人権講演会や人権研修等に
は10,694人の参加があり、目
標の10,000人を大きく上回っ
たことから「順調」と評価し
た。

― ―

Ⅱ-3-
(1)-①
すべての
市民の人
権の尊重

48
市民への人権啓
発の推進

人権
文化
推進
課

「人権文化のまちづく
り」の実現に向けて、
幅広い年齢層の市民を
対象に、様々な機会を
通じて、人権啓発を推
進する。

すべての市民の人
権が尊重される社
会の実現

―

― ―

すべての
市民の人
権が尊重
される社
会の実現

―

0.70 人

係
長

2.80

課
長

1.40

人

49
人権の約束事運
動の推進

人権
文化
推進
課

人権に関する身近な
テーマを約束事として
掲げ、その約束事を地
域や職場など団体の中
で守っていく市民運
動。団体、企業、施
設、学校など所在地が
北九州市内であれば参
加(無料)できる。
また、参加登録団体が
実施する人権啓発活動
への支援も行ってい
る。

「人権文化のまち
づくり」の推進

―

― ―

18,450

課
長

―

―

人

―

順調

　参加登録団体数は、1,251
団体となり、前年と比べ236
団体の増となった。人権の約
束事運動に取り組む団体数
は、増加傾向にあり、市民運
動としての裾野は拡大しつつ
あるため「順調」と判断し
た。

人

1.20

0.30 人

0.60

職
員

係
長

6,000

平成27年度
比増

(平成32年度)

「人権文
化のまち
づくり」
の推進

―

―

―

北九州市民の人権
問題への関心層の
割合（人権問題に
関する意識調査よ
り）

74.4%
(平成27
年度)

101,498 96,895 65,939 43,050

―

5,467

平成27年度
比増

(平成32年度)

―

74.4%
(平成27
年度)

北九州市民の人権
問題への関心層の
割合（人権問題に
関する意識調査よ
り）

4,494

職
員
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

目
標

課
長

0.05 人

実
績

51 件 47 件
係
長

0.10 人

達
成
率

106.2 ％ 92.2 ％
職
員

0.20 人

目
標

60,000 人

実
績

55,941
(累計) 人 64,922 人

達
成
率

128.0 ％ 108.2 ％

目
標

300 件

実
績

256 件

達
成
率

85.3 ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

―

―

―

【評価理由】
　虐待通報に対する適切な支
援の実施、市民後見人養成研
修修了者の成年後見活動、認
知症サポーター養成講座受講
者数増加など、高齢者の人権
の尊重が図られていると考え
られるため「順調」と判断し
た。

【課題】
　権利擁護・市民後見促進に
ついては、今後、第三者後見
人の不足が予想されるため、
安定した成年後見制度推進を
図る必要がある。
　認知症対策普及・相談・支
援については、認知症サポー
ター養成講座の受講者数は順
調に伸びてきているが、継続
して受講者数を増やす必要が
ある。また、認知症・介護家
族コールセンターは、認知症
介護家族の相談窓口として設
置され、一定数の相談を受け
付けることで介護家族を支援
する役割を果たしているた
め、窓口を継続的に維持する
必要がある。
　高齢者の虐待防止について
は、虐待対応にあたる職員の
レベルアップや、虐待防止に
ついての更なる市民周知が必
要である。
　認知症啓発・早期発見推進
事業について、啓発活動、認
知症を正しく理解するための
入り口となる事業であり、啓
発事業から認知症の早期発
見・早期対応につなげること
が重要である。

　権利擁護・市民後見促進事
業については、高齢化の加速
や認知症高齢者数の増加に伴
う第三者後見人の不足に対応
するため、成年後見制度の担
い手を育成する養成研修を実
施する。また研修修了者の活
動の場を確保するため、法人
後見業務への補助を行う。
　認知症対策普及・相談・支
援事業については、認知症サ
ポーターの受講者数の更なる
増加に向けて取り組む。ま
た、認知症・介護家族コール
センターについては、窓口を
設置し、相談を受け付けるこ
とによって介護家族の支援を
行っており、今後も事業を継
続していく。
　高齢者の虐待防止事業につ
いては、職員への研修内容を
見直しながらレベルアップに
努めるとともに、市民周知促
進を図る。
　認知症啓発・早期発見推進
事業では、認知症に関する啓
発について、街頭啓発に加え
様々な媒体を利用してより一
層進めていく。

順調

　多くの人が認知症への理解
を深め、早期発見につなげる
とともに、「認知症になって
も安心してその人らしく暮ら
せるまち」となるよう啓発活
動を行い参加団体数も目標値
を達成（目標12団体、実績15
団体）しているため、「順
調」と判断した。

　認知症サポーター養成講座
受講者数は目標に達してお
り、認知症の人やその家族を
精神的に支えるという一定の
役割を果していると考えられ
るため「順調」とした。

　市民後見人養成研修を実施
し、同養成研修の修了者が、
後見業務を法人として提供す
る機関に登録して、実際に成
年後見制度の実務の担い手と
して活動を行ったため「順
調」と判断した。

認知症・介護家族
コールセンター相
談件数

256件
（H27年
度）

順調

― ―

前年度(48
件)水準を

維持

認知症高齢者やその家
族が住みなれた地域で
安心して暮らせるまち
づくりを目指し、 認
知症を理解して、認知
症の方を地域で温かく
見守り、支える「認知
症サポーター」の 養
成に取り組む。また、
認知症の本人や家族及
び高齢者を介護する家
族が抱える不安や悩み
などを気軽に相談でき
るコールセンターを設
置する。

50
権利擁護・市民
後見促進事業

高齢
者支
援課

弁護士・司法書士・社会
福祉士などの専門職によ
る第三者後見人が将来不
足することに備え、契約
能力の低下した認知症高
齢者等に対し、福祉サー
ビスの利用調整や日常生
活の見守りを中心とした
成年後見業務を担う｢市
民後見人｣を養成すると
ともに、養成した後見人
を登録し、後見業務を法
人として提供する機関に
補助金を交付し、成年後
見制度の利用促進を図
る。

認知
症対
策室

3,668 4,700

課
長

0.05

0.10

47件
（27年
度）

前年度水
準を維持

研修修了
者の活躍
の場の確

保

10,524

64,922人
（H27年
度）

係
長

H29年度ま
でに7万人

養成

認知症の本人
や家族がかか
える不安や悩
みなど相談を
受けることに
より、精神面
での効果的な
支援を行う。

前年度
(43,698人)

増加

人

人
職
員

0.20

―

3,075

24,936

人
認知症サポーター
養成講座受講者数
（累計）

法人後見受任件数
(年度末件数)

9,834 10,084

高齢者虐待防止と
権利擁護の推進

―

7,520

―

―

― ―

すべての高
齢者の権利
が尊重さ
れ、その人
らしく安心
して生活で
きるまちを
目指す。

6,278

―

6,638

―

0.10

課
長

係
長

616

0.20

3,075

認知症予防の話と
脳の健康度テスト
の実施者数につい
て

―

0.05

―

51
認知症対策普
及・相談・支援
事業

職
員

53
認知症啓発・早
期発見推進事業

Ⅱ-3-
(1)-②
高齢者の
人権の尊
重

順調

認知症の早
期発見体制

の維持

人

人

認知症の人の地域
生活の推進

― ―

人
「認知症に
なっても安
心してその
人らしく生
き生きと暮
らせるま
ち」の実現

―

認知
症対
策室

「認知症になっても安
心してその人らしく生
き生きと暮らせるま
ち」の実現のため、認
知症に対する理解を深
めるための啓発促進事
業を行うとともに軽度
認知障害対策事業を実
施し、認知症の早期発
見につながる施策を実
施する。

35,600

判断能力が不十分な高齢
者等に、日常的な金銭管
理や福祉サービス利用手
続きの援助(相談）、ま
た、成年後見制度の利用
援助(相談)を行うことに
より、住み慣れた地域で
安心して暮らせるよう支
援を行う。また、高齢者
虐待に対する社会的支援
の必要性が非常に高まる
中で、相談窓口である地
域包括支援センター職員
を対象とした研修を毎年
実施するなど、高齢者が
その人らしく安心して暮
らしていくための虐待予
防・早期発見・援助に必
要な支援を行う。

高齢
者支
援課

高齢者の虐待防
止事業

52

　寄せられる通報毎に訪問調
査などを実施し、それぞれの
ケースに合った介護サービス
や制度、見守りなどが受けら
れるよう支援を行ったため
「順調」と判断した。

順調3,07517,479

順調

3,075
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

目
標

課
長

0.05 人

実
績

51 件 47 件
係
長

0.10 人

達
成
率

106.2 ％ 92.2 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

1.00 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

―
係
長

0.10 人

達
成
率

―
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.50 人

Ⅱ-3-
(1)-③
障害のあ
る人の人
権の尊重 　「北九州市障害者差別解消

法連絡会議」において相談や
紛争防止の体制づくり等の検
討を行い、また、共生社会の
実現をテーマにタウンミー
ティングを開催する等、普及
啓発活動を実施した。さら
に、障害者差別に関する相談
窓口である「障害者差別解消
相談コーナー」（平成28年4
月開所）の設置準備を行っ
た。
よって、法施行に向けた体制
整備や、市民等への理解促進
ができたことから「順調」と
判断した。

順調18,6501,3115,9146,000

障害者差別解消法施行
に向け、体制の整備と
啓発を行う。

障害
福祉
課

障害者差別解消
法推進事業

6,325

　権利擁護・市民後見促進事
業について、高齢化の加速や
認知症高齢者数の増加に伴う
第三者後見人の不足に対応す
るため、成年後見制度の担い
手を育成する養成研修を実施
する。また研修修了者の活動
の場を確保するため、法人後
見業務への補助を行う。
　障害者差別解消法推進事業
では、法についての普及啓発
活動や体制整備を継続して行
う。

55

【評価理由】
　障害者差別解消法施行に向
けた整備や市民等への理解促
進、市民後見人養成研修修了
者の成年後見制度活動など、
障害のある人の人権の尊重が
図られたと考えられるため
「順調」と判断した。

【課題】
　権利擁護・市民後見促進に
ついて、今後、第三者後見人
の不足が予想されるため、安
定した成年後見制度推進を図
る必要がある。
　障害者差別解消法の推進に
ついては、障害者に関する理
解や障害者差別解消法に関す
る普及啓発、障害者差別に関
する相談窓口の周知を積極的
に行い、差別解消に向けた取
り組みを更に推進していくこ
とが必要である。

順調

― ―

法人後見受任件数
(年度末件数)

47件
（27年
度）

―

Ⅱ-3-
(4)-① 
平和の尊
さへの理
解の促進

高齢化や都市化が進む
地域の現状を踏まえ、
高齢者などが安心して
買い物できる環境づく
りを進めるため、民間
事業者と地域をつなぐ
仕組みづくりや、地域
住民が主体となった買
い物支援活動の立ち上
げ支援に取り組み、地
域社会の協働による買
い物支援のネットワー
クの構築を図る。

総務
課

買い物応援ネッ
トワーク推進事
業

57

56
戦没者等慰霊事
業

　買い物支援コーディネー
ターの地域派遣によるフォ
ローアップや新規相談対応な
どを実施し、地域協働による
買い物支援活動の側面支援を
図る。

【評価理由】
　モデル地区における買い物
支援活動が継続実施され、新
規の買い物支援活動も開始さ
れていることから「順調」と
判断した。

【課題】
　地域協働による買い物支援
を定着させるには事業者の協
力継続や開催場所の継続使用
など様々な問題を地域で解決
していく必要がある。また、
新たな取組みを検討する地域
への支援を行う必要がある。

順調

　モデル地区における買い物
支援活動が継続実施され、新
規の買い物支援活動も開始さ
れていることから「順調」と
判断した。

順調8,3351,7984,000

Ⅲ-1-
(1)-① 
快適な住
環境の形
成

―

―

5,521

―

地域協
働によ
る買物
支援の
取組の
推進

― ―

― ―

―

地域協働による買
い物支援の取り組
みの推進

3,0756,203 5,936

―

市民の戦争
に関する記
憶が風化す
ることな
く、また慰
霊の心や、
援護に対す
る心を持つ

―

すべての市民が戦
没者や原爆の犠牲
者に対する追悼の
心を持ち、また、
援護していく必要
性を感じ、併せて
平和の尊さを理解
し共有すること

―

―

総務
課

市主催の戦没者追悼式
（旧５市の単位で５ヶ
所）、原爆犠牲者慰霊
平和祈念式典、海外に
おける福岡県出身戦没
者の慰霊巡拝、市内
５ヶ所に設置されてい
る忠霊塔等の維持管理
等による戦没者等の慰
霊に関する事業を実施
する。

―

―

― ―

「障害者差
別解消法」
啓発活動の

実施

3,075

市民等における
「障害者差別解消
法」に対する認識
を深める

3,668 4,700

前年度(48
件)水準を

維持

前年度水
準を維持

研修修了者
の活躍の場

の確保
7,52054

権利擁護・市民
後見促進事業

高齢
者支
援課

弁護士・司法書士・社会
福祉士などの専門職によ
る第三者後見人が将来不
足することに備え、契約
能力の低下した認知症高
齢者等に対し、福祉サー
ビスの利用調整や日常生
活の見守りを中心とした
成年後見業務を担う｢市
民後見人｣を養成すると
ともに、養成した後見人
を登録し、後見業務を法
人として提供する機関に
補助金を交付し、成年後
見制度の利用促進を図
る。

順調

順調

　市民後見人養成研修を実施
し、同養成研修の修了者が、
後見業務を法人として提供す
る機関に登録し、実際に成年
後見制度の実務の担い手とし
て活動を行ったため「順調」
と判断した。

　慰霊・援護事業について、
質を維持しながら継続できて
おり、平和の尊さへの理解の
一助となったと考えれられる
ため「順調」と判断した。

　戦没者等の慰霊に対するご
遺族の想いを重く受けとめ、
また、次世代へ戦争の悲惨さ
や平和の尊さを継承するた
め、今後も慰霊・援護事業の
質を維持し、継続的に実施す
る。

【評価理由】
　慰霊・援護事業について、
質を維持しながら継続できて
おり、平和の尊さへの理解の
一助となったと考えれられる
ため「順調」と判断した。

【課題】
　関係団体と連携し、先の大
戦によって亡くなられた
方々、ご遺族の方々などに対
する援護・慰霊等を継続して
実施していくことが必要であ
る。

順調
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および
事業の課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策事業の方向性

目
標

実
績

5,232 人 5,079 人

達
成
率

108.5 ％ 97.1 ％

目
標

実
績

510 人 576 人

達
成
率

94.1 ％ 112.9 ％

目
標

4,000 人 4,000 人

実
績

2956 人 3,007 人

達
成
率

73.9 ％ 75.2 ％

目
標

24 人 24 人

実
績

14 人 8 人

達
成
率

58.3 ％ 33.3 ％

目
標

85 人 90 人

実
績

88 人 67 人

達
成
率

103.5 ％ 74.4 ％

目
標

実
績

100 人 106 人

達
成
率

208.3 ％ ― ％

目
標

課
長

0.20 人

実
績

0 人
係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.00 人―

　研修・セミナーの内容等の
見直しを検討するとともに、
参加者拡大のための広報活動
を行う。

　関係団体と役割分担や連携
を図るとともに、各事業の周
知を図り、参加者の拡大を図
る。

　障害者就労支援事業につい
ては、今後も、新たな職場開
拓や企業の意識啓発及び就労
移行支援に対する効果的な支
援への取組みを通じて、障害
者の雇用促進を図るととも
に、企業向けへのセミナー等
において、採用時における就
労条件等の雇用差別の禁止
や、合理的配慮の提供義務化
などの周知を強化する。
　障害者ワークステーション
事業については、嘱託員とし
て雇用した知的障害者、精神
障害者を「障害者ワークス
テーション北九州｣での業務
の経験を踏まえ、民間企業へ
の就職につなげるための取り
組みを推進する。

【評価理由】
　障害者しごとサポートセン
ター利用者の就職人数は目標
値に達していないが、福祉施
設から一般就労への移行件数
は前年度値を上回り、「障害
者ワークステーション北九
州」嘱託員も就労に向けたス
キル向上が図られているた
め、「順調」と判断した。

【課題】
　障害者の就労支援につい
て、障害者の就労率は着実に
伸びているが、障害者雇用促
進法改正により精神障害者の
雇用義務化（平成３０年４月
１日）・障害者差別解消法
（平成２８年４月１日施行）
により、今後さらに精神障害
者も含めた障害者の雇用促進
や、合理的配慮に伴う職場環
境の整備などの対応をとらな
ければならない。
　障害者ワークステーション
事業について、嘱託員として
雇用した知的障害者、精神障
害者を「障害者ワークステー
ション北九州｣での業務の経
験を踏まえ、民間企業への就
職につなげていく必要があ
る。

　相談件数（前年度比908件
減の7,023件）・就労実績と
もに目標をよりやや下回って
いるが、福祉施設から一般就
労への移行件数は昨年度を上
回っているため「順調」と判
断した。

　｢障害者ワークステーショ
ン北九州｣において、嘱託員
として雇用した知的障害者、
精神障害者は専任指導員のも
と、市役所内の軽易な業務に
従事することで、業務処理能
力や社会性のスキルを向上さ
せ、就労に向けて着実に成長
している。また、発注部署で
従事することもあることか
ら、他部署の職員との交流も
増え、職員の障害者に対する
理解促進に繋がるとともに、
働く障害者のコミュニケー
ション能力も向上しているた
め、「順調」と判断した。

　障害者スポーツ教室等の開
催回数（前年度比12回減の
102回）・参加者数は目標に
届かなかったが、高い水準を
維持している。また、障害者
スポーツ大会の参加者数は目
標を上回っていることから
「順調」と判断した。

　介護事業所の人材不足や申
込者のキャンセルにより、研
修受講者数が停滞、潜在的有
資格者就労支援セミナーの参
加者数が減少（前年度比30人
減の28人）、就職者数も減少
しているため、「やや遅れ」
と判断した。

順調

やや
遅れ

【評価理由】
　障害者スポーツ教室等の開
催回数・参加者数は高い水準
を維持しており、障害者ス
ポーツ大会の参加者数は目標
を上回っていることから「順
調」と判断した。

【課題】
　障害のある方のスポーツ活
動を通じた社会参加の促進の
ため、各事業の参加者数の更
なる増加を図る必要がある。

順調

【評価理由】
　研修受講者数が停滞、潜在
的有資格者就労支援セミナー
の参加者数が減少、就職者数
も減少しているため、「やや
遅れ」と判断した。

【課題】
　事業所宛のメール等による
案内のほか、求人求職面談会
などの様々な機会を通じ、研
修への積極的な参加について
働きかけをするなど周知活動
に力を入れる必要がある。

課
長

0.04

課
長

0.04

やや
遅れ

順調

人

人

障害者スポーツ大
会参加者数

Ⅲ-2-
(3)-① 
誰もが気
軽にス
ポーツに
親しめる
環境づく
り

58
障害者スポーツ
振興事業

障害
福祉
課

障害者のスポーツ大会
や、各種スポーツ教室
等を開催、障害者団体
等によるスポーツ大会
等への支援を行う。

人

人

52,794 49,798

534人
（H24年
度）

前年度
（542人）

比増

4,108人
（H24年
度）

前年度
（4,822
人）比増

前年度比増

Ⅳ-3-
(1)-③ 
福祉など
の分野に
おける人
材育成の
支援

59

介護保険適正化
事業（介護人材
の育成及び確
保）

介護
保険
課

介護サービス従事者を
対象として職種別専門
研修、全事業者に共通
する基礎的研修により
介護サービスの質の向
上と介護従事者のスキ
ルアップを図る。
介護人材の不足に対応
するため、介護の資格
を持ちながら就労して
いない潜在的有資格者
等を対象とした再就労
のための研修等を行う
ことで、介護人材の確
保を図る。

介護サービス従事
者研修受講者数

前年度比増

2,956人
（H26年
度）

0.20

職
員

0.25

4,000人
（H29年
度）

19,577 17,700

H29まで
に612人
の選手
参加

3,635
係
長

0.13

0.10 人

潜在的有資格者等
就労支援事業参加
者の就職者数

14人
（H26年
度）

24人
(H29年
度） 職

員

33,244 2,960

人

係
長

Ⅳ-3-
(2)-③ 
能力や意
欲を生か
した中高
年齢者や
障害のあ
る人の就
業促進

60
障害者就労支援
事業

障害
者就
労支
援室

　障害者しごとサポー
トセンターを拠点に、
障害者本人の能力や特
性に応じたきめ細かな
対応を行うとともに、
新たな職場開拓や企業
の意識啓発及び就労移
行支援に対する効果的
な支援への取組みを通
じて、障害者の雇用促
進を目指す。

61
障害者ワークス
テーション事業

障害
者就
労支
援室

障害者しごとサ
ポートセンター利
用者の就職人数

障害者スポーツ教
室等参加者数

88人
(H26年
度）

９０人
(Ｈ29年

度)

40,544

100人
(H26年
度)

係
長

0.40

１５２人
(Ｈ29年

度)

48人以上

人

0.03 人

39,623 39,779 4,345

課
長

職
員

0.00

　平成２７年７月に、
保健福祉局障害者就労
支援室内に開設した｢
障害者ワークステー
ション北九州｣におい
て、嘱託員として雇用
した知的障害者、精神
障害者が専任指導員の
もと、市役所内のデー
タ入力やラベル貼りな
どの軽易な業務に従事
し、その経験を踏ま
え、民間企業への就職
につなげるための取り
組みを推進する

障害者ワークス
テーションで働く
障害者の民間企業
等への就職者数

福祉施設から一般
就労への移行件数

―
3人

（Ｈ29
年度）

491

―

1,900 4,300

―

人

順調

順調

49,459

障害者ス
ポーツ教室
等参加者の

拡大

62



子ども家庭局

平成27年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

78.8%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（78.8%）比

向上

実
績

76.2 ％

達
成
率

95.3 ％

目
標

0 人 0 人
0人

(H31年度)

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100 ％ 100 ％

75.4%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（75.4%）比

向上

実
績

73.4 ％

達
成
率

96.3 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100 ％ 100 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

246 人 139 人

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

0 人

実
績

139 人

達
成
率

― ％

85.5%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（85.5%）比

向上

実
績

86.9 ％

達
成
率

126.9 ％

順調

【評価理由】
　以下の取り組みにより、
「放課後児童クラブの待機児
童数」および「保育所待機児
童数」のいずれも年度当初の
待機児童が0人であったこと
により、「順調」と判断。
　放課後児童クラブでは、子
ども・子育て新制度に伴い、
児童の集団規模を70人以下か
ら概ね40人以下とし、指導員
の配置基準を児童20人ごとに
1人から概ね40人以下に2人配
置することができた。
　また、希望するすべての子
どもが入所でき、充実した活
動ができるよう、指導員を対
象にした研修の充実を図っ
た。
　保育所待機児童数(10月)の
目標は達成できなかったもの
の、前年度比では減少してい
る。
　幼稚園に対する満足度
（施設・環境）は目標を達成
することができた。
　新制度への移行を希望する
全ての私立幼稚園が認定こど
も園や施設給付型の幼稚園へ
移行することができた。

【課題】
　放課後児童クラブに対する
満足度（開所日、開所時間）
と19時まで開設しているクラ
ブの割合が、前年度に比べ若
干減少していることから、利
用者の利便性向上のための取
り組みが必要。
　引き続き教育・保育施設の
利用状況や利用者の希望とと
もに、事業者の意向などを踏
まえ、認定こども園への移行
支援、普及に努めることが必
要。
　認定こども園など、新制度
への移行を希望する全ての幼
稚園が円滑に移行することが
できるよう、必要な支援を継
続することが必要。

　放課後児童クラブの施設整
備や利用内容の充実など、運
営基盤の強化を図る。
　放課後児童支援員等の資質
向上など放課後児童クラブの
運営体制の充実を図るととも
に、クラブの活動内容の充実
を目指して、学校や地域との
連携を図り、魅力あるクラブ
の運営を促進する。
　「北九州市子ども・子育て
支援事業計画」に基づき、計
画的に教育・保育を提供する
ことで、平成29年度末までを
目標に、年間を通じた待機児
童の解消を図る。
　教育・保育施設の利用状況
や利用者の希望とともに、幼
稚園、保育所事業者の意向な
どを踏まえ、幼稚園と保育所
の機能を併せ持つ認定こども
園への移行支援・普及に努め
る。

Ⅰ-1-
(1)-① 

仕事と子
育ての両
立支援

人

人

0.20

課
長

係
長

人

人

人

係
長

0.10

0.20

1

17,256,023

放課後児童クラ
ブの運営

子育
て支
援課

市民ニーズに応えられ
る放課後児童クラブの
運営内容を確保するた
め、運営団体に対する
研修会の実施、開設時
間の標準化や延長の推
進等により、運営体制
の充実を図る。また、
障害のある児童や高学
年児童を含め利用者が
増加する中で、児童へ
の対応を充実するた
め、適切な指導員数を
配置するとともに、研
修の充実、指導員相互
の交流や情報交換、障
害のある児童などの対
応を支援するための臨
床心理士等の巡回派遣
を行い、指導員の資質
向上を図る。

0.20

0.20

職
員

課
長

5,400

0.30

14,644,150

―

人

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン

(第2次計
画）」での成
果指標（目

標）

事業評価の成果指標（目標・実績）

平成26年度
（76.2%）
比向上

放課後児童クラブ待機児童
数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第2次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

H27年度H26年度

H26年度

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ

ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

0人
(H25年度)

平成25年度
（80.0%）
比向上

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン

(第2次計
画）」策定時
のニーズ調査
による数値

幼稚園に対する満
足度（施設・環
境）

220人
(H25年度)

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度

放課後児童クラブに対する
満足度（開所日、開所時
間）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

保育所待機児童数
(４月)

0人
(H25年度)

220人
(H25年度)

保育所待機児童数
(10月)

放課後児童クラブに対する
満足度（開所日、開所時
間）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第2次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

1,964,464 係
長

課
長

46,775

3.90

1.35

0.35 人

人

人

288,872364,400

0人
(H30･31年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン

(第2次計
画）」での成
果指標（目

標）

職
員

1,378,8691,814,002

 ※上記は、
「元気発進！
子どもプラン

(第2次計
画）」での成
果指標（目

標）

平成26年度
（68.5%）
比向上

　保育所の新設や増改築を行
い、目標を下回ったものの
413人の入所定員の拡大を
図った。
　しかし、市全体では概ね保
育需要に対応できる状態にあ
るため「順調」と判断。

　新制度への移行を希望する
全ての私立幼稚園が認定こど
も園や施設給付型の幼稚園へ
移行することができた。
　市民アンケートにおける
「幼稚園に対する満足度（施
設・環境）」が昨年度に比べ
向上した。
　以上のことから、「順調」
と判断。

　放課後児童クラブにおける
満足度（開所日、開所時間）
の割合は、前年度76.2％に対
し73.4％となり、また19時ま
で開設しているクラブの割合
は、H25年度13.7％に対し
12％と、若干減少したが、子
ども・子育て新制度に伴い、
児童の集団規模を70人以下か
ら概ね40人以下とし、指導員
の配置基準を児童20人ごとに
1人から概ね40人以下に2人配
置することができた。
　また、指導員を対象にした
研修においては、研修の受講
だけでなく、受講後のフォ
ローアップ効果を向上させる
ため、研修時のポイントをま
とめた「研修だより」を発行
した。
　臨床心理士等の派遣も今年
度で5年目を迎え、各クラブ
の実情に即した助言等を行う
ことができている。こうした
取り組みの結果、障害のある
子どもへの理解が進み、児童
の受入が促進された。
　以上のことから、「順調」
と判断。

人件費（目安）

順調

5,800 順調

順調

2

3
施設型給付（幼
稚園・認定こど
も園）

幼稚
園・
こど
も園
課

職
員

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン

(第2次計
画）」策定時
のニーズ調査
による数値

「子ども・子育て支援
新制度」に基づき、新
制度に移行する私立幼
稚園や認定こども園の
運営費等を助成しま
す。

保育所運営事業
保育
課

仕事と子育ての両立支
援を推進するため、保
育を必要とする子ども
は誰でも保育所に入所
でき、多様なニーズに
応えながら、子どもの
健やかな育成を支援す
る保育サービスの実現
を図る。

0人
(H30･31年度)

保育所待機児童数
(10月)

16,119,401

0人
(H30･31年度)

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成

率 100 ％ 100 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

246 人 139 人

達
成
率

― ％ ― ％

91.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（91.3%）比

向上

課
長

0.10 人

実
績

89.6 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

120.8 ％ 職員 0.20 人

90.4%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（90.4%）比

向上

実
績

79.1 ％

達
成
率

100.8 ％

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

実
績

89.3 ％

達
成
率

105.8 ％

90.4%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（90.4%）比

向上

実
績

79.1 ％

達
成
率

100.8 ％

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

実
績

89.3 ％

達
成
率

105.8 ％

　「北九州市子ども・子育て
支援事業計画」に基づき、計
画的に教育・保育を提供する
ことで、平成29年度末までを
目標に、年間を通じた待機児
童の解消を図る。
　保育士等の人材確保に取り
組むとともに、教育・保育の
質の向上を図るため、体系的
な研修等を通じて幼稚園教
諭、保育士等の専門性の向上
に取り組む。
　子どもの生活リズムに十分
配慮しながら、幼稚園におけ
る預かり保育や保育所におけ
る延長保育、休日保育など、
多様なニーズに対応した保育
サービスの充実を図る。

【評価理由】
　以下の取り組みにより、
「幼稚園に対する満足度
（教育・保育の内容）」およ
び「保育所に対する満足度
（教育・保育の内容）」のい
ずれも前年度に比べ向上した
ことにより、「順調」と判
断。
　年間を通じた待機児童等の
解消を図るため、小規模保育
事業や認定こども園運営支援
事業などの受入児童数の拡大
を図った結果、10月1日現在
の保育所待機児童数は、昨年
度を下回ることができた。
　また、保護者の働き方や地
域の実情に応じた多様な保育
を提供するため、延長保育や
一時保育、障害児保育といっ
た特別保育や、病児・病後児
保育の充実を図った。
　あわせて、入所定員の増加
に伴い、保育士等の就職説明
会の開催など保育士等の確保
に努めた。

【課題】
　今後も、保育の量の確保と
教育・保育の質の向上や、保
育士等の人材の確保など、平
成29年度末までの待機児童の
解消に向けて取り組むことが
必要。
　保育士等の資格を持つ保育
の職に就いていない者を対象
にした就職説明会や、実務を
含めた研修会については、参
加施設をさらに増加させるこ
とが必要。

順調

保育所に対する満足度（教
育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

673,107

Ⅰ-1-
(1)-②

年間を通
じた待機
児童解消
策の推進
など保育
の充実

6 1,362,412

保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

126,509 126,276

職
員

順調3,650

職
員

係
長

課
長

人

人

0.10

0.10

0.20

平成25年度
(78.5%)比

向上

保護者の就労形態の多
様化等に対応するた
め、保育所の保育時間
を午後7時もしくは8時
まで延長する「延長保
育」の充実を図る。ま
た、保護者のパート就
労や育児リフレッシュ
等の理由により、一時
的に家庭での保育が困
難となる児童を保育所
において保育する「一
時保育」の充実を図
る。さらに、保育所の
通常保育に加え、延長
保育や一時保育におい
ても、統合保育の可能
な障害のある児童の受
け入れを行う「障害児
保育」の充実を図る。

人

0.10

課
長

0人
(H30･31年度)

855,606

776,332

平成26年度
（74.2%）
比向上

　市内11箇所で事業を実施す
るとともに、「利用のてび
き」やポスターを作成して関
係各施設で配布・掲示を行
い、ＰＲに努めた。
　加えて、市ホームページ上
に利用申請書類を掲載し、保
護者が自宅でダウンロードで
きるようにした。
　その結果、登録者数数は前
年度に比べ300人程度増加し
ているため、保護者ニーズは
依然高く、その有効性は高い
と考えた。
　以上のことから、「大変順
調」と判断。

　国からの制度の詳細が示さ
れた時期が平成27年度直前で
あり、準備が間に合わない園
があることなどから、事業実
施施設はやや少なめとなった
が、幼稚園に対する満足度
（施設・環境）が昨年度に比
べ向上したことから、「順
調」と判断。

9,300

順調4,6505

4
地域型保育給付
（小規模保育）

順調

職
員

人

124,484332,055

81,303

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン

(第2次計
画）」での成
果指標（目

標）

　事業を開始するための施設
整備に時間を要したが、10月
時点の保育所待機児童数は前
年を下回ることができたため
「順調」と判断。

人

0.40

人

課
長

　平成27年度は、新たに3施
設が延長保育事業（1時間延
長）を実施したほか、1施設
が延長保育の時間を1時間か
ら2時間に延長した。その結
果、平成27年度の延長保育全
体の延べ利用児童数は17,745
人であり、多様化する就労形
態への対応として高い効果が
あった。
　また、平成27年度は新たに
５施設で一時保育を実施し
た。その結果、全76施設にお
いて年間延べ23,234人の児童
が一時保育を利用した。
　以上のことから「順調」と
判断。

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

人

0.20

係
長

平成26年度
(84.4%)比

向上

人

人

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン

(第2次計
画）」策定時
のニーズ調査
による数値

保育所待機児童数
(４月)

保育所待機児童数
(10月)

平成25年度
(78.5%)比

向上

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

大変
順調

0.10

0.10

－

0人
(H30･31年度)

146,700

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

0人
(H25年度)

220人
(H25年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

幼稚園に対する満
足度（教育・保育
の内容）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

幼稚
園・
こど
も園
課、
保育
課

年間を通じた待機児童
の解消を図るため、年
度中途の入所が困難な
3歳未満児の保育ニー
ズに対応するため、小
規模保育事業を実施す
る幼稚園、保育所等に
対し、運営費を助成す
る。

一時預かり事業

幼稚
園・
こど
も園
課

「子ども・子育て支援
新制度」により実施す
る一時預かり事業にお
いて、保護者のニーズ
に応じて教育時間の終
了後等に預かり保育を
実施する私立幼稚園を
支援します。

保育
課

特別保育事業補
助

7

平成26年度
(84.4%)比

向上

119,966 2,900

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

保育所に対する満足度（教
育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

病児保育事業
保育
課

保護者の勤務の都合、
疾病、事故、出産及び
冠婚葬祭など、やむを
えない事由により家庭
での保育が困難な病気
中、病気回復期にある
児童を医療機関併設型
の施設において保育
し、保護者の子育てと
就労の両立を支援す
る。

係
長

0.40
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度

H26年度

H26年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100 ％ 100 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

246 人 139 人

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

0 人 0 人
課
長

0.40 人

実
績

246 人 139 人
係
長

0.60 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

0.60 人

保育所待機児童数
(10月)

保育士就職支援事業
（保育士資格取得見込
の学生等を対象に就職
説明会を実施）、保育
士資格活用研修事業
（保育士の資格を持っ
ていて、現在、保育士
の職に就いていない人
（潜在保育士）を対象
とした研修を実施）、
保育士・保育所支援セ
ンター開設等事業等
（保育士の就職支援や
相談等による離職防
止）、幼稚園教諭免許
状を有する者の保育士
資格取得支援等事業
（幼稚園教諭の保育士
資格取得支援や幼稚園
への就職支援等）によ
り、待機児童の解消を
図るため、保育士等の
人材確保に取り組みま
す。

7,557

保育所待機児童数
(４月)

職
員

8
保育サービスコ
ンシェルジュ事
業

保育所、幼稚園や地域
の子育て支援の事業等
の利用について、情報
の収集と提供を行うと
ともに、利用にあた
り、子どもや保護者か
らの相談に応じるた
め、各区役所及び
「（仮称）女性活躍推
進センター」に１名ず
つ保育サービスコン
シェルジュを配置す
る。

保育所待機児童数
(10月)

220人
(H25年度)

0人
(H30･31年度)

0人
(H30･31年度)

13,918 2,400
大変
順調

0人
(H25年度)

　相談対応件数（H26：5,444
件、H27：10,740件）は、目
標を達成している。
　10月時点の待機児童の解消
には至っていないが、前年度
から減少している。
　以上のことから、「大変順
調」と判断。

順調220人
(H25年度)

0人
(H30･31年度)

0.10

係
長

幼稚
園・
こど
も園
課・
保育
課

課
長

0.10 人

13,800

20,335

人

0.05 人

15,1002,888

20,200
保育
課

9

　保育士資格取得見込者や保
育士等の資格を持っていて保
育所での職に就いていない者
を対象に就職説明会や実務を
含めた研修会を開催し、保育
士確保のための支援を図っ
た。
　以上のことから「順調」と
判断。

保育士等の確保
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

100 ％
平成20年度
（58.8%）比

増加

実
績

94.2 ％

達
成
率

94.2 ％

目
標

平成25年度
（93.4%）比

増加

実
績

93.8 ％

達
成
率

99.6 ％

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％

達
成
率

― ％

64.3%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（64.3%）比

減少

実
績

30.2 ％

達
成
率

― ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％

達
成
率

102.3 ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

実
績

29.4 ％

達
成
率

101.1 ％

Ⅰ-1-
(1)-③ 

母子が健
康に生活
できる環
境づくり

順調 【評価理由】
　以下の取り組みにより、
「子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合」が就学前児童・
小学生の保護者のいずれも前
年度に比べ減少したことによ
り、「順調」と判断。
　早期の妊娠届出を勧奨する
ことで、妊娠11週までの届出
者の割合は、高水準で維持で
きている。
　また、乳児家庭全戸訪問
（のびのび赤ちゃん訪問事
業）やわいわい子育て相談
（乳幼児発達相談指導事業）
等を実施することで、妊娠期
から乳幼児期まで支援する仕
組みは概ねできている。

【課題】
　子育ての孤立化を防ぎ、地
域での見守り体制を充実して
いくために、関係機関と連携
し、より効果的な事業の推進
を図る。

　母親学級や面接での母子健
康手帳の交付による必要な知
識の普及や相談体制の充実、
情報提供などにより、母体の
心身の変化が著しい妊娠・出
産期における不安の軽減と、
健康管理を推進する。
　乳幼児健診の実施や関係機
関との連携などにより、発達
の気になる子どもの早期発見
および早期支援体制の強化を
図る。
　10代の妊婦や産後うつ、乳
幼児健診未受診などで養育困
難な状況にある家庭に対する
乳児家庭の全戸訪問や関係機
関と連携した地域での見守り
体制の強化などにより、継続
した支援を行う。
　乳幼児等医療費支給事業に
ついては、平成28年10月に制
度改正を行い、更なる支援の
拡充を図っていく。

0.80 人

人

人

0.40 人

職
員

人

10

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

乳幼児等医療費
支給事業

58.8%
(H20年度)

93.4%
(H25年度)

課
長

0.01

母子健康診査
子育
て支
援課

妊婦や乳幼児の疾病ま
たは異常の発見および
防止を図り、健康を保
持増進させるため、妊
婦、乳幼児の定期的な
健診の機会を提供す
る。
（妊婦健康診査、B型
肝炎母子感染防止事
業、先天性代謝異常等
検査、乳児健康診査、
1歳６か月児健康診
査、３歳児健康診査）

992,900

妊娠１１週までの妊娠届出
者の割合

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

乳幼児等の健康の保持
と健やかな育成を図る
ため、保険診療にかか
る医療費の自己負担額
を助成する。

平成26年度
(25.6%)比

減少

12,300

3,615
係
長

0.05

係
長

0.40

971,502

職
員

平成25年度
(30.5%)比

減少

平成26年度
（94.2%）
比増加

子育
て支
援課

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

平成26年度
(30.2%)比

減少

順調

順調

　市民アンケートにおける
「子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合」については、就
学前児童の保護者Ｈ26年度
25.6％に対し23.9％、小学生
の保護者Ｈ26年度30.2％に対
し29.4％と減少している。
　制度を維持し、経済面にお
ける支援を行っていることか
ら、施策に対する効果は高い
と考え、「順調」と判断。

　妊娠11週までの妊娠届出者
の割合は、「元気発進！子ど
もプラン（第２次計画）」の
現状値である平成２５年度よ
りも増加しており、妊婦健診
の受診勧奨や必要な保健指導
の実施等妊娠早期からの母子
の健康管理につながっている
と考える。
　また、幼児健診の受診勧奨
ハガキの送付や育児学級など
で乳幼児健診について受診勧
奨した結果、健診受診率も概
ね維持している。（妊婦健診
受診率は、H26：97.4%、
H27：96.7%、３歳児健診受診
率は、H26：93.5%、H27：
91.9%）
　以上のことから、「順調」
と判断。

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

2,506,1782,587,200

956,560

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

2,532,373

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

課
長

人

0.20

妊娠１１週までの妊娠届出
者の割合

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

11

平成25年度
(31.6%)比

減少

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％

達
成
率

― ％

目
標

平成25年度
（93.4%）比

増加

実
績

93.8 ％

達
成
率

99.6 ％

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％

達
成
率

― ％

目
標

平成25年度
（88.9%）比

増加

実
績

93.0 ％

達
成
率

107.1 ％

人

0.20

人

人

人

0.01

0.10

人

人
係
長

0.40

課
長

係
長

平成26年度
（86.8%）比

増加

のびのび赤ちゃ
ん訪問事業

45,723

子育
て支
援課

子育
て支
援課

平成26年度
（94.2%）
比増加

子育ての孤立化を防
ぎ、乳児の健全な育成
環境の確保を図るた
め、生後４か月までの
乳児がいるすべての家
庭を訪問することで、
子育て情報の提供を行
うとともに、さまざま
な不安や悩みを聞き、
支援が必要な家庭に対
して適切な指導や支
援、サービス提供に結
びつける。また、うつ
状態等を早期に把握
し、きめ細かに支援す
るため、全産婦に産後
うつを早期に発見する
ための質問票を用い
て、支援する。

母子健康手帳の交付、
妊産婦乳幼児なんでも
相談、母親学級、両親
学級、育児学級等の母
子保健教室、乳幼児発
達相談指導「わいわい
子育て相談」、乳幼児
健診未受診者フォロー
事業（児童虐待予防事
業）、その他母子保健
に関する事業を実施す
る。

0.40

0.10

4,115

職
員

職
員

23,459

課
長

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標
（目標）

21,22226,623

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

平成25年度
(30.5%)比

減少

妊娠１１週までの妊娠届出
者の割合

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

平成25年度
(30.5%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

　乳児家庭訪問の割合は前年
度86.8％に対し、93.0％と増
加しており、養育支援が必要
な家庭への保健師、助産師等
の専門職による訪問も継続実
施している。
　また、地域支援者（主任児
童委員）による地域に住む人
ならではの情報提供や関わり
も定着してきており、専門職
と地域支援者それぞれの強み
を活かした活動が展開されて
いる。
　以上のことから、「順調」
と判断。

順調

順調

　母親学級において、開催
数、参加人数は維持してお
り、希望する方は全て参加す
ることができている。
　妊娠11週までの妊娠届出者
の割合は、平成25年度
(93.8%)よりも0.4ポイント増
加しており、妊娠早期からの
母子の健康管理につながって
いると考える。
　母子健康手帳交付時をはじ
め、さまざまな機会を捉え
て、育児等に関する相談・専
門的支援や情報提供を行い、
母子の健康づくりに寄与して
いる。
　以上のことから「順調」と
判断。

6,150

13

すくすく子育て
支援事業

93.4%
(H25年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

生後４か月までの乳児家庭
訪問の割合

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

44,161

12

88.9%
(H25年度)

45,518
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％

達
成
率

― ％

64.3%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（64.3%）比

減少

実
績

30.2 ％

達
成
率

― ％

目
標

実
績

59.9 ％

達
成
率

103.5 ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％

達
成
率

102.3 ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

実
績

29.4 ％

達
成
率

101.1 ％

目
標

実
績

59.9 ％

達
成
率

103.5 ％

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％

達
成
率

― ％

44.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.3%）比

増加

実
績

49.0 ％

達
成
率

95.5 ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％

達
成
率

102.3 ％

Ⅰ-1-
(1)-④

子育ての
不安や悩
みを軽減
する環境
づくり

　身近な地域における子育て
を支えるネットワークづくり
など、地域社会全体で子育て
を支援する環境づくりを進め
る。
　子育てに悩みや不安を持つ
保護者が、分かりやすく利用
しやすい相談体制を整備す
る。
　子育て中の人が知りたい情
報をタイムリーに手軽に入手
できるよう、情報誌やホーム
ページなどを活用した情報提
供を行う。

【評価理由】
　以下の取り組みにより、
「子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合」は、就学前児童
及び小学生の保護者のいずれ
も前年度に比べ減少したこと
により、「順調」と判断。
　「こそだて情報」による情
報提供のほか、「親子ふれあ
いルーム」の継続した運営
や、地域の子育て支援団体な
どへの活動支援を行うこと
で、乳幼児を持つ保護者の子
育てへの不安の軽減に寄与し
たと考えている。
　また、「子ども・家庭相談
コーナー」や「子育て支援サ
ロン"ぴあちぇーれ”」で
は、子育て等に関する相談に
応じ、関係機関と連携しなが
ら、必要な対応を行う等、相
談者の不安や負担感の軽減が
できていると考えている。

【課題】
　子どもと家庭をとりまく環
境は変化しており、その相談
は多様化・複雑化している。
今後も子育ての不安や悩みを
軽減するため、親子ふれあい
ルームのスタッフの研修や、
コーナーの相談員の資質の向
上を図ることが必要。

順調

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

0.35
職
員

係
長

課
長

係
長

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

子育てが地域の人
に支えられている
と感じる人の割合

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

平成26年度
(25.6%)比

減少

15

14
総務
企画
課

－

子育て中の人が、子ど
もの成長に合わせた情
報をタイムリーかつ手
軽に入手できるよう、
情報誌の内容や、情報
提供方法の充実を図
り、必要とする市民に
子育ての情報を的確に
届ける。
また、本市が取り組ん
でいる子どもの健全育
成や子育て支援につい
ての成果や課題、デー
タを盛り込んだ「子ど
も家庭レポート」を発
行し、市民や地域の担
い手に周知すること
で、地域全体で子育て
を支援する環境づくり
の一助とする。

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

平成25年度
(30.5%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

－

7,275

課
長

0.10

6,150

0.10

人

0.35

0.20

人

人

人

人

人0.40
職
員

33,037

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H27～31年度）」掲
載内容

平成25年度
(57.9%)比

増加

平成26年度
(30.2%)比

減少

平成25年度
(31.6%)比

減少

平成26年度
(51.3%)比

増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

平成26年度
(25.6%)比

減少

　「こそだて情報」に施設情
報を掲載することでより分か
りやすい構成・内容にするこ
とができた。
　また「子ども家庭レポー
ト」も予定どおり発行した。
　以上のことから、「順調」
と判断。

　親子ふれあいルームの利用
者数（乳幼児数）は43,117人
で、現状値に比べ1,000人以
上増加した。
　親子が気軽に集い、交流、
情報交換、育児相談等ができ
る「親子ふれあいルーム」を
運営することが、乳幼児を持
つ保護者の子育てへの不安の
軽減に寄与していると考え
る。
　市民アンケートにおける
「子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の保
護者）」は、前年度25.6%に
対し、23.9%であり、前年度
に比べ1.7ポイント近く減少
した。
　以上のことから、「順調」
と判断。

子育
て支
援課

親子ふれあい
ルーム運営事業

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

－

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

－

乳幼児を持つ保護者の
子育てへの不安を軽減
するため、親子が気軽
に集い、交流、情報交
換、育児相談等ができ
るスペースを既存の公
共施設を活用しなが
ら、区役所や児童館な
どで運営する。

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

順調

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

順調

4,017 3,884

平成25年度
(30.5%)比

減少

子育てに関する
情報提供の充
実・ＰＲ

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

3,166

32,26032,650

平成25年度
(57.9%)比

増加

子育てが地域の人
に支えられている
と感じる人の割合

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％

達
成
率

― ％

64.3%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（64.3%）比

減少

実
績

30.2 ％

達
成
率

― ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％

達
成
率

102.3 ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

実
績

29.4 ％

達
成
率

101.1 ％

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％

達
成
率

― ％

64.3%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（64.3%）比

減少

実
績

30.2 ％

達
成
率

― ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％

達
成
率

102.3 ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

実
績

29.4 ％

達
成
率

101.1 ％

6,075

職
員

4,150

課
長

0.05

平成25年度
(30.5%)比

減少

87,899

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

14,318

0.10

0.60
※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

17

子ども・家庭相
談コーナー運営
事業

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

各区役所に「子ども・
家庭相談コーナー」を
設置し、子どもと家庭
に関するあらゆる相談
をひとつの窓口で受
け、母子家庭の自立支
援、ＤＶ被害者対応、
児童虐待等、それぞれ
の相談に応じた支援・
対応を行うとともに、
必要に応じて他の機関
のサービス・支援へと
つなげる。

16
子育
て支
援課

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

人

人

人

職
員

0.10

係
長

0.00

0.30

課
長

人

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

平成25年度
(31.6%)比

減少

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

　子育てに関する不安や悩み
の相談に対して、関係機関と
の連携、調整等を行い、適切
に対応した。
　また、育児講座を計画通り
に10回開催し、子育て支援の
充実が図れたため「順調」と
判断。

14,272
平成26年度
(25.6%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

　子ども・家庭相談コーナー
の相談件数は前年度78,881件
に対し、72,870件で約6,000
件減少しているが、市民アン
ケートにおける「子育ての悩
みや不安を感じる人の割合」
は、就学前児童においては前
年度25.6%に対し23.9%、小学
生の保護者においては前年度
30.2%に対し29.4%といずれも
減少している。
　子ども・家庭相談コーナー
では関係機関と連携し、それ
ぞれの内容に応じた支援・対
応を行い、相談者の不安や負
担感の軽減を図っていること
から、「順調」と判断。

順調

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

順調

人

係
長

人

平成26年度
(30.2%)比

減少

平成25年度
(30.5%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

14,293

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

平成25年度
(31.6%)比

減少

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

保育
課

「子育て支援サロン
“ぴあちぇ－れ”」に
子育て支援総合コー
ディネータ－を配置
し、面接、電話やメー
ルによる子育てに関す
る相談の対応を行い、
必要な関係機関との連
携、調整等の支援を行
う。
また、大学教授や小児
科医、保育経験者等を
講師に招き、子どもの
発達や食育、遊び等を
テーマとした育児講座
の開催や絵本の貸出を
行い、子育て支援の充
実を図る。

子育て支援総合
コーディネー
ター事業

85,38882,433

平成26年度
(30.2%)比

減少

平成26年度
(25.6%)比

減少
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

6,000 人

実
績

4,947 人

達
成
率

82.5 ％

62.1%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（62.1%）比

減少

実
績

58.8 ％

達
成
率

108.7 ％

目
標

平成25年度
（10,011人）

比増加

実
績

10,015 人

達
成
率

97.7 ％

62.1%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（62.1%）比

減少

実
績

39.8 ％

達
成
率

146.1 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

23か所
(H31年度)

実
績

15
か
所

達
成
率

115.4 ％

90.4%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（90.4%）比

向上

実
績

79.1 ％

達
成
率

100.8 ％

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

実
績

89.3 ％

達
成
率

105.8 ％

Ⅰ-1-
(1)-⑤

特別な支
援を要す
る子育て
家庭への
対応

順調 　母子・父子福祉センターで
の就業支援に加え、看護師等
の資格取得を支援する「高等
技能訓練促進費等給付金」の
支給など、ひとり親家庭への
支援に取り組むとともに、各
家庭が自立に必要な施策を有
効に活用できるよう情報提供
を充実すなど、総合的な自立
支援を行う。
　児童養護施設において、家
庭的養護を推進するための小
規模グループケア、地域小規
模児童養護施設の設置を進め
るとともに、子どもたちへの
支援をさらに充実するため、
職員の資質の向上等を図る。
また、就職・進学に際し、児
童が希望する進路を選択でき
るよう、自立に向けた支援を
行う。
　育児不安の軽減を図るな
ど、児童虐待の発生予防に取
り組み、虐待に至る前に気に
なるレベルで適切な支援を行
う。
　児童虐待が深刻化する前に
早期発見・早期対応に取り組
み、子どもの安全を守るため
の一時保護や被虐待児のケ
ア、家族再統合に向けた保護
者への支援等を行うことで児
童虐待の防止に努める。

【評価理由】
　以下の取り組みにより、特
別な支援を要する子どもや家
庭に対し、適切に対応するこ
とができたことから、「順
調」と判断。
　ひとり親家庭等の福祉を総
合的に推進する母子・父子福
祉センターの認知度を上げる
ため、さまざまな機会を通じ
てセンターをＰＲした結果、
利用者数は延べ１万人を超
え、より多くのひとり親家庭
等に自立支援や就業支援等を
行うことができた。
　児童養護施設等において、
被虐待児等に対し、家庭的な
環境と安定した人間関係のも
とで、きめ細かなケアを提供
するため、地域小規模児童養
護施設を増設した。
　児童虐待の発生予防・早期
発見のため、関係職員に対す
る研修会を実施するなど関係
機関との連携強化を図り、迅
速かつ適切に対応した。

【課題】
　ひとり親家庭が自立し、安
定した生活を営むことができ
る社会環境づくりを推進する
ため、引き続きひとり親家庭
等の自立支援や就業支援など
に取り組むことが必要。
　社会的養護が必要な子ども
が健やかに育まれ、自立でき
る社会環境づくりを推進する
ため、引き続き児童養護に関
する環境整備に取り組むこと
が必要。
　障害のある子どもやその家
庭の支援のため、親子通園事
業等利用が必要な家庭へのさ
らなる周知を図る。
　虐待を受けた子どもの心の
ケアや虐待を行った保護者等
への再発防止策の対応が必
要。

係
長

課
長

―

平成26年度
(58.8%)比

減少
0.10

係
長

平成26年度
(10,252人)

比増加

―

人

4,650

4,871人
(H25年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

―

10,011人
(H25年度)

ひとり親家庭の就業を支す
る施策の利用数（母子・父
子福祉センターの延べ利用
者数）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

ひとり親家庭の支援・相談
窓口を知らない人の割合
（母子・父子福祉セン
ター）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

平成26年度
（13か所）

比増加

0.02

0.85

0.30

人

課
長

0.10

課
長

平成25年度
(62.1%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

1,227

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

生活環境整備
等の促進

母子・父子福祉セ
ンターにおける講
座等の受講者延べ
人数

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

1,905,670

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

11か所
(H25年度)

1,847,900

職
員

1,769,116

　地域小規模児童養護施設が
１箇所増設された。
　地域小規模児童養護施設を
開始した施設については、対
象児童に落ち着きが見られる
など家庭的養護の効果が出て
いることから、「順調」と判
断。

41,297

　保育所・幼稚園・療育機関
等への移行先が決定した世帯
が62％を超え、移行支援とし
ての成果はでているものの、
親子通園クラスの実利用組数
は目標としていた前年度より
9組少ない29組であることか
ら「やや遅れ」と判断。
　なお、平成28年3月より実
施する施設を1ヶ所拡充し、
支援を強化したため、今後は
実利用者数が増加すると見込
んでいる。

0.20

0.20

18
子育
て支
援課

19

児童養護施設にお
ける生活環境整備
等の促進

―

平成25年度
(78.5%)比

向上保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

保育
課

幼児期の子どもの発達
や育児に関して、不安
や孤独感を抱えている
保護者にとっては、思
いを共有し、気兼ねな
く安心して親子で過ご
せる場所を提供する
等、伴走型の支援が必
要であり、あそびや体
験等を通じて、子育て
の楽しさや成長の喜び
を保護者が感じられる
よう保育所での継続し
た支援、相談を行う。

－

児童養護施設・乳児
院・情緒障害児短期治
療施設・自立支援施
設・自立援助ホーム・
ファミリーホーム・里
親において、保護を要
する児童に係る必要な
経費を負担し、社会的
養護が必要な子ども
が、それぞれの子ども
にあった生活環境で、
健やかに育まれ、自立
できる社会環境づくり
を推進する。

保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)(H27～
31年度）」掲載内容

地域小規模児童養護施設・
小規模グループケアの実施
か所数

※「現状値」は「元気発
進！子どもプラン(第２次
計画）【H27～31年度】」
掲載内容

　市民アンケートにおける
「母子・父子福祉センターを
知らない人の割合」は前年度
58.8%に対し、39.8%と減少し
ている。
　母子・父子福祉センター延
べ利用者数も目標10,252人に
対し10,015人と目標に近い数
字であり、ひとり親家庭等の
生活の安定、福祉の向上に寄
与していると考え、「順調」
と判断。

順調1,480 0.05

職
員

人

人

「母子・父子福祉セン
ター」は、ひとり親家
庭や寡婦の生活上の悩
みや相談を受けたり、
仕事のために必要な知
識や技能を身につける
ための講座等を無料で
実施する。その他各種
研修会や催し等を行
い、ひとり親家庭等の
生活の安定、福祉の向
上を目指す。

ひとり親家庭の支
援・相談窓口を知
らない人の割合
（母子・父子福祉
センター）

母子・父子福祉
センター運営事
業

児童養護施設等
措置費

20 親子通園事業

子育
て支
援課

38,426

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

1,6853,642
平成26年度
(84.4%)比

向上

41,297

順調12,825

人

0.30

人

人

人

人

係
長

やや
遅れ

職
員
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

平成20年度
（374件）比

減少

実
績

454 件

達
成
率

― ％

目
標

平成25年度
（380件）比

減少

実
績

606 件

達
成
率

― ％

374件
(H20年度)

380件
(H25年度)

1.00

2.00

2.00

課
長

係
長

職
員

人

人

人

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

平成26年度
（454件）
比減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

　市民や関係機関職員を対象
とした児童虐待問題連続講
座、児童虐待対応リーダー養
成研修等を実施した結果、虐
待通告への意識が向上し、結
果的に児童虐待対応件数が平
成27年度で606件と、前年度
（平成26年度：454件）に比
べ152件（33.5%）増加したと
考えている。
　件数自体は増加している
が、児童の所属や警察等、関
係機関と連携しながら、児童
虐待の早期発見や早期対応な
ど、虐待が深刻化する前に適
切な支援が出来る体制づくり
が進んでいると考え「順調」
と判断。

平成25年度
（380件）
比減少

21

子ど
も総
合セ
ン
ター

児童虐待の早期発見及
び被虐待児童の迅速か
つ適切な保護を行うた
め、関係機関との連携
強化を図り、児童虐待
の防止等のために必要
な体制を整備するとと
もに、関係機関等の職
員の研修及び広報活動
を行う。

児童虐待防止
（子どもの人権
擁護）推進事業

児童虐待対応件数

※「現状値」及び
「中間目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

児童虐待対応件数

※「現状値」及び
「中間目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(H22～26
年度）」掲載内容

14,736 13,92818,061 順調46,500
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

実
績

59.9 ％

達
成
率

103.5 ％

44.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.3%）比

増加

実
績

49.0 ％

達
成
率

95.5 ％

目
標

実
績

59.9 ％

達
成
率

103.5 ％

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％

達
成
率

― ％

44.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.3%）比

増加

実
績

49.0 ％

達
成
率

95.5 ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％

達
成
率

102.3 ％

目
標

実
績

59.9 ％

達
成
率

103.5 ％

44.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.3%）比

増加

実
績

49.0 ％

達
成
率

95.5 ％

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

　市民アンケートにおける
「子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合」
は前年度51.3%に対し、
49.0％と減少しているが、提
供会員も順調に増加(前年度
比約60人増）し、研修や会員
同士の交流会の充実を図って
おり、安全で質の高いサービ
スを提供できていると考え
る。
　以上のことから、「順調」
と判断。

順調1,86514,77914,647

人

人

人

【評価理由】
　以下の取り組みにより、
「子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）」
は、ほぼ横ばいであるもの
の、「子育ての悩みや不安を
感じる人の割合（就学前児童
の保護者）」は、前年度に比
べ減少したことから、「順
調」と判断。
　ほっと子育てふれあい事業
では、仕事の都合や子どもの
軽い病気の時に、ボランティ
ア組織「ほっと子育てふれあ
いセンター」の会員間の子ど
もの預かりや送迎など、子育
て支援サービスの充実を図
り、平成２７年度の会員数
は、依頼会員、提供会員とも
に増加した。
　子育てに関わる団体への活
動支援補助金についても、目
標件数どおり団体に対し交付
することができ、地域におけ
る子育て支援活動の促進を図
ることができた。
　また、「赤ちゃんの駅」登
録事業では、外出中に授乳や
オムツ替えなどで立ち寄るこ
とができる施設が404施設と
なるなど、子育て家庭が安心
して外出できる環境づくりを
さらに進めた。

【課題】
　引き続き、地域社会全体で
子育てを支援する環境づくり
を進めることが必要。

順調

　身近な地域における子育て
を支えるネットワークづくり
など、地域社会全体で子育て
を支援する環境づくりを進め
る。また、子育て家庭の状況
に応じて、必要な人に必要な
支援を適切に行うことのでき
る環境づくりを進める。
　子育てに悩みや不安を持つ
保護者が、分かりやすく利用
しやすい相談体制を整備す
る。

課
長

15,326 0.10

0.01

Ⅰ-1-
(1)-⑥

地域など
と行政の
連携・協
働による
子育て支
援の推進

職
員

0.30 人

人

人

人0.10

0.10

0.30

課
長

0.10

係
長

係
長

職
員

課
長

職
員

係
長

仕事の都合や子どもの
軽い病気の時に、ボラ
ンティア組織「ほっと
子育てふれあいセン
ター」の会員間で子ど
もの預かりや送迎な
ど、子育て支援サービ
スの充実を図る。

4,400

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

平成26年度
(51.3%)比

増加

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合

※「現状値」及び「中間目
※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

総務
企画
課

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

赤ちゃんの駅登
録事業

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

－

官民が協力して、乳幼
児を持つ保護者が外出
した際、授乳やオムツ
替えができる施設を
「赤ちゃんの駅」とし
て登録し、子育て中の
親が安心して外出でき
る環境づくりを行う。

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

乳幼児の親同士が交流
を通じて、自主的な活
動を行えるよう育児
サークルを支援する。
また、自由に参加・利
用できるフリースペー
スの活動を支援すると
ともに、地域で子育て
をしやすいシステムづ
くり、仲間づくりを支
援する。

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

子育
て支
援課

平成26年度
(25.6%)比

減少

1,300

平成26年度
(51.3%)比

増加

0.30 人

人

0.10

　赤ちゃんの駅の登録施設が
累計で404施設となり、目標
（371施設）を大幅に増加し
た。
　また、本市発祥のシンボル
マークを使用している自治体
数も１３自治体増加した。
　以上のことから、「大変順
調」と判断。

平成26年度
(51.3%)比

増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

－

平成25年度
(57.9%)比

増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

平成25年度
(30.5%)比

減少

－

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

　市民アンケートにおける
「子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合」
は前年度51.3%に対し、
49.0％と減少しているが、
「子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の保
護者）」は前年度25.6%に対
し、23.9％と減少している。
　子育てに係る団体への補助
金件数は120件で、前年度よ
りも増加（１割増）してお
り、地域の子育て支援のニー
ズに沿った事業と判断され
る。
　以上のことから「順調」と
判断。

－

5,477

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

－

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

子育てが地域の人
に支えられている
と感じる人の割合

みんなの子育
て・親育ち支援
事業

24

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

平成25年度
(57.9%)比

増加

－

子育てが地域の人
に支えられている
と感じる人の割合

23

子育
て支
援課

ほっと子育てふ
れあい事業

22

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

平成25年度
(57.9%)比

増加

1,277

6,4005,105

1,372

順調

大変
順調

5,416
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

94 園

実
績

94 園

達
成
率

100.0 ％

91.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（91.3%）比

向上

実
績

89.6 ％

達
成
率

120.8 ％

91.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（91.3%）比

向上

実
績

89.6 ％

達
成
率

120.8 ％

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

実
績

89.3 ％

達
成
率

105.8 ％

　幼児教育振興助成補助金等
は、施設の設備や備品等の購
入など全私立幼稚園で活用さ
れ幼児教育環境の充実に寄与
した。
　また、全施設において預か
り保育を実施するなど子育て
支援事業を実施した。
　各施設においても、地域の
保護者のニーズに応じた子育
て支援事業を実施している。
　以上のことから「順調」と
判断。

順調6,190299,851311,968319,721

人

人

人

0.40

【評価理由】
　以下の取り組みにより、幼
稚園に対する満足度　（教
育・保育の内容）および保育
所に対する満足度　（教育・
保育の内容）のいずれも前年
度に比べ向上したことによ
り、「順調」と判断。
　全私立幼稚園において幼児
教育振興助成補助金等が活用
され、また全施設において預
かり保育を実施するなど子育
て支援事業の充実が図れた。
　保幼小連携事業を実施する
施設の割合は増加傾向にあ
り、保幼小連携研修会の参加
人数も増加した。

【課題】
　本市の幼児教育のさらなる
振興を図るため、私立幼稚園
への助成制度を継続すること
が必要。
　校区により連携の内容や頻
度にばらつきが見られるた
め、連携をより組織的・体系
的に進めることが必要。

　保育所、幼稚園等と小学校
間が連携し、保育所・幼稚園
等の保育環境から、小学校の
学習環境への円滑な接続を図
る。
　特別な支援が必要な子ども
への対応など子育て支援機能
の充実に取り組む。
　公私立幼稚園合同研修等幼
児教育の質の向上を図る。

平成26年度
(84.4%)比

増加

人

係
長

職
員

人

係
長

課
長

0.25

0.06

保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

平成26年度
(74.2%)比

向上

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

幼稚園に対する満足度
（教育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

幼稚
園・
こど
も園
課

幼児教育の振
興・子育て支援
機能の充実

幼稚
園・
こど
も園
課

25

Ⅰ-1-
(2)-① 

幼児教育
の充実

26
保育所、幼稚
園、小学校の連
携

本市の幼児教育の振興
と子育て支援機能の強
化を図るため、私立幼
稚園での幼児教育環境
の整備（施設の設備や
備品・教材等の購入な
ど）や預かり保育、子
育て相談、体験保育な
どの子育て支援機能の
充実に対する助成を行
う。

人
　保幼小連携担当者名簿等の
作成・活用などにより保幼小
連携事業を実施する保育所、
幼稚園、小学校の割合は目標
どおりの97%を達成した。
　また、保幼小連携研修会の
参加人数も前年度に比べ50人
増の570人となっており、連
携の必要性の意識向上に寄与
した。
　以上のことから、「順調」
と判断。

0.05

保育所、幼稚園の保育
環境から小学校の学習
環境への円滑な接続を
図るため、公私、保幼
小の代表者で構成する
「保幼小連携推進連絡
協議会」を設置し、年
2回協議を行います。
また、保幼小連携担当
者を対象に研修会を実
施する。

預かり保育の実施
園

94園
(H26年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

幼稚園に対する満足度
（教育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

―

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

0.35527

平成26年度
(74.2%)比

向上

548652

0.50

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

7,825

課
長

職
員

順調

順調
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

3,200 人
平成25年度
（6,342人）

比増加

課
長

0.10 人

実
績

5,279 人 5,415 人
係
長

0.50 人

達
成
率

165.0 ％ 102.6 ％
職
員

0.00 人

目
標

24 件

実
績

36 件 35 件

達
成

率 ― ％ 145.8 ％

目
標

実
績

2 件

達
成

率 66.7 ％

目
標

実
績

11.47 ％

達
成
率

― ％

目
標

500人
(H31年度)

実
績

291 人

達
成
率

120.7 ％

目
標

実
績

38.0 ％

達
成

率 ― ％

目
標

7.0人
(H31年度)

実
績

9.6 人 7.9
（暫定値） 人

達
成

率 ― ％ ― ％

目
標

10 人
平成25年度
（10人）
比増加

実
績

17 人 17 人

達
成

率 170.0 ％ 100 ％

6,342人
(H25年度)

222人
(H25年度)

38.1%
(H25年度)

11.0人
(H25年)

29

人

人

人

0.15

0.15

0.10

職
員

係
長

課
長

　就労体験参加数はＨ26年度
416人に比べ、Ｈ27年度は363
人で前年度を下回っている
が、ボランティアやコミュニ
ケーション講座などの全プロ
グラムの参加者数は前年度比
同水準であった。
　なお、「ＹＥＬＬ」利用者
に占めるプログラムの参加者
の割合は前年度より増加しい
る。
　さらに、就労や就学などの
実績は２９１人（前年度５０
人増）となった。
　以上のことから、「順調」
と判断。

順調3,77523,29123,73723,343

　次代を担う青少年が社会と
の関わりを自覚し、自己を確
立・向上していけるよう、引
き続き、青少年に社会体験活
動等の機会や場を提供する。
また、青少年の体験活動を支
える青少年施設のあり方の検
討を進める。
　青少年を有害環境から守る
ため、地域と連携し、有害環
境の浄化とともに、非行防止
に取り組む。
　警察や薬剤師会、地域団体
等との連携を図り、薬物乱用
防止教室や各種キャンペーン
等を行い、危険ドラッグをは
じめとする薬物乱用の撲滅機
運を高めるための取り組みを
推進する。

人

人

1.00

2.00 人

人

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

平成26年度
（241人）
比増加

職
員

6,150

25,875

課
長

24,361 24,765

3.57%
(H25年度)

―

社会生活を円滑に
営む上での困難を
抱えている若者の
割合

平成25年度
（3件）比

増加

―

若者による自主企
画事業の数

※活動指標へ移行

3件
(H25年度)

―

係
長

0.50

　再犯率は増加しているが、
再犯者数は前年対比１４人減
少しており、母数を構成する
少年検挙補導人員の減少と初
犯者数の減少により、再犯率
が増加したものと考える。
　「非行防止教室の開催」や
「少年補導委員補導活動」を
活発に行ったことにより、少
年非行の大きな指標となる
「非行者率」が減少してい
る。
　以上のことから「順調」と
判断。

　施設の開所から３年が経過
し、開所による効果が落ち着き
施設の利用者数が前年度を下回
る中、文化祭や音響を学ぶ講習
会など事業の種類を増やし、内
容の充実を図った。
　その結果、若者向け事業への
参加者数は２，５１３人（前年
度比９８８人増）となった。
　また、体験活動等の機会や場
の提供については、前年度同水
準を維持している。
　以上のことから、「順調」と
判断。

　様々な関係機関と連携し、
充実したボランティア活動を
推進した。
　ボランティア活動の参加者
についても、継続的に参加す
る者が増加した。
　以上のことから、「順調」
と判断。

1,876

30

青少年ボラン
ティアステー
ション推進事業

「北九州市『青
少年の非行を生
まない地域づく
り』推進本部」
運営事業

「ユースステー
ション」運営費

27

子ども・若者応
援センター
「YELL」の運営

青少年ボランティアステー
ションにおけるボランティ
ア体験活動者数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

機会や場の
提供の増加

平成26年度
（5,279人）

比増加

青少年への社会体
験活動等の機会や
場の提供

21件
(H25年度)

27,648

1.00

青少
年課

社会の構成員としての規範意
識や他者への思いやり等の豊
かな人間性を育むとともに、
社会性や協調性等を身に付け
ることができるよう、青少年
が行うボランティア活動を支
援・促進します。
①ボランティア活動の推進：
青少年が参加できるボラン
ティアプログラムの開発及び
関係機関・団体等への働きか
けを行います。
②社会参加ボランティアの実
施：関係機関と連携しなが
ら、ボランティア活動を通し
た青少年の社会的自立を支援
します。
③リーダーの養成や登録：ボ
ランティア活動の知識や実践
力を育て、活動を支援できる
リーダーの養成及び登録を行
います。

青少
年課

中学生・高校生を中心
とした若者の活動拠点
となり、社会参加準備
のためのさまざまな活
動を体験することがで
きる施設として「ユー
スステーション」の運
営を行う。

1,949

42,400

Ⅰ-1-
(4)-①

青少年の
健全育
成・非行
を生まな
い地域づ
くり

28

青少
年課

1,887

―

少年人口1,000人あたりの
検挙補導人員を表す非行者
率（暦年統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

39,950

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

平成25年
(11.0人)比

減少

平成26年度
(17人)と同

水準

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

人

31,687

10人
(H25年)

係
長

職
員

「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち
直り』支援」「Ⅲ薬物
乱用の防止と啓発」
「Ⅳ地域団体・関係機
関との連携強化」の４
つの柱をたて、就労支
援の取り組みを強化す
るなど、青少年の非行
防止施策を総合的かつ
積極的に展開する。

29,830

平成26年
(9.6人)比

減少

北九州市協力雇用主見舞金
登録者数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

14歳以上の検挙補導人員に
再犯者が占める割合（暦年
統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

不安定な雇用やニート（若
年無業者）、不登校やひき
こもり等、雇用情勢の悪化
や経済的格差の拡大、家族
や周囲との円滑なコミュニ
ケーションの欠如などによ
り、将来を見通せない不安
の中で、社会生活を円滑に
営む上での困難を抱えてい
る子どもや若者が増加して
いる。
　そのため、困難を抱える
子どもや若者を総合的にサ
ポート（コーディネート）
していく総合相談窓口『子
ども・若者応援センター
「ＹＥＬＬ」』を設置し、
自立を支援する。

青少
年課

人

1.25

課
長

1.30

順調

順調

順調

「YELL」来所相談者の就業
等実績（累計数）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

平成25年
(38.1%)比

減少

【評価理由】
　以下の取り組みにより、
「少年人口1,000人あたりの
検挙補導人員を表す非行者率
（暦年統計）」が減少するな
ど、地域社会全体で青少年を
健やかに育む環境づくりを進
められたことから、「順調」
と判断。
　青少年ボランティアステー
ション推進事業では、年間を
通じてボランティア活動情報
の提供や活動調整、活動支援
に努めた結果、ボランティア
事業・活動者数ともに増加し
た。
　ユースステーションでは、
利用者は昨年度より減少した
ものの、「若者向け事業への
参加者数」(前年度比約1,000
人増の2,513人）「若者によ
る自主企画事業の数」（前年
度比2件増の4件）ともに大幅
に増加するなど、子どもや若
者が豊かな社会性を身につ
け、自立できる力を育むため
の環境づくりを進めた。
　ひきこもり等悩みや課題を
抱える子どもや若者とその家
族等に対する総合的なサポー
トや非行防止教室の実施等青
少年の非行防止や立ち直り支
援を推進した。

【課題】
　小・中学校の子どもたち
が、さらに参加しやすいボラ
ンティア事業を推進していく
必要がある。

順調

平成25年度
（5.36%）
比減少
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

人数

H27年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H26年度

H26年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

目
標

実
績

11.47 ％

達
成
率

― ％

目
標

実
績

2,663 件 2,237 件

達
成
率

84.0 ％

目
標

実
績

11.47 ％

達
成
率

― ％

目
標

500人
(H31年度)

実
績

291 人

達
成
率

120.7 ％

目
標

実
績

38.0 ％

達
成
率

― ％

目
標

7.0人
(H31年度)

実
績

9.6 人 7.9
（暫定値） 人

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

10 人
平成25年度
（10人）
比増加

実
績

17 人 17 人

達
成
率

170.0 ％ 100 ％

―
平成26年度
（2,663件）

比増加

―

平成25年度
（5.36%）
比減少

平成25年
(11.0人)
比減少

順調

平成25年
(38.1%)比

減少

平成26年
度(17人)
と同水準

人

順調

1.30

1.00

順調

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

31,687

2,9001,128

　再犯率は増加しているが、
再犯者数は前年対比１４人減
少しており、母数を構成する
少年検挙補導人員の減少と初
犯者数の減少により、再犯率
が増加したものと考える。
　「非行防止教室の開催」や
「少年補導委員補導活動」を
活発に行ったことにより、少
年非行の大きな指標となる
「非行者率」が減少してい
る。
　以上のことから「順調」と
判断。

39,950

平成26年
(9.6人)比

減少

29,830
※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

少年人口1,000人あたりの
検挙補導人員を表す非行者
率（暦年統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

子ども・若者応援
センター「YELL」
の相談件数

2,366件
(H25年)

H25年度
（2,366人）

比増加

平成22年度
(7.37%)比減

少

社会生活を円滑に
営む上での困難を
抱えている若者の
割合

3.57%
(H25年度)

青少
年課

不安定な雇用やニート
（若年無業者）、不登
校やひきこもり等、雇
用情勢の悪化や経済的
格差の拡大、家族や周
囲との円滑なコミュニ
ケーションの欠如など
により、将来を見通せ
ない不安の中で、社会
生活を円滑に営む上で
の困難を抱えている子
どもや若者が増加して
いる。そこで、若者の
ための応援環境づくり
を推進する。

青少
年課

14歳以上の検挙補導人員に
再犯者が占める割合（暦年
統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容「Ⅰ非行防止対策」

「Ⅱ非行からの『立ち
直り』支援」「Ⅲ薬物
乱用の防止と啓発」
「Ⅳ地域団体・関係機
関との連携強化」の４
つの柱をたて、就労支
援の取り組みを強化す
るなど、青少年の非行
防止施策を総合的かつ
積極的に展開する。 北九州市協力雇用主見舞金

登録者数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

11.0人
(H25年)

38.1%
(H25年度)

0.10

0.10

人

Ⅰ-1-
(4)-③ 

若者の自
立支援

31

33

若者のための応
援環境づくり推
進事業

子ども・若者応
援センター
「YELL」の運営

「北九州市『青
少年の非行を生
まない地域づく
り』推進本部」
運営事業

32

2.00

　若者向けホームページ(応
援サイト「ＹＥＬＬ」及び結
婚情報サイト「Ｌｉｆｅ」）
のアクセス件数は16,872件
で、前年度から6,114件減少
した。
　一方で、事業の柱の一つで
ある「ユースアドバイザー養
成講習会」は内容の見直しを
行い、参加者増（43名、前年
度8名増加）となった。
　また、子ども･若者応援セ
ンター「ＹＥＬＬ」の相談件
数は前年度を426件下回った
が、支援プログラムの参加者
の割合は前年度46.3%に比べ
53.0%と増加していることか
ら、「順調」と判断。

【評価理由】
　以下の取り組みにより、社
会生活を円滑に営む上で困難
を抱えている若者に対し、自
立を支援する環境づくりを進
めることができたことから、
「順調」と判断。
　若者向け情報サイトのアク
セス数は減少したが、ユース
アドバイザー養成講習会実施
による支援者のスキル向上な
どを図ったことで、困難を抱
える若者への支援に一定の効
果があったと考える。
　また、「子ども・若者応援
センター『ＹＥＬＬ』」の相
談件数は若干減少したが、就
労や就学などにつながった人
が291人（前年度50人増）と
なるなど、若者の自立が進ん
でいる。

【課題】
　社会生活を円滑に営む上
で、困難を抱えている若者の
割合が増えており、今後も、
継続的な支援が必要。

職
員

課
長

係
長42,400

1,496

0.10

人

人

人

人

課
長

係
長

職
員

―

1,655

　現代の若者の悩みやトラブ
ルは複合化・複雑化してお
り、不安定な雇用やニート
（若年無業者）、ひきこもり
などに対応するためには、従
来の個別分野における対応で
は限界がある。若者が自立で
きるまで、継続性のある有効
な支援を行っていくため、教
育、福祉、保健・医療、矯
正・更生保護、雇用等の関連
機関・団体が連携し、若者を
総合的にサポートする環境づ
くりを行う。
　警察や保護司会、協力雇用
主会等、関係機関・団体との
連携を図り、非行相談や、家
庭環境等に問題を抱える青少
年の居場所づくり、非行歴の
ある青少年の就労支援等、地
域の理解を深め、非行からの
立ち直りを支えるための取り
組みを推進する。

10人
(H25年)

平成26年度
（241人）
比増加

青少
年課

不安定な雇用やニート（若
年無業者）、不登校やひき
こもり等、雇用情勢の悪化
や経済的格差の拡大、家族
や周囲との円滑なコミュニ
ケーションの欠如などによ
り、将来を見通せない不安
の中で、社会生活を円滑に
営む上での困難を抱えてい
る子どもや若者が増加して
いる。
　そのため、困難を抱える
子どもや若者を総合的にサ
ポート（コーディネート）
していく総合相談窓口『子
ども・若者応援センター
「ＹＥＬＬ」』を設置し、
自立を支援する。

社会生活を円滑に
営む上での困難を
抱えている若者の
割合

人

順調

3.57%
(H25年度)

平成25年度
（5.36%）
比減少

―

23,343 23,737

222人
(H25年度)

　就労体験参加数はＨ26年度
416人に比べ、Ｈ27年度は363
人で前年度を下回っている
が、ボランティアやコミュニ
ケーション講座などの全プロ
グラムの参加者数は前年度比
同水準であった。
　なお、「ＹＥＬＬ」利用者
に占めるプログラムの参加者
の割合は前年度より増加して
いる。
　さらに、就労や就学などの
実績は２９１人（前年度５０
人増）となった。
　以上のことから、「順調」
と判断。

係
長

0.15 人

「YELL」来所相談者の就業
等実績（累計数）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

職
員

0.15 人

23,291 3,775

課
長

0.10
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

実
績

38.0 ％

達
成
率

― ％

目
標

7.0人
(H31年度)

実
績

9.6 人 7.9
（暫定値） 人

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

10 人
平成25年度
（10人）
比増加

実
績

17 人 17 人

達
成
率

170.0 ％ 100 ％

38.1%
(H25年度)

11.0人
(H25年)

10人
(H25年)

　青少年を有害環境から守る
ため、地域と連携し、有害環
境の浄化とともに、非行防止
に取り組む。
　警察や薬剤師会、地域団体
等との連携を図り、薬物乱用
防止教室や各種キャンペーン
等を行い、危険ドラッグをは
じめとする薬物乱用の撲滅機
運を高めるための取り組みを
推進する。

Ⅱ-1-
(3)-⑤

非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

人

31,687

人
課
長

係
長

職
員

1.30

人1.00

―

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

青少
年課

「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち
直り』支援」「Ⅲ薬物
乱用の防止と啓発」
「Ⅳ地域団体・関係機
関との連携強化」の４
つの柱をたて、就労支
援の取り組みを強化す
るなど、青少年の非行
防止施策を総合的かつ
積極的に展開する。

少年人口1,000人あたりの
検挙補導人員を表す非行者
率（暦年統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

北九州市協力雇用主見舞金
登録者数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

14歳以上の検挙補導人員に
再犯者が占める割合（暦年
統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

平成25年
(11.0人)
比減少

【評価理由】
　以下の取り組みにより、
「少年人口1,000人あたりの
検挙補導人員を表す非行者率
（暦年統計）」が減少するな
ど、地域社会全体で青少年を
健やかに育む環境づくりを進
められたことから、「順調」
と判断。
　「北九州市青少年の非行を
生まない地域づくり」推進本
部では、関係行政機関、団体
の連携が図られ、各種施策を
計画どおりに進めることがで
きた。
　非行防止教室等の参加者数
も大幅に増加し、また、就労
支援プログラムの実施件数も
増加した。

【課題】
　引き続き非行防止・立ち直
り支援を重点的に取り組むこ
とが必要。

順調

2.00

39,95034

「北九州市『青
少年の非行を生
まない地域づく
り』推進本部」
運営事業

平成26年
度(17人)
と同水準

42,400 29,830

平成26年
(9.6人)比

減少

　再犯率は増加しているが、
再犯者数は前年対比14人減少
しており、母数を構成する少
年検挙補導人員の減少と初犯
者数の減少により、再犯率が
増加したものと考える。
　「非行防止教室の開催」や
「少年補導委員補導活動」を
活発に行ったことにより、少
年非行の大きな指標となる
「非行者率」が減少してい
る。
　以上のことから「順調」と
判断。

平成25年
(38.1%)比

減少

順調
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

平成20年度
（374件）比

減少

実
績

454 件

達
成
率

― ％

目
標

平成25年度
（380件）比

減少

実
績

606 件

達
成
率

― ％

目
標

平成25年度
（380件）比

減少

課
長

0.01 人

実
績

454 件 606 件
係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

0.15 人

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％

達
成
率

― ％

64.3%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（64.3%）比

減少

実
績

30.2 ％

達
成
率

― ％

目
標

平成20年度
（374件）比

減少

実
績

454 件

達
成
率

― ％

目
標

平成25年度
（380件）比

減少

実
績

606 件

達
成
率

― ％

374件
(H20年度)

380件
(H25年度)

374件
(H20年度)

380件
(H25年度)

380件
(H25年度)

　育児不安の軽減を図るな
ど、児童虐待の発生予防に取
り組み、虐待に至る前に適切
な支援を行う。
　児童虐待が深刻化する前に
早期発見・早期対応に取り組
み、子どもの安全を守るため
の一時保護や被虐待児のケ
ア、家族再統合に向けた保護
者への支援等を行うことで児
童虐待の防止に努める。

35

人

2.00 人
係
長

人

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

0.60

課
長

係
長

職
員

職
員

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

課
長

18,061 14,736

2.00

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

46,500

平成25年度
（380件）
比減少

平成26年度
（454件）
比減少

　小児救急病院に児童虐待
コーディネーターを配置し、
児童虐待対応のためのマニュ
アルを完成させた。
　また、児童虐待対応向上の
ための教育研修を実施した。
　児童虐待対応の体制整備が
進んでいるため、「順調」と
判断。

2,5494,500

1.00

37

36

児童虐待対応件数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

6,075

13,928

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

平成26年度
（454件）比

減少

1,310

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

【評価理由】
　以下の取り組みにより、
「子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合」が、就学前児
童・小学生の保護者のいずれ
も前年度に比べ減少したこと
により、「順調」と判断。
　児童虐待の発生予防・早期
発見のため、関係職員に対す
る研修会を実施するなど関係
機関との連携強化を図り、迅
速かつ適切に対応した。
　また、児童虐待防止医療
ネットワーク事業を推進する
ため、児童虐待対応向上のた
めの教育研修を実施した。
　また、「子ども・家庭相談
コーナー」では、子育て等に
関する相談に応じ、関係機関
と連携しながら、必要な対応
を行う等、相談者の不安や負
担感の軽減ができていると考
えている。

【課題】
　虐待を受けた子どもの心の
ケアや虐待を行った保護者等
への再発防止策の対応が必
要。

2,240

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

人

人

87,899 82,433 85,388

　児童虐待対応件数は、増加
傾向にあり、その相談内容は
複雑化している。
　子ども・家庭相談コーナー
では関係機関と連携して、そ
れぞれの内容に応じた支援・
対応を行い、相談者の不安や
負担感の軽減を図っている。
　以上のことから「順調」と
判断。

順調

　市民や関係機関職員を対象
とした児童虐待問題連続講
座、児童虐待対応リーダー養
成研修等を実施した結果、虐
待通告への意識が向上し、結
果的に児童虐待対応件数が平
成27年度で606件と、前年度
（平成26年度：454件）に比
べ152件（33.5%）増加したと
考えている。
　件数自体は増加している
が、児童の所属や警察等、関
係機関と連携しながら、児童
虐待の早期発見や早期対応な
ど、虐待が深刻化する前に適
切な支援が出来る体制づくり
が進んでいると考え「順調」
と判断。

人

0.05

0.10

平成25年度
(30.5%)比

減少

平成26年度
（454件）比

減少

平成25年度
（380件）
比減少

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

平成25年度
(31.6%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

各区役所に「子ども・
家庭相談コーナー」を
設置し、子どもと家庭
に関するあらゆる相談
をひとつの窓口で受
け、母子家庭の自立支
援、ＤＶ被害者対応、
児童虐待等、それぞれ
の相談に応じた支援・
対応を行うとともに、
必要に応じて他の機関
のサービス・支援へと
つなげる。

児童虐待の早期発見及
び被虐待児童の迅速か
つ適切な保護を行うた
め、関係機関との連携
強化を図り、児童虐待
の防止等のために必要
な体制を整備するとと
もに、関係機関等の職
員の研修及び広報活動
を行う。

児童虐待防止
（子どもの人権
擁護）推進事業

子ども・家庭相
談コーナー運営
事業

子育
て支
援課

児童虐待の早期発見、
早期対応につなげるた
め、中核的な小児救急
病院等に児童虐待コー
ディネーターを配置
し、地域の医療機関か
ら児童虐待対応に関す
る相談への助言を行う
など、医療機関を中心
としたネットワークを
構築し、児童虐待対応
への必要な体制整備を
行う。

子育
て支
援課

Ⅱ-3-
(1)-④

子どもの
人権の尊
重

児童虐待防止医
療ネットワーク
事業

平成25年度
（380件）比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

子ど
も総
合セ
ン
ター

児童虐待対応件数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

児童虐待対応件数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

児童虐待対応件数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

児童虐待対応件数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

順調

順調

順調
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

H26年度

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

H27年度 人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

90.4%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（90.4%）比

向上

実
績

79.1 ％

達
成
率

100.8 ％

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

実
績

89.3 ％

達
成
率

105.8 ％

人

人

人

0.20

0.10

0.10
課
長

保護者の就労形態の多
様化等に対応するた
め、保育所の保育時間
を午後7時もしくは8時
まで延長する「延長保
育」の充実を図る。ま
た、保護者のパート就
労や育児リフレッシュ
等の理由により、一時
的に家庭での保育が困
難となる児童を保育所
において保育する「一
時保育」の充実を図
る。さらに、保育所の
通常保育に加え、延長
保育や一時保育におい
ても、統合保育の可能
な障害のある児童の受
け入れを行う「障害児
保育」の充実を図る。

保育
課

特別保育事業補
助

3,6501,362,412673,107776,332

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

38

Ⅳ-3-
(2)-②

女性が活
躍する産
業都市づ
くりの推
進

　子どもの生活リズムに十分
配慮しながら、幼稚園におけ
る預かり保育や保育所におけ
る延長保育、休日保育など、
多様なニーズに対応した保育
サービスの充実を図る。

【評価理由】
　保護者の働き方や地域の実
情に応じた多様な保育を提供
するため、延長保育や一時保
育、障害児保育といった特別
保育や、病児・病後児保育の
充実を図ったことから、「保
育所に対する満足度　（教
育・保育の内容）」が前年度
に比べ向上したことにより、
「順調」と判断。

【課題】
　引き続き、多様化する保育
ニーズの対応に努めることが
必要。

順調

　平成27年度は、新たに3施
設が延長保育事業（1時間延
長）を実施したほか、1施設
が延長保育の時間を1時間か
ら2時間に延長した。その結
果、平成27年度の延長保育全
体の延べ利用児童数は17,745
人であり、多様化する就労形
態への対応として高い効果が
あった。
　また、平成27年度は新たに
5施設で一時保育を実施し
た。その結果、全76施設にお
いて年間延べ23,234人の児童
が一時保育を利用した。
　以上のことから「順調」と
判断。

順調

保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

職
員

係
長

保育所に対する満足度（教
育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

平成26年度
(84.4%)比

向上

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

平成25年度
(78.5%)比

向上

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）
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環境局 

平成27年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

80.0 ％ 81.0 ％
課
長

0.10 人

実
績

67.6 ％ 66.1 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

84.5 ％ 81.6 ％
職
員

0.50 人

目
標

97 回 97 回
課
長

0.15 人

実
績

80 回 356 回
係
長

0.30 人

達
成
率

82.5 ％ 367.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

4,000 人 5,000 人
課
長

0.15 人

実
績

2,424 人 2,774 人
係
長

0.30 人

達
成
率

60.6 ％ 55.5 ％
職
員

0.25 人

目
標

20.0 ％ 8.0 ％

実
績

4.1 ％ 5.5 ％

達
成
率

20.5 ％ 68.8 ％

目
標

実
績

達
成
率

やや
遅れ

6,60021,50014,55316,019

　市民一人ひとりが環
境との関わりを理解
し、より良い環境・地
域づくりへの意識を
もって行動を起こすこ
とのできる環境人財を
育むため、「環境首都
検定」をはじめとする
施策に取組む。

　現在の取組みに加え、イン
ターネット、印刷物等の様々
な媒体を活用した幅広い市民
への情報発信の強化を行う。
また、環境学習施設間の連携
を促進し、環境学習プログラ
ムの強化・創出を図る。

　平成２７年度から若松の環
境･コミュニティセンターで
のサポーター活動を始めたこ
とにより、出張ミュージアム
の回数は大幅に増加し目標値
を上回ったため、「順調」と
した。

順調9,22575,63375,836
　環境ミュージアム及び北九
州エコハウス維持管理業務に
ついては、今後も継続して活
動の充実化を図り、地域の環
境リーダーを育むため、環境
ミュージアムスタッフやその
他ボランティア・団体との協
働、得意分野等を活かした活
動の拡がりを目指す。
　環境人材育成事業について
は、小学校受検の拡大を中心
に、一般を含む団体受検の増
加に取り組み、受検者の増加
を目指す。

【評価理由】
　環境ミュージアム及び北九
州エコハウス維持管理業務に
ついては、若松の環境･コ
ミュニティセンターでの新た
な活動など、着実に活動の場
を拡げている。また、環境人
財育成事業については、環境
首都検定団体受検の増加を目
指し、継続的に学校関係を中
心に啓発やPR活動を行った結
果、小学校受検が増加してき
ている。小学校以外の団体受
検も増加し、総受検者数は、
前年を上回っているため、
「順調」と判断。

【課題】
　環境ミュージアムスタッフ
やその他ボランティア・団体
等との協働を進めるなど、今
後もさらに活動の充実化を図
る必要がある。
　環境首都検定については、
啓発やＰＲ活動の機会をさら
に増やすなど、小学校受検と
ともに一般受検者も増加する
よう工夫する必要がある。

順調

　小学校受検が増加し、総受
検者数は昨年度実績を上回っ
たが、成果指標の目標値には
届いてないため、「やや遅
れ」と判断。

1

Ⅰ-3-
(3)-① 
北九州環
境みらい
学習シス
テムの推
進

【評価理由】
　エコツアーや環境学習コン
シェルジュによる情報発信等
を通じて、多くの市民へ環境
学習を提供し、市民環境力向
上への一助となったため、
「順調」と判断。

【課題】
　環境コンシェルジュによる
楽しく効果的な学習への支援
や、情報発信のさらなる拡大
を行い、より多くの市民のラ
イフスタイルの変革につなげ
る必要がある。

順調

　成果指標の目標には届かな
かったが、ライフスタイルの
変革のきっかけとなるエコツ
アーは継続的に実施されてい
ること、また「環境学習コン
シェルジュ」（H26年12月設
置）による環境学習の支援、
環境学習情報誌の発行等、楽
しく効果的な学びを提供でき
たことなどから「順調」と判
断。

順調7,9004,9395,458

本市の恵まれた自然や
充実した環境関連施設
等を結びつけ、多世代
の市民が意欲や能力に
応じて、エコツアーな
どまち全体で楽しく環
境学習が行える仕組み
づくりを行う。

環境
学習
課

北九州環境みら
い学習システム
推進事業

6,914

環境
学習
課

環境人財育成事
業

北九州市環境首都
検定の受検者数

80回
（H26年
度）

97回
（H30年
度まで
毎年
度）

2,424人
（H26年
度）

5,500人
（H28年
度）

―

3

Ⅰ-3-
(3)-② 
環境人材
のスキル
アップと
活用

　北九州市の環境の取
組みの歴史を継承する
とともに、本市の環境
力をさらに高めるた
め、学習・情報発信・
活動の３つの機能を備
えた、環境学習拠点
「環境ミュージアム」
及び家庭での省エネ型
のライフスタイルを提
案する「北九州エコハ
ウス」等の管理運営を
行う。

環境
学習
課

環境ミュージア
ム及び北九州エ
コハウス維持管
理業務

2

市民のESD活動の認
識の向上と活動の
普及

Ⅰ-3-
(3)-③ 
ＥＳＤの
推進

ＥＳＤ活動支援
事業

4

　持続可能な社会の構
築を図るため、国連な
ど世界規模で進められ
ている「持続可能な開
発のための教育（ＥＳ
Ｄ）」を、北九州ESD
協議会を中心に、市
民、企業、大学等と連
携しながら推進する。
具体的には、あらゆる
人々が地域等における
様々な課題に気付き、
つながり、既に実践し
ている活動等にESDの
視点を加えて、暮らし
や社会のあり方等を変
えていく人づくり・学
びあいの場づくりを進
める。

―

 4.1%
（H23年
度)

環境
学習
課

アンケート調査に
おけるＥＳＤ認知
度

順調

  認知度については、全国水
準と同程度ではあるものの、
高い水準にあるとは言えない
状況である。
　一方で平成27年度は、北九
州ESD協議会を中心に産学官
民が協働で、北九州地域のあ
らゆる主体にESDを普及させ
るための5年間の行動計画
「北九州ESDアクションプラ
ン」を策定するとともに、
ESD普及のための推進体制の
整備に取組んでおり、全市を
挙げてのESD普及の基盤がで
きたことから、総合的には
「順調」と判断。

人

人

人

0.60

0.30

13,95014,556

― ―

75,910

20.0%
（H36年

度)

認識の
向上と
活動の
普及

―

17,441

環境ミュージアム
サポーターによる
出張ミュージアム
回数

H26年度 人数

行動変革を実行す
る市民環境力を醸
成・向上させる

65.7%
(H23年
度)

95.0%
(H42年
度)

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

課
長

―

0.60

事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

16,062

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

―

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

【評価理由】
　ESDの認知度は目標を下
回っているため今後も市民に
対して普及・啓発が必要だ
が、平成27年度は北九州ESD
アクションプラン策定、産学
官民の連携強化、推進体制の
整備など、多くの取組を実施
し、北九州のESDの新たなス
タートを切れたことから、総
合的には「順調」と判断。

【課題】
　環境未来都市の実現を目指
し、その基盤となる持続可能
なまちづくりに向けて、ESD
活動の全市的普及を強化する
必要がある。

  「北九州ESDアクションプ
ラン」を基に、ESDのさらな
る理解及び普及促進のため、
既存のESD活動の継続・強化
に加え、北九州地域全体で
ESDを推進するための体制整
備、市民を巻き込む新たな取
組みの創出を図る。

H27年度

係
長

職
員

順調
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

5 件 5 件
課
長

0.10 人

実
績

6 件 6 件
係
長

0.10 人

達
成
率

120.0 ％ 120.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

450 人 450 人
課
長

0.10 人

実
績

1,209 人 1,313 人
係
長

0.10 人

達
成
率

268.7 ％ 291.8 ％
職
員

0.30 人

目
標

125,000 人 138,000 人

実
績

135,276 人 137,863 人

達
成
率

108.2 ％ 99.9 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

48 ％ 48 ％

達
成
率

80.0 ％ 80.0 ％

目
標

10 件 10 件
課
長

0.05 人

実
績

9 件 8 件
係
長

0.30 人

達
成
率

90.0 ％ 80.0 ％
職
員

0.30 人

　引き続き、国や国際機関等
の補助事業を活用するととも
に、KITAやJICAなどの関係機
関との連携を図りながら事業
を推進していく。

3,751

1,530

4,006

北九州エコプレミ
アム選定件数
（単年度）

９件
累計190件
（H26年度）

まち美化ボラン
ティア清掃参加者
数（単年度）

累計200件
（H28年
度）

環境
産業
推進
課

市内で生産されている
環境配慮型製品や環境
負荷低減に寄与する
サービスを「北九州エ
コプレミアム」として
選定し、広くPRを行う
ことにより、その販売
促進の支援を行う。

5,342

Ⅲ-1-
(1)-③ 
まち美化
活動の拡
充

まち美化等啓発
事業

業務
課

北九州市空き缶等の散
乱の防止に関する条例
（まち美化条例）に基
づき、ポイ捨てのない
清潔で美しいまちづく
りを推進するため、市
民や企業、ボランティ
ア団体等と連携し、ま
ち美化事業を実施す
る。市民の環境美化に
対する関心及びモラ
ル・マナーの向上を図
り、「世界の環境首
都」に相応しい清潔で
美しいまちづくりを推
進する。

アンケート調査に
おける地域でのま
ち美化清掃実行の
割合

48%
(H27年
度)

138,000人
（H28年
度）

新規環境産業創
出事業（北九州
エコプレミアム
産業創造事業）

Ⅳ-1-
(1)-④ 
地元製
品・サー
ビスの利
活用の推
進

0.05

60%
(H28年
度)

6件
（H28年
度）

職
員

137,863人
（H27年
度）

3,075

1,780

6件
（H26年
度）

1,209人
（H26年
度）

Ⅱ-3-
(4)-② 
国際協
力・交流
の推進

環境国際協力推
進事業

環境
国際
戦略
課

途上国技術者を受け入
れる国際研修や経験豊
かな市内企業技術者等
を諸外国都市に派遣
し、現地で相手都市も
主体的に関わった実践
的な技術指導を実施す
る。また、国内外の関
係機関と協働・連携し
た調査、情報収集や発
信を行うとともに、各
種都市間ネットワーク
を活用したプロジェク
トを実施する。更には
市内企業や国際機関等
と密に連携して、協力
対象国や都市の「緑の
成長」にも資する環境
国際協力を目指す。

戦略的環境国際協
力事業の件数（累
計）

アジアの環境人材
育成のための研修
員等の受講者数
（単年度）

5

6
アジアの環境人
材育成拠点形成
事業

環境
国際
戦略
課

アジアの途上国やその
都市が自らの力で環境
改善の取組を進めるこ
とができるよう、JICA
等国の支援や連携によ
り、実践的な国際環境
研修事業を推進してい
く。
海外からの研修員を受
け入れることにより、
環境問題解決の一助を
担うとともに、現地の
環境改善や海外諸都市
とのネットワーク構
築、ひいては環境国際
ビジネスへの事業展開
に繋げる。

4,4002,411

0 6,6500

450人
（H28年
度）

9,940

7

8

2,571 2,700
係
長

0.10

0.20

3,412 5,825

人

人

人
課
長

順調

大変
順調

順調

順調

　目標をわずかに達成できな
かったが、累計の選定件数を
着実に増やしており、「順
調」と判断。

　まち美化ボランティア清掃
参加者が、毎年、増加してい
るなど一定の成果を収めてい
るため「順調」と判断。

　平成27年度は、1,300人を
超える研修員等の受入れを実
施し、国内外での研修誘致活
動も10回実施した。目標の研
修員受入450人、研修誘致活
動3回を大幅に上回る達成状
況のため、「大変順調」と判
断。

　平成27年度までの累計で、
6件の協力事業（目標6件）を
実施し、計33回の現地派遣
（目標12回）を実施した。目
標を達成及び上回る状況のた
め、「順調」と判断。

大変
順調

順調

【評価理由】
　まち美化ボランティア清掃
参加者が、毎年、増加してい
るなど、まち美化活動が市民
参加型の事業として定着し、
市民の意識向上につながって
いると考えられるため、「順
調」と判断。

【課題】
　清掃参加者が固定化、高齢
化していることへの対策。

【評価理由】
　中期目標に向けて実績を増
やしているため、「順調」と
判断。

【課題】
　効果的なＰＲ策の検討。

順調

【評価理由】
　環境国際協力を通じて、ア
ジア諸都市の発展に寄与する
本事業において、事業件数や
研修誘致活動、研修員受入な
ど、目標を達成及び上回る状
況であるため、「大変順調」
と判断。

【課題】
　各国・各都市の状況やニー
ズの把握。

　北九州エコプレミアムの知
名度向上と選定商品・サービ
スのＰＲに引き続き取り組
む。

　誰もが地域でのまち美化清
掃を常日頃から実行するよう
に意識づけるため、市民に向
けて積極的に啓発活動を行
う。
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

実
績

達
成
率

― ―

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

―
職
員

0.30 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

261万 人 204万 人

達
成
率

352.7 ％ 275.7 ％

目
標

実
績

達
成
率

係
長

0.50

各企業が実証機
器の維持管理を
通じて製品開発
データの蓄積を
行った。

関連製品
市内企業売
上約70億
円、雇用70
人の創出

各企業が製品
開発へ向けて
実証を行った

職
員

1.00

7,838 67,298 23,250 1.00

地域経済の浮揚 ―

単年度の目
標設定なし

単年度の目
標設定なし

人

地域社会が参加す
るエネルギーコ
ミュニティの実現

―

Ｈ17年度市内一
般街区比CO2
50％削減

Ｈ17年度市内一
般街区比CO2
50％削減 Ｈ17年度市

内一般街区
比CO2

50％削減を
継続・維持
（H27年
度）

Ｈ17年度市内一
般街区比CO2
52.4％削減

40,000 人

Ⅴ-1-
(4)-①
省エネル
ギー（ネ
ガワッ
ト）の推
進

9
北九州スマート
コミュニティ推
進事業

水素
社会
創造
課

「北九州スマートコ
ミュニティ創造事業」
は、産学官民の英知と
志を結集し、基幹シス
テムとの協調の下、地
域エネルギーマネジメ
ントのあるべき姿を具
体化し、「ライフスタ
イル」「ビジネススタ
イル」、さらには、市
のまちづくりを変革す
ることで、低炭素社会
のあるべき社会構造を
構築するものである。

―

課
長

―

人

人

Ⅵ-1-
(1)-①

市民の力
で環境力
を高める
仕組みづ
くり

74万人
以上

（H28年
度）

21,772

市民・企
業・行政等
の交流によ
るネット
ワーク構築

と拡大

エコライフステー
ジ参加者数（単年
度）

142.4万人
（H24年
度）

市民・企業・行政
等の交流による
ネットワーク構築
と拡大

―

市民環境力支援
事業

環境
学習
課

　市民環境力の持続的
発展を目指し、環境モ
デル都市を推進する活
動への支援や、市民・
NPO、事業者など地域
社会を構成する各主体
が、情報を共有し、新
たな取り組みを生み出
し、発信・啓発する北
九州エコライフステー
ジ事業などを行う。

―

21,519

―

74万人以上 74万人以上

―

19,736

0.15

職
員

0.80

人

10,225 0.25

人

係
長

―

Ｈ17年度市内一
般街区比CO2
51.5％削減

地域エネルギー会
社の設立

回答者の
91％が省
エネ意識
を高めた

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

10

12

11 1.40

0.50

17,100

人
課
長

課
長

職
員

1.40

順調

順調

順調

　成果指標であるエコライフ
ステージ参加者数は、昨年度
を下回ったものの、目標を達
成したため｢順調」と判断。

　家庭用燃料電池の設備費用
補助件数は、上限の150件に
達した。活動としては、「順
調」と判断。

　北九州スマートコミュニ
ティ創造事業で設置した最先
端の省エネ設備を目標どおり
維持し、その結果、CO2 50％
削減を維持・継続できたこと
から、順調と判断した。

順調

順調

順調

　高効率火力発電所の建設工
事着手１件、環境アセスメン
ト完了１件、環境アセスメン
ト実施１件、計３件が進行
中。
　また、地域エネルギー会社
「株式会社北九州パワー」を
平成27年12月に設立したこと
から「順調」と判断。

　最先端省エネ設備の維持及
びCO2 50％削減について、目
標どおり達成していることか
ら、順調と判断した。

【評価理由】
　市が補助を行った家庭用燃
料電池（エネファーム）導入
は、前年度同様上限件数に達
し、家庭での地球温暖化対策
という観点から、一定の成果
を収めているため、「順調」
と判断。

【課題】
　市民の省エネ意識向上に向
けた取り組み。

【評価理由】
　発電事業者の立地促進につ
いて一定の成果を挙げてお
り、発電所の建設工事も着手
されている。また地域エネル
ギー会社「株式会社北九州パ
ワー」の設立も完了した。
低炭素・安定・安価なエネル
ギーを地域に供給する地域エ
ネルギー拠点化の取組が推進
されているため、「順調」と
判断。

【課題】
　引き続き、市内企業をはじ
めとする事業者との連係。

【評価理由】
　市民環境力の源である市
民・ＮＰＯ･企業等の情報発
信･交流の場であるエコライ
フステージの参加者数は、目
標数を超えた。
　このことから、市民の環境
意識、環境活動への意欲は高
いと考えられるため、｢順
調」と判断。

【課題】
　さらなる市民環境力の強化
のため、行事数の拡大と、最
小の経費で最大の効果を目指
す必要がある。

　引き続き、経費削減に取り
組みながら、市民環境力の向
上を目指して支援していく。

　設備価格が低下し、初期の
目的を達成したと判断し、平
成27年度を以って本事業は終
了となった。

　市民生活・産業活動といっ
た地域を支える観点から、低
炭素・安定・安価なエネル
ギーを地域に供給することを
目指し、さらなる検討を行な
う。

　H28年度より「次世代資
源・エネルギーシステム創生
事業」に統合。

新エネルギー等
設備導入支援事
業

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

本市は北九州市環境モデ
ル都市行動計画（北九州
グリーンフロンティアプ
ラン）を平成21年3月に
策定し、低炭素社会づく
りを目指している。
本事業は、家庭部門での
地球温暖化対策を推進す
るため、「家庭用燃料電
池（エネファーム）」を
設置する市民に対し、市
が設備費用の一部を補助
することで、当該設備の
導入を促進するととも
に、地域産業振興を推進
することを目的とする。
また、家庭での地球温暖
化防止に対する市民の意
識向上を図る。

・アンケー
ト実施

・稼働状況
報告実施

家庭での地球温暖
化防止のための市
民意識向上

・アンケー
ト実施

・稼働状況
報告実施

9,000 3,825

早期事業化
に向けた支

援実施

更なる検討

30,250

7,200

検討

―

7,200

8,000 6,256

H29年度当
初に提出

市域内
累積台
数1,135

台

―

順調

洋上風力発電・高
効率火力発電の立
地

―

更なる検討

―

市民一
人ひと
りが地
球温暖
化に向
けて行
動する
ように
なる。

人

人

係
長

検討

　東日本大震災を契機
とした電力不足・電気
料金値上げの問題を受
け、市民生活・産業活
動といった地域を支え
る観点から、低炭素・
安定・安価なエネル
ギーを地域に供給する
ことを目指し、本市の
新成長戦略の主要プロ
ジェクトとして「北九
州市地域エネルギー拠
点化推進事業」に取り
組んでいく。

H30年度
から火
力発電
の立地

会社設立

会社設
立

（H27年
度）

会社設立

―

順調

早期事業化
に向けた支

援実施

―

―

Ⅴ-1-
(4)-③ 
安定・安
価で賢い
エネル
ギー網の
構築

Ⅴ-1-
(4)-②
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成

地域エネルギー
政策推進事業
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

実
績

45.1 kg

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

136
団
体

137
団
体

実
績

132
団
体

133
団
体

達
成
率

97.1 ％ 97.1 ％

目
標

実
績

495 ｇ

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

261万 人 204万 人

達
成
率

352.7 ％ 275.7 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

130,000 人 130,000 人
課
長

0.15 人

実
績

134,124 人 131,092 人
係
長

0.30 人

達
成
率

103.2 ％ 100.8 ％
職
員

0.60 人

75,836

0.15

16

Ⅵ-1-
(2)-① 
交流の場
づくりと
連携の強
化

75,910

北九州市の環境の取組
みの歴史を継承すると
ともに、本市の環境力
をさらに高めるため、
学習・情報発信・活動
の３つの機能を備え
た、環境学習拠点「環
境ミュージアム」及び
家庭での省エネ型のラ
イフスタイルを提案す
る「北九州エコハウ
ス」等の管理運営を行
う。

環境
学習
課

環境ミュージア
ム及び北九州エ
コハウス維持管
理業務

順調

　成果指標である利用者数が
目標値を上回っており、サ
ポーターとスタッフとの連携
を深めた環境学習体験も好評
を得ており、「順調」と判
断。

順調9,22575,633

循環
社会
推進
課

古紙リサイクル
推進事業

人

人

人

1.20

0.40

0.10

職
員

Ⅵ-1-
(1)-② 
地域コ
ミュニ
ティ活動
の支援

13

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取り組みを推進してい
く。

【評価理由】
　古紙流通量の減少やスー
パーでの店頭回収等により、
集団資源回収量は減少してい
るものの、古紙回収に取り組
むまちづくり協議会は年々増
加しており、地域で取り組む
家庭ごみの減量化に貢献して
いると考えられているため、
「順調」と判断。

【課題】
　家庭ごみとして出された古
紙のうち約半分を占める雑が
み対策。

順調

　集団資源回収等による古紙
回収量は減少しているが、家
庭ごみ混入量も減少してお
り、リサイクル率は増加して
いるため、「順調」と判断。

順調14,150238,900225,166

市民１人一日あた
りの家庭ごみ量

エコライフステー
ジ参加者数（単年
度）

　市民環境力の持続的
発展を目指し、環境モ
デル都市を推進する活
動への支援や、市民・
NPO、事業者など地域
社会を構成する各主体
が、情報を共有し、新
たな取組みを生み出
し、発信・啓発する北
九州エコライフステー
ジ事業などを行う。

一般廃棄物の減量化・
資源化促進のため、古
紙回収奨励金の交付等
を通じ、市民団体によ
る集団資源（古紙）回
収活動を支援する。

市民環境力支援
事業

環境
学習
課

単年度の目
標設定なし

21,519

254,038
係
長

課
長

人

職
員

0.40 人

人

506g
（H21年
度）

470g以下
（H32年
度）

9,716 9,410 9,410

― ―

19,736

３Rの意識の醸成 ―
３Ｒの
意識醸

成
―

―

74万人
以上

（H28年
度）

74万人以上

市民一人あたりの
年間古紙回収量

50.1kg
（H21年
度）

古紙回収に取り組
むまちづくり協議
会数

133団体
（H27年
度）

Ⅵ-1-
(1)-③ 
地域の環
境特性を
活かした
取組みの
推進

地域特性型（メ
ニュー選択方
式）市民環境活
動推進事業

循環
社会
推進
課

地域団体等が自主的に
活動する事業（剪定枝
リサイクル等）を支援
することにより、地域
における自主的な環境
活動の拡大と地域コ
ミュニティ活動の活性
化を図る。

55.2kg
（平成
32年
度）

全137団体
の参加

（毎年度）

単年度の目
標設定なし

142.4万人
（H24年
度）

―

単年度の目
標設定なし

―

―

集計中

集計中

495ｇ以下

―

職
員

0.80

人

人

―

―

課
長

―

74万人以上

10,225
係
長

0.25

4,575

課
長

0.05

係
長

0.10

環境ミュージアム
利用者数（単年
度）

134,124人
（H26年
度）

130,000人
（H30年度
まで毎年

度）

―

市民・企業・
行政等の交流
によるネット
ワーク構築と

拡大

市民・企業・行政
等の交流による
ネットワーク構築
と拡大

―

15

14

人

順調

順調 順調

　成果指標であるエコライフ
ステージ参加者数は、昨年度
を下回ったものの、目標を達
成しているため｢順調」と判
断。

　市民１人一日あたりの家庭
ごみ量が平成27年度の中間目
標を1年前倒しで達成してお
り、環境意識の醸成及び地域
コミュニティの活性化につな
がっていると考えられるた
め、「順調」と判断。

【評価理由】
　市民環境力支援事業につい
ては、市民環境力の源である
市民・ＮＰＯ･企業等の情報
発信･交流の場であるエコラ
イフステージの参加者数は、
目標数を超えた。このことか
ら、市民の環境意識、環境活
動への意欲は高いと考えられ
る。
　また、環境ミュージアム及
び北九州エコハウス維持管理
業務については、目標値を上
回る利用者が来館しており、
企画イベントの内容やスタッ
フとサポーターの連携による
環境学習体験が好評を得てい
るため、｢順調」と判断。

【課題】
　さらなる市民環境力の強化
のため、行事数の拡大と、最
小の経費で最大の効果を目指
す必要がある。
　また、利用者数は前年度か
らは若干減少しているものの
目標値は上回っていることか
ら、今後も活動の充実化を図
り地域の環境リーダーを育む
ため、環境ミュージアムス
タッフやその他ボランティ
ア・団体との協働、得意分野
等を活かし、活動を拡げる必
要がある。

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取り組みを推進してい
く。

　引き続き、経費削減に取り
組みながら、市民環境力の向
上を目指して支援していく。
　また、環境ミュージアム及
び北九州エコハウス維持管理
業務については、今後も東田
地区の近隣施設と連携した活
動の充実化を図り、地域の環
境リーダーを育むため、環境
ミュージアムスタッフやその
他ボランティア・団体との協
働、得意分野等を活かし、活
動の拡がりを目指す。

【評価理由】
　成果指標である市民１人一
日あたりの家庭ごみ量が平成
27年度の中間目標を1年前倒
しで達成している。地域の自
主的な環境活動の拡大によ
り、環境意識の醸成及び地域
コミュニティの活性化につな
がっていると考えられるた
め、「順調」と判断。

【課題】
　事業参加団体の増減による
実施体制の検討。

21,772
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

20.0 ％ 8.0 ％

実
績

4.1 ％ 5.5 ％

達
成
率

20.5 ％ 68.8 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

4,000 人 5,000 人
課
長

0.15 人

実
績

2,424 人 2,774 人
係
長

0.30 人

達
成
率

60.6 ％ 55.5 ％
職
員

0.25 人

目
標

実
績

達
成
率

―

目
標

実
績

達
成
率

―

目
標

課
長

0.30 人

実
績

65.7 ％ 67 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

― ％ - ％
職
員

0.30 人

環境未来都市広
報事業

20

Ⅵ-1-
(2)-③ 
環境情報
の収集・
整備・提
供

環境
学習
課

環境人財育成事
業

順調

　環境マスコットキャラク
ターの使用承認申請数が昨年
度より20件少ない63件に減少
したものの、環境未来都市選
定の認知度は向上しており、
一定の効果はあったものと推
測できるため、「順調」と判
断。

順調8,7005,4324,755

環境未来都市の認知度
の向上及び環境広報の
強化のため、環境マス
コットキャラクター
「ていたん」を活用し
た広報や、イベント等
でのPRを継続して行
う。

総務
課

　小学校受検が増加し、総受
検数は昨年度実績を上回った
が、成果の指標の目標値には
届いてないため、「やや遅
れ」と判断。

やや
遅れ

6,60021,50014,55316,019

　市民一人ひとりが環
境との関わりを理解
し、より良い環境・地
域づくりへの意識を
もって行動を起こすこ
とのできる環境人財を
育むため、「環境首都
検定」をはじめとする
施策に取組む。

2,542 2,900

順調

【評価理由】
　ESDの認知度は目標を下
回っているため今後も市民に
対して普及・啓発が必要だ
が、平成27年度は北九州ESD
アクションプラン策定、産学
官民の連携強化、推進体制の
整備など、多くの取組を実施
し、北九州のESDの新たなス
タートを切れた。
　また、環境人財育成事業に
ついては、環境首都検定団体
受検の増加を目指し、継続的
に学校関係を中心に啓発やPR
活動を行った結果、小学校受
検が増加してきている。小学
校以外の団体受検も増加し、
総受検者数は、前年を上回っ
ている。
　さらに、OECD北九州レポー
トを活用したグリーン成長推
進事業については、広報ツー
ルであるパンフレットの改
訂、多言語化を実施し、国内
外での広報に積極的に活用し
たことから、総合的に｢順
調」と判断した。

【課題】
　環境未来都市の実現を目指
し、その基盤となる持続可能
なまちづくりに向けて、ESD
活動の全市的普及を強化する
必要がある。
　環境首都検定については、
啓発やＰＲ活動の機会をさら
に増やすなど、小学校受検と
ともに一般受検者も増加する
よう工夫する必要がある。
　OECD北九州レポートを活用
したグリーン成長推進事業に
ついては、広報機会の拡大が
課題である。

  認知度については、全国水
準と同程度ではあるものの、
高い水準にあるとは言えない
状況である。
　一方で平成27年度は、北九
州ESD協議会を中心に産学官
民が協働で、北九州地域のあ
らゆる主体にESDを普及させ
るための5年間の行動計画
「北九州ESDアクションプラ
ン」を策定するとともに、
ESD普及のための推進体制の
整備に取組んでおり、全市を
挙げてのESD普及の基盤がで
きたことから、総合的には
「順調」と判断。

　平成27年度は、国内外での
広報ツールとして、レポート
概要パンフレット（日本語）
の内容をより充実させ、さら
にパンフレットの英語、中国
語、韓国語版を発行し、市民
向けの広報機会での配布や、
海外からの来客への配布を実
施した。国際会議等での情報
発信については、グリーン成
長に関するテーマでの発表等
の機会はなかったが、本市の
環境政策を紹介する際に、グ
リーン成長について紹介する
などを行い、PRに努めた。そ
のため「順調」と判断した。

アンケート調査に
おけるＥＳＤ認知
度

OECD北九州レ
ポートを活用し
たグリーン成長
推進事業

―

さまざまな
機会を活用
し、レポー
トの内容の
PRを図る

0.10

0.10

人

5,605
80.0％
（H28年
度）

1,217

市民向けパン
フレットの改

訂

市民向けの
広報活動を
充実させ、
市民への周
知および理
解度の向上

を図る

アンケート調査に
おける環境未来都
市選定の認知度

67.0%
（H27年
度）

「市民環境力」の
向上及び今後の政
策実行への積極的
な関与

レポート概要
パンフレット
の英語・中国
語・韓国語版

の発行

主要な国
際会議へ
の参加

―

レポート概要
パンフレット
の多言語化

環境
国際
戦略
課

平成25年にOECDより出
版された「北九州のグ
リーン成長」（北九州
レポート）での本市へ
の提言を実行するた
め、レポートに関する
情報発信を行い、今後
のグリーン成長のため
の重要な基盤となる
「市民環境力」のさら
なる向上を目指す。

―

北九州市環境首都
検定の受検者数

2,424人
（H26年
度）

―

人

職
員

市民意見を反
映させたパン
フレットの作

成

OECD北九州レポー
トを活用した本市
の施策等のPR

市民向けパン
フレットの発

行

20.0%
（H36年

度)

16,062 14,556 13,950

市民向け
広報活動
の充実

0.30

市民のESD活動の認
識の向上と活動の
普及

―

4.1%
（H23年

度)

認識の
向上と
活動の
普及

―

課
長

―

Ⅵ-1-
(2)-② 
あらゆる
主体によ
る環境政
策への参
加の推進

ＥＳＤ活動支援
事業

環境
学習
課

　持続可能な社会の構
築を図るため、国連な
ど世界規模で進められ
ている「持続可能な開
発のための教育（ＥＳ
Ｄ）」を、北九州ESD
協議会を中心に、市
民、企業、大学等と連
携しながら推進する。
具体的には、あらゆる
人々が地域等における
様々な課題に気付き、
つながり、既に実践し
ている活動等にESDの
視点を加えて、暮らし
や社会のあり方等を変
えていく人づくり・学
びあいの場づくりを進
める。

18

係
長

0.60

―

―

17

19

人

人

課
長

人

係
長

0.10

0.60
職
員

人

順調

順調

【評価理由】
　環境未来都市選定の認知度
は徐々に向上しており、地道
な活動（イベントへの参加
等）の結果と推測できるた
め、「順調」と判断。

【課題】
　環境マスコットキャラク
ターの認知度と環境未来都市
選定の認知度がうまく連動し
ていない。

  「北九州ESDアクションプ
ラン」を基に、ESDのさらな
る理解及び普及促進のため、
既存のESD活動の継続・強化
に加え、北九州地域全体で
ESDを推進するための体制整
備、市民を巻き込む新たな取
組みの創出を図る。
　環境人材育成事業について
は、小学校受検の拡大を中心
に、一般を含む団体受検の増
加に取り組み、受検者の増加
を目指す。
　OECD北九州レポートを活用
したグリーン成長推進事業に
ついては、引き続き、機会を
捉えた国内外でのレポート普
及、情報発信を推進してい
く。

　環境マスコットキャラク
ターを通じて、環境未来都市
選定の認知度を高める仕掛け
づくりの検討。

450

17,441

―

5,500人
（H28年
度）

単年度目
標設定な
し

単年度目
標設定な
し

国連主催
会議等へ

参加
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

― ％ ％
職
員

0.40 人

目
標

579,000
千
円

579,000
千
円

実
績

486,405
千
円

640,783
千
円

達
成
率

84.0 ％ 110.7 ％

目
標

150 件 150 件

実
績

92 件 130 件

達
成
率

61.3 ％ 86.7 ％

目
標

22 件 28 件
課
長

0.03 人

実
績

27 件
係
長

0.20 人

達
成
率

122.7 ％ ― ％
職
員

0.30 人

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

北九州市役所環
境・エネルギー
プロジェクト推
進事業

21

集計中23

新規性、独自性に優れ
た環境技術の研究開発
費の一部助成により、
中小企業をはじめとし
た地元企業等に技術開
発の機会を提供すると
ともに、本市における
環境分野の技術の集積
を促す。

H22年度総
エネルギー
使用量実績
（原油換算
89,599kl)

　平成２７年度実績を集計中
であるが、夏季の節電結果が
順調（例：事務所系施設の総
電力量、H22年度比で33.3％
削減）であることから、現時
点では「順調」と判断。

順調6,1509,5727,3879,728

環境モデル都市として
の市役所の率先垂範を
実践するため、また、
省エネ法及び温対法の
規制へ対応するため、
平成２３年度から本事
業により市役所の環
境・エネルギー対策と
して、省エネ・節電を
推進する。また、市民
等に省エネ・節電を広
く浸透させる。

前年度比
１％減

　前年度に引き続き、市民や
企業に対し、省エネ・節電の
取組みについて働きかけを行
うとともに、市有施設の省エ
ネ計画策定を行う。

　補助金活用件数は目標に達
しなかったものの、省エネ投
資額が目標を上回っているこ
とから、１件あたり投資額が
大きく、節電効果も高いこと
が見込まれるため「順調」と
判断。

順調

　平成27年度事業化調査 で
の事業化率は38%である。(一
般的な研究開発助成の事業化
率は、10%程度)
　また、各年の採択状況も目
標値を超えているため、「順
調」と判断。

本助成事業で助成
した研究開発の事
業化数

4,595

27件
（H26年
度）

H32年度
までに
累計34

件

50,588 46,235 53,478

Ⅵ-2-
(2)-② 
低炭素社
会に貢献
する技術
開発、製
品・サー
ビス提供
拠点の形
成

環境未来技術開
発助成事業

環境
産業
推進
課

H32年度まで
にH22年度比

10％減
（H22年度実
績　原油換算
89,599kl）

集計中

前年度比
１％減

前年度比
3%減

22

課
長

順調

順調

順調

【評価理由】
　累計事業化率が38%と他の
研究開発助成に比べ大変高い
数値であるため、「順調」と
判断。

【課題】
　次世代資源循環型産業拠点
形成は、「北九州市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」の
一つであり、今後、更に市内
企業等支援に注力していく必
要がある。

　産業界においては、依然研
究開発意欲が高い。（平成28
年度、環境未来技術開発助成
事業の応募件数は、20件。昨
年応募件数は21件）
　旺盛な研究開発ニーズに対
して効果的に助成を行うとと
もに国等の研究開発予算の活
用を進める。

【評価理由】
　北九州市役所環境・エネル
ギープロジェクト推進事業に
ついては、平成27年度実績を
集計中であるが、夏季の節電
結果が順調であることから、
CO2削減に向けた取り組みを
進めた成果が見込まれる。
また、中小企業省エネ設備導
入促進事業については、省エ
ネ投資額が昨年度に比べ増加
し、一定の成果を収めている
ため、総合的に「順調」と判
断。

【課題】
　市民参加率を高めるための
効果的な方法や、事業者の多
様なニーズをいかに取り込
み、申請事業者を増やしてい
くかが課題。

人

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

　工場や事業所におけ
る一層の省エネルギー
対策を推進するため、
省エネ設備や新エネ設
備を設置する市内の中
小企業等に対し、設置
費用の一部を補助する
事業を実施。

補助金活用件数
（件）

92件
（H26年
度）

150件
（毎年
度）

185,401 138,853 4,825200,000

省エネ投資額（千
円）

486,405千円
（H26年度）

579,000千円
（毎年度）

市有施設のエネル
ギー
消費原単位の改善

Ⅵ-2-
(2)-① 
市民・企
業などに
よるCO2
削減

中小企業省エネ
設備導入促進事
業

0.05

係
長

人

職
員

0.30 人

0.20
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

実
績

45.1 kg 集計中 ㎏

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

136
団
体

137
団
体

実
績

132
団
体

133
団
体

達
成
率

97.1 ％ 97.1 ％

目
標

実
績

495 ｇ 集計中 ｇ

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

495 ｇ

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

495 ｇ

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

26.3 ％

達
成
率

― ％ ― ％

―

―

一般廃棄物の減量化・
資源化促進のため、古
紙回収奨励金の交付等
を通じ、市民団体によ
る集団資源（古紙）回
収活動を支援する。

人

人

人

1.20

―

495ｇ以下

古紙回収に取り組
むまちづくり協議
会数

506g
（H21年
度）

集計中

集計中

集計中

30.4％
（H21年
度）

―

14,150238,900225,166

順調

順調

　平成27年度から市民団体
「生ごみコンポストアドバイ
ザーの会」が生ごみリサイク
ル講座を運営。より地域に根
ざした活動が定着してきた。
また、新たな食品ロス削減の
取組み「残しま宣言運動」を
開始し、市民の環境意識の熟
成に繋がっていると考えられ
るため、「順調」と判断。

　市民１人一日あたりの家庭
ごみ量が平成27年度の中間目
標を1年前倒しで達成してお
り、環境意識の醸成及び地域
コミュニティの活性化につな
がっていると考えられるた
め、「順調」と判断。

　集団資源回収等による古紙
回収量は減少しているが、家
庭ごみ混入量も減少してお
り、リサイクル率は増加して
いるため、「順調」と判断。

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取り組みを推進してい
く。

254,038

市民１人一日あた
りの家庭ごみ量

―３Rの意識の醸成

３Ｒの意識醸成

506g
（H21年
度）

市民１人一日あた
りの家庭ごみ量

市民１人一日あた
りの家庭ごみ量

市民一人あたりの
年間古紙回収量

一般廃棄物のリサ
イクル率

Ⅵ-3-
(1)-② 
適正な廃
棄物の処
理

「北九州市循環
型社会形成推進
基本計画」推進
事業

循環
社会
推進
課

循環型社会を形
成するための環
づくり支援事業

循環
社会
推進
課

循環
社会
推進
課

古紙リサイクル
推進事業

単年度の目
標設定なし

―
職
員

係
長

4,520 5,700

職
員

係
長

0.05

8,825

2,325

課
長

35.0％
以上

（H32年
度）

470g以下
（H32年
度）

01,435 473

人

係
長

0.10

0.10

本市では、「北九州市
循環型社会形成推進基
本計画」（本市の一般
廃棄物処理計画）を策
定し、ごみの減量化・
資源化、適正処理の推
進等を行っている。本
事業では本市のごみ処
理に関する現状を分析
し、より効果的・効率
的な施策や啓発・広報
の方法の検討を行う。

32.5％以上

495ｇ以下

単年度目
標なし

人

人

課
長

0.05

0.70

係
長

9,410 4,575

３Ｒ意識
の醸成

6,199

9,410

470g以下
（H32年
度）

470g以下
（H32年
度）

「使い切り、食べ切
り、水切り」の「３切
り運動」及び食べもの
の「残しま宣言運動」
の推進、生ごみリサイ
クル講座等の実施によ
り生ごみの減量化・資
源化を推進する。

地域団体等が自主的に
活動する事業（剪定枝
リサイクル等）を支援
することにより、地域
における自主的な環境
活動の拡大と地域コ
ミュニティ活動の活性
化を図る。

―

―

―

495ｇ以下

―

単年度の目
標設定なし

0.05 人
506g

（H21年
度）

―
３Ｒの意
識醸成

9,716

課
長

職
員

人

―

0.40

0.10

職
員

課
長50.1kg

（H21年
度）

55.2kg
（平成
32年
度）

133団体
（H27年
度）

全137団体
の参加
（毎年
度）

単年度の目
標設定なし

Ⅵ-3-
(1)-① 
市民環境
力による
３Ｒ活動
の推進

地域特性型（メ
ニュー選択方
式）市民環境活
動推進事業

循環
社会
推進
課

26

― ―

単年度の目
標設定なし

単年度の目
標設定なし

27

24

25 0.10 人

人

人

0.40

人

0.30

順調

順調

　市民1人一日あたりのごみ
量が平成27年度の中間目標を
1年前倒しで達成しており、
「順調」と判断。

順調

順調

【評価理由】
　市民１人一日あたりの家庭
ごみ量が平成27年度の中間目
標を1年前倒しで達成してお
り、古紙回収に取り組むまち
づくり協議会も増加してい
る。
　「残しま宣言運動」などの
新たな取組みや、市民団体と
の協働によるリサイクル講座
の実施など、地域社会と連携
を図りながら、市民環境力に
よる３Ｒ活動の推進に取り組
んでおり、一定の成果を果た
しているため、「順調」と判
断。

【課題】
　市民一人ひとりの更なる３
Ｒの意識醸成。

【評価理由】
　市民1人一日あたりのごみ
量が平成27年度の中間目標を
1年前倒しで達成しており、
「順調」と判断。

【課題】
　事業系ごみの増加等により
リサイクル率が低下してい
る。

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取り組みを推進してい
く。
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

3 件 3 件

実
績

4 件 5 件

達
成
率

133.3 ％ 166.7 ％

目
標

2 件

実
績

1 件

達
成
率

50.0 ％

目
標

5
億
円

5
億
円

実
績

9
億
円

10
億
円

達
成
率

180.0 ％ 200.0 ％

目
標

100,000 人 100,000 人

実
績

100,332 人 100,893 人

達
成
率

100.3 ％ 100.9 ％

目
標

1 件
課
長

0.02 人

実
績

2 件
係
長

0.05 人

達
成
率

200.0 ％ ― ％
職
員

0.10 人

目
標

22 件 28 件
課
長

0.03 人

実
績

27 件
係
長

0.20 人

達
成
率

122.7 ％ ― ％
職
員

0.30 人

集計中

集計中

1件
（H27年度

末）

100,332人
（H26年
度）

本助成事業で助成
した研究開発の事
業化数

優良産廃処理業者
の認定件数（単年
度）

優良排出事業者の
認定件数（単年
度）

Ⅵ-3-
(2)-② 
環境分野
における
技術開発
の促進

環境未来技術開
発助成事業

H32年度
までに
累計34

件

北九州エコタウ
ン事業

環境
産業
推進
課

資源循環型社会の実現
に向けて、環境産業の
集積化と環境・エネル
ギー技術開発の拠点化
を図るため、企業支援
や国等関係機関との協
議のほか、貸付用地の
維持管理を行う。

31

10万人
（毎年
度）

ｴｺﾀｳﾝ視察者数
（単年度）

環境
産業
推進
課

環境未来技術開発助成
事業に「事業化チャレ
ンジ枠」を設け、事業
化目前の研究開発に対
する手厚い支援により
早期の事業化を図る。
また、本市環境産業の
新たな展開を図り、本
市の新成長戦略にも位
置付けられる次世代資
源循環型産業拠点の形
成を推進し、ひいては
市内経済の活性化や、
税収の確保、雇用の拡
大等に繋げていく。

27件
（H26年
度）

環境
産業
推進
課

新規性、独自性に優れ
た環境技術の研究開発
費の一部助成により、
中小企業をはじめとし
た地元企業等に技術開
発の機会を提供すると
ともに、本市における
環境分野の技術の集積
を促す。

H32年度
までに
累計2件

4,59546,235 53,47850,588

職
員

14,600 1,48015,000

人

人

3件
（毎年
度）

0.40

人
係
長

7億円
（毎年
度）

9億円
（H26年
度）

29 13,314 10,466

ｴｺﾀｳﾝ事業による投
資額
（単年度）

2件
（H26年
度）

課
長

38,250
係
長

2件
（毎年
度）

10,668 7,849

4件
（H26年
度）

職
員

Ⅵ-3-
(1)-③ 
産業廃棄
物排出量
の減量化

28
産業廃棄物処理
推進事業

産業
廃棄
物対
策課

産業廃棄物の適正処
理・３Ｒを推進するた
め、優れた排出事業
者・処理業者への認定
やインセンティブ付
与、排出・処理動向や
将来見通しの分析・公
表、産業廃棄物３Ｒ・
適正処理講習会等を活
用した適正処理・３Ｒ
情報の普及啓発を実施
する。

14,207

4,57512,583

1.00 人

人

3.00

人

0.10

0.50

課
長

0.05

順調

順調

順調

順調

　平成27年度事業化調査 で
の事業化率は38%である。(一
般的な研究開発助成の事業化
率は、10%程度)
　また、各年の採択状況も目
標値を超えているため、「順
調」と判断。

　投資額、視察者数とも単年
度目標を上回っており、「順
調」と判断。

　優良産廃処理業者の認定件
数が成果指標の目標を達成し
ている。また、北九州市産業
廃棄物3R適正処理推進講習会
を開催するとともに、市内産
業廃棄物動向を分析して、同
講習会で産廃処理業者に対し
て周知することで、産業廃棄
物の適正処理・3Rに関する情
報の普及啓発という事業目的
は達成したと考えられるた
め、「順調」と判断。

順調

　平成27年度の事業化調査は
平成28年度末に結果が判明す
るため、集計中である。研究
は計画通り進捗しており、事
業化可能性が高いと、研究者
から報告を受けているため、
「順調」と判断。

【評価理由】
　優良産廃処理業者の認定件
数が成果指標の目標を達成し
ている。また、講習会におい
ては、業界の有力講師による
法改正に関する講演や、消防
局とタイアップして防災の視
点からの講演を行うことで、
適正処理・排出の普及啓発と
いう目的は達成したと考えら
れるため、「順調」と判断。

【課題】
　優良産廃処理業者・排出事
業者の育成。
　市内産業廃棄物の動向に関
するデータを新しくする。

順調

順調

【評価理由】
　エコタウンの投資額、視察
者数とも順調に推移してお
り、また、目標以上の研究
テーマが採択（目標1件、実
績2件）され、研究も順調に
終了したため、「順調」と判
断。

【課題】
　H27年度をもって次世代資
源循環型産業拠点形成推進事
業は終了したが、環境未来技
術開発助成や国等の予算を活
用しながら「次世代資源循環
型産業拠点形成」を図ってい
く。

【評価理由】
　累計事業化率が38%と他の
研究開発助成に比べ大変高い
数値であるため、「順調」と
判断。

【課題】
　次世代資源循環型産業拠点
形成は、「北九州市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」の
一つであり、今後、更に市内
企業等支援に注力していく必
要がある。

Ⅵ-3-
(2)-① 
次世代資
源循環型
産業拠点
の形成

　北九州エコタウン全体のさ
らなる発展を目指し、引き続
き事業を推進する。

　前年度に引続き、市内の産
業廃棄物処理業者・排出事業
者に対して適正処理・３Rの
考え方についての普及・啓発
を行うとともに優良なものを
認定・表彰することにより業
界全体の意識向上を図る。

　産業界においては、依然研
究開発意欲が高い。（平成28
年度、環境未来技術開発助成
事業の応募件数は、20件。昨
年応募件数は21件）
　旺盛な研究開発ニーズに対
して効果的に助成を行うとと
もに国等の研究開発予算の活
用を進める。

18,200

本助成事業で助成
した研究開発の事
業化数
（累計：事業化
チャレンジ枠分）

2件
（H26年
度）

30
次世代資源循環
型産業拠点形成
推進事業
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

実
績

26.3 ％

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

2,000 人 2,000 人

実
績

約2,000 人 約2,000 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

469,000 本 536,000 本

実
績

625,954 本 657,903 本

達
成
率

133.5 ％ 122.7 ％

目
標

2,000 人 2,000 人

実
績

約
2,000

人
約

2,000
人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

469,000 本 536,000 本

実
績

625,954 本 657,903 本

達
成
率

133.5 ％ 122.7 ％

17,846 20,650

課
長

係
長

環境首都100万本植
樹プロジェクト推
進（累計）

自然環境保全活動
参加者数（イベン
ト等の延べ参加者
数）

環境首都100万本植
樹プロジェクト推
進（累計）

自然環境保全活動
参加者数（イベン
ト等の延べ参加者
数）

職
員

Ⅵ-3-
(3)-③ 
環境に配
慮する消
費者(グ
リーンコ
ンシュー
マー)活
動の推進

625,954本
（H26年
度）

493

30.4％
（H21年
度）

―

436

0.75 人

17,524

毎年度
2,000人

H35年度
までに
累計100
万本植

樹

20,65017,846

16,195

16,195

人

係
長

0.75 人

職
員

1.60 人

0.05

順調

Ⅵ-4-
(1)-② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

生物多様性戦略
推進事業

環境
科学
研究
所

都市と自然との共生を
基本理念とし、「都市
のなかの自然、自然の
なかの都市」の実現の
ため、豊かな自然環境
と生物の多様性を保ち
つつ、新たな産業都市
として持続的な発展が
可能な都市づくりを目
指す。

0.20

職
員

1.60

係
長

7,825

課
長

Ⅵ-4-
(1)-① 
多様な自
然環境・
生物多様
性の保全

生物多様性戦略
推進事業

環境
科学
研究
所

都市と自然との共生を
基本理念とし、「都市
のなかの自然、自然の
なかの都市」の実現の
ため、豊かな自然環境
と生物の多様性を保ち
つつ、新たな産業都市
として持続的な発展が
可能な都市づくりを目
指す。

３Ｒ活動推進事
業

33

循環
社会
推進
課

事業所に対する一般廃
棄物の減量化等の推進
及び３Ｒ活動を行う団
体等の表彰により、３
Ｒ活動の推進を図る。

――

単年度の
目標なし

――

ごみの減量やリサ
イクルなどの３Ｒ
活動の推進

―
３Ｒ意識
の醸成

H35年度
までに
累計100
万本植

樹

17,524

単年度目
標なし

毎年度
2,000人

―

0.10 人

0.10

人

32

34

35.0％
以上

（H32年
度）

一般廃棄物のリサ
イクル率

　2,000人
（毎年
度）

　2,000人
（毎年
度）

人

990

0.70

人

課
長

人

順調

順調

　自然ネットだより等を活用
し、自然環境保全活動の周知
を行った結果、多くの人に参
加してもらうことが出来た。
　また、環境首都100万本植
樹プロジェクトによる植樹本
数について、平成27年度は
31,949本と目標の67,000本に
届かなかったものの、プロ
ジェクト全体としては、順調
に推移しているため、「順
調」と判断。

　自然ネットだより等を活用
し、自然環境保全活動の周知
を行った結果、多くの人に参
加してもらうことが出来た。
　また、環境首都100万本植
樹プロジェクトによる植樹本
数について、平成27年度は
31,949本と目標の67,000本に
届かなかったものの、プロ
ジェクト全体としては、順調
に推移しているため、「順
調」と判断。

　事業所に対しごみ減量に関
する講習会を開催したことに
より、ごみ減量意識を高める
取り組みを行った。
　また、市民による３Ｒ推進
活動の輪が広がっており、３
Ｒ意識の向上が進んでいるた
め、「順調」と判断。

【評価理由】
　自然環境保全に関する取り
組みに対し多くの人に参加し
てもらうことが出来た。ま
た、環境首都100万本植樹プ
ロジェクトによる緑化も順調
に進んでいることから、「順
調」と判断。

【課題】
　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ団体の自主
的な活動が不可欠であるた
め、市は継続的にその支援を
して活性化を図りたい。

　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ地域団体の
自主的な活動が不可欠である
ため、継続して市民やボラン
ティア団体などと協働して自
然環境保全活動を進めてゆ
く。

　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ地域団体の
自主的な活動が不可欠である
ため、継続して市民やボラン
ティア団体などと協働して自
然環境保全活動を進めてゆ
く。

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取り組みを推進してい
く。

【評価理由】
　事業者への講習会の開催、
３Ｒ活動推進表彰を通じて、
事業者や市民の日常生活に３
Ｒ活動が定着してきており、
環境に配慮する消費者（グ
リーンコンシューマー）活動
の推進は進んでいると考えら
れるため「順調」と判断。

【課題】
　今後も継続的な啓発活動が
必要。
　また、一般廃棄物大量排出
事業者や大規模事業者などの
リサイクル向上を図るため、
引き続き事業所に対して必要
に応じて訪問調査等が必要と
考える。

【評価理由】
　自然環境保全に関する取り
組みに対し多くの人に参加し
てもらうことが出来た。ま
た、環境首都100万本植樹プ
ロジェクトによる緑化も順調
に進んでいることから、「順
調」と判断。

【課題】
　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ団体の自主
的な活動が不可欠であるた
め、市は継続的にその支援を
して活性化を図りたい。

順調

順調

順調

625,954本
（H26年
度）

集計中
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

2,000 人
課
長

0.10 人

実
績

約
2,000

人
係
長

0.25 人

達
成
率

100.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

76 t 78 t
係
長

1.10 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

―

企業の法令
順守の徹底

―

47,455 6,650

改善命令
０件

6,075

15,550

17,657

本市の豊かな自然環境
の保全など、様々な自
然分野の取り組みを推
進するため、生物多様
性基本法に規定される
地域戦略として策定し
た「北九州市生物多様
性戦略」の主要プロ
ジェクトに位置づけて
いる響灘ビオトープの
運営管理等を行う事業
である。絶滅危惧種な
ど希少な動植物が５０
０種類以上も生息する
生物の楽園を保全しつ
つ、市民が見て触れ
て、自然生態系の仕組
みや生物多様性の重要
性などが学習できる施
設として運営を行う。

廃棄物の不法投棄
量（単年度）

15,32616,305

１６０ｔ
以下

47,130

Ⅵ-4-
(1)-③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

48,071

自然環境保全活動
参加者数（イベン
ト等の延べ参加者
数）

2,000人
（毎年
度）

毎年度
2,000人

環境
科学
研究
所

０件―

17,657 10,887
大気環境
の適正な

把握

―

―

―

―

―

―

―

35

企業の法令順守の
徹底

大気環境の適正な
把握

響灘ビオトープ
運営等事業

環境対策事業
環境
監視
課

―

―

0.90

産業
廃棄
物対
策課

　市内の産業廃棄物の
不法投棄の未然防止や
拡大防止を目的とし、
監視パトロール、監視
カメラ整備、市民通報
員の活用により、早期
発見・早期撤去を進め
るとともに、警察と連
携して実行者へ厳しく
対処する。

現状の
環境を
保全

― ―

―

人

―

現状の環境を保全

8,325

76ｔ
(H26年
度)

１６０ｔ
以下

課
長

係
長

職
員

66,095

0.05 人

人0.10

大気汚染防止法22条の
規定に基づく環境大気
汚染状況の常時監視を
行うため、公害監視セ
ンターと市内21ヶ所に
設置した常時監視測定
局から成る測定網を整
備する。常時監視結果
を本市の環境保全の推
進に役立てるととも
に、大気環境の現状把
握に努める。

不法投棄防止事
業

Ⅵ-4-
(2)-① 
生活環境
保全対策
の推進

38

36

大気汚染常時監
視システム整備
保守事業

環境
監視
課

環境法令に基づき、大
気汚染や水質汚濁、騒
音・振動の監視測定
（環境モニタリング）
などを行い、環境質の
現状を把握し、維持・
向上に努める。また、
市内企業を対象に、環
境モニタリング結果等
を共有し、環境保全を
一層促進するため、環
境モニタリングの結果
や環境法令の概要、ま
た不適正事案の防止策
等に関するセミナーを
実施する。

37

順調

順調

順調

順調

　イベントの実施やガイドツ
アーの開催など、市民の環境
に対する意識を高めるきっか
けとなる場を提供できたこと
から、「順調」と判断。

順調

　更新計画に基づき、効果的
に測定環境を整備し、正確な
測定を継続実施したため、
「順調」と判断。

　不法投棄防止事業について
は、前年度の取り組みを継続
してパトロールを実施すると
ともに、不法投棄情報の効果
的な運用を図る。
　大気汚染常時監視システム
整備保守事業については、計
画通り測定網を保守し大気環
境の適正把握に努めるととも
に、課題解決に向け、保守の
方法について見直しを行う。
　環境対策事業については、
良好な環境維持に向け継続し
て行うこと、また、市内企業
を対象に環境保全に関するセ
ミナーを実施する。

　指定管理者制度による民間
活力を利用し、市民と自然と
のふれあいの場となる環境学
習施設として継続的な運営を
行う。

　市による不法投棄物の処理
量について目標を達成してお
り「順調」と判断。

　大気、水質、騒音、振動に
ついてモニタリング計画を立
て、測定を実施し、現状の環
境の保全につながっているた
め、「順調」と判断。

【評価理由】
　不法投棄防止を目的とした
パトロールなどを本施策を通
じて進めており、近年は不法
投棄量も減少している。
　また、大気汚染、水質汚
濁、騒音振動等の監視測定を
行い、本施策を通じてきめ細
かな対応を着実に進めてお
り、生活環境保全対策の推進
が図られているため、「順
調」と判断。

【課題】
　不法投棄件数は減少傾向に
あるが、依然見られる。ま
た、大気汚染常時監視測定網
の整備・保守を今後も継続す
る必要がある。

順調

【評価理由】
　響灘ビオトープにおいて、
市民の環境に対する意識を高
めるきっかけとなる場を提供
できたことから、「順調」と
判断。

【課題】
　指定管理者制度導入施設と
して、民間活力を利用し、環
境学習施設として内容の充実
を図りたい。

61,428

15,127

――

―

160ｔ以下
（H27年
度）

61,726
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

111.7 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

505 t 551 t
係
長

0.10 人

達
成
率

210.4 ％ 109.1 ％
職
員

0.20 人

目
標

7 台

実
績

8 台

達
成
率

114.3 ％

目
標

8.3 t

実
績

9.4 t

達
成
率

113.3 ％

目
標

1
箇
所

2
箇
所

課
長

0.10 人

実
績

1
箇
所

2
箇
所

係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

243 件 292 件
係
長

0.80 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

4.00 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.60 人

自動車から排出される
CO２削減のため、企業
内でのエコドライブ活
動を支援するとともに
市民へのエコドライブ
の普及啓発を図る。

温暖
化対
策課

エコドライブ推
進事業

40

温暖
化対
策課

ノーマイカー普
及戦略事業

39

　エコドラ北九州プロジェク
ト参加事業者数（目標63社、
実績94社）、実施によるCO2
削減量ともに目標値を達成し
ているため、「順調」と判
断。

順調3,650639245

3,650238160415

過度なマイカー利用を
抑制し、環境にやさし
い公共交通機関の積極
的な利用を促進する。

639

4,650

　ノーマイカーデー実施企業
数（目標79社、実績79社）、
実施によるCO2削減量ともに
目標値を達成しているため、
「順調」と判断。

順調

人

人

人

0.20

0.20

0.10

職
員

係
長

課
長

地球温暖化の原因であ
るCO2をまったく排出
しない「究極のエコ
カー」といわれる燃料
電池自動車（FCV）を
市内に普及させるた
め、車両購入費の一部
助成を行う。

Ⅵ-4-
(2)-② 
自動車環
境対策の
推進

41

市内における燃料
電池自動車の普及
台数（累計）

―

燃料電池自動車
導入助成事業

水素
社会
創造
課 水素燃料自動車へ

転換した場合のＣ
Ｏ２削減量（累
計）

エコドラ北九州プ
ロジェクト参加事
業者のCO２削減量
（単年度）

17,657

5,000

H32年度
までに5
箇所

―

10,887 6,075― 17,657
大気環境の適正な
把握

―

―

―

―

―

公害に関する苦
情・要望件数（単
年度）

243件
（H26年
度）

380件以下
（H27年
度）

19,920

Ⅵ-4-
(2)-④ 
越境大気
汚染対策
の推進

大気汚染常時監
視システム整備
保守事業

環境
監視
課

大気汚染防止法22条の
規定に基づく環境大気
汚染状況の常時監視を
行うため、公害監視セ
ンターと市内21ヶ所に
設置した常時監視測定
局から成る測定網を整
備する。常時監視結果
を本市の環境保全の推
進に役立てるととも
に、大気環境の現状把
握に努める。

42

19,428

1箇所
(平成26
年度）

380件以下

水素ステーション
の設置件数(累計)

23,921

33,400 29,614

Ⅵ-4-
(2)-③ 
事業者の
公害防止
に対する
環境管理
の強化

工場・事業場監
視事業

環境
監視
課

市内の工場・事業場に
対し、大気汚染防止
法・水質汚濁防止法等
に基づいて、立入検査
及び排ガス・排水中の
規制項目に関する測定
を実施し、事業者の環
境法令の遵守を監視す
るとともに、環境管理
の取り組みを促進する
よう促す。また、一般
市民からの公害関係苦
情・要望を受け、発生
源指導を行う。

水素供給拠点形
成事業

水素
社会
創造
課

国と連携した水素タウン
次期実証の実現に向けて
関係企業及び省庁への働
きかけを実施する。ま
た、水素エネルギーが便
利で身近なものであるこ
とを市民に理解してもら
えるよう、啓発事業を実
施する。

前年度
水準を
維持

（毎年
度）

ノーマイカーデー
実施によるCO２削
減量（単年度）

前年度水準
(505t)
を維持

前年度水準
(200t)
を維持

200t
（H26年
度）

200t

Ｈ31年
度まで
に市内
で300台

H31年度
までに
354t

前年度
水準を
維持

（毎年
度）

43

44

―

38,575

1,444 4,650

―

大気環境の
適正な把握

前年度水準
(240ｔ）
を維持

505t
（H26年
度）

200t

380件以下

前年度水準
(179t）
を維持

順調

順調

順調

順調

　更新計画に基づき、効果的
に測定環境を整備し、正確な
測定を継続実施したため、
「順調」と判断。

　工場・事業場に対する立入
検査、測定を実施するととも
に、事業者の環境法令遵守を
監視し、環境管理の取組みを
促進しているため、「順調」
と判断。

　平成27年12月、JXエネル
ギーによる商用水素ステー
ションが八幡東区東田に開所
したため、「順調」と判断。

　燃料電池自動車助成件数
(目標５件、実績５件）は目
標値を達成し、市内における
普及台数、CO2削減量ともに
目標を達成しているため、
「順調」と判断。

順調

順調

順調

　自動車から排出されるCO2
削減を図るため、限られた予
算の中で、どのような手法を
用いれば、コストがかからず
効果的なＰＲが行えるのかを
引き続き検討していく。
　また、水素関連企業や自動
車関連企業と情報交換しなが
ら水素ステーションの誘致と
燃料電池自動車の普及を推進
していく。

【評価理由】
　工場・事業場に対する立入
検査、測定の実施検査及び公
害に関する苦情件数は、共に
目標を大きく達成している。
環境管理の促進という観点か
ら、成果を収めていると考え
られるため、「順調」と判
断。

【課題】
　公害に関する苦情件数は長
期的に見て減少傾向にあるも
のの、市民から継続的に寄せ
られている。

【評価理由】
　環境大気汚染状況の常時監
視を行い、結果を本市の環境
保全の推進に役立てており、
「順調」と判断。

【課題】
　大気汚染常時監視測定網の
整備・保守を今後も継続する
必要がある。

　計画通り測定網を保守し大
気環境の適正把握に努めると
ともに、課題解決に向け、保
守の方法について見直しを行
う。

【評価理由】
　ノーマイカーデー・エコド
ライブの推進については、積
極的なPR活動の効果もあり、
参加事業者や講演受講者が増
加し、CO2も削減している。
　燃料電池自動車について
は、助成件数が目標値を達成
し、市内における普及台数、
CO2削減量ともに目標を達成
している。
　また、平成27年12月、JXエ
ネルギーによる市内２ヶ所目
となる商用水素ステーション
が八幡東区東田に開所した。
　以上のことから、自動車か
ら排出されるCO2削減を図る
ための、着実な自動車環境対
策が進んでいることから、
「順調」と判断。

【課題】
　限られた予算の中で、どの
ような手法がよいか引き続き
内容を精査していく必要があ
る。
　また、燃料電池自動車の継
続的な普及促進や水素ステー
ションの更なる立地が課題で
ある。

　工場・事業場への立入検
査、測定などを実施すること
で、事業者の環境管理の取り
組みを促進させる。

5,000
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度

目
標

5 件 5 件
課
長

0.10 人

実
績

6 件 6 件
係
長

0.10 人

達
成
率

120.0 ％ 120.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

450 人 450 人
課
長

0.10 人

実
績

1,209 人 1,313 人
係
長

0.10 人

達
成
率

268.7 ％ 291.8 ％
職
員

0.30 人

目
標

4
都
市

5
都
市

実
績

4
都
市

5
都
市

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

0

6件
（H26年
度）

都市間連携協力実
施都市数（累計）

現地の環境改善

アジアの途上国やその
都市が自らの力で環境
改善の取組を進めるこ
とができるよう、JICA
等国の支援や連携によ
り、実践的な国際環境
研修事業を推進してい
く。
海外からの研修員を受
け入れることにより、
環境問題解決の一助を
担うとともに、現地の
環境改善や海外諸都市
とのネットワーク構
築、ひいては環境国際
ビジネスへの事業展開
に繋げる。

環境
国際
戦略
課

アジアの環境人材
育成のための研修
員等の受講者数
（単年度）

2,411

アジアの環境人
材育成拠点形成
事業

4,400

450人
（H28年
度）

1,780 1,530

1,209人
（H26年
度）

0
環境国際協力推
進事業

環境
国際
戦略
課

途上国技術者を受け入
れる国際研修や経験豊
かな市内企業技術者等
を諸外国都市に派遣
し、現地で相手都市も
主体的に関わった実践
的な技術指導を実施す
る。また、国内外の関
係機関と協働・連携し
た調査、情報収集や発
信を行うとともに、各
種都市間ネットワーク
を活用したプロジェク
トを実施する。更には
市内企業や国際機関等
と密に連携して、協力
対象国や都市の「緑の
成長」にも資する環境
国際協力を目指す。

6,650

6件
（H28年
度）

戦略的環境国際協
力事業の件数（累
計）

9,94045

46

47

― ―

15,950

0.30

日中大気汚染・
省エネ対策共同
事業

――

４都市
（H26年
度）

環境
国際
戦略
課

20,901

職
員

中国におけるPM2.5
（微小粒子状物質）等
をはじめとする大気汚
染については、日本へ
の影響も懸念されてお
り、その対策を講じる
ことについては喫急の
課題となっている。
本市では、中国諸都市
と連携し、中国におけ
る大気汚染への対策を
講じるため、国の事業
を活用し、平成26年度
から5ヵ年間の予定で
中国側の行政官や技術
者等の資質向上を目的
とした研修生の受け入
れや、現状を把握・分
析等するための専門家
の派遣を行う。また、
具体的課題解決のため
の共同研究を実施す
る。

33,226

―

―

―

H26年度
～H30年
度で

４都市

現地の環
境改善

59,100

Ⅶ-1-
(3)-① 
環境国際
協力の推
進

人

係
長

0.50

人

大変
順調

大変
順調

1.00

課
長

人

順調

　平成27年度は、中国４都市
との都市間連携による協力事
業を実施し、研修員を延べ40
名（目標20名）受入れ、専門
家を延べ67名（目標20名）派
遣した。目標を大幅に上回る
達成状況のため、「大変順
調」と判断。

　平成27年度は、1,300人を
超える研修員等の受入れを実
施し、国内外での研修誘致活
動も10回実施した。目標の研
修員受入450人、研修誘致活
動3回を大幅に上回る達成状
況のため、「大変順調」と判
断。

　平成27年度までの累計で、
6件の協力事業（目標6件）を
実施し、計33回の現地派遣
（目標12回）を実施した。目
標を達成及び上回る状況のた
め、「順調」と判断。

大変
順調

　引き続き、国や国際機関等
の補助事業を活用し、KITAや
JICAなどの関係機関との連携
を図りながら事業を推進して
いく。

【評価理由】
　日中大気汚染・省エネ対策
共同事業をはじめとした、各
環境国際協力事業において、
事業件数や研修受入数、研修
誘致活動など、目標を大幅に
上回る達成状況であるため、
「大変順調」と判断。

【課題】
　各国・各都市の状況やニー
ズの把握。
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環境局 

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

H27年度 人件費（目安）事業評価の成果指標（目標・実績） H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H26年度 人数

目
標

課
長

2.05 人

実
績

係
長

2.80 人

達
成
率

職
員

4.75 人

目
標

2 件 2 件
課
長

0.05 人

実
績

5 件 4 件
係
長

0.10 人

達
成
率

250.0 ％ 200.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

2
都
市

2
都
市

課
長

0.50 人

実
績

1
都
市

2
都
市

係
長

0.50 人

達
成
率

50.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.50 人

大変
順調

【評価理由】
　アジア低炭素化センターを
中心として、都市インフラビ
ジネスの推進に積極的に取り
組んでおり、活動指標や成果
指標は概ね目標を達成してい
ることから、「大変順調」と
判断。

【課題】
　事業実施によって削減され
た温室効果ガス削減量の定量
化（見える化）の推進。
　国等補助事業の外部資金活
用による本市の経費削減。

　今後もアジア地域の低炭素
化を推進するとともに、環境
国際ビジネスの展開による地
域経済の活性化を図る。「北
九州モデル」を活用した環境
インフラ輸出について、これ
までの成果を踏まえてさらに
他都市への横展開を進めるた
めのプラットフォーム構築等
を検討する。

　当初計画どおり事業が進捗
しているため、「順調」と判
断。

順調50 26,968 14,500

―

2件
（H32年
度）

「北九州モデ
ル」を活用した
都市環境インフ
ラビジネス推進
事業

2005年度
（1,630ト
ン）比

150％削減
（2050
年）

海外での実証事業
等の進出数（単年
度）

―

環境
国際
戦略
課

本市に蓄積された都市
環境インフラに係る技
術や行政ノウハウなど
を体系的に整理した
「北九州モデル」を活
用し、都市インフラビ
ジネスをさらに推進す
る。

アジア低炭素化セン
ターを中核として、環
境に関する多様な技術
や社会システム等を海
外に輸出することで、
地域経済の活性化を推
進する。

単年度目標
設定なし

27,531

アジア地域でのCO2
排出量を削減

―

―

―

グリーンシティの
輸出を推進してい
るインドネシア・
スラバヤ市に続
き、事業展開を
図った都市数

H28年度
までに3
都市

30,000

１都市
（H26年
度）

―

5件
（H26年
度）

Ⅶ-2-
(1)-① 
アジア低
炭素化セ
ンターを
核とした
都市イン
フラビジ
ネスの推
進

31,657

市内中小企業が所有す
る既存の技術・製品に
関して、海外でのニー
ズに合わせた現地での
事業可能性調査（Ｆ
Ｓ）や実証試験を行う
ための費用の一部を助
成し、市内企業の海外
への技術輸出の推進を
図る。

　CO2排出量の削減に向けた
各種プロジェクト推進数が目
標（90件）を上回る（115
件）とともに、獲得した外部
資金総額も増加し、さらに
は、様々な環境ビジネスにも
つながっているなど、アジア
地域の低炭素化に資する事業
を積極的に展開していること
から、「大変順調」と判断。

大変
順調

87,20025,38623,832

　これまでの5年間におい
て、実証枠11件、事業可能性
調査（FS）6件と、市内企業
のアジアにおけるビジネス展
開を支援している。また、申
請書のダウンロード数も増え
てきており、本事業を広く周
知できているため、「大変順
調」と判断。

大変
順調

2,3258,7488,4318,750

環境
国際
戦略
課

中小企業アジア
環境ビジネス展
開支援事業

49

環境
国際
戦略
課

アジア低炭素化
センター推進事
業

48
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産業経済局

平成27年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

1,200 人 1,200 人
課
長

0.13 人

実
績

1,102 人 1,070 人
係
長

0.45 人

達
成
率

91.8 ％ 89.2 ％
職
員

0.40 人

目
標

40 ％ 40 ％

実
績

32 ％ 31 ％

達
成
率

80.0 ％ 77.5 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

97 ％ 98 ％

達
成
率

161.7 ％ 163.3 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

97.3 % 97.7 %

達
成
率

162.2 ％ 162.8 ％

目
標

62 社 63 社

実
績

94 社 61 社

達
成
率

151.6 ％ 96.8 ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

23.8 ％ 21.6 ％
係
長

0.15 人

達
成
率

95.2 ％ 86.4 ％
職
員

0.15 人

北九州地域の産学官に
よる連携体制を構築
し、理工系及び文系大
学生等を対象に地元企
業でのインターンシッ
プ等を実施する。

雇用
政策
課

北九州みらい人
材育成事業

4

Ⅰ-2-
(2)-① 
成長産業
を支える
高度人材
の育成

　将来的な地元就職促進につ
なげるために、学生の職業観
の醸成や地元企業を知る機会
の創出・提供に努める。

【評価理由】
　雇用環境の好転や、大企業
によるIS（インターンシッ
プ）実施の増加などから、地
元企業でのIS参加率がやや低
下していると考えられるが、
一定の成果を収めているた
め、「順調」と評価した。

【課題】
　参加大学との連携を強化
し、参加学生の増加を図ると
ともに、受入企業の開拓に努
めることが必要である。

順調

　実施企業数の達成率はH26
の82.0％から65.3％と昨年度
より減少したが、参加人数の
達成率はH26の68.5％から
72.3％と増加している。参加
大学と連携し、運営体制の強
化を進めており、今後の拡充
を図る状況であるので、「順
調」と評価した。

順調3,2005,3639,8100

学術研究拠点推
進事業

3

Ⅰ-2-
(1)-③ 
最先端の
研究開発
を担う人
材の確
保・育成

人

人

人

0.50

0.30

0.05

職
員

　学術研究都市を中心とした
各種産学連携事業、大学間連
携事業を更に効果的に実施
し、最先端の研究開発を担う
人材の確保・育成に寄与す
る。

【評価理由】
　成果指標の目標を概ね達成
し、一定の成果を収めている
ため、「順調」と判断した。

【課題】
　学研都市を中心とした各種
産学連携事業、大学間連携事
業等の更なる効果的な実施。

順調

　利用者の評価（満足度）が
向上しており、新たな研究開
発プロジェクトに参加した企
業数も概ね目標どおりである
ため、順調と判断した。

順調7,325
係
長

課
長

就職決定者数

Ⅰ-1-
(4)-③ 
若者の自
立支援

1
若者ワークプラ
ザ北九州運営事
業

雇用
政策
課

若年者の就業支援の拠
点として「若者ワーク
プラザ北九州」及び
「若者ワークプラザ北
九州・黒崎」におい
て、就業相談、セミ
ナー、職業紹介等を実
施し、若年者の就業を
促進する。

1,102人
(H26年
度)

Ⅰ-2-
(1)-① 
北九州学
術研究都
市の機能
の充実

2
学術研究都市管
理運営事業

新産
業振
興課

アジアの中核的学術研
究拠点の形成と本市の
産業振興拠点としての
機能を高めるため、北
九州学術研究都市の学
術研究施設を一体的に
管理・運営すること
で、本市の産業を支え
る知的基盤の充実を図
る。

施設の稼働率
32％

(H26年
度)

40％
(H28年
度)

862,516

利用者の満足度
95％

(H24年
度)

90％
(H29年
度)

861,843 862,498

353,316339,191364,404

60%
(H28年
度)

累計
25%

（公財）北九州産業学
術推進機構（FAIS）が
行う大学間連携事業の
ほか、産学連携、半導
体技術拠点形成、技術
移転等の実施に対する
支援等を行うことによ
り、北九州学術研究都
市の研究開発拠点とし
ての機能を高め、地域
における産業技術の高
度化と新たな産業の創
出を図る。

新産
業振
興課

22.2%
(H24･25年
度累計)

79,704

インターンシップ
参加者（理系）の
地元就職率

累計
25%

60%
(H25年
度)

平成24
年度～
28年度
の累計
25%

80,500 8,995

　平成２７年度の若者ワーク
プラザ北九州の就職決定者数
の実績は、目標値を若干下
回ったが、概ね予定通りであ
り、「順調」と評価した。

順調

順調

順調

【評価理由】
　雇用情勢の改善に伴い、自
力就職者の増加や早期就職
（就職までの利用回数の減
少）などの傾向がある中、一
定の成果を収めているため、
「順調」と評価した。

【課題】
　若年者の未就業・失業状態
が長期化すると更に就職が困
難となるため、今後も継続し
て丁寧な就業支援が必要であ
る。

　更なる利用者増加のために
継続的・効果的な広報活動を
行う。

順調

　産学連携施設や共同利用施
設の稼働率向上を図るため、
効果的・効率的な管理運営を
行う。また、利用者の更なる
満足度向上のため、意見や要
望を管理運営に活かすこと
で、産学連携の促進、学研都
市の機能や魅力を向上させ
る。

　施設の稼働率は目標には届
いていないものの、利用者の
満足度は、昨年に引き続き、
目標を上回っているため｢順
調」と判断

0.40 人

1,200人
(H28年
度)

80,622

H26年度

人数

9,300

課
長

0.20 人

係
長

0.40 人

職
員

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【評価理由】
　キャンパス運営委員会の開
催などを通し、学研都市とし
て一体的に取り組む事項など
を定め、効果的・効率的な管
理運営を行っている。共同利
用施設の稼働率は目標を下
回ったが、利用者の満足度
は、非常に高いため「順調」
と判断。

【課題】
　産学連携施設や共同利用施
設の効率的・効果的な管理運
営を図ることにより、施設の
稼働率向上及び利用者の満足
度向上に努める。

学研都市の取り組
み評価（学研都市
内の大学や入居企
業・研究機関の評
価）

新たな研究開発プ
ロジェクトに参加
した企業数

94社
(H26年
度)

60社
(H28年
度)

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

95 ％ 95 ％
課
長

0.05 人

実
績

89 ％ 93.4 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

93.7 ％ 98.3 ％
職
員

0.30 人

目
標

95 ％ 95 ％
課
長

0.05 人

実
績

89 ％ 93.4 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

93.7 ％ 98.3 ％
職
員

0.30 人

目
標

48,530 人

実
績

50,000 人

達
成
率

103.0 ％

目
標

1,750 人

実
績

1,091 人

達
成
率

62.3 ％

目
標

101 名 106 名

実
績

105 名 108 名

達
成
率

104.0 ％ 101.9 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

3 人 3 人
係
長

― 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

― 人

順調2,502 順調

【評価理由】
　成果指標実績のとおり、
ニーズに対応した施策とし
て、受講者や中小企業から高
く評価されているため「順
調」と判断した。

【課題】
　より一層役立ち度の向上に
繋がるよう、セミナーの内容
充実に努める必要がある。

　今後も引き続き、市内中小
企業のニーズを充足しつつ、
より効率的に事業を実施する
ため、商工会議所その他支援
機関と協働・連携し、費用対
効果の高い事業運営に努め
る。

3,825

マイスターおよび
技の達人認定延べ
人数（隔年で認
定）

金属・機械・電気等の
工業系分野を対象とし
た「北九州マイス
ター」と、暮らしに身
近な生活関連・サービ
ス産業なども含めた幅
広い分野を対象とした
「北九州技の達人」の
２つの制度において、
高度技能者を認定・表
彰する。
認定された高度技能者
の協力の下、優れた技
能を次代に継承し、地
域産業の振興に貢献す
るための技術継承活動
を推進する。

【評価理由】
　成果指標実績のとおり、
ニーズに対応した施策とし
て、受講者や中小企業から高
く評価されているため「順
調」と判断した。

【課題】
　より一層役立ち度の向上に
繋がるよう、セミナーの内容
充実に努める必要がある。

　今後も引き続き、市内中小
企業のニーズを充足しつつ、
より効率的に事業を実施する
ため、商工会議所その他支援
機関と協働・連携し、費用対
効果の高い事業運営に努め
る。

Ⅰ-2-
(3)-① 
中小企業
の後継者
育成の支
援

6
経営リーダー育
成支援事業

中小
企業
振興
課

戦略的思考力や果敢な
行動力を有する経営
リーダー、高度技術を
持った人材の育成な
ど、企業の経営革新に
大きな役割を担う中核
人材の創出・育成を図
るために必要な専門講
座を実施する。

戦略的思考力や果敢な
行動力を有する経営
リーダー、高度技術を
持った人材の育成な
ど、企業の経営革新に
大きな役割を担う中核
人材の創出・育成を図
るために必要な専門講
座を実施する。

実学ナレッジセミ
ナー受講者アン
ケート（役立ち
度）の結果（％）

Ⅰ-2-
(2)-② 
地域企業
の中核と
なる人材
の育成

5
経営リーダー育
成支援事業

中小
企業
振興
課

Ⅳ-1-
(1)-①
地域企業
のビジネ
ス展開を
推進する
組織横断
的な体制
の整備

【施策評価のみ】
地域企業のビジ
ネス展開を推進
する組織横断的
な体制の整備

8

92％
(H23年
度)

実学ナレッジセミ
ナー受講者アン
ケート（役立ち
度）の結果（％）

95％
(毎年
度)

2,856 2,502 3,018

平成25
年度～
28年度
の累計
135人

95％
(毎年
度)

2,856

技能伝承講座等の
参加人数（累計）

105名
(H26年
度)

6,075 5,572

48,377人
(H25年度)

92％
(H23年
度)

単年度の目
標設定なし

―――

1,473人
(H26年度)

―

順調

3,018

7,267

順調

順調

順調

　受講者数は前年比10人増の
150人で成果指標である役立
ち度については93.4％と概ね
目標を達成した。
　また、受講者アンケートに
よると、講師やカリキュラ
ム、業務への役立ち度などの
項目で良好な評価を受けてお
り、中小企業のニーズにも合
致していると考える。

産業
政策
課

― ―

人

3,825

Ⅰ-2-
(3)-② 
技術・技
能を継承
する人材
の育成

7
北九州技能伝承
推進事業

雇用
政策
課

講演受講者と実技
指導受講者の合計
（累計）

　マイスターや技の達人の認
定は、積極的に募集活動を
行った結果、認定数を増やし
ており、着実に目標を達成し
ている。認定・表彰を通じ
て、各分野の優れた技能者に
光を当てることで、ものづく
りの街北九州の社会的評価を
高め、まちの宝の存在を内外
にアピールできた。
　技能伝承講座等の事業は、
マイスターから匠の技を直接
指導してもらえるプログラム
や、達人やマイスターの講演
等、受講者からの評判もよ
く、再受講の要望も寄せられ
ていることから「順調」と評
価した。

【評価理由】
　技能伝承講座への参加人数
は目標を達成できなかった
が、マイスターや技の達人の
認定数と、技能伝承講座の開
催数は目標を達成したため、
「順調」と評価した。

【課題】
　技能伝承講座等の広報活動
を実施し、受講者増加につな
げる。

　マイスターや技の達人の認
定は、順調に実施しており、
今後も着実に進めていく。
　技能伝承講座等の事業につ
いては、学校側からの講師派
遣依頼が減っていることか
ら、今後、中学校等に対して
講師派遣に係る費用負担の軽
減等についても検討していく
とともに、新たな活動の場の
開拓に取組む。

順調

　受講者数は前年比10人増の
150人で成果指標である役立
ち度については93.4％と概ね
目標を達成した。
　また、受講者アンケートに
よると、講師やカリキュラ
ム、業務への役立ち度などの
項目で良好な評価を受けてお
り、中小企業のニーズにも合
致していると考える。

―

0.35

職
員

0.65

8,750人
(H31年度)

48,530人
(H26年度)

課
長

【施策の指標】
地域企業のビジネ
ス展開を推進する
組織横断的な体制
の整備による、雇
用創出数
（H25年度からの累
計）

【施策の内容】
地域企業が本市で元気
に産業活動が行えるよ
うに、日頃から企業と
情報交換を密にすると
ともに、市役所全体と
して推進体制を築き、
その環境整備に努め
る。

人

15,400

―

人

単年度の目
標設定なし

0.65
係
長

【評価理由】
　市内企業との交流会、立地
企業との情報交換会や、市内
企業への訪問を定期的に行
い、企業ニーズの把握に努
め、課題がある場合は個別に
解決に向けた取り組みを進め
ていることから、順調と判
断。

【課題】
　地域企業のビジネス展開を
支援することによる新規雇用
の創出。

　引き続き、地域企業と緊密
な情報交換を行い、ビジネス
展開を支援していく。
　局を横断する課題が発生し
た場合は連携を密にしなが
ら、課題解決に向け協議を進
めていく。
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

60 ％ 60 ％
課
長

0.02 人

実
績

63.6 ％ 71.4 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

106.0 ％ 119.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

50
（平成21年
度助成分・
5年経過
後）

％

67％
（平成22年
度助成分・
5年経過
後）

％
係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ － ％
職
員

0.30 人

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

98 ％ 98 ％

達
成
率

108.9 ％ 108.9 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

111.1 ％ 111.1 ％

目
標

95 社 96 社

実
績

93 社 98 社

達
成
率

97.9 ％ 102.1 ％

目
標

16 社 18 社

実
績

17 社 19 社

達
成
率

106.3 ％ 105.6 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

69.9 ％ 82.3 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

185.4 ％ 199.8 ％
職
員

0.30 人

　成果指標である商談成約に
至った企業割合は119％と目
標を超える実績を達成するな
ど、着実に成果を上げてい
る。

順調1,9805,9506,0207,001

大変
順調

【評価理由】
　地元製品に対する認知度の
目標指数をクリアし、出展企
業からも評価を得ていること
から大変順調と判断。

【課題】
　更なる認知度向上のため、
市内外の多くの人に向けた効
果的な地元製品のＰＲに取り
組む必要がある。

大変
順調

　引き続き、ＩＭの適切な配
置、企業ニーズに応じた支援
メニューの整備等に取り組む
とともに、効率的な事業の実
施体制に努める。

係
長

0.50 人

職
員

0.50 人

　成果指標のうち、インキュ
ベーション施設卒業企業数の
目標達成率は102.1％と概ね
目標を達成し、また同じく売
上高1億円企業については目
標の1社に対し、２社達成し
た。
　さらに、インキュベーショ
ンマネージャーによる企業訪
問（546件）も前年度実績
（500件）及び目標値（350
件）を大きく上回っており、
大変順調に推移している。

順調

【評価理由】
　ＩＭによる財務、販路開拓
等、積極的な支援により事業
を拡大し、売上げを大幅に伸
ばすなど、順調にベンチャー
企業の成長支援に努めてい
る。

【課題】
　事業拡大のための支援ニー
ズを的確に把握し、安定的な
販路開拓支援を行うととも
に、人材の確保につながる支
援施策を検討すること。

19,136 11,050

課
長

0.20 人

順調

市内インキュベー
ション施設の卒業
企業数（件数は累
計）

90社
(H25年
度)

108社
(H31年
度)

17,381 15,229

売上高１億円企業
の輩出数（件数は
累計）

15社
(H25年
度)

22社
(H31年
度)

Ⅳ-1-
(1)-③ 
ベン
チャー企
業の創
出・育成

12
ベンチャー総合
支援事業

中小
企業
振興
課

ベンチャー企業等に対
して、インキュベー
ションマネージャー
(ＩＭ)による創業期の
経営支援を重点的に実
施するとともに、「北
九州ベンチャーイノ
ベーションクラブ（Ｋ
ＶＩＣ）」の運営を通
じた交流促進等を行
う。

0.02 人

順調

【窓口相談】
　成果指標（満足度アンケー
ト）は目標を上回っており、
相談機関としての役割を十分
に果たしたと考える。

【専門家派遣】
　派遣件数（目標：130件、
実績：134件）・成果指標と
もに目標を上回っており、経
営支援等の役割を十分果たし
たと考える。

係
長

0.10 人

職
員

0.20 人

90％
(毎年
度)

27,092 24,303 22,593

利用者アンケート
による満足度（専
門家派遣）

96％
(H25年
度)

90％
(毎年
度)

11
中小企業支援セ
ンター特定支援
事業

中小
企業
振興
課

中小企業支援法第７条に
基づき、（公財）北九州
産業学術推進機構を指定
法人として、平成１４年
度に北九州市中小企業支
援センター（以下「中小
企業支援センター」）を
開設し、市内中小企業の
ための窓口相談・専門家
派遣・情報提供など、専
門的かつ総合的なサービ
スを提供しいる。
市は、これらの事業を行
うために必要な経費を補
助している。

3,82515,77136,26741,199

課
長

67％
(H18年
度助成
実施分)

当該年度中の
目標設定なし
（5年後65%以

上）
新技術・新製品開発に
取り組む中小企業に対
する研究開発費の助成
を行うことにより、中
小企業の技術開発力の
向上と高付加価値企業
への転換を促進する。

65％
(助成5
年後)

　市内中小･小規模企業の競
争力向上のために重要な施策
であることから、引き続き取
り組む必要がある。

　助成件数（目標：5件、実
績：8件）、製品化・実用化
の割合ともに目標を上回って
おり、一定の成果が上がって
いるものと考える。

順調

大規模展示会等出
展支援を行った企
業の中で、商談成
約に至った企業割
合の向上

60％
(毎年
度)

中小
企業
振興
課

中小企業技術開
発振興助成金

10

技術力はあるが営業経
験に乏しく、情報発信
力も十分でない地元中
小企業の受注拡大・販
路開拓の取組みを支援
するもの。
①大規模展示会等出展
支援
②巡回指導・マッチン
グコーディネート（公
益財団法人北九州産業
学術推進機構が実施）

中小
企業
振興
課

ビジネスチャン
ス拡大支援事業

製品化・実用化の
割合（％）

9

企業
立地
支援
課

厳しい経済情勢の中
で、誘致活動と同様に
地元企業を支援し、将
来にわたって本市で事
業を継続・発展しても
らうため、アンケート
調査に基づき、「地元
製品街かどショールー
ム」等を活用した地元
製品のＰＲや認知度向
上、販路拡大に向けた
支援を行う。

13
地元製品街かど
ショールーム事
業

Ⅳ-1-
(1)-② 
中小企業
の競争力
向上

Ⅳ-1-
(1)-④
地元製
品・サー
ビスの利
活用の推
進

平成25
年度比
25％

(H28年
度)

1,615

平成25年
度比10％

向上

2,500

2,730

支援対象となる地
元企業製品の認知
度向上

34.3%
(H25年
度)

平成25年
度比20％

利用者アンケート
による満足度（窓
口相談）

81％
(H22年
度)

67％
(H22年
度)

5,400

　出展企業のうち、製品の問
い合わせ等の販促効果ありと
回答があったのは６割だが、
市内ホテル等での展示を経
て、市民の地元製品への認知
度向上が大幅に図られている
ことから大変順調と判断。

2,722

当該年度中の
目標設定なし
（5年後65%以

上）

　北九州スタジアムにおける
地元製品紹介パネルの活用な
どにより、更に認知度を高め
ていく。

順調

【評価理由】
　設定した指標をクリアして
おり、一定の成果も収めてい
るため「順調」と判断した。

【課題】
　多様化する中小･小規模企
業のニーズに効率的かつ効果
的に対応すること。
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

10 件

実
績

15 件

達
成
率

150.0 ％

目
標

2 件

実
績

3 件

達
成
率

150.0 ％

目
標

26 件

実
績

36 件

達
成
率

138.5 ％

目
標

2 件

実
績

3 件

達
成
率

150.0 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

97.3 % 97.7 %

達
成
率

162.2 ％ 162.8 ％

目
標

62 社 63 社

実
績

94 社 61 社

達
成
率

151.6 ％ 96.8 ％

7,325

人0.40

人

　各指標とも目標を上回って
おり、大変順調と判断した。

新成長戦略推進
のための研究開
発プロジェクト
事業

14 79,259

（公財）北九州産業学
術推進機構（FAIS）が
行う大学間連携事業の
ほか、産学連携、半導
体技術拠点形成、技術
移転等の実施に対する
支援等を行うことによ
り、北九州学術研究都
市の研究開発拠点とし
ての機能を高め、地域
における産業技術の高
度化と新たな産業の創
出を図る。

新産
業振
興課

学術研究拠点推
進事業

15 353,316

61,959

　利用者の評価（満足度）が
向上しており、新たな研究開
発プロジェクトに参加した企
業数も概ね目標どおりである
ため、順調と判断した。

大変
順調

339,191364,404

人

順調

　「北九州市新成長戦略」を
推進（地元企業の高度化・新
製品開発）するため、市内の
大学や企業が行なう研究開発
を支援する。
　学術研究都市を中心とした
各種産学連携事業、大学間連
携事業を更に効果的に実施
し、最先端の研究開発を担う
人材の確保・育成に寄与す
る。

【評価理由】
　本施策では、市内の新産業
の創出・育成とアジアの研究
開発の形成を目指して、企業
と大学の産学交流の促進や産
学連携による研究開発を進め
ている。
　（公財）北九州産業学術推
進機構による、産学交流の促
進、研究会の運営、プロジェ
クトの創出といった一貫した
支援により、「先導的低炭素
化技術研究戦略指針」に基づ
く研究開発プロジェクト実施
件数や事業化件数　　等は目
標を達成している。これらの
ことから、大変順調であると
考える。

【課題】
　市内の大学や企業が実施す
る研究開発の成果を出すた
め、より一層の選択と集中及
び事業の精査。
　学研都市を中心とした各種
産学連携事業、大学間連携事
業等の更なる効果的な実施。

0.50
職
員

人0.30

0.25 人

係
長

Ⅳ-1-
(1)-⑤
地元企業
の高度
化・新製
品開発支
援

人0.05

課
長

7,600

0.15

77,385

係
長

課
長

新産
業振
興課

「北九州市新成長戦
略」を推進するため、
市内の大学や企業が実
施する「低炭素化技
術」、「次世代自動
車」、「ロボット」、
「医療・介護」等の分
野の研究開発を支援す
る。

医療・介護分野の
助成金申請件数

7件
(H24年
度)

26件
(毎年
度)

大変
順調

10件
(毎年
度)

「先導的低炭素化
技術研究戦略指
針」に基づく重点
プロジェクト実施
件数

3件
(H23年
度)

研究開発プロジェ
クト実施件数

―

職
員

2件
(毎年
度)

事業化件数 ―
2件

(毎年
度)

学研都市の取り組
み評価（学研都市
内の大学や入居企
業・研究機関の評
価）

60%
(H25年
度)

60%
(H28年
度)

新たな研究開発プ
ロジェクトに参加
した企業数

94社
(H26年
度)

60社
(H28年
度)
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

91 社 100 社
課
長

0.20 人

実
績

94 社 103 社
係
長

0.40 人

達
成
率

103.3 ％ 103.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

5 件

実
績

1 件

達
成
率

20.0 ％

目
標

38 人

実
績

48 人

達
成
率

126.3 ％

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.40 人

達
成
率

職
員

0.30 人

10周年を迎えるパーツ
ネット北九州を中核
に、自動車産業の地域
間連携を促進し、各地
域の強みや特性を相互
補完することで、北九
州地域の活性化と魅力
ある就業の機会を創出
する。

企業
立地
支援
課

自動車産業地域
創生推進事業

18

大変
順調

【評価理由】
　パーツネット北九州の趣旨
に賛同する企業会員も順調に
増加し、東九州自動車産業
ネットワークの創設、研究者
の集積といった各指標が目標
を達成したため、「大変順
調」と判断。

【課題】
　パーツネット北九州に関し
ては、参加企業のニーズを踏
まえた、新規参入・取引拡大
の支援を実施し、会員数の増
加を図る必要がある。
　引き続き効率的な誘致活動
を行い北九州学術研究都市へ
の研究開発関連施設の集積に
努める。

―

平成２７年度の北部九
州の自動車生産台数は
１３２万台を超えた。
カーメーカーによる更
なる地場調達促進の取
組みや調達先の複数化
など部品サプライ
チェーンの再構築が進
められており、地元企
業にとって自動車産業
への新規参入・取引拡
大の契機となってい
る。
自動車メーカーや部品
サプライヤーのニーズ
や取組みを捉え、地元
企業の技術力等の積極
的な情報発信をしなが
ら、ビジネスマッチン
グの機会拡大に取り組
んでいく。

企業
立地
支援
課

自動車産業新規
参入・取引拡大
支援事業

16

Ⅳ-1-
(2)-①
次世代自
動車産業
拠点の形
成

　東九州自動車道沿線自治体
である大分県、宮崎県の自動
車産業の振興団体と、シンポ
ジウムの開催等相互交流事業
を実施することにより、新た
な連携体制を構築することが
できたため、大変順調と判
断。

大変
順調

9,700―568

5,861 8,700 0.30

自動運転関連研究
者集積

新産
業振
興課

北九州学術研究都市に
おける研究開発体制を
強化するため、産総
研・人工知能研究セン
ター等との連携によ
り、新たな研究開発プ
ラットフォームを構築
し、各大学の研究者の
研究シーズを自動車用
に開発・融合すること
により、人工知能を活
用した安全・安心なモ
ビリティシステムを構
築する。

大変
順調

人

　自動車関連企業の研究開発
部門誘致提案件数(目標:30
件、実績:49件)、自動運転関
連研究者数(目標:38人、実績
48人)ともに目標を上回って
おり、大変順調と判断した。

1件
(H26年
度)

課
長

972

環境配慮型部品の
供給基地の形成

5,000

東九州自動車
産業ネット
ワーク（仮
称）の創設
（H27年度）

東九州自動車
産業ネット
ワーク創設

地域全体の競争力
の向上

－

　順調に会員数も増加し、平
成27年度目標を達成している
ことから大変順調であると判
断。

0.30

50人
(H31年
度)

人

　企業のニーズに即した支援
を実施する。
　北九州学術研究都市におけ
る研究開発体制を強化するた
め、自動車関連企業の研究開
発拠点誘致と同時に、進出企
業のサポートを積極的に行う
ことで、次世代自動車産業の
研究開発拠点化を推進する。
東九州自動車産業ネットワー
クを活用した新たな事業を検
討する。

係
長

大変
順調

人
職
員

0.30

105社
(H28年
度)

東九州自動車
産業ネット

ワーク(仮称)
の創設

6,550

パーツネット北九
州会員数
（累計）

35名
(H26年
度)

57社
(H21年
度)

－

4,900

9,3007,4418,416

17
次世代自動車産
業拠点化事業
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

8 件 18 件
課
長

0.20 人

実
績

6 件 10 件
係
長

1.00 人

達
成
率

75.0 ％ 55.6 ％
職
員

1.00 人

目
標

1,000 万
円

実
績

12,000
万
円

達
成
率

1200.0 ％

目
標

5 人

実
績

4 人

達
成
率

80.0 ％

目
標

570 人 855 人
課
長

0.20 人

実
績

250 人 396 人
係
長

0.20 人

達
成
率

43.9 ％ 46.3 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

0 件 0 件
係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

0.20 人

企業立地促進事
業（素材・部
材）

21

Ⅳ-1-
(2)-③ 
素材・部
材産業

19,80024,21528,81030,000

本市への企業立地をさ
らに促進するため、素
材・部材産業や情報通
信産業の重点誘致産業
を中心に誘致活動の強
化を図る。

企業
立地
支援
課

　ロボット産業は製造業にお
ける生産性の向上、介護現場
の就業環境の改善等に大きく
貢献できる可能性がある。本
市におけるロボット産業の集
積を重要なポテンシャルと位
置付け、引き続き積極的な開
発・実証・導入支援を進め
る。

順調

【評価理由】
　ロボット導入企業件数は目
標の１８件をやや下回るも、
着実に成果を上げてきてい
る。また、ロボット製品売上
高は目標を大きく上回り、雇
用人数については、目標達成
せずも、今後増加することが
予想され、順調と判断した。

【課題】
　産業用ロボット導入に向け
た人材育成等の支援、介護現
場等のニーズに合った効果的
な開発・実証支援を実施し、
さらなるロボット製品売上げ
の増大、雇用人数の増加を図
る。

【評価理由】
　北九州空港におけるＭＲＪ
量産機の飛行試験に向けた準
備が進んでいるほか、地元企
業への継続的な支援も進めら
れていることから順調と判
断。

【課題】
　航空機産業の誘致について
は、メーカーの生産体制の計
画や、今後の需要動向など周
辺環境の影響が大きい。また
地元企業に対しては、航空機
産業への参入に求められる技
術や品質管理資格を得るため
の長期継続的な支援が求めら
れる。

　福岡県や福岡県航空機産業
振興会議との連携を図りなが
ら、航空機産業への参入に向
けた地元企業支援を行うとと
もに、ＭＲＪ生産拠点の誘致
に取り組む。

1.00

職
員

1.00 人

0 21,650 ― 18,650

課
長

20名
（H27年度ま
での累計）

係
長

雇用

2億5,000万円
（H27年度ま
での累計）

地元企業のロボッ
ト導入企業件数
（累計）

50件
（H25～
31年
度）

6件
(H26年
度)

0.10

Ⅳ-1-
(2)-② 
我が国を
リードす
るロボッ
ト産業拠
点の形成

20
ロボット産業振
興プラン強化事
業

「わが国をリードする
ロボット産業拠点の形
成」を目的として、北
九州ロボットフォーラ
ム（産学官組織）で策
定した「北九州市ロ
ボット産業振興プラ
ン」の実現に向け、強
化事業を展開する。

国際的な競争が激化す
る中、地元企業のもの
づくり力（競争力）強
化という喫緊の課題を
解決するため、産業用
ロボットメーカー等の
協力を得ながら、官民
一体の組織において地
元企業の支援を行う。

新産
業振
興課

ロボットテクノ
ロジーを活用し
たものづくり力
強化事業

19

地域企業の製品売
上高

　MRJの量産機の飛行試験が
円滑に実施されるよう福岡県
等と連携した支援を行い、飛
行試験に向けた準備が進んで
いるほか、地元企業の航空機
産業を促進するため、セミ
ナー開催や技術力向上へ向け
た支援を行い、参入意欲のあ
る企業も出てきていることか
ら順調と判断。

　ロボット製品における地域
企業の製品売上高は目標を大
きく上回る結果となった。雇
用人数については、目標（５
人）には到らずも、今後、製
品売上げ高の増加に伴い、雇
用人数も増加することが予想
され、全体として着実に成果
を上げていると評価し、順調
と判断した。

人

　ロボット導入企業件数は目
標の１８件をやや下回ってお
り、やや遅れと判断した。

やや
遅れ

　重点誘致産業である素材・
部材の市外企業の新規立地に
向けた誘致活動及び市内企業
の増設や事業拡張に向けた支
援(補助金交付等)を積極的に
進めることにより、市外企業
の新規立地及び市内企業の増
設や事業拡張、雇用の創出は
あったが、成果指標である
「新たな雇用創出数」の目標
値を達成できなかったことか
ら、やや遅れであると判断。

順調人

2,600

平成27年度ま
でに１件誘致

する

やや
遅れ

　重点誘致産業である素材・
部材の対象企業の本市への立
地（拡張・増設を含む）を促
進・支援することで、雇用の
創出拡大を目指し、地方創生
の観点による本社機能等の移
転・拡充等の支援と合わせ
て、市外企業の新規立地に向
けた誘致活動及び市内企業の
増設や事業拡張に向けた支援
を積極的に進めていく。

855人
(H25～
28年度)

新たな雇用創出数
（累計）

今後成長が期待される
航空機産業の誘致促進
を図るため、「福岡県
航空機産業振興会議」
での取り組みを強化す
るとともに、裾野の広
い航空機産業への市内
企業の参入に向けた支
援を行う。

企業
立地
支援
課

22
航空機産業誘致
促進事業

210人
(H25年
度)

航空機産業の生産
拠点等の誘致件数

0件
(H25年
度)

平成34年度ま
でに1件誘致

する

1件
(H34年
度まで
の累計)

Ⅳ-1-
(2)-④ 
航空機産
業の振興

3,6501,000 1,000

新産
業振
興課

【評価理由】
　首都圏本部や大阪事務所と
の連携を図り、市外企業の新
規立地及び市内企業の増設や
事業拡張、雇用の創出はあっ
たが、成果指標である「新た
な雇用創出数」の目標値を達
成できなかったことから、
「やや遅れ」であると判断。

【課題】
　大型の立地案件が減少して
いるおり、今後とも首都圏本
部や大阪事務所との連携を図
ることにより、市外企業の新
規立地及び市内企業の増設や
事業拡張、雇用拡大につなげ
る。

やや
遅れ

5,80019,89718,24417,545

順調 順調
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

150 人 150 人

実
績

164 人 128 人

達
成
率

109.3 ％ 85.3 ％

目
標

3 件 3 件

実
績

2 件 2 件

達
成
率

66.7 ％ 66.7 ％

目
標

1,400 人 2,100 人
課
長

0.20 人

実
績

1,600 人 2,057 人
係
長

0.20 人

達
成
率

114.3 ％ 98.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

0 人
係
長

0.10 人

達
成
率

- ％
職
員

0.10 人

目
標

71 % 75 %
課
長

0.20 人

実
績

71 % 75 %
係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.30 人

企業立地促進事
業

24

　情報通信産業など、重点誘
致産業の市外企業の新規立地
に向けた誘致活動及び市内企
業の増設や事業拡張に向けた
支援(補助金交付等)を積極的
に進めることにより、市外企
業の新規立地及び市内企業の
増設や事業拡張、雇用の創出
拡大につながったことから、
「大変順調」であると判断。

大変
順調

5,80019,89718,244

本市への企業立地をさ
らに促進するため、素
材・部材産業や情報通
信産業の重点誘致産業
を中心に誘致活動の強
化を図る。

企業
立地
支援
課

順調

【評価理由】
　首都圏本部や大阪事務所と
の連携を図り、市外企業の新
規立地及び市内企業の増設や
事業拡張につながった。
　また、未利用エネルギーを
活用した新たな産業誘致に向
け、提供サービスや供給ス
キーム等の検討を円滑に実施
しており、「順調」と判断し
た。

【課題】
　大型の立地案件が減少して
いるおり、今後とも首都圏本
部や大阪事務所との連携を図
ることにより、市外企業の新
規立地及び市内企業の増設や
事業拡張、雇用拡大につなげ
る。
　未利用エネルギーの活用に
ついては、より精度の高いＦ
Ｓ（事業可能性調査）を行う
とともに、企業への誘致活動
を進めていく必要がある。

　情報通信産業など、重点誘
致産業の本市への立地（拡
張・増設を含む）を促進する
ことで、雇用の創出拡大を目
指し、地方創生の観点による
本社機能等の移転・拡充等の
支援と合わせて、市外企業の
新規立地に向けた誘致活動及
び市内企業の増設や事業拡張
に向けた支援を積極的に進め
ていく。
　未利用エネルギーを活用し
た提供サービス・供給スキー
ムの具体化、事業採算性の把
握を踏まえ、整備の実施に向
けた検討を行う。

【評価理由】
　「シンポジウムの参加人
数」の目標を達成していない
が、デザインアワード入賞実
績もあり、市内サービス産業
の競争力向上の意識は高まり
つつあるため、「順調」と判
断。

【課題】
　さらに市内サービス産業の
競争力向上に関する意識を高
めていくためには、積極的か
つ分かりやすい啓発活動を強
化する必要がある。

　前年度に引き続き、サービ
ス産業の競争力向上に関する
啓発活動の取組みを実施。

23
サービス産業振
興事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

Ⅳ-1-
(2)-⑤ 
知識サー
ビス産業
の振興

サービス産業の生産性
向上のための啓発や具
体的な活動を支援する
ことにより、市内サー
ビス産業の競争力向上
を図る。

　「市内中小企業のデザイン
賞受賞（グッドデザイン
賞）」の目標を達成できな
かったが、福岡県主催のデザ
インアワードには、市内企業
４社が入賞する等、市内サー
ビス産業の競争力向上の意識
は高まりつつあるため、「順
調」と判断。

150人
(H27年
度)

2,661

シンポジウムの参
加人数(単年度）

150人
(H26年
度)

3,037

3件
(H23年
度)

3件
(H27年
度)

順調

市内中小企業のデ
ザイン賞受賞数

3,187 順調10,800

職
員

17,545
2,700人
(H25～
28年度)

新たな雇用創出数
（累計）

企業
立地
支援
課

67％
(H25年
度)

若松区響灘エリアでは、
「北九州市地域エネル
ギー拠点化推進事業」に
基づく低炭素で安定安価
なエネルギー拠点が形成
されるとともに、同エリ
アに集積する工場群、及
びひびきＬＮＧ基地から
発生する未利用エネル
ギーや、同エリアのユー
ティリティを活用した新
たな産業誘致構想を策定
し、更なる産業を誘致
し、雇用の創出を目指
す。

535人
(H21年
度)

分譲率

単年度目
標はなし

課
長

2,900

0.40 人
係
長

0.20 人

0.60 人

　造成工事の進捗に合わせ、
分譲が進んでいるため、「順
調」と判断。

6,550

新たなビジネスに
おける雇用人数

―4,756

Ⅳ-1-
(3)-② 
効果的な
優遇制
度、産業
基盤など
の充実

26

企業
立地
支援
課

北九州空港跡地産業団
地の整備を行う。

221,000

北九州空港跡地
産業団地整備事
業

Ⅳ-1-
(3)-①
成長性、
経済波及
効果の高
い産業の
重点的誘
致

25
響灘エリア未利
用エネルギー活
用誘致事業

4,500―
300人

（H32年
度）

【評価理由】
　造成工事の進捗に合わせ、
分譲が進んでいるため、「順
調」と判断した。

【課題】
　関係部局との連携を図り、
造成工事を進め、産業用地の
売却につなげる。

分譲率
100％
(H30年
度)

10,524 40,691 順調 順調
　造成工事を行い分譲を進め
ていく。

順調

　未利用エネルギーを活用し
た提供サービスや供給スキー
ム等について、関係者と勉強
会を開催すると共に、企業
ニーズを踏まえた誘致やＰＲ
活動を積極的に実施している
ことから、「順調」と判断。
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

課
長

0.05 人

実
績

23.8 ％ 21.6 ％
係
長

0.15 人

達
成
率

95.2 ％ 86.4 ％
職
員

0.15 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

0 人
係
長

0.20 人

達
成
率

― ％
職
員

0.20 人

目
標

小倉
7.4
黒崎
18.4

％

小倉
7.0
黒崎
18.0

％

実
績

小倉
8.6
黒崎
20.1

％

小倉
8.4
黒崎
16.8

％

達
成
率

小倉
98.7
黒崎
97.9

％

小倉
98.5
黒崎
101.5

％

目
標

小倉
147,632
黒崎
16,859

人

小倉
149,855
黒崎
17,108

人

実
績

小倉
152,035
黒崎
16,820

人

小倉
142,683
黒崎
16,207

人

達
成
率

小倉
103.0
黒崎
99.8

％

小倉
95.2
黒崎
94.7

％

―11,2920

　将来的な地元就職促進につ
なげるために、学生の職業観
の醸成や地元企業を知る機会
の創出・提供に努める。
　調査結果を踏まえた本社機
能等移転の誘致活動を推進
し、新たな雇用の創出を図
る。

【評価理由】
　雇用環境の好転や、大企業
によるIS（インターンシッ
プ）実施の増加などから、地
元企業でのIS参加率がやや低
下していると考えられるが、
一定の成果を収めている。
　また、本社機能等の移転実
現に向け、首都圏企業との協
議を開始しているため、「順
調」と判断。

【課題】
　インターンシップについて
は参加大学との連携を強化
し、参加学生の増加を図ると
ともに、受入企業の開拓に努
めることが必要である。
　本社機能等の移転可能性の
ある企業の新規開拓が必要で
ある。また、本社機能等の受
皿となるオフィスビルの整備
が必要。

順調

27

Ⅳ-1-
(3)-③ 
人材供
給、住環
境整備な
どの立地
支援

国による地方創生関連
施策の一つである「企
業の地方への本社機能
移転」を実現するた
め、首都圏企業のＢＣ
Ｐ（事業継続計画）対
策や人手不足、コスト
削減などの課題やニー
ズを的確に捉え、市内
ＢＰＯ（ビジネスプロ
セスアウトソーシン
グ）事業者とも連携
し、本社機能の移転な
ど確度の高い企業への
アプローチと業務誘致
に取り組み、新たな雇
用創出を図る。

企業
立地
支援
課

首都圏等からの
本社機能移転推
進事業

28

　実施企業数、参加人数の達
成率は昨年度より減少した
が、参加大学と連携し、運営
体制の強化を進めており、今
後の拡充を図る状況であるの
で、「順調」と評価した。

順調3,2005,3639,810

北九州地域の産学官に
よる連携体制を構築
し、理工系及び文系大
学生等を対象に地元企
業でのインターンシッ
プ等を実施する。

雇用
政策
課

北九州みらい人
材育成事業

　両地区の歩行者通行量は目
標未達であった。しかしなが
ら、空き店舗率については、
厳しい社会情勢の中、黒崎地
区では目標を達成しており、
小倉地区においても前年と比
較して改善していることなど
から、「順調」と判断。

順調6,150

課
長

0.20

【評価理由】
　歩行者通行量の目標は未達
であるものの、厳しい社会情
勢の中、空き店舗率で改善が
みられており、また、即時性
はないものの、中長期的な視
点に立った、街なかの賑わい
づくりや活性化のための議論
が商業活性化懇話会でなされ
ていることから、「順調」と
判断。

【課題】
　現時点では、商業活性化懇
話会において、活性化に向け
た議論がなされているが、具
体的な解決策の立案・実施に
至っていない。

　引き続き商業活性化懇話会
における活発な議論を行うと
ともに、事業の効果測定を定
期的に行う。

Ⅳ-2-
(1)-①
中心市街
地の商業
振興

29
街なか商業魅力
向上事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎ
わいづくり及び中心市
街地活性化」に位置づ
けられた小倉・黒崎地
区の商店街の活性化を
支援するため、
・商業活性化懇話会運
営事業
・フォローアップ調査
事業
を実施。

小倉地区は
8.0％

黒崎地区は
16.5％

(H31年度)

累計
25%

小倉地区は
148,390人
黒崎地区は
16,855人
(H31年度)

小倉及び黒崎地区
商店街エリアの歩
行者通行量（人/
日） 職

員

8,000 5,199

5,800

累計
25%

小倉
142,683人

黒崎
16,207人
(H27年度)

小倉及び黒崎地区
商店街エリアの空
き店舗率（％）

小倉
8.4％
黒崎
16.8％

(H27年度)

22.2%
(H24･25
年度累
計)

インターンシップ
参加者（理系）の
地元就職率

0.40

係
長

0件
(H27年
度)

新たな雇用創出

7,060

人

0.10

順調

・単年度での本社機能移転に
よる新規雇用創出まではいた
らなかった。
・ニーズ調査を実施し、調査
結果を踏まえた新たな補助金
制度の策定や本社機能等の地
方移転を推進するためのセミ
ナー開催など計画どおりの活
動を実施。
・これまでに本社機能等の移
転可能性のある企業と協議を
開始するなど、中期目標達成
のための取り組みは順調に推
移している。
　以上のことから「順調」と
判断。

人

人

順調

平成24
年度～
28年度
の累計
25%

単年度目
標はあり
ません

本社機能移転
に伴う新規雇

用創出
３００人

（H32年度）

0
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

30 ％
課
長

0.05 人

実
績

27.2 ％ 28.2 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

94.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

30 ％
課
長

0.05 人

実
績

27.2 ％ 28.2 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

94.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

30 ％

実
績

27.2 ％ 28.2 ％

達
成
率

94.0 ％

目
標

16.3 ％ 16.3 ％

実
績

16.7 ％ 16.3 ％

達
成
率

99.5 ％ 100.0 ％

目
標

30 ％

実
績

27.2 ％ 28.2 ％

達
成
率

94.0 ％

目
標

66.5 ％ 70 ％

実
績

62.0 ％ 73.3 ％

達
成
率

93.2 ％ 104.7 ％

商業人材育成事
業

32

　商店街の活性化に向
けた個店の経営力強化
や販売促進等の勉強会
への専門家派遣（無
料）や、商店街の活性
化基本計画の策定な
ど、商店街（小売市場
含む）が自ら行なう活
性化の取組に対して、
経費の一部を補助。

商店街空き店舗
活用事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

大変
順調

―

24.5%
(H22年
度)

70％
(H31年
度)

　商店街や市場を週1回以上
利用している割合は、目標の
30%を下回る、28.2%であった
ものの、昨年度の27.2%を上
回っており、成果が上がって
いることや、アンケート調査
で「大変満足」・「満足」と
回答した参加者の割合が、目
標の70%を超える、73.3%で
あったことから、「大変順
調」と判断。

【評価理由】
　商店街の活性化や地域コ
ミュニティの賑わいとふれあ
いの創出を目指し、商店街が
行う勉強会、イベントや情報
発信等、活性化の取組みに対
する支援を進めている。
　いずれの事業も、国や県等
の補助事業も活用する等、効
率的に事業を進めており、
「順調」と判断。

【課題】
　商店街に国や県等の制度を
紹介、活用してもらうこと
で、アンケート結果について
は前年度をさらに上回る成果
を得た一方、目標達成のため
本市の制度の活用も促してい
く必要がある。

　引き続き商店街とのコミュ
ニケーションを密にし、地域
のニーズに合った本市をはじ
めとする多様な支援機関の支
援メニューを提示すること
で、商店街の活性化に向けた
取組を支援していく。

2,167

―

3,075

30％
(H31年
度)

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除
く）を週１回以上
利用する」と答え
る割合

4,8187,077

職
員

単年度目標
設定無し

―

単年度目標
設定無し

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除
く）を週１回以上
利用する」と答え
る割合

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除
く）を週１回以上
利用する」と答え
る割合

24.5%
(H22年
度)

3,075

1,370

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

Ⅳ-2-
(1)-② 
がんばる
商店街へ
の支援

30
商店街活性化計
画づくり支援事
業

31
商店街賑わいづ
くりスタート支
援事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　商店街が実施する賑
わいづくりのためのイ
ベント、ガイドマップ
作成等の情報発信、共
同宅配事業などのソフ
ト事業について、立上
げ時の経費の一部を補
助。

Ⅳ-2-
(1)-③ 
次代を担
う新しい
商業者の
創出・育
成

33

1,303

566

　国等の助成事業を紹介して
取組を促した結果、国等の施
策を活用して商店街の活性化
に向けた勉強会等の取組が行
なわれたため、「順調」と判
断。

30％
(H31年
度)

1,595

　商店街の空き店舗へ
出店する方に賃借料等
の一部を補助（開業支
援事業、店舗運営事
業）。
　また、商店街・市場
の組合が空き店舗をコ
ミュニティー施設に活
用する場合に賃借料の
一部を補助（コミュニ
ティー支援事業）。

単年度目標
設定無し

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除
く）を週１回以上
利用する」と答え
る割合

人

6,667

4,185

市内主要商店街の
空き店舗率

16.3%
(H25年
度)

　市内の商業・サービ
ス業に対して、販促ノ
ウハウなどの商業セミ
ナー等の実施を通し
て、経営力の向上を支
援する。

30％
(H31年
度)

3,088

受講者アンケート
で「満足」又は
「大変満足」と答
えた割合

63.0%
(H25年
度)

単年度目標
設定無し

24.5%
(H22年
度)

職
員

人0.20

2,010

課
長

係
長

0.05

　市内主要商店街の空き店舗
率が改善されたため、「順
調」と判断。

人

人

3,075

課
長

0.05

　本事業に加え、国の交付金
を活用した当課のプレミアム
付商品券発行支援事業を多く
の商店街が活用し、商店街の
賑わいづくりが促進されたた
め、「順調」と判断。

順調

順調

人

係
長

0.10

0.103,075

24.5%
(H22年
度)

30％
(H31年
度)

16.3％
未満

(H31年
度)

―

1,625

【評価理由】
　実践あきない塾では、多く
の事業者の経営課題に対応し
た解決策のサポートがなされ
ている。目標に対する実績は
好調であり、また、実際に、
ネットショップ関連セミナー
受講企業のホームページアク
セス数が64%増加するなどの
効果も見られていることなど
から、「大変順調」と判断。

【課題】
　地域の模範となるような魅
力ある個店を増やし、さらな
る商業・サービス産業の活性
化に資する取組を行う必要が
ある。

　引き続き魅力あるセミナー
を続けるとともに、さらに具
体的な経営課題に対応できる
よう、個別訪問などを含ん
だ、より踏み込んだ商業者の
育成を図っていく。

大変
順調

0.20 人

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

順調

順調
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

5 人 5 人

実
績

11 人 9 人

達
成
率

220.0 ％ 180.0 ％

目
標

3,000 人 3,000 人

実
績

9,002 人 1,944 人

達
成
率

300.1 ％ 64.8 ％

目
標

5 人 5 人
課
長

0.10 人

実
績

18 人 13 人
係
長

0.20 人

達
成
率

360.0 ％ 260.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

5 人 5 人
課
長

0.10 人

実
績

18 人 13 人
係
長

0.20 人

達
成
率

360.0 ％ 260.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

5 人 5 人

実
績

11 人 9 人

達
成
率

220.0 ％ 180.0 ％

目
標

3,000 人 3,000 人

実
績

9,002 人 1,944 人

達
成
率

300.1 ％ 64.8 ％

36 3,6602,6513,500

企業、大学、医療・福
祉機関、行政などが連
携し、高齢者ニーズに
対応したビジネスや市
民生活の質の向上に貢
献するビジネスを振興
するため、北九州市健
康・生活産業振興協議
会を核に、企業間の交
流や個別企業への具体
的支援、複数企業によ
るサービスのパッケー
ジ化を通して、新たな
ビジネスと雇用の創出
を図る。

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

健康・生活産業
振興事業

5人
(毎年
度)

5人
(H26年
度)

　市内企業のニーズをきめ細
かく収集し、事業者間のマッ
チング、公的補助制度の活用
促進など多様な支援を実施す
る。

【評価理由】
　新規雇用者数の目標を上
回ったため、「順調」と判
断。

【課題】
　創出された新しいサービス
ビジネスが継続していくよう
にフォローアップしていく必
要がある。

順調

　企業間のマッチングやセミ
ナーの開催等を通じて、新た
なプロジェクトや雇用を創出
したため、「順調」と判断。

順調6,900

　イベント開催による来場者
数は目標値の約65％と下回っ
たものの、助成事業による雇
用創出数が目標の5人を大き
く上回る9人であったことか
ら「順調」と判断。

0.30
係
長

Ⅳ-2-
(2)-① 
高齢者を
中心とし
た健康・
生活支援
ビジネス
の推進

企業、大学、医療・福
祉機関、行政などが連
携し、高齢者ニーズに
対応したビジネスや市
民生活の質の向上に貢
献するビジネスを振興
するため、北九州市健
康・生活産業振興協議
会を核に、企業間の交
流や個別企業への具体
的支援、複数企業によ
るサービスのパッケー
ジ化を通して、新たな
ビジネスと雇用の創出
を図る。

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

健康・生活産業
振興事業

35

　企業間のマッチングやセミ
ナーの開催等を通じて、新た
なプロジェクトや雇用を創出
したため、「順調」と判断。

順調6,9003,6602,651

健康・生活産業分
野での新たなサー
ビス事業の事業化
による雇用創出数

健康・生活産業の
創出に向けた取り
組み実績(イベン
ト・セミナー等へ
の来場者数)

2,353人
(H25年
度)

3,000人
（毎年
度）

5人
(H26年
度)

人

係
長

0.30 人

職
員

Ⅳ-2-
(2)-② 
ソーシャ
ルビジネ
ス創出の
支援

37
いきいき健康生
活応援！新サー
ビス創出事業

5,773

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

課
長

34

　イベント開催による来場者
数は目標値の約65％と下回っ
たものの、助成事業による雇
用創出数が目標の5人を大き
く上回る9人であったことか
ら「順調」と判断。

0.20
5人

（毎年
度）

7,645

順調

順調

0.50 人

健康・生活産業分
野での新たなサー
ビス事業の事業化
による雇用創出数

2,353人
(H25年
度)

健康・生活産業の
創出に向けた取り
組み実績(イベン
ト・セミナー等へ
の来場者数)

0.50

人

9,050

課
長5人

(H26年
度)

6,374

人

職
員

市民の健康や生活を支
援するための多様な
ニーズに応える新たな
「健康・生活支援サー
ビス」の創出を目的
に、民間事業者からの
ビジネスプランの公募
による助成施策や、イ
ベント、展示会への出
展、セミナーの開催な
どによる支援を行い、
「健康・生活支援サー
ビス」の振興を図る。

市民の健康や生活を支
援するための多様な
ニーズに応える新たな
「健康・生活支援サー
ビス」の創出を目的
に、民間事業者からの
ビジネスプランの公募
による助成施策や、イ
ベント、展示会への出
展、セミナーの開催な
どによる支援を行い、
「健康・生活支援サー
ビス」の振興を図る。

いきいき健康生
活応援！新サー
ビス創出事業

健康・生活産業に
おける雇用の創出
数

9,050

3,000人
（毎年
度）

5人
（毎年
度）

5,773

人

6,374

5人
(毎年
度)

5人
(H26年
度)

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

0.20

3,500

7,645

健康・生活産業に
おける雇用の創出
数

　市内企業のニーズをきめ細
かく収集し、事業者間のマッ
チング、公的補助制度の活用
促進など多様な支援を実施す
る。

【評価理由】
　新規雇用者数の目標を上
回ったため、「順調」と判
断。

【課題】
　創出された新しいサービス
ビジネスが継続していくよう
にフォローアップしていく必
要がある。

順調

101



産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

25
億
円

実
績

87.66
億
円

達
成

率 350.6 ％

目
標

500 人

実
績

490 人

達
成

率 98.0 ％

目
標

400 人

実
績

409 人

達
成

率 102.3 ％

目
標

100 人

実
績

121 人

達
成

率 121.0 ％

目
標

150 人 150 人

実
績

164 人 128 人

達
成
率

109.3 ％ 85.3 ％

目
標

3 件 3 件

実
績

2 件 2 件

達
成
率

66.7 ％ 66.7 ％

目
標

20 人 20 人
課
長

0.10 人

実
績

25 人 8 人
係
長

0.20 人

達
成
率

125.0 ％ 40.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

4 人 4 人
課
長

0.10 人

実
績

4 人 4 人
係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

Ⅳ-2-
(2)-④
サービス
産業への
支援の充
実

　目標どおりの新たな雇用創
出数を達成したため、「順
調」と判断。

順調4,6506447091,500

市内に新たなサービス
産業を集積するため
に、東京都、大阪府等
の民間企業を訪問し、
本市進出への可能性を
ヒアリングするととも
に、本市進出へのイン
センティブとなりうる
施策の調査を行う。ま
た、市内企業の第二創
業も視野に入れ、市内
外の企業を対象にサー
ビス産業の集積を図
る。

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

61,312 1,45058,668

e-PORT関連（デー
タセンター、情報
倉庫など）の売上
高

21億円
(H23年
度)

講座の受講者延べ
人数

―
100人
(H28年
度)

85人
(H23年
度)

【評価理由】
　成果指標の目標を達成し、
順調に実績を上げていること
から、「順調」と判断。

【課題】
　多様化するＩＣＴに対応す
べく、より充実したセミナー
や講座の開催に務めること。

課
長

係
長

0.05

　北九州e-PORT構想２．０の
ロードマップに即した事業を
実施する。

0.05 人

人

順調

セミナーの参加者
数

―
400人
(H28年
度)

順調人

職
員

0.05

56,070

Ⅳ-2-
(2)-③ 
サービス
産業の高
付加価値
の推進及
び情報通
信産業の
集積

38
情報産業振興事
業

新産
業振
興課

ＩＣＴを活用して既存
産業の高度化や新規事
業の創出、地域経済社
会の発展に資すること
を目的に設立された
ヒューマンメディア財
団と連携し、ＩＣＴ産
業の振興に寄与するた
めの施策を実施する。

サービス産業集
積促進事業

41

順調

【評価理由】
　成果指標の目標値は下回っ
ているものもあるが、個別に
はデザインアーワードの入賞
数、育成道場の受講者満足度
と成果を上げており、「順
調」と判断。

【課題】
　本市進出・第二創業でサー
ビス産業の集積が図られた後
も、その企業の生産性向上の
取組を支援し、有機的な支援
となるよう、さらに事業間連
携していく必要がある。

4,650 順調

　受講者一人ひとりの満足度
を高めることを目的に、講座
の方式を変更し、受講人数を
縮小したため、結果的に受講
者数が目標値を大きく下回っ
たが、全員から「講座に参加
して良かった」と高い評価を
得られたため、「順調」と判
断。

　サービス産業振興事業の中
に各事業を組み込み、サービ
ス産業の集積から生産性・デ
ザインの向上支援までを一体
として提供する。

1,720 2,144

4人
(毎年
度)

新たな雇用創出数
4人

(H26年
度)

20人
(H27年
度)

3,187

育成道場の受講者
人数

20人
(H26年
度)

2,555

150人
(H27年
度)

累計500人
(H22～26年

度）

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

サービス産業の生産性
向上に取組むことがで
きる高いレベルの知識
と専門性を有した人材
を育成するため、育成
道場を開設し、企業の
幹部社員や現場の責任
者の方などを、北九州
地域内で活躍できる
サービス産業分野に特
化した専門家・実践者
として育成する。

3件
(H27年
度)

25億円
(H26年
度)

39
サービス産業振
興事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

サービス産業の生産性
向上のための啓発や具
体的な活動を支援する
ことにより、市内サー
ビス産業の競争力向上
を図る。

高度ＩＣＴ人材育
成事業で育成する
人材数

40
サービス産業専
門家育成事業

　「市内中小企業のデザイン
賞受賞（グッドデザイン
賞）」の目標を達成できな
かったが、福岡県主催のデザ
インアワードには、市内企業
４社が入賞する等、市内サー
ビス産業の競争力向上の意識
は高まりつつあるため、「順
調」と判断。

　ビジネスマッチングや事業
紹介セミナー（目標：４回、
実績：７回）、実践型ＩＣＴ
人材育成講座（目標：１０
回、実績：１８回）ともに目
標を超える回数を開催し、受
講者数も目標を達成したこと
から「順調」と判断。

2,6613,037

シンポジウムの参
加人数(単年度）

150人
(H26年
度)

人

10,800

係
長

順調

0.60

市内中小企業のデ
ザイン賞受賞数

3件
(H23年
度)

課
長

係
長

人0.20

人0.40
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

1 人 3 人

実
績

0 人 1 人

達
成
率

0.0 ％ 33.3 ％

目
標

2 件 25 件

実
績

15 件 25 件

達
成
率

750.0 ％ 100.0 ％

目
標

15
億
円

15
億
円

課
長

0.20 人

実
績

15.4
億
円

16
億
円

係
長

0.50 人

達
成
率

102.7 ％ 106.7 ％
職
員

1.00 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

0.50 人

目
標

18 件 20 件

実
績

15 件 24 件

達
成
率

83.3 ％ 120.0 ％

目
標

17 ％ 20 ％

実
績

10.4 ％ 25 ％

達
成
率

61.2 ％ 125.0 ％

Ⅳ-2-
(3)-① 
地元産品
の６次産
業化など
ビジネス
化の推進

市内の農林水産業の応
援団として、地産地消
サポーター制度を運営
する。　生産者、消費
者、飲食・販売店、加
工・製造業の各サポー
ターへの情報提供を行
い、交流や連携の促進
を図り、地産地消をす
すめる。
また、イベント等で積
極的に市内産農林水産
物の消費宣伝を行うと
ともに農林水産物や直
売所等をPRするパンフ
レット等により、市民
への周知を図る。

食の
魅力
創
造・
発信
室

地元いちばん推
進事業（地産地
消の推進）

43

　直売所等の販売額が増額し
ており、２年連続で目標を達
成していることから「順調」
と判断。

順調14,8005,6726,237

新たな農業従事者の育
成や、営農組織・認定
農業者等への経営診断
及び活動支援などを行
い、農業分野における
担い手を育成・確保す
る。

職
員

0.80

人

人

12,520

北九州の食の魅
力創造・発信事
業（６次産業化
の推進）

食の
魅力
創
造・
発信
室

農林漁業者が「自ら生
産物の加工・販売」を
行う６次産業化や、商
工業者との連携により
新商品を開発する「農
商工連携」などによ
り、生産物の付加価値
を向上させ、所得の向
上や地域の活性化を図
る取組みを支援する。

30件
(H28年
度)

35,059

課
長

0.10

大変
順調

農林
課

高野地区ほ場整
備事業

人づくり担い手
対策事業

小倉南区高野地区にお
いて、未来に引き継ぐ
農業の生産基盤として
ほ場整備を行い、魅力
ある中山間地農業を振
興し、豊かな農村作り
に取り組む。

　雇用は目標に達していない
ものの増加し、また、展示商
談会出展における商談成立件
数は目標に達していることか
ら「順調」と判断。

9,150

1件
(H25年
度)

14億円
(H23年
度)

　新規就農研修参加者は目標
を下回った（目標：10人、実
績：6人）が、市内で新規就
農した者及び本市目標所得を
達成した認定農業者の割合が
目標を大きく上回り、経営診
断等の実施数が目標を達成し
た（目標：48人、実績：48
人）ため、「大変順調」と判
断。

　平成27年度予定面積の
3.7haの工事が完了したた
め、「順調」と判断。

係
長

人

0.203人
(H28年
度)

12,906

課
長

9,050

4.8ha
(H31年
度)

係
長

15億円
(毎年
度)

本市目標所得を達
成した認定農業者
の割合

0

8.8%
(H22年
度)

整備後に新たに行
う野菜の作付面積
（ha）

―

―

職
員

人0.30

人

0.50

― ―

市内で新規就農し
た者

5件
(H22年
度)

6,325 順調

　イベント等で６次産品や市
内農林水産物の消費宣伝、認
知度向上を図る。
　また、セミナーや研修会等
で、６次産業化の取組を積極
的に広める。

【評価理由】
　展示商談会出展における商
談成立については目標達成
し、さらに直売所の販売額な
ども一定の成果を収めている
ため「順調」と判断。

【課題】
　６次産品や市内産農林水産
物の更なる認知度向上。
生産者の経営面でのサポート
を充実させ、ビジネスとして
収益を上げること。

順調

順調

人

40件
(H32年
度)

7,570
直売所等の販売額
（億円）

展示商談会出展に
おける商談成立件
数（件）※累計

―

34,262
農林
課

Ⅳ-2-
(3)-② 
農林水産
業の生産
基盤の整
備や担い
手の育成

44

45

42

0人
(H25年
度)

６次産業化の取組
による雇用増
（人）※累計

20,012

30%
(H32年
度)

84,594 43,554

0.20

【評価理由】
　農業の生産基盤の整備が実
施できていることや、目標所
得を達成した認定農業者及び
市内で新規就農した者の大幅
な増加、経営診断等の実施数
の目標達成となっていること
から、「大変順調」と判断。

【課題】
　高野地区のほ場整備につい
ては、平成28年度完了に向
け、工事が円滑に進むよう、
早期竣工を目指す。
　新規就農研修受講生数が目
標に達していない。

大変
順調

11,416

　平成28年度で整備事業終
了。
　担い手対策は農業振興にお
いて重要であり、今後も積極
的にすすめていく。
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

46 ha

実
績

31 ha

達
成
率

67.4 ％

目
標

250 ｔ

実
績

61 t

達
成
率

24.4 %

目
標

4,800 t 4,800 t
課
長

0.20 人

実
績

4,069 t
係
長

0.95 人

達
成
率

84.8 ％ ― ％
職
員

1.35 人

目
標

340
千
人

320
千
人

実
績

305
千
人

281
千
人

達
成
率

89.7 ％ 87.8 ％

目
標

― ％

実
績

72.4 ％

達
成
率

－ ％

4,300

人

人

人

0.10

　周知が十分ではなかったた
め、目標値を下回ったことか
ら「遅れ」と判断。

遅れ1,4805,9904,931

管理されていない竹林
の増加により、森林景
観の悪化や保水力の低
下による災害の危険性
が問題となっている。
このような竹林の拡大
防止のため、管理竹林
への再生を行う。さら
に、竹の粉砕機を市民
に無料で貸し出しを
行っている。

農林
課

放置竹林対策事
業

46

総合
農事
セン
ター

順調

総合農事センターは、
「農業の振興」、「市
民と農業の接点」、
「憩いの場の提供」を
基本方針として、都市
型農業の振興を図るた
めに農業に関する試験
研究や展示栽培など営
農問題の解決の一翼を
担うほか、市民に農業
を紹介し、学び、理解
を深める施設として運
営する。

60,342 58,089 60,695

課
長

係
長

0.50

4,069t
（H26
年）

119,186

―

4,800t
（毎年、
H23-H27）

【評価理由】
　試験研究の件数や体験学習
等の人数は順調に増加してい
る。入場者については、新た
に朝市を開催するなど、集客
に勤めたことから、「順調」
と判断。

【課題】
　今後は、効率的な施設運
営、試験研究の充実や直売施
設の拡充などに加え、積極的
な市民への広報活動など必要
である。

1.00 人

5.00 人

80.0%
(H32年
度) 職

員

人

順調

　平成26年度に比べ平成27年
度の入場者は減少している
が、試験研究（目標：20件、
実績：22件）や体験学習の受
入数（目標：600人、実績：
792人）については、目標を
達成していることから「順
調」と判断。

0.05

0.02

職
員

係
長

総合農事セン
ター管理運営事
務

里海づくり推進
事業

47

　藻場の造成面積（目
標:81,273㎡、実績:84,742
㎡）や種苗放流数（目
標:1,000万匹、実績:1,037万
匹）は目標を達成しており、
漁獲量の達成率も84％である
ため「順調」と判断。

市内水産物の年間
漁獲量

53,250

11月頃公
表予定

人と自然が共生し、豊
かな水産資源と生物多
様性を持ち、市民が海
とふれあえる沿岸環境
を実現するため、「里
海づくり」を推進す
る。藻場・干潟の再
生、漁場の整備、魚介
類の放流などを行い、
豊饒な海をつくり、漁
業経営の安定化を図る
とともに、市民に新鮮
で安全・安心な水産物
を持続的に供給する。

課
長

順調

　目標達成に向けて周知の徹
底・活用の提案を行う。
　自然環境の変化に左右され
ずに、市民に新鮮で安全・安
心な水産物を安定的に供給す
るには、藻場・干潟の再生、
漁場の整備、魚介類の放流な
どを実施する必要があるため
継続して「里海づくり」に取
組む。

【評価理由】
　一部事業で遅れが生じてい
るが、漁獲量において84％と
一定の成果を収めているため
「順調」と判断。

【課題】
　計画達成に向け林家等の事
業者に周知を行う必要があ
る。
　成果目標の漁獲量は、昨今
の自然環境に左右されるた
め、「藻場の造成」や「種苗
放流」などの里海づくりに継
続して取組む必要がある。

320千人
(H32年
度)

順調21,925104,683112,076
水産
課

Ⅳ-2-
(3)-④ 
農林水産
業と市民
との交流

48

Ⅳ-2-
(3)-③

環境に配
慮した農
林水産業
の推進

312千人
(H23年
度)

―

30.1％
(H23年
度)

(新)活用された竹
材量

総合農事センター
入場者数

(旧)放置竹林の整
備面積
(27年度までに累積
で103haの整備を目
標とする。)

総合農事センター
の認知度

103ha
(H27年
度)

毎年
300t

（～H29
年度）

　施設の老朽化対策のため設
備の改修に取り組む。特に、
災害時の避難所でもある本館
施設が耐震基準を満たしてい
ないため早急に耐震補強工事
が必要である。
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

4,800 t 4,800 t
課
長

0.25 人

実
績

4,069 t
係
長

0.25 人

達
成
率

84.8 ％ ― ％
職
員

2.45 人

目
標

実
績

86 日

達
成

率 69.8 ％

目
標

実
績

55 回

達
成

率 90.9 ％

目
標

5,058
千
円

実
績

3,089
千
円

達
成

率 163.7 ％

目
標

600 件

実
績

900 件

達
成

率 66.7 ％

目
標

100 ％ 80 ％

実
績

90 ％ 90 ％

達
成

率 90.0 ％ 112.5 ％

目
標

実
績

12.0 ％

達
成

率 ― ％

6,150

農産物の安全・安
心確保（農業者に
よる農薬使用状況
の記帳割合）

70％
(H23年
度)

大変
順調

50％
(H32年
度) 職

員

5,671
係
長

0.20 人

0.40 人

課
長

0.10 人80％
(H28年
度)

7,570 6,237

農作物の安全・安
心確保（GAPに取り
組む生産組織の割
合）

12％
(H27年
度)

601件
(H25年
度)

イノシシによる農
作物被害額

市民からの野生鳥
獣の相談件数

地域住民によるサ
ル追払い回数

100回
(H25年
度)

50回／年
以下

サルの群れの出没
日数

60日／年
以下

100日
(H25年
度)

鳥獣
被害
対策
課

イノシシ･サルなどの
野生鳥獣による市街地
や農作物被害に対応す
るため、わなや銃によ
る捕獲や追払いのほ
か、市民相談や現地対
応、市民啓発等を実施
する。

7,252千円
(H22年度)

Ⅳ-2-
(3)-⑤ 
農林水産
業の危機
管理体制
の確立、
防災機能
の強化

49
水産物供給基盤
整備事業（補
助）

水産
課

漁業活動の効率化や防
災機能の強化を図るた
め、水産物供給基盤
（防波堤、岸壁、護
岸、航路、泊地、桟
橋、道路など）を整備
する。

51

地元いちばん推
進事業（農作物
の安全、安心の
取組み）

50
有害野生鳥獣被
害対策事業

　漁港施設整備延長は目標の
1,788ｍに対し88％まで達成
しており、漁獲量の達成率も
84％であるため「順調」と判
断。

順調

人

15,813 13,640

　イノシシ捕獲頭数は１０
０％を超える達成（目標：
700頭、実績：1,176頭）。
　またイノシシによる農作物
被害額も達成率が163％であ
るため「順調」と判断。

9,700

課
長

0.30

職
員

441,290

人

人0.4019,443

478,348
11月頃公
表予定

　農薬使用状況の記帳割合が
目標を上回っており、「大変
順調」と判断。

順調

0.30

係
長

4,800t
（毎年、
H23-H27）

市内水産物の年間
漁獲量

農業者が農薬に関する
正しい知識を理解し、
適正に使用し、安全な
農産物を生産する状態
にする。

農林
課

4,777千円/
年以下

(H28年度)

4,069t
（H26
年）

600件/年
以下

(H28年度)

601,405 23,750

―

―

　「漁港施設機能保全計画」
を基に、既存施設の長寿命
化、機能保全の推進を行い、
危機管理体制の確立、防災機
能強化に引き続き取り組んで
いく。
　有害野生鳥獣被害対策につ
いては、達成度が良い事業の
継続と、相談件数の内容を分
析し、事業に反映していく。
　GAPの取組は農薬の適正使
用のみならず、農作業の安全
確保など、よりよい農業を目
指すうえで、大変意義のある
指標である。
　引き続き農業者への指導を
継続し、安全な農作物生産を
目指していく。

【評価理由】
　危機管理体制の確立、防災
機能の強化において、施設整
備等で一定の成果を収めてい
ること、指導を行った農家
数、農薬使用状況の記帳割合
ともに目標を上回っているた
め「順調」と判断。

【課題】
　漁港施設の整備だけでな
く、既存施設の維持管理の推
進が必要である。
　野生鳥獣の相談・対応は、
突然の被害発生や鳥獣出現に
不安になり、希望する場合が
ほとんどである。事象発生前
の情報提供について研修・講
習会のあり方も含めて検討す
る。
　平成28年度から成果指標を
GAPの取組割合に切り替えて
いる。新たな目標の達成に向
けて関係機関と連携しなが
ら、農業者への指導を継続す
る。

順調
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

1,500 人 1,500 人

実
績

1,682 人 1,953 人

達
成
率

112.1 ％ 130.2 ％

目
標

220 人 220 人

実
績

551 人 224 人

達
成
率

250.5 ％ 101.8 ％

目
標

110 人 140 人 課
長

0.05 人

実
績

115 人 142 人 係
長

0.10 人

達
成
率

104.5 ％ 101.4 ％ 職
員

0.84 人

目
標

110 人 140 人 課
長

0.05 人

実
績

115 人 142 人 係
長

0.10 人

達
成
率

104.5 ％ 101.4 ％ 職
員

0.84 人

目
標

1,200 人 1,200 人
課
長

0.13 人

実
績

1,102 人 1,070 人
係
長

0.45 人

達
成
率

91.8 ％ 89.2 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

23.8 ％ 21.6 ％
係
長

0.15 人

達
成
率

95.2 ％ 86.4 ％
職
員

0.15 人

累計
25%

累計
25%

インターンシップ
参加者（理系）の
地元就職率

3,2009,8100

22.2%
(H24･25
年度累
計)

順調80,622 79,704 80,500

1,102人
(H26年
度)

8,995

　H27年度～H31年度の5年間
で就職者数1,000人とする中
期目標の年度平均200人には
届かなかったものの、Ｈ26年
度の実績の約23％増である
142人は達成したことから
「順調」と評価した。

5,363

11,200

課
長

0.05

就職決定者数

集まれ若者！キ
タキュー就職促
進事業

52
雇用
政策
課

55
若者ワークプラ
ザ北九州運営事
業

54

北九州で働こ
う！Ｕ・Ｉター
ン応援プロジェ
クト

Ⅳ-3-
(1)-② 
地域企業
のニーズ
に沿った
人材育
成・確保
の促進

56

若年者の就業支援の拠
点として「若者ワーク
プラザ北九州」及び
「若者ワークプラザ北
九州・黒崎」におい
て、就業相談、セミ
ナー、職業紹介等を実
施し、若年者の就業を
促進する。

会社合同説明会
参加者数

1,500人
(H26年
度)

北九州地域の産学官に
よる連携体制を構築
し、理工系及び文系大
学生等を対象に地元企
業でのインターンシッ
プ等を実施する。

雇用
政策
課

順調

　会社合同説明会の参加者数
についても積極的な広報活動
を行った結果、目標を達成し
た。
　地元企業見学バスツアーに
ついては、昨年の参加者数を
下回ったものの、目標は達成
したため「順調」と評価し
た。

1,200人
(H28年
度)

　実施企業数の達成率はH26
の82.0％から65.3％と昨年度
より減少したが、参加人数の
達成率はH26の68.5％から
72.3％と増加している。参加
大学と連携し、運営体制の強
化を進めており、今後の拡充
を図る状況であるので、「順
調」と評価した。

人

順調

地元企業見学バス
ツアー

1,800人
(H31年
度)

10,609
係
長

人

順調18,475

Ｕ・Ｉターン就職
者数（H27年度以降
はH27年度からの累
計表示）

15,598

本市へのＵ・Ｉターン
就職希望者に対する地
元企業の求人情報の提
供や転職相談、職業紹
介等の支援を総合的に
実施する。
また、若年人材等の地
元への還流を促進する
ため、学生等に対する
Ｕ・Ｉターン就職活動
支援の拡充を図る。

地元企業情報の提供・
マッチングの機会の創
出、地元企業の若年者
採用支援を行い、市内
外の学生の地元企業へ
の就職と市内定住の促
進を図る。

Ⅳ-3-
(1)-① 
中小企業
の人材不
足への対
応

Ｕ・Ｉターン就職
者数（H27年度以降
はH27年度からの累
計表示）

450人
(H31年
度)

人

200人
(H26年
度)

115人
(H26年
度)

12,611

1,000人
(H27～
31年度)

0 19,646 順調

北九州みらい人
材育成事業

雇用
政策
課

順調

7,875

雇用
政策
課

53

北九州で働こ
う！Ｕ・Ｉター
ン応援プロジェ
クト

0

　H27年度～H31年度の5年間
で就職者数1,000人とする中
期目標の年度平均200人には
届かなかったものの、Ｈ26年
度の実績の約23％増である
142人は達成したことから
「順調」と評価した。

0.95

7,87519,646 12,611

115人
(H26年
度)

職
員

平成24
年度～
28年度
の累計
25%

1,000人
(H27～
31年度)

本市へのＵ・Ｉターン
就職希望者に対する地
元企業の求人情報の提
供や転職相談、職業紹
介等の支援を総合的に
実施する。
また、若年人材等の地
元への還流を促進する
ため、学生等に対する
Ｕ・Ｉターン就職活動
支援の拡充を図る。

雇用
政策
課

0.35

　高校生、大学生を対象とし
た企業見学バスツアーについ
て、各学校に積極的に働きか
け、参加校数の増加に努める
とともに、合同会社説明会や
インターンシップ事業と連携
し、マッチングの強化を図
る。
　H28年度からはAIMビル2階
に常設窓口「北九州市Ｕ・Ｉ
ターン応援オフィス」を開設
し学生と保護者を含めた相談
体制の拡充を行ったほか、首
都圏や初となる関西での出張
相談会を実施する。今後移転
する首都圏本部でのＵ・Ｉ
ターン就職相談支援の方法
や、本市への移住・定住を検
討している方への支援、シニ
ア・ハローワークとの連携な
ど市内外の部署と連携する仕
組みづくりを検討し、5年間
で1,000人のＵ・Ｉターン就
職者数達成を図る。

　H28年度からはAIMビル2階
に常設窓口「北九州市Ｕ・Ｉ
ターン応援オフィス」を開設
し学生と保護者を含めた相談
体制の拡充を行ったほか、首
都圏や初となる関西での出張
相談会を実施する。今後移転
する首都圏本部でのＵ・Ｉ
ターン就職相談支援の方法
や、本市への移住・定住を検
討している方への支援、シニ
ア・ハローワークとの連携な
ど市内外の部署と連携する仕
組みづくりを検討し、5年間
で1,000人のＵ・Ｉターン就
職者数達成を図る。
　若者ワークプラザについて
は、更なる利用者増加のため
に継続的・効果的な広報活動
を行う。
　将来的な地元就職促進につ
なげるために、学生の職業観
の醸成や地元企業を知る機会
の創出・提供に努める。

【評価理由】
　Ｕ・Ｉターン就職者数につい
ては、H27年度～H31年度の5年間
で就職者数1,000人とする中期目
標の年度平均200人には届かな
かったものの、Ｈ26年度の実績
の約23％増である142人は達成し
た。
　就職決定者数についても、雇
用情勢の改善に伴い、自力就職
者の増加や早期就職（就職まで
の利用回数の減少）などの傾向
がある中、一定の成果を収めて
いる。
　また、IS（インターンシッ
プ）については雇用環境の好転
や、大企業によるIS実施の増加
などから、地元企業でのIS参加
率がやや低下していると考えら
れるが、一定の成果を収めてい
る。
　以上のことから「順調」と評
価した。

【課題】
　H28年度以降は、Ｕ・Ｉターン
について常時相談できる窓口の
開設、学生への支援拡充、ま
た、首都圏本部で新たに設置さ
れる移住・定住コーディネー
ターやシニア・ハローワークと
の連携等によるＵ・Ｉターン就
職希望者及び受入先市内企業の
掘り起こしをさらに促進する必
要がある。
　若者ワークプラザにおいて
は、若年者の未就業・失業状態
が長期化すると更に就職が困難
となるため、今後も継続して丁
寧な就業支援が必要である。
　インターンシップについては
参加大学との連携を強化し、参
加学生の増加を図るとともに、
受入企業の開拓に努めることが
必要である。

【評価理由】
　若年者の採用支援に関して
は、目標の参加者数は達成し
ている。
　また、H27年度～H31年度の
5年間で就職者数1,000人とす
る中期目標の年度平均200人
には届かなかったものの、Ｈ
26年度の実績の約23％増であ
る142人は達成したことから
「順調」と評価した。

【課題】
　新たな企業開拓や更なる事
業PRによって参加者数を増加
させ、マッチング機会の創出
を図る。
　H28年度以降は、常時相談
できる窓口の開設、学生への
支援拡充、また、首都圏本部
で新たに設置される移住・定
住コーディネーターやシニ
ア・ハローワークとの連携等
によるＵ・Ｉターン就職希望
者及び受入先市内企業の掘り
起こしをさらに促進する必要
がある。

順調

　平成２７年度の若者ワーク
プラザ北九州の就職決定者数
の実績は、目標値を若干下
回ったが、概ね予定通りであ
り、「順調」と評価した。
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

1,200 人 1,200 人
課
長

0.13 人

実
績

1,102 人 1,070 人
係
長

0.45 人

達
成
率

91.8 ％ 89.2 ％
職
員

0.40 人

目
標

50 人 20 人
課
長

0.05 人

実
績

15 人 10 人
係
長

0.25 人

達
成
率

30.0 ％ 50.0 ％
職
員

0.55 人

目
標

550 人 600 人
課
長

0.06 人

実
績

566 人 626 人
係
長

0.60 人

達
成
率

102.9 ％ 104.3 ％
職
員

0.60 人

目
標

550 人 600 人
課
長

0.03 人

実
績

566 人 626 人
係
長

0.30 人

達
成
率

102.9 ％ 104.3 ％
職
員

0.30 人

目
標

60 ％

実
績

89.7 ％

達
成
率

149.5 ％

目
標

60 ％

実
績

84.6 ％

達
成
率

141.0 ％

3,000人
（H27年
度～H31
年度）

5,59513,20416,295

やや
遅れ

高年齢者雇用環
境づくり事業

雇用
政策
課

高年齢者就業支援セン
ターを拠点として、高
年齢者に対し就業支援
を実施する。また、就
業に関連するセミナー
を実施する。

中高年齢者のマッ
チング数
(H27年度以降はH27
年度からの累計表
示）

19,352

1,102人
(H26年
度)

80,500

若者ワークプラ
ザ北九州運営事
業

地元企業の新分野進出
等により創出される雇
用について、当該人件
費の一部を助成し、若
年者の正規雇用を促進
する。

就職決定者数
雇用
政策
課

80,622

若年者の就業支援の拠
点として「若者ワーク
プラザ北九州」及び
「若者ワークプラザ北
九州・黒崎」におい
て、就業相談、セミ
ナー、職業紹介等を実
施し、若年者の就業を
促進する。

8,995 順調

【判断理由】
　北九州市で生産される食材
やご当地グルメの認知度が着
実に上昇しているため「大変
順調」と判断。

【課題】
　ぬかだきや焼うどん等北九
州を代表する食をイベント等
の開催により、更に市内外へ
情報発信すること。

　イベントや市外での北九州
の「食」プロモーション活動
を積極的に行い、全国的な知
名度向上を狙う。

　中高年齢者のマッチング数
が目標を達成しており、「順
調」と評価した。

　商工会議所等の会員や広報
誌を利用して事業のPRを積極
的に実施した。その結果、目
標を上回る採用予定者数（26
名）となったが、雇用に到ら
なかったケースもあり、雇用
創出数が目標に対して到達し
なかったため「やや遅れ」と
評価した。

　北九州市で生産される食材
を食べたことのある人の割
合、北九州市の主なご当地グ
ルメを食べたことのある人の
割合ともに目標を大きく上
回っており、「大変順調」と
判断。

　平成２７年度の若者ワーク
プラザ北九州の就職決定者数
の実績は、目標値を若干下
回ったが、概ね予定通りであ
り、「順調」と評価した。

57

59

Ⅳ-3-
(2)-① 
若年者の
就業意識
の啓発や
能力開
発・就職
活動への
支援 若年者雇用創造

チャレンジ!!事
業

58

61

北九州の食の魅
力創造・発信事
業　（食の魅力
の創造・発信)

19,128

中高年齢者を中心に全
年齢層を対象とした求
職者に対し、カウンセ
リング、能力開発講
座、民間ネットワーク
等を活用した就業支援
の三段階の支援を行う
ことにより、再就職の
促進を図る。

雇用
政策
課

再就職トータル
サポート事業

北九州市で生産さ
れる食材を食べた
ことのある人の割
合

雇用
政策
課

11,190

0 35,059 - 36,850

課
長

1,200人
(H28年
度)

12,796 7,200

大変
順調

15人
(H26年
度)

雇用創出者数
(H27年度以降はH27
年度からの累計表
示）

－

順調

大変
順調

係
長

1.80

順調

9,3540

　本市には豊かな農林
水産物や歴史と文化に
よって醸成された郷土
料理などがある。
　「食」にスポットを
当て、
・ぬかだきや焼うどん
等北九州を代表する食
の創造
・地元の食を愛するた
めのイベント等の開催
・食品ビジネスの拡大
支援など新たな食の魅
力の創造や市内外への
情報発信に取り組む。

食の
魅力
創
造・
発信
室

北九州市の主なご
当地グルメを食べ
たことのある人の
割合

－

70%
(H29年
度)

人

Ⅳ-4-
(1)-①
北九州の
魅力づく
り

60

Ⅳ-3-
(2)-③ 
能力や意
欲を生か
した中高
年齢者や
障害のあ
る人の就
業促進

　新設される「シニア・ハ
ローワーク戸畑」との連携を
強化するとともに、既存の高
年齢者就業支援センターにお
けるハローワーク、シルバー
人材センター、高齢者能力活
用センター、福岡県70歳現役
応援センター等関係機関との
連携や、キャリアカウンセリ
ングコーナーにおける民間活
力の活用をさらに進める。

　中高年齢者のマッチング数
が目標を達成しており、「順
調」と評価した。

順調22,429

1.90
職
員

人

人0.40

80%
(H29年
度)

566人
(H26年
度)

中高年齢者のマッ
チング数
(H27年度以降はH27
年度からの累計表
示）

566人
(H26年
度)

20,757

79,704

3,000人
（H27年
度～H31
年度）

100人
(H27～
H31年
度)

【評価理由】
　雇用情勢の改善に伴い、自
力就職者の増加や早期就職
（就職までの利用回数の減
少）などの傾向がある中、一
定の成果を収めているため、
「順調」と評価した。

【課題】
　若年者の未就業・失業状態
が長期化すると更に就職が困
難となるため、今後も継続し
て丁寧な就業支援が必要であ
る。
　若年者の正規雇用支援につ
いては、PR強化による応募事
業数の増加が課題。

【評価理由】
　中高年齢者の就業促進につ
いて、高年齢者就業支援セン
ター及びキャリアカウンセリ
ングコーナーの利用が若干減
少しているものの、就職決定
につながるなど、一定の成果
を収めており、「順調」と評
価した。

【課題】
　中高年齢者の雇用環境は依
然として厳しく、さらなる就
業支援が必要である。

　更なる利用者増加のために
継続的・効果的な広報活動を
行う。
　平成28年度より非正規雇用
から正規雇用への転換者まで
補助対象とすることで応募事
業数の増加を図っている。さ
らに引き続き積極的な事業PR
を行い、多くの応募事業者を
募り採択事業を増やすことで
正規雇用者の更なる拡大を図
る。

順調
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

240 件 252 件

実
績

298 件 300 件

達
成
率

124.2 ％ 119.0 ％

目
標

20
万
人

実
績

21
万
人

達
成
率

105.0 ％

目
標

22
億
円

実
績

26
億
円

達
成
率

118.2 ％

目
標

100
商
品

150
商
品

実
績

150
商
品

153
商
品

達
成
率

150.0 ％ 102.0 ％

目
標

2,460
万
人

実
績

2571.4
万
人

達
成
率

104.5 ％

目
標

60 人 60 人

実
績

122 人 60 人

達
成
率

203.3 ％ 100.0 ％

目
標

160 人 160 人

実
績

360 人 330 人

達
成
率

225.0 ％ 206.3 ％

目
標

500,000 人
課
長

0.20 人

実
績

559,036 人
係
長

0.40 人

達
成
率

111.8 ％
職
員

0.60 人

Ⅳ-4-
(3)-②
にぎわい
づくりに
よる集客
交流産業
の拡充

産業都市の特性を活か
した「産業観光」や工
場夜景を含む「夜景観
光」の推進を図るとと
もに、近代化産業遺産
などを活用した観光客
誘致を行うことで、国
内外からの集客及び関
連事業の振興を図る。

観光
課

北九州産業観光
センター機能強
化事業

65

　引き続き小倉魚町を中心と
したリノベーションまちづく
りの支援を実施していくとと
もに、他地区での民間まちづ
くり構想の作成支援や人材発
掘を行うための支援を実施す
る。
　産業観光客数の維持や、更
なる増加を目指し、ＰＲ活動
や産業観光ガイド等の養成を
行う。

【評価理由】
　全ての指標で目標を達成し
たため「大変順調」と判断。

【課題】
　これまでは小倉魚町を中心
に事業を展開してきた。
　今後は、市内他地区におい
てこれまでのノウハウを活用
し事業を展開していく必要が
ある。
　平成27年度は世界遺産登録
や協力企業の史料館等がオー
プンするなど、観光客数増と
なる要因が重なった。今後も
観光客数を維持、増加できる
ように、世界遺産の魅力の発
信や、協力企業との連携を図
る必要がある。

大変
順調

　産業観光客数は約56万人と
目標値である50万人を上回っ
たことから、「大変順調」と
判断した。

大変
順調

10,800―

人

7,0558,000
236,420人
(H23年度)

　ターゲットを明確化し、誘
致活動の強化やＭＩＣＥ開催
件数増加を図っており、目標
を大きく上回っているため、
「大変順調」と判断。

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　観光客数は、目標を上回っ
ており、旅行社セールスの件
数（目標：350社、実績340
社）と旅行商品造成の件数
（目標：150商品、実績：153
商品）が、ともに、ほぼ目標
値を達成したため「大変順
調」と判断。

50万人
(H27年
度)

　「新規創業者・新規雇用者
数」、「受講者数」の指標に
おいて、目標値を達成もしく
はそれを上回る成果を出せ
た。また、「事業化数」にお
いても3件と中期目標に迫る
成果を出すことができたた
め、「大変順調」と判断。

MICE
推進
課

観光
課

人

人

小倉都心部の遊休不動
産をリノベーションの
手法を活用して再生さ
せ、新規創業者や新規
雇用者を創出する。今
後は、他地区展開を行
うことにより、小倉北
区以外のまちなかのに
ぎわいを拡大させる取
り組みを推進する。

123,186

12,052

大変
順調

0.10

大変
順調

10,820

55,398

2,460万人
(H31年度)

ＭＩＣＥ開催件数

産業観光客数

観光客数

リノベーションま
ちづくり事業を通
じての新規創業
者・新規雇用者数
（H27年度以降は
H27年度からの累計
表示）

人

17,950

183件
(H20年
度)

160人
(H23年
度)

18,690

150商品
(H23年
度)

0.60

職
員

0.03

9,556

―

人

0.65

係
長

人

課
長

12,400

リノベーションス
クールや各種講座
の受講者数

300人以上
(H27～31
年度)

0.53

0.70

1.00

122人
(H26年
度)

2,242万人
(H23年)

安定した旅行商品
造成

11,568

300件
(H31年
度)

160人
（毎年
度）

12,800

―

22億円
(H31年
度)

127,230

11,938 人

150商品
(Ｈ27年

度)

9.7万人
(H20年
度)

大変
順調

職
員

職
員

0.70

0.30

観光プロモー
ション推進事業

62

64
リノベーション
まちづくり推進
事業

北九州空港と定期便の
ある首都圏や九州新幹
線・山陽新幹線の沿線
都市からの観光客誘客
を目的に、国内の旅行
エージェントへ旅行商
品造成の働きかけを中
心としたセールス活動
を行う。

コンベンション
等ＭＩＣＥ事業
の振興

Ⅳ-4-
(3)-①
国内外か
らの観光
の推進

キーパーソン等へ本市
の優位性（アクセス・
施設・助成金）などを
ＰＲするなどの誘致活
動を展開することによ
り、本市での国際会
議・大会等のMICE開催
を目指す。

63

人

【評価理由】
　全ての指標で設定した目標
値等も大幅に上回っているこ
とから「大変順調」と判断。

【課題】
　様々なＭＩＣＥを誘致し、
開催に結びつけていくために
は、ステークホルダー間の連
携などの推進体制の構築やア
フターコンベンションやユ
ニークべニューといったＭＩ
ＣＥ開催都市としての魅力づ
くり、サインや観光案内所の
多言語対応などの受入れ環境
の整備といった課題に対し
て、総合的な取り組みが必要
である。
　今後ますます厳しくなる都
市間競争に打ち勝つため、よ
り一層誘致・セールス等を含
めたＰＲ活動を強化する必要
がある。

課
長

　観光庁から選定された「グ
ローバルＭＩＣＥ強化都市」
として、地元関係者との連携
や受入体制の強化を図りなが
らＭＩＣＥ開催助成金の効果
的な活用をはじめとしたＭＩ
ＣＥに関する総合的な取組に
より、さらなる誘致を推進
し、「国際ＭＩＣＥ都市　北
九州」を目指していく。
　本市への観光客誘客及び国
際会議等の誘致件数の増加に
向け、継続的なセールス活動
を行う。

係
長

人

課
長

係
長

大変
順調

経済効果

ＭＩＣＥ参加者数
（北九州国際会議
場・展示場）
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

2,460
万
人

課
長

0.03 人

実
績

2571.4
万
人

係
長

0.10 人

達
成
率

104.5 ％
職
員

0.20 人

目
標

2,460 万
人

課
長

0.20 人

実
績

2571.4
万
人

係
長

0.70 人

達
成
率

104.5 ％
職
員

1.00 人

目
標

7.4 ％ 7.0 ％

実
績

8.6 ％ 8.4 ％

達
成
率

98.7 ％ 98.5 ％

目
標

147,632 人 149,855 人

実
績

152,035 人 142,683 人

達
成
率

103.0 ％ 95.2 ％

目
標

55,000 人
課
長

0.20 人

実
績

46,000 人
係
長

1.00 人

達
成
率

83.6 ％
職
員

0.80 人

観光
課

観光情報発信事
業

　北九州市に訪れた方が「ま
た訪れたい」と思えるよう観
光案内所の充実化を引き続き
行う。
　「北九州市に観光にいこ
う！」と言われる観光都市に
なれるよう効果的な観光情報
発信を引き続き行う。

【評価】
　目標を達成しているため
「大変順調」と評価。

【課題】
　今後も目標を達成するため
には、引き続き、観光案内所
の充実化が必要。

大変
順調

　観光客数は、目標を上回っ
ており、ＰＶ数は目標値の約
４倍にあたる約44万PV、フェ
イスブックの「いいね！」は
目標の約２倍にあたる2,255
人の結果となったため、「大
変順調」と判断。

大変
順調

16,800-

66
観光
課

本市の観光情報発信拠
点である観光案内所等
でのおもてなしの向上
に努めることで、観光
客数の増加へ繋げるも
の。

観光振興対策推
進事業

77,858

　観光客数は、目標を上回っ
ており、観光案内所の案内件
数（目標20万件→実績約21.2
万件）は目標値を上回ってい
るため、「大変順調」と判
断。

2,460万人
(H31年度)

　会場への来場者数は目標に
達しなかったものの、８割以
上達成しており、一定の成果
を収めているため「順調」と
判断。

　歩行者通行量は目標未達で
あった。しかしながら、空き
店舗率については、厳しい社
会情勢の中、前年と比較して
改善していることなどから、
「順調」と判断。

観光客数 2,242万人
(H23年)

2,845
大変
順調

77,893 75,108

0.40

7,060

順調

【評価理由】
　歩行者通行量の目標は未達
であるものの、厳しい社会情
勢の中、空き店舗率で改善が
みられており、また、即時性
はないものの、中長期的な視
点に立った、街なかの賑わい
づくりや活性化のための議論
が商業活性化懇話会でなされ
ている。
　食のイベント会場への来場
者数は目標に達しなかったも
のの、８割以上の集客を達成
しており、かつ多くの集客が
ある「北九州マラソン」で併
催したことにより、高いＰＲ
効果と賑わい創出につながっ
た。
　以上のことから「順調」と
判断した。

【課題】
　現時点では、商業活性化懇
話会において、活性化に向け
た議論がなされているが、具
体的な解決策の立案・実施に
至っていない。
　集客効果を高めるために、
一層魅力ある内容に取り組む
こと。

　引き続き商業活性化懇話会
における活発な議論を行うと
ともに、事業の効果測定を定
期的に行う。
　大規模イベントでの北九州
の食の魅力を発信し、更なる
知名度の向上と賑わいの創出
を図る。

2,460万人
(H31年度)

55,000人
(毎年度)

0.10

142,683人
(H27年度)

5,199

148,390人
(H31年度)

8.0％
(H31年
度)

順調8,000

-

課
長

人

係
長

人

職
員

18,300

0.206,150

3,091

人

順調69

68

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

Ⅴ-1-
(2)-① 
都心のに
ぎわいづ
くり

小倉地区商店街エ
リアの空き店舗率
（％）

北九州の「食」
のおもてなし促
進事業

「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎ
わいづくり及び中心市
街地活性化」に位置づ
けられた小倉地区の商
店街の活性化を支援す
るため、
・商業活性化懇話会運
営事業
・フォローアップ調査
事業
を実施。

Ⅳ-4-
(3)-③
ホスピタ
リティの
向上

67

観光客が本市の観光情
報を簡単に検索できる
「観光ポータルサイ
ト」を作成する。ま
た、マスメディアを使
い、ＷＥＢと連動した
コンセプトイメージを
首都圏等へ向けて発進
することで観光客の増
加を図る。そうした取
組にて、近い将来「北
九州市に観光にいこ
う！」と言われる観光
都市になることを目指
す。

27,00027,000

会場への来場者数 0

街なか商業魅力
向上事業

食の
魅力
創
造・
発信
室

 本市および周辺地域
の食、グルメを集めた
イベントを小倉駅周辺
で開催し、市内外の人
へおもてなしとＰＲを
行い、また小倉駅周辺
の賑わいづくりを図
る。

観光客数

55,000人
(H26年度)

2,242万人
(H23年)

小倉地区商店街エ
リアの歩行者通行
量（人/日）

8.4％
(H27年
度)
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

18.4 ％ 18.0 ％

実
績

20.1 ％ 16.8 ％

達
成
率

97.9 ％ 101.4 ％

目
標

16,859 人 17,108 人

実
績

16,820 人 16,207 人

達
成
率

99.8 ％ 94.7 ％

目
標

60 人 60 人

実
績

122 人 60 人

達
成
率

203.3 ％ 100.0 ％

目
標

160 人 160 人

実
績

360 人 330 人

達
成
率

225.0 ％ 206.3 ％

目
標

71 % 75 %
課
長

0.20 人

実
績

71 % 75 %
係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

670,000 人 670,000 人
課
長

1.00 人

実
績

626,070 人 670,031 人
係
長

1.00 人

達
成
率

93.4 ％ 100.0 ％
職
員

3.00 人

大変
順調

　「新規創業者・新規雇用者
数」、「受講者数」の指標に
おいて、目標値を達成もしく
はそれを上回る成果を出せ
た。また、「事業化数」にお
いても3件と中期目標に迫る
成果を出すことができたた
め、「大変順調」と判断。

大変
順調

【評価理由】
　「新規創業者・新規雇用者
数」、「受講者数」の指標に
おいて、目標値を達成もしく
はそれを上回る成果を出して
いる。また、「事業化数」に
おいても3件と中期目標に迫
る成果を出すことができたた
め、「大変順調」と判断。

【課題】
　これまでは小倉魚町を中心
に事業を展開してきた。
　今後は、市内他地区におい
てこれまでのノウハウを活用
し事業を展開していく必要が
ある。

　引き続き小倉魚町を中心と
したリノベーションまちづく
りの支援を実施していくとと
もに、他地区での民間まちづ
くり構想の作成支援や人材発
掘を行うための支援を実施す
る。

職
員

12,800 11,568 9,556

リノベーションス
クールや各種講座
の受講者数

122人
(H26年
度)

300人以上
(H27～31
年度)

160人
(H23年
度)

リノベーションま
ちづくり事業を通
じての新規創業
者・新規雇用者数
（H27年度以降は
H27年度からの累計
表示）

5,199

「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎ
わいづくり及び中心市
街地活性化」に位置づ
けられた黒崎地区の商
店街の活性化を支援す
るため、
・商業活性化懇話会運
営事業
・フォローアップ調査
事業
を実施。

【評価理由】
　歩行者通行量の目標は未達
であるものの、厳しい社会情
勢の中、空き店舗率で目標を
達成しており、また、即時性
はないものの、中長期的な視
点に立った、街なかの賑わい
づくりや活性化のための議論
が商業活性化懇話会でなされ
ていることから、「順調」と
判断。

【課題】
　現時点では、商業活性化懇
話会において、活性化に向け
た議論がなされているが、具
体的な解決策の立案・実施に
至っていない。

　引き続き商業活性化懇話会
における活発な議論を行うと
ともに、事業の効果測定を定
期的に行う。

係
長

0.20 人

黒崎地区商店街エ
リアの歩行者通行
量（人/日）

16,207人
(H27年度)

16,855人
(H31年度)

Ⅴ-1-
(2)-② 
文化・交
流、居住
機能を重
視した副
都心づく
り

70
街なか商業魅力
向上事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

人

平成１５年をピークに
観光客が伸び悩んでい
る門司港レトロ。
平成２５年９月から、
門司港レトロの象徴的
な観光スポットである
門司港駅が５年半の保
存修理工事に入り、更
なる観光客の減少が見
込まれる。
この厳しい状況を打破
するため、新成長戦略
に沿った「門司港レト
ロリニューアル」を推
進し、５年間　（平成
２５～２９年度）の観
光客や観光消費の増加
を目指す。

門司
港レ
トロ
課

門司港レトロリ
ニューアル事業

73
有料観光施設の利
用者数

平成２４年
度（門司港
駅工事開始
前）有料施
設入館者数
661,947人

17,950

67万人
(H29年
度)

分譲率
100％
(H30年
度)

40,691分譲率

160人
（毎年
度）

53,36232,77139,800

67％
(H25年
度)

1.00

人

0.10

0.70

人

6,150

0.30

0.40

8,000 順調

課
長

職
員

10,524 6,550

順調7,060

221,000

　歩行者通行量は目標未達で
あった。しかしながら、空き
店舗率については、目標を達
成していることなどから、
「順調」と判断。

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

小倉都心部の遊休不動
産をリノベーションの
手法を活用して再生さ
せ、新規創業者や新規
雇用者を創出する。今
後は、他地区展開を行
うことにより、小倉北
区以外のまちなかのに
ぎわいを拡大させる取
り組みを推進する。

人
係
長

16.8％
(H27年
度)

人

Ⅴ-1-
(2)-③ 
未利用地
等の活用

71
リノベーション
まちづくり推進
事業

16.5％
(H31年
度)

黒崎地区商店街エ
リアの空き店舗率
（％）

Ⅴ-1-
(3)-② 
産業拠点
の整備

北九州空港跡地
産業団地整備事
業

企業
立地
支援
課

北九州空港跡地産業団
地の整備を行う。

72

順調

　海外団体（特に台湾、韓
国）の増加や、展示のリ
ニューアル・有料企画展の実
施による集客増により、目標
数値を達成できたため、「順
調」と判断。

順調44,000

課
長

順調

【評価理由】
　造成工事の進捗に合わせ、
分譲が進んでいるため、「順
調」と判断した。

【課題】
　関係部局との連携を図り、
造成工事を進め、産業用地の
売却につなげる。

　造成工事の進捗に合わせ、
分譲が進んでいるため、「順
調」と判断。

順調

Ⅴ-1-
(3)-④ 
広域観光
拠点の整
備

　造成工事を行い分譲を進め
ていく。

　引き続き、門司港レトロ地
区の魅力向上を目指し、施策
に取り組む。

【評価理由】
　門司港駅見学デッキの運営
や既存の展示やイベントをリ
ニューアルすることで、新た
な観光客の誘致が進んでい
る。これにより、目標値を超
える入館者数を達成できたた
め順調と判断した。

【課題】
　今後は、観光客の満足度を
向上させリピーターをいかに
確保するかが課題となる。
また、老朽化の進む施設の機
能を維持するため、効率的・
効果的な対策が求められる。
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

690 ha 836 ha
課
長

0.05 人

実
績

689 ha 835 ha
係
長

0.10 人

達
成
率

99.9 ％ 99.9 ％
職
員

0.20 人

目
標

2 件

実
績

3 件

達
成
率

150.0 ％

目
標

5 件

実
績

5 件

達
成
率

100.0 ％

目
標

1 件

実
績

0 件

達
成
率

0.0 ％

事業化件数 ―
1件

(毎年
度)

研究開発プロジェ
クト実施件数

―
5件

(毎年
度)

人

順調

　事業化件数については目標
達成できなかったが、研究会
の開催やプロジェクトの実施
件数については目標をクリア
しており、順調と判断した。

順調

【評価理由】
　本施策では、「豊富な実績
等を活かした環境産業拠点の
形成」等を目指して、平成２
２年度に策定した「先導的低
炭素化技術研究戦略指針」に
基づく重点プロジェクトを進
めてきた。
　（公財）北九州産業学術推
進機構による、研究開発プロ
ジェクトの実施件数等は目標
を達成しており、順調である
と考える。

【課題】
　市内の大学や企業が実施す
る研究開発の成果を出すた
め、より一層の選択と集中及
び事業の精査。

　「北九州市新成長戦略」を
推進（地元企業の高度化・新
製品開発）するため、市内の
大学や企業が行なう研究開発
を支援する。

人

人

79,259 77,385 61,959 7,600

課
長

0.15

係
長

0.40

職
員

0.25

「先導的低炭素化
技術研究戦略指
針」に基づく重点
プロジェクト実施
件数

2件
(H23年
度)

2件
(毎年
度)

Ⅵ-2-
(2)-② 
低炭素社
会に貢献
する技術
開発、製
品・サー
ビス提供
拠点の形
成

75

新成長戦略推進
のための研究開
発プロジェクト
事業

新産
業振
興課

「北九州市新成長戦
略」を推進するため、
市内の大学や企業が実
施する「低炭素化技
術」、「次世代自動
車」、「ロボット」、
「医療・介護」等の分
野の研究開発を支援す
る。

【評価理由】
　事業説明会（目標123回、
実績123回）や広報活動の回
数（目標16回、実績16回）及
び成果指標の目標をほぼ達成
できたため、「大変順調」と
判断。

【課題】
　継続して、「説明会の開
催」や「広報活動」に取り組
み、森林所有者の理解と協力
を得ることが必要。

大変
順調

　目標をほぼ達成できたた
め、「大変順調」と判断。

3,07579,80075,500

荒廃が進んでいる
私有林のスギ林や
ヒノキ林の整備面
積

271ha
(H23年
度)

H29年度
までに
1,124ha
整備

森林は、水を貯え、土
砂災害を防ぎ、二酸化
炭素を吸収するなどの
公益的機能の働きに
よって、市民の生活に
さまざまな恵みを与え
ている。しかし、長期
間手入れがなされず、
荒廃した森林が増え、
このような働きが低下
し、市民の生活に重大
な影響を及ぼすことが
懸念されている。この
ため、平成２０年度に
創設された「福岡県森
林環境税」を活用し、
荒廃した森林の再生を
推進する。

大変
順調

72,000
農林
課

荒廃森林再生事
業

74

Ⅵ-2-
(1)-③ 
総合的な
緑化・森
林整備の
実施

　目標達成に向けて、前年度
に引き続き、「説明会の開
催」や「広報活動」に取り組
み、事業を推進。
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

2 件

実
績

3 件

達
成
率

150.0 ％

目
標

5 件

実
績

5 件

達
成
率

100.0 ％

目
標

1 件

実
績

0 件

達
成
率

0.0 ％

目
標

1 社

実
績

1 社

達
成
率

100.0 ％

目
標

実
績

46 人

達
成
率

― ％

目
標

実
績

10 人

達
成
率

― ％

54,395 31,994

―

―

63,000

50人
(H31年
度)

―

研究者・技術者の
集積

35人
(H26年
度)

専門人材(ﾊﾟﾜｴﾚ)の
輩出

0.10 人

順調

　共同研究の実施件数（目標
2件、実績2件）、外部資金の
獲得（目標2件、実績3件）と
も目標を達成しており、研究
者・技術者の集積は、数値の
伸びが緩やかになっているも
のの、学研都市への企業の進
出もあり、今後の研究者・技
術者の増加も見込まれるた
め、全体として着実に成果を
上げていると評価し、順調と
判断した。

0.50 人

0.25 人7,400

課
長

職員

平成23
年度～
26年度
の累計4

社

200人
(H31年
度)

係
長

1件
(毎年
度)

低炭素社会の実現に向
けて、電力の有効利用
をはじめ、自動車や電
車、家電製品等の省エ
ネルギー化に貢献する
基盤技術として期待さ
れているパワーエレク
トロニクスを中心とし
た環境エレクトロニク
スについて、環境エレ
クトロニクス研究所で
研究開発を促進すると
ともに国内外のネット
ワークづくりに取り組
む。

企業誘致数
1社

(H23年
度)

5件
(毎年
度)

事業化件数 ―

人

順調

　事業化件数については目標
達成できなかったが、その他
項目については目標をクリア
しており、順調と判断した。

人

人

研究開発プロジェ
クト実施件数

― 79,259 77,385 61,959 7,600

課
長

0.15

係
長

0.40

職
員

0.25

「先導的低炭素化
技術研究戦略指
針」に基づく重点
プロジェクト実施
件数

2件
(H23年
度)

2件
(毎年
度)

Ⅵ-3-
(2)-③ 
環境配慮
型製品・
環境関連
サービス
の集積

76

新成長戦略推進
のための研究開
発プロジェクト
事業

新産
業振
興課

「北九州市新成長戦
略」を推進するため、
市内の大学や企業が実
施する「低炭素化技
術」、「次世代自動
車」、「ロボット」、
「医療・介護」等の分
野の研究開発を支援す
る。

77
環境エレクトロ
ニクス拠点化推
進事業

新産
業振
興課

順調

【評価理由】
　本施策では、「豊富な実績
等を活かした環境産業拠点の
形成」等を目指して、平成２
２年度に策定した「先導的低
炭素化技術研究戦略指針」に
基づく重点プロジェクトを進
めてきた。
　（公財）北九州産業学術推
進機構による、研究開発プロ
ジェクトの実施件数等は目標
を達成している。
　また、H27年10月に環境エ
レクトロニクス研究所を開設
し、研究体制も拡充してお
り、外部資金の獲得、共同研
究の実施など、着実に進展し
ている。
　以上のことから「順調」で
あると考える。

【課題】
　市内の大学や企業が実施す
る研究開発の成果を出すた
め、より一層の選択と集中及
び事業の精査。
　学研都市の大学との連携に
よる人材育成を実施し、専門
人材の育成・輩出を推進す
る。

　「北九州市新成長戦略」を
推進（地元企業の高度化・新
製品開発）するため、市内の
大学や企業が行なう研究開発
を支援する。
　環境エレクトロニクス研究
所を中心に、大学や企業等と
連携し、研究者の集積や人材
育成に努め、環境エレクトロ
にクスの研究開発拠点化のさ
らなる推進を図る。
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

73 ha 80 ha
課
長

0.10 人

実
績

68.98 ha 82.25 ha
係
長

0.20 人

達
成
率

94.5 ％ 102.8 ％
職
員

0.30 人

目
標

130 件 121 件

実
績

118 件 120 件

達
成
率

90.8 ％ 99.2 ％

目
標

20 本

実
績

47 本

達
成
率

235.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

1,500 件 1,500 件

実
績

1,187 件 1,505 件

達
成
率

79.1 ％ 100.3 ％

目
標

20 件 20 件

実
績

28 件 20 件

達
成
率

140.0 ％ 100.0 ％

共同研究件数（累
計）

122件
(H28年
度)

Ⅶ-2-
(1)-③ 
北九州発
ブランド
の海外ビ
ジネス支
援

81
国際競争力強化
事業

国際
ビジ
ネス
政策
課

北九州市、ジェトロ北
九州、(公社)北九州貿
易協会の３機関で設置
している「北九州貿
易・投資ワンストップ
サービスセンター
（KTIセンター）」に
おいて、販路開拓、部
品調達など地元企業の
国際ビジネス推進を支
援することにより、企
業の国際競争力の向上
を図る。

30人
(H27年
度)

3,000 2,084 1,455

　環境に配慮した農業は大変
重要であり、本事業の継続と
さらなる拡大を目指し、目標
達成に向けて取り組みの強化
が必要である。

5,400
大変
順調

　取り組んだ面積目標を達成
しているため、「大変順調」
と判断。

大変
順調

【評価の理由】
　面積目標を達成しているた
め、「大変順調」と判断。

【課題】
　面積の増加が頭打ち傾向で
あるが、この取組のさらなる
拡大に向けて啓発を進める。

環境に配慮した農
業に取り組んだ面
積

0ha
(H22年
度)

90ha
(H32年
度)

8,060 6,470 3,566

Ⅵ-3-
(3)-① 
環境に配
慮した農
林水産業
の推進

78
生産環境保全対
策事業

農林
課

地球温暖化防止や生物
多様性保全に効果の高
い営農活動に取り組む
農業者に対して助成す
る。

　本市企業のＯ＆Ｍ技術を活
かしたアジアでの事業展開が
進められるよう、引き続き外
部資金の受託に向けた支援等
を行う。

市内企業と勉
強会を
実施

市内企業と勉
強会を
実施

係
長

海外からの受注件
数

0件
(H25年
度)

単年度目標
設定なし

5,050

0人
(H25年
度)

単年度目標設
定なし

単年度目標設
定なし

　27年度においては、これま
での進め方の見直しを含め
て、改めて市内企業のヒアリ
ング等を行った。しかし、外
部資金（ＪＩＣＡ事業等）の
受託まで至らず、成果指標
（雇用創出数、海外からの受
注件数）の具体的な実績にま
で繋がっていないため、遅れ
と判断。

やや
遅れ

市内企業と勉
強会を
実施

市内企業と勉
強会を
実施

単年度目標
設定なし

3件
(H27年
度)

【評価理由】
　市内企業と検討を進める中
で、中小企業を中心とした技
術コンソーシアムだけではな
く、大企業の保有する中核技
術も含めた総合プラット
フォームも形成すべきとの新
たな意見も出され、今後の課
題整理も進められたことか
ら、やや遅れと判断。

【課題】
　Ｏ＆Ｍ技術を活かした海外
展開を図るため、関係機関・
企業と連携して外部資金を確
実に受託することが課題。

0.10 人

人 遅れ

0.20 人

0.20

Ⅶ-2-
(1)-② 
海外工場
のサポー
ト拠点の
形成

80
アジアものづく
りサポート推進
事業

産業
政策
課

本市のオペレーション
やメンテナンス（O＆
M）技術集積の強みを
活かして、アジアへ進
出する我が国のものづ
くり企業の工場･製造
設備、ユーティリティ
等の運用･保守管理な
どを本市企業が受託で
きる仕組みづくりを行
う。

15,395 6,467 9,596

外国企業との成約
件数

17件
(H23年
度)

20件
(毎年
度)

22,650

課
長

0.10 人

課
長

職
員

　商談会開催に向けて十分な
事前準備を行った結果、成約
件数が目標件数を達成したた
め、順調と判断。

係
長

1.10 人

職
員

順調

1.40 人

順調

【評価理由】
　精力的な商談活動により、
成約件数が目標件数を達成し
たため、「順調」と判断。

【課題】
　更なる商談機会の創出に努
め、商談件数・成約件数の増
加につなげる。

　国際ビジネスに関する地域
企業のニーズを踏まえ、海外
の販路開拓、最適地調達を支
援するため、「北九州貿易・
投資ワンストップサービスセ
ンター」を中心に商談会の開
催、ミッションの派遣・受
入、セミナーの開催をはじ
め、貿易相談、海外展示会出
展助成などを行う。

外国企業との商談
件数

1,341件
(H23年
度)

雇用創出数

1,500件
(毎年
度)

112件
(H24年
度)

Ⅶ-1-
(2)-① 
学術交流
の推進

79
海外連携プロ
ジェクト助成事
業

新産
業振
興課

海外の大学・研究機関
等と、学術研究都市進
出大学等との連携プロ
ジェクト等に対する支
援を行う事業。

共同研究による発
表論文数

係
長

0.20

―
20件

(H27年
度)

14,499

職
員

0.30 人

順調

　共同研究件数はほぼ目標を
達成し、発表論文数は目標件
数を大きく上回り、内容が優
れた研究の支援を行うことが
できたため、「順調」と判
断。

13,889 20,778 5,400

課
長

0.10

順調

【評価理由】
　事業は順調に推移してお
り、共同研究件数、発表論文
数とも伸びているため。

【課題】
　効率性を更に高めるための
仕組みづくり。

　審査基準の見直しの検討
（研究結果が本市の産業界の
発展に寄与する内容を採択す
る仕組みづくり）をする。

人

人
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度事業評価の成果指標（目標・実績）

事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

1 件

実
績

0 件

達
成
率

0.0 ％

目
標

70 社 70 社

実
績

100 社 71 社

達
成
率

142.9 ％ 101.4 ％

目
標

54 件

実
績

0 件

達
成
率

0.0 ％

0.30

0.30

0.10

職
員

係
長

課
長

6,4002,3672,2057,222

　市内企業の海外への
投資やアジア等海外か
らの投資を促すため、
ジェトロ北九州や国・
県などの関係機関と連
携して、「ものづく
り」をはじめ、本市の
地域特性に関する情報
発信や、海外ネット
ワークづくり等に取り
組む。

国際
ビジ
ネス
政策
課

北九州ブランド
（モジデコ）の海
外企業との商談件
数

内外投資促進事
業

82

Ⅶ-2-
(3)-① 
アジアか
ら本市へ
の投資の
呼び込み

1件
(毎年
度)

54件
(H26年
度)

視察受入企業数
70件

(H24年
度)

70社
(毎年
度)

本市への外国企
業・機関の進出件
数

1件
(H26年
度)

　政府は、「日本再興戦略
（平成25年6月閣議決定）」
において、対内直接投資残高
を倍増することを掲げた。
　本市においても、国の流れ
に乗り、本市の投資環境をPR
するためのツール作成や、効
果的な広報活動を行い、海外
企業に対して本市の魅力をPR
する。

【評価理由】
　局内の関係各署が連携し、
国と協働で効果的に本市の投
資先としての魅力をPRできた
が、指標については一部目標
に至らなかったため、全体と
して「やや遅れ」と判断。

【課題】
　海外向けの効果的な情報発
信に努め、視察受入企業数の
増加につなげる。

やや
遅れ

　安倍首相が参加したジェト
ロ主催のニューヨーク対日投
資セミナーへの参加及びレセ
プションでのブース出展を行
い、国と協働して効果的に本
市の投資先としての魅力をPR
できた。
　また、海外からの視察受入
企業数は、目標を1社上回る
71社で、中には本市への進出
に関心を示すところもあっ
た。
　しかし、指標については一
部目標に至らなかったため、
やや遅れと判断。

やや
遅れ

人

人

人

24件
(H24年
度)
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建設局

平成27年度　行政評価の取組結果（建設局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

24
公
園

20
公
園

課
長

0.05 人

実
績

24
公
園

19
公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 95.0 ％
職
員

0.70 人

目
標

0
公
園

3
公
園

課
長

0.05 人

実
績

0
公
園

3
公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

職
員

8.00 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

1.00 人

　今後も継続して、小学校へ
学習プログラムを提供する。

―

　計画通りの公園数を整備で
きた。

順調

【評価理由】
　地域と行政が連携して魅力
ある公園づくりを進めるた
め、整備前にワークショップ
を行うなど、地域ニーズ等を
反映する取組みを実施してい
る。計画策定及びその後の整
備ともに概ね予定どおり実施
しており「順調」と判断。

【課題】
　地域と行政が連携した魅力
ある公園づくりを更に進める
必要がある。

順調―

順調

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

順調

　ワークショップ開催、計画
に基づく公園整備工事とも
に、概ね計画どおり進んでい
る。

　今後も継続して、地域と行
政が連携した魅力ある公園づ
くりに取り組む。

【評価理由】
　遠足で到津の森公園を訪れ
る小学校に対して、学習プロ
グラムの提供を続けている。
環境保全意識向上のための機
会が提供できており「順調」
と判断。

　今後も継続して、治水事業
の根幹となる河川整備を推進
する。

【評価理由】
　頻発する局地的豪雨などに
よる浸水被害を抑制するた
め、計画的に河川の整備を
行っている。事業は概ね予定
どおり進捗しているため「順
調」と判断。

【課題】
　計画的に河川整備を進める
必要がある。

順調

―

―

―

―

―浸水被害の低減

―

―

―

【施策の指標】
「市民環境力」を
高め、環境保全に
対する意識が高
まった状態

―

―

神嶽川（旦過地
区）の治水安全度
向上

―

― ―

――

36,000

累計
4公園

（H28年
度）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

地域に役立つ公園
づくり事業による
整備公園数

身近な公園の再整備に
ついて、小学校区単位
で開催するワーク
ショップで地域住民の
意見を聞き、地域ニー
ズを反映した公園整備
を行うことで、これま
で以上に利用される公
園を目指す。
計画段階から地域住民
が参加することで公園
への愛着を高め、地域
活動など公園利用の活
性化につなげる。計画
策定後は、翌年から概
ね２ヵ年で再整備を行
う。

事業評価の成果指標（目標・実績）

―

遊具などの公園施設を
活用して、子どもが健
やかに成長し、また、
犯罪等に巻き込まれな
い安全・安心に配慮し
た公園となるよう、専
門家の意見を聞きなが
ら、公園整備を進め
る。

子どもの安全・成
長に配慮した公園
整備事業による整
備公園数

H27年度 人数

147,148175,000

58,588 3,075

6,825

17,042

Ⅰ-1-
(1)-⑥ 
地域など
と行政の
連携・協
働による
子育て支
援の推進

H27年度 H26年度
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名 事業・取組概要

162,235

人件費（目安）

―

― ―

「市民
環境

力」を
高め、
環境保
全に対
する意
識が高
まった
状態

【施策の内容】
小学生を対象とした、
動物や自然とのふれあ
いを通して命の大切さ
や自然環境の保護の必
要性を学ぶプログラム
の提供

H26年度

Ⅰ-3-
(1)-②
教育関係
施設の連
携による
人材の育
成

【施策評価のみ】
到津の森公園に
よる学習プログ
ラムの提供

―

―

―

―

―

―

―

―

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

No.

1

2

3
公園
管理
課

みど
り・
公園
整備
課

地域に役立つ公
園づくり事業

子どもの安全・
成長に配慮した
公園整備事業

緑政
課

　「整備計画（素案）検討委
員会」を設立し整備計画を策
定。また神嶽川の護岸工事に
も着手し、左岸側（馬借側）
83mの改修が完了したため
「順調」と判断。

順調

Ⅱ-1-
(4)-④ 
総合的な
災害対策
の推進

5
旦過地区まちづ
くりに伴う河川
整備事業

神嶽
川旦
過地
区整
備室

長年市民に親しまれて
いる旦過市場をさらに
魅力ある商業拠点とす
るために、地元と協働
で旦過地区まちづくり
整備計画を策定し、神
嶽川の治水安全度を高
める、河川事業を推進
する。

18,25020,682213,000402,000

概ね50年に
一度発生す
る降雨にも
対応できる
よう、神嶽
川（旦過地
区）の治水
安全度向上

近年、ゲリラ豪雨や都
市化の進展に起因する
浸水被害が増加してい
る。
浸水被害を抑制するた
め、治水事業の根幹と
なる河川改修を推進す
る。

水環
境課

河川改修事業の
推進

4 86,5002,466,5322,133,7271,759,350

H45年度に
河川毎に計
画している
降雨（１時
間で50～
70mm程度）
に対応でき

る状態
―

　河川改修は予定どおり進捗
（河川整備率：目標83%→実
績83%）しており「順調」と
判断。

順調
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建設局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 人数

H27年度 H26年度
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）

H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

No.

目
標

2
公
園

1
公
園

課
長

0.10 人

実
績

10
公
園

1
公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

500.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

225
団
体

211
団
体

課
長

0.05 人

実
績

210
団
体

215
団
体

係
長

0.17 人

達
成
率

93.3 ％ 101.9 ％
職
員

0.95 人

目
標

1,160 団
体

1,160 団
体

課
長

0.24 人

実
績

1,167 団
体

1,169 団
体

係
長

0.45 人

達
成
率

100.6 ％ 100.8 ％
職
員

1.45 人

目
標

68
団
体

69
団
体

課
長

0.01 人

実
績

67
団
体

68
団
体

係
長

0.01 人

達
成
率

98.5 ％ 98.6 ％
職
員

0.03 人

　今後も継続して、健康づく
りを推進する環境整備に取り
組む。

　今後も継続して、団体数の
増加に努める。

　会員の減少、高齢化により
解散する団体も多い中、目標
を達成しており「順調」と判
断。

　計画通りの公園数を整備で
きた。

【評価理由】
　市民の健康づくりの機運を
高めるため、身近な公園にお
ける健康遊具の設置などの環
境整備が進んでおり「順調」
と判断。

【課題】
　高齢者の健康づくりを推進
するために、更なる環境整備
に取り組む必要がある。

【評価理由】
　高齢化などの理由により解
散する団体がある中で、新た
に結成した団体もあり、総団
体数も維持していることから
「順調」と判断。

【課題】
　解散する団体があるなか、
総団体数の維持・増加に向け
た取組みが求められる。

　活動団体における高齢化や
後継者不足等により、活動の
継続が困難な状況が続いてい
るものの、今年度は新規結成
（2団体）が解散（1団体）を
上回り、概ね目標を達成でき
たため「順調」と判断。

　道路サポーター制度の推進
にあたっては、制度の改善に
活動団体の意見を反映しつ
つ、継続した支援やPR活動を
実施しており、加入団体数は
順調に増加している。

順調

順調

順調

順調9,400

18,135

順調

順調

地域の住民で構成する
河川愛護団体に清掃道
具購入の費用等となる
補助金を交付すること
により、美化活動を広
げる。また、美化活動
に参加することによ
り、地域の河川を身近
に感じ、自分たちの川
として愛着を持つよう
な啓発活動へとつなげ
る。

2,3752,406

公園
管理
課

72団体
（H30年
度）

―
1,160団体
（毎年
度）

公園愛護会の結成
数

10名程度の地域住民で
組織されるボランティ
ア団体で、公園の美化
活動・公園施設の点検
や禁止行為の連絡・公
園利用者のマナーづく
り・市民花壇づくりな
どを行い、活動面積に
応じて活動費を助成し
ている。

Ⅲ-1-
(1)-③ 
まち美化
活動の拡
充

―

ボランティア
ネットワークの
推進（河川愛護
団体）

市が維持及び管理する
道路において、道路清
掃・美化などのボラン
ティア活動を行う地域
の団体を対象に、清掃
用具や花苗の支給など
により支援する。

道路
計画
課

ボランティア
ネットワークの
推進（道路サ
ポーター）

道路サポーター加
入団体数

水環
境課

高齢者に配慮した
健康遊具の設置公
園数

3,650―

―

河川愛護団体数

ボランティア
ネットワークの
推進（公園愛護
会）

4402,420

16,85817,810

45,428

20公園
（平成
29年
度）

17,478

43,30643,706

134,933

220団体
（H30年
度）

Ⅱ-2-
(3)-④ 
個人の健
康づくり
を支える
環境の整
備

健康づくりを支
援する公園等整
備事業

緑政
課

公園に高齢者の健康増
進に配慮した健康遊具
を設置し、運動教室を
開催して、利用者に使
い方を説明する。
継続的にこの健康遊具
を利用することによ
り、高齢者の体力増進
に繋げる。
また、ウォーキングを
通じた健康づくりをサ
ポートする路面表示な
どを実施する。

16,000 17,0866

7

8

9
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建設局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 人数

H27年度 H26年度
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）

H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

No.

目
標

－ 団
体

583 団
体

実
績

574 団
体

570 団
体

達
成
率

― ％ 97.8 ％

目
標

5,000 ㎡ 17,092 ㎡

実
績

0 ㎡ 14,510 ㎡

達
成
率

0.0 ％ 84.9 ％

目
標

24
公
園

20
公
園

課
長

0.05 人

実
績

24
公
園

19
公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 95.0 ％
職
員

0.70 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

2.00 人

　今後も限られた敷地の中
で、最大限生態系に配慮した
整備を行う。

【評価理由】
　市民に親しまれる水際線づ
くりを進めるため、環境に配
慮した護岸整備を着実に実施
しており「順調」と判断。

【課題】
　治水面と環境面のバランス
を取る必要がある。

　環境に配慮した護岸整備は
予定どおり進捗（護岸整備延
長：目標34,900m→実績
35,300m）しており「順調」
と判断。

　ワークショップ開催、計画
に基づく公園整備工事とも
に、概ね計画どおり進んでい
る。

　高齢化などの理由で解散す
る団体が増加し、市民花壇活
動団体数は全体として減少し
た。特別緑地保全地区につい
ては、買収予定地の一部が交
渉難航により契約が完了しな
かったものの概ね目標を達成
しており、加えてＨ26年度未
買収地についても既に用地買
収が完了している。そのた
め、評価は「順調」と判断。

順調順調

順調

順調

市民花壇活動団体
数

地域に役立つ公園
づくり事業による
整備公園数

順調

―

―

生態系
に配慮
した整
備を行
うこと
で、自
然を身
近に感
じる状

態

【評価理由】
　魅力ある生活空間をつくる
ために、街角の花壇整備や地
域ニーズを反映した公園づく
りを進めた。
市民花壇活動団体数は減少し
たものの、市民ボランティア
等との協働は着実に進んでお
り、また、地域ニーズ等を公
園整備に反映するための計画
策定及びその後の整備ともに
概ね予定どおり進捗しており
「順調」と判断。

【課題】
　魅力ある生活空間づくりを
さらに進める必要がある。

　今後も継続して、街角の花
壇整備や地域ニーズを反映し
た公園づくりなど魅力ある生
活空間づくりに取り組む。

―

都市内に唯一残された
貴重な自然空間である
河川を、水際の植生や
自然な流れの復元など
により、生物の生息・
生育環境に配慮した整
備を行うことによっ
て、ホタルの飛翔や緑
の増加など、身近に自
然を感じる水辺環境整
備事業を行っている。

Ⅲ-1-
(2)-③ 
市民に親
しまれる
水際線・
農山村風
景づくり

25,750724,800540,300138,000

―

身近に自然を感
じる河川整備事
業

23,150

175,000 147,148

58,491

―

574団体
（H26年
度）

6,825162,235

―

―

身近な公園の再整備に
ついて、小学校区単位
で開催するワーク
ショップで地域住民の
意見を聞き、地域ニー
ズを反映した公園整備
を行うことで、これま
で以上に利用される公
園を目指す。
計画段階から地域住民
が参加することで公園
への愛着を高め、地域
活動など公園利用の活
性化につなげる。計画
策定後は、翌年から概
ね２ヵ年で再整備を行
う。

―

「花やみどり」
による彩りと潤
いのあるまちづ
くり

都市景観の向上と潤い
のある街づくりを目指
し、花壇（公共花壇）
の整備を行うと共に、
市民花壇やスポンサー
花壇、うぇるっちゃ！
花壇といった、市民ボ
ランティアや企業･団
体と一体となって美し
く快適なまちづくりを
推進する。
さらに特別緑地保全地
区制度や保存樹制度を
活用し、都市に残され
た貴重な緑の保全に努
めていく。

環境に配慮した護
岸整備

地域に役立つ公
園づくり事業

みど
り・
公園
整備
課

水環
境課

Ⅲ-1-
(2)-①
魅力ある
生活空間
づくり

緑政
課

10

11 ―

154,598

628団体
（H32年
度）

100,023

12

課
長

0.10

特別緑地保全地区
の買収面積

― ―
職
員

0.70

2.00

人
係
長

人

人

117



建設局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 人数

H27年度 H26年度
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）

H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

No.

目
標

89 ％ 90 ％
課
長

0.10 人

実
績

89 ％ 90 ％
係
長

1.00 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

2.00 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

82
箇
所

113
箇
所

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

2.00 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

4.00 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

1.00 人

北九州市の玄関口とな
る小倉都心部と黒崎副
都心部の駅前におい
て、魅力的な都市環境
の創造につながる道路
環境整備を行い、まち
の賑わいを推進する。

道路
計画
課

小倉駅・黒崎駅
前の賑わいづく
りの推進

―

―
歩いてみたくなる
歩行空間を創出

神嶽川（旦過地
区）の治水安全度
向上

　「整備計画（素案）検討委
員会」を設立し整備計画を策
定。また神嶽川の護岸工事に
も着手し、左岸側（馬借側）
83mの改修が完了したため
「順調」と判断。

―

歩いて
みたく
なる歩
行空間
の創出

95％
（H30年
度）

―

長年市民に親しまれて
いる旦過市場をさらに
魅力ある商業拠点とす
るために、地元と協働
で旦過地区まちづくり
整備計画を策定し、神
嶽川の治水安全度を高
める、河川事業を推進
する。

神嶽
川旦
過地
区整
備室

旦過地区まちづ
くりに伴う河川
整備事業

― ――

―

― ―

―

―

―

―登下校中の児童が交通
事故に巻き込まれず、
安全に安心して通学で
きる環境を整えるた
め、教育委員会や学校
関係者、警察と一体と
なって、さらなる通学
路の安全対策を推進す
る。

道路
計画
課

道路
計画
課

通学路の危険箇所
における対策完了
箇所数

主要駅周辺地区の
主要経路の整備率

―

―

―

―

―

15

16

―

バリアフリーの
まちづくり

13

高齢者や障害者など、
誰もが安全で快適に通
行できるよう、道路・
公園のバリアフリー化
を行い、バリアフリー
のまちづくりを進め
る。具体的には、歩道
の新設や拡幅、段差解
消、視覚障害者誘導用
ブロックの設置などの
バリアフリー化を行
う。

　関係団体と協議を行いなが
ら、計画的に整備を行ってお
り「順調」と判断。

順調26,1501,007,204926,640951,600

通学路の安全対
策

14

　学校からの改善要望箇所に
ついて、対応可能な箇所の対
策を鋭意進めており｢順調｣と
判断。

順調26,150503,084521,304805,000

―

　本市における高齢化率は、
全国平均を大きく上回るとと
もに、他の政令指定都市の中
で最も高く、高齢化が急速に
進展している。このような状
況のもとバリアフリー化の推
進は必要不可欠であり、着実
に取り組みを継続する。
　また、児童の安全･安心な
通学路環境の整備は、交通安
全事業において最も重要な施
策であり、引き続き、対策に
取り組んでいく。

【評価理由】
　関係団体と協議を行いなが
らのバリアフリー化や、通学
路の改善要望に対応するな
ど、子どもから高齢者まで誰
もが安心して通行できる環境
整備が進んでおり「順調」と
判断。

【課題】
　バリアフリーのハード整備
とあわせて、今後はバリアフ
リー化の取り組みの周知な
ど、ソフト面の施策の充実を
図ることが重要。

順調

Ⅲ-1-
(3)-② 
安心して
通行でき
る身近な
道路の整
備

　小倉駅南北自由通路のﾘﾆｭｰ
ｱﾙは予定どおり進捗（目標
54%→実績58%）しており「順
調」と判断。

順調61,5001,276,3781,863,2161,681,791

順調18,25020,682213,000402,000

概ね50年に
一度発生す
る降雨にも
対応できる
よう、神嶽
川（旦過地
区）の治水
安全度向上

　引き続き、計画的な事業実
施に努める。

【評価理由】
　都心のにぎわいづくりのた
めに、小倉駅南北自由通路の
ﾘﾆｭｰｱﾙ及び旦過地区まちづく
りに伴う河川整備が着実に進
捗しており「順調」と判断。

【課題】
　都心のにぎわい創出に向
け、継続した取組みが必要。

順調

Ⅴ-1-
(2)-① 
都心のに
ぎわいづ
くり
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建設局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 人数

H27年度 H26年度
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）

H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

No.

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

4.00 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

5.00 人

目
標

課
長

3.00 人

実
績

係
長

6.50 人

達
成
率

職
員

15.70 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

5.00 人

目
標

課
長

3.00 人

実
績

係
長

6.50 人

達
成
率

職
員

15.70 人

36分
（H21年
度）

43分
（H21年
度）

朝ピーク時の響灘
地区～東田地区間
の所要時間

黒崎駅南北自由通
路利用者数

　今後も計画的に主要な道路
整備を進める。

8,711,899 217,250 順調

―

【評価理由】
　広域物流ネットワークの強
化に向けた交通網の整備を実
施した。戸畑枝光線をはじ
め、主要な道路の事業進捗は
計画通り行われており「順
調」と判断。

【課題】
　最終目標達成に向けて、引
き続き、道路整備を進める必
要がある。

【評価理由】
　広域物流ネットワークの強
化に向けた交通網の整備を実
施した。戸畑枝光線をはじ
め、主要な道路の事業進捗は
計画通り行われており「順
調」と判断。

【課題】
　最終目標達成に向けて、引
き続き、道路整備を進める必
要がある。

順調

順調

　主要な道路の事業は予定ど
おり進捗しており「順調」と
判断。

Ⅴ-2-
(2)-② 
市民の交
通利便性
の向上と
産業活動
の支援

20

―

道路
計画
課

自動車専用道路
ネットワークの
整備

港湾・空港・鉄道ター
ミナルなど、拠点間を
結ぶ交通・物流ネット
ワークの構築や地域間
の連携・交流促進を図
るため、環状放射型自
動車専用道路ネット
ワークの整備を推進す
る。

69,0001,915,7081,806,3311,550,000

13分
（H39年
度）

主要な道路の整
備（恒見朽網線
など）

―

13分
（H39年
度）

　戸畑枝光線の事業は予定ど
おり進捗（目標16%→実績
18%）しており「順調」と判
断。

順調

5,928,996

18

19

21

1,806,3311,550,000

43分
（H21年
度）

朝ピーク時の響灘
地区～東田地区間
の所要時間

Ⅴ-1-
(2)-② 
文化・交
流、居住
機能を重
視した副
都心づく
り

　戸畑枝光線の事業は予定ど
おり進捗（目標16%→実績
18%）しており「順調」と判
断。

順調69,0001,915,708

17

6,500人
/日

（H30年
度）

4,500人
/日

（H24年
度）

Ⅴ-2-
(2)-① 
広域物流
ネット
ワークの
強化

道路
計画
課

主要な街路・道路事業
を重点的かつ速やかに
整備することで、市内
の渋滞対策、物流ネッ
トワークの強化、地域
間の連携・交流促進を
図る。

港湾・空港・鉄道ター
ミナルなど、拠点間を
結ぶ交通・物流ネット
ワークの構築や地域間
の連携・交流促進を図
るため、環状放射型自
動車専用道路ネット
ワークの整備を推進す
る。

道路
計画
課

自動車専用道路
ネットワークの
整備

4,154,749

　今後も計画的に主要な道路
整備を進める。

― －

― －

8,711,899 217,250 順調
　主要な道路の事業は予定ど
おり進捗しており「順調」と
判断。

―

新門司地区～北九
州空港間の所要時
間

36分
（H21年
度）

―

28分
（H37年
度）

―

－

― －

―

－

― －

5,928,996― －

― －

新門司地区～北九
州空港間の所要時
間

― ―

28分
（H37年
度）

4,154,749

主要な道路の整
備（恒見朽網線
など）

道路
計画
課

主要な街路・道路事業
を重点的かつ速やかに
整備することで、市内
の渋滞対策、物流ネッ
トワークの強化、地域
間の連携・交流促進を
図る。

―

北九州市の玄関口とな
る小倉都心部と黒崎副
都心部の駅前におい
て、魅力的な都市環境
の創造につながる道路
環境整備を行い、まち
の賑わいを推進する。

道路
計画
課

小倉駅・黒崎駅
前の賑わいづく
りの推進

― ―

― ―

― ―

1,276,3781,863,2161,681,791
　引き続き、計画的な事業実
施に努める。

【評価理由】
　副都心のにぎわいづくりの
ために、黒崎駅南北自由通路
及び黒崎ﾍﾟﾃﾞｽﾄﾘｱﾝﾃﾞｯｷﾙｰﾌを
整備した。事業は予定どおり
進捗しており「順調」と判
断。

【課題】
　引き続き、副都心のにぎわ
い創出に向けた取組みが必
要。

順調

　黒崎駅南北自由通路、黒崎
ﾍﾟﾃﾞｽﾄﾘｱﾝﾃﾞｯｷﾙｰﾌの整備は予
定どおり進捗（目標54%→実
績56%）しており「順調」と
判断。

順調61,500
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建設局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 人数

H27年度 H26年度
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）

H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

No.

目
標

課
長

0.75 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

職
員

4.50 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

―

主要橋梁の健全度
向上による市民の
安全・安心の確保

―

1.10 人

係
長

2.00 人

職
員

9.00 人

―

― ―

2,636,094

― ―

全ﾄﾝﾈﾙ
の健全
度Ⅲ以

上
（H33年
度）

―

市内には、約2，000の
橋梁と４２本のトンネ
ルがあり、高齢化・老
朽化の進展が懸念され
ている。そこで、従来
の対症療法型補修を改
め、予防保全型に移行
するため、「北九州市
橋梁長寿命化修繕計
画」（H22.3）及び
「北九州市トンネル長
寿命化修繕計画」
（H25.2）を策定し
た。本事業は、この計
画をもとに、予防保全
が有効な状態である健
全度Ⅲ以上の橋梁とト
ンネルを増加させるこ
とで市民の安全・安心
を確保する。

― ―

全主要
橋梁の
健全度
Ⅲ以上
（H31年
度）

―

― ―

トンネルの健全度
向上による市民の
安全・安心の確保

23

橋梁・トンネル
の長寿命化への
計画的な取り組
み

道路
維持
課

―

― ―

　引き続き、計画に沿って長
寿命化対策を実施する。

順調2,326,551 100,150

課
長

― ―

完了
（H33年
度）

―

2,014,860

―

【評価理由】
　モノレール、橋梁、トンネ
ルといった都市基盤の長寿命
化対策は、概ね計画どおり進
捗しており「順調」と判断。

【課題】
　引き続き、計画に沿って長
寿命化対策を実施する必要が
ある。

　橋梁・トンネルのリニュー
アル工事を概ね予定どおりに
実施しており「順調」と判
断。

順調

Ⅴ-3-
(1)-② 
都市基
盤・施設
の適正な
維持管理

道路
維持
課

都市モノレール
長寿命化事業
（道路・街路）

22

北九州モノレールは、
昭和60年に開業後、約
30年が経過しており、
軌道桁やそれを支える
支柱等について、経年
的な劣化が見られる。
このため、劣化対策
（耐震対策も含む）を
行い、桁や支柱等、構
造物の長寿命化や維持
管理費の縮減を図り、
市民の重要な交通機関
であるモノレールの安
全性・信頼性の確保を
図る。

インフラ構造物の
長寿命化を実施す
ることで、モノ
レールの安全・安
心な運行を確保

― 900,810

　モノレールの軌道桁や支柱
の耐震対策、劣化対策を概ね
予定どおりに実施しており
「順調」と判断。

順調57,3751,021,7421,028,103
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建設局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 人数

H27年度 H26年度
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）

H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

No.

目
標

2,000 人 2,000 人
課
長

0.03 人

実
績

2,447 人 2,328 人
係
長

0.04 人

達
成
率

122.4 ％ 116.4 ％
職
員

0.05 人

目
標

－ 団
体

583 団
体

実
績

574 団
体

570 団
体

達
成
率

― ％ 97.8 ％

目
標

5,000 ㎡ 17,092 ㎡

実
績

0 ㎡ 14,510 ㎡

達
成
率

0.0 ％ 84.9 ％

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

2.00 人

　今後も継続して、街角の花
壇整備など総合的な緑化を進
める。

【評価理由】
　市民花壇活動団体数は減少
したものの、市民ボランティ
ア等との協働は着実に進んで
いる。また、Ｈ27年度買収予
定地の一部が契約に至らな
かったものの、Ｈ26年度の未
買収地については既に契約が
完了している。そのため評価
は「順調」と判断。

【課題】
　今後も継続して総合的な緑
化の取組みが求められる。

順調

順調

【評価理由】
　市民に親しまれる水際線づ
くりを進めるため、環境に配
慮した護岸整備を着実に実施
しており「順調」と判断。

【課題】
　治水面と環境面のバランス
を取る必要がある。

　今後も限られた敷地の中
で、最大限生態系に配慮した
整備を行う。

　今後も継続して、農業体験
教室を実施する。

【評価理由】
　農業体験を通した環境政策
への市民参加を進めている。
今年度も多くの市民参加があ
り「順調」と判断。

【課題】
　今後も継続した取組みが求
められる。

　環境に配慮した護岸整備は
予定どおり進捗（護岸整備延
長：目標34,900m→実績
35,300m）しており「順調」
と判断。

　高齢化などの理由で解散す
る団体が増加し、市民花壇活
動団体数は全体として減少し
た。特別緑地保全地区につい
ては、買収予定地の一部が交
渉難航により契約が完了しな
かったものの概ね目標を達成
しており、加えてＨ26年度未
買収地についても既に用地買
収が完了している。そのた
め、評価は「順調」と判断。

　悪天候による中止もあった
が、目標人数を達成すること
ができたため「順調」と判
断。

順調順調

順調

順調

――

―

―

25,750724,800540,300138,000―

生態系
に配慮
した整
備を行
うこと
で、自
然を身
近に感
じる状

態

環境に配慮した護
岸整備

―

都市内に唯一残された
貴重な自然空間である
河川を、水際の植生や
自然な流れの復元など
により、生物の生息・
生育環境に配慮した整
備を行うことによっ
て、ホタルの飛翔や緑
の増加など、身近に自
然を感じる水辺環境整
備事業を行っている。

―

154,598100,023

都市景観の向上と潤い
のある街づくりを目指
し、花壇（公共花壇）
の整備を行うと共に、
市民花壇やスポンサー
花壇、うぇるっちゃ！
花壇といった、市民ボ
ランティアや企業･団
体と一体となって美し
く快適なまちづくりを
推進する。
さらに特別緑地保全地
区制度や保存樹制度を
活用し、都市に残され
た貴重な緑の保全に努
めていく。

緑政
課

628団体
（H32年
度）

市民花壇活動団体
数

―
特別緑地保全地区
の買収面積

人0.10
課
長

職
員

2.00 人

23,15058,491

574団体
（H26年
度）

「花やみどり」
による彩りと潤
いのあるまちづ
くり

―

―

2,600

計画地内に複数の活動
エリアを設け、一年を
通してそれぞれのエリ
アで有機農業栽培管理
や花作りを体験する市
民参加による農地等の
整備、管理等に取り組
む。また、子どもたち
が自然の中で遊び、学
ぶ場を提供したり、収
穫物を使用したイベン
トなど、市民の参加を
拡大するイベント等を
開催する。

2,000人
（毎年
度）

農業体験教室への
参加者数

公園
管理
課

Ⅵ-4-
(1)-② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

身近に自然を感
じる河川整備事
業

Ⅵ-1-
(2)-② 
あらゆる
主体によ
る環境政
策への参
加の推進

長野緑地を利用
した農業体験教
室

Ⅵ-2-
(1)-③ 
総合的な
緑化・森
林整備の
実施

水環
境課

1,1202,6742,67424

25

26

係
長

0.70 人
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建設局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 人数

H27年度 H26年度
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人件費（目安）

H26年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

No.

目
標

－ 団
体

583 団
体

実
績

574 団
体

570 団
体

達
成
率

― ％ 97.8 ％

目
標

5,000 ㎡ 17,092 ㎡

実
績

0 ㎡ 14,510 ㎡

達
成
率

0.0 ％ 84.9 ％

目
標

2,000 人 2,000 人
課
長

0.03 人

実
績

2,447 人 2,328 人
係
長

0.04 人

達
成
率

122.4 ％ 116.4 ％
職
員

0.05 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

　東九州自動車道沿線の福
岡・大分・宮崎・鹿児島県と
協力、連携しながら、整備活
動の要望に取り組んでいる。

　今後も沿線自治体と協力し
て、要望活動に取り組む。

―

　悪天候による中止もあった
が、目標人数を達成すること
ができたため「順調」と判
断。

　高齢化などの理由で解散す
る団体が増加し、市民花壇活
動団体数は全体として減少し
た。特別緑地保全地区につい
ては、買収予定地の一部が交
渉難航により契約が完了しな
かったものの概ね目標を達成
しており、加えてＨ26年度未
買収地についても既に用地買
収が完了している。そのた
め、評価は「順調」と判断。

順調―

順調

順調

計画地内に複数の活動
エリアを設け、一年を
通してそれぞれのエリ
アで有機農業栽培管理
や花作りを体験する市
民参加による農地等の
整備、管理等に取り組
む。また、子どもたち
が自然の中で遊び、学
ぶ場を提供したり、収
穫物を使用したイベン
トなど、市民の参加を
拡大するイベント等を
開催する。

Ⅵ-4-
(1)-③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

都市景観の向上と潤い
のある街づくりを目指
し、花壇（公共花壇）
の整備を行うと共に、
市民花壇やスポンサー
花壇、うぇるっちゃ！
花壇といった、市民ボ
ランティアや企業･団
体と一体となって美し
く快適なまちづくりを
推進する。
さらに特別緑地保全地
区制度や保存樹制度を
活用し、都市に残され
た貴重な緑の保全に努
めていく。

特別緑地保全地区
の買収面積

「花やみどり」
による彩りと潤
いのあるまちづ
くり

27

28
公園
管理
課

長野緑地を利用
した農業体験教
室

154,598100,023

574団体
（H26年
度）

628団体
（H32年
度）

2,674
農業体験教室への
参加者数

―

― ―

2,600 1,1202,674

23,15058,491

2,000人
（毎年
度）

緑政
課

市民花壇活動団体
数

順調

【評価理由】
　市民と自然とのふれあいを
進めるため、街角の花壇整備
や農業体験教室を実施した。
市民花壇活動団体数は減少し
たものの、市民ボランティア
等との協働は着実に進んでい
る。また、農業体験教室は目
標を超える大勢の参加があっ
た。評価は「順調」と判断。

【課題】
　今後も継続した取組みが求
められる。

　今後も継続して、街角の花
壇整備や農業体験教室など市
民が自然とふれあう場や機会
の提供に努める。

道路
計画
課

【施策の内容】
東九州自動車道建設促
進協議会の要望活動

【施策の指標】
東九州自動車道の
建設促進

Ⅶ-3-
(2)-①
東九州地
域との連
携

【施策評価のみ】
東九州自動車道
建設促進協議会
の要望活動

―

―― ――

東九州
自動車
道の建
設促進

―

― ―

―――29

職
員

2.00 人

人

係
長

0.70 人

0.10
課
長
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建築都市局

平成27年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値
（基準値）

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

31 ％ 32 ％
課
長

0.60 人

実
績

31 ％ 32 ％
係
長

2.70 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

9.90 人

目
標

31 ％ 32 ％

実
績

31 ％ 32 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

86 ％ 88 ％
課
長

0.05 人

実
績

88 ％ 87 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

102.3 ％ 98.9 ％
職
員

1.60 人

順調

【評価理由】
　市営住宅のバリアフリー住
戸の供給率については、成果
指標を達成することができた
ので順調であると判断し、ふ
れあい巡回員の活動について
は、ふれあい巡回員による６
５歳以上の単身高齢者への訪
問等により、高齢者への見守
りや悩みの相談等を行うこと
ができたので「順調」である
と判断。
　また、優良賃貸住宅供給に
ついては、目標の達成率が
98.9％のため「順調」である
と判断。

【課題】
　市営住宅のバリアフリー化
については、引き続き、市営
住宅のマネジメント実行計画
に基づいて進めていく必要が
ある。
　ふれあい巡回員の活動につ
いては、見守りの対象となる
単身高齢者が年々増加してお
り、今後も継続した取組みが
必要である。
　また、優良賃貸住宅供給に
ついては、目標達成の安定化
を図るため、引き続き制度の
ＰＲ及び家賃補助の実施が必
要である。

　市営住宅のマネジメント実
行計画に基づき、市営住宅の
バリアフリー化について、引
き続き計画的に取り組んでい
くとともに、ふれあい巡回員
の活動については、増加する
単身高齢者に対するきめ細か
い見守りを実施できるよう、
ふれあい巡回員の増員等を検
討する。
　また、優良賃貸住宅供給に
ついては、家賃補助及び同住
宅のＰＲ活動を行っていく。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

住宅
計画
課

優良賃貸住宅供給
支援事業

196,738

３６％
（Ｈ３１年
度）

特優賃及び高優賃
の入居率

80％以
上／年

一定の基準を満たす良
質な賃貸住宅（特定優
良賃貸住宅、高齢者向
け優良賃貸住宅）への
入居者に対して家賃補
助を行うことにより、入居
を促進し、入居者の居住
の安定確保を図る。

―

184,976

８０％
（Ｈ２６年
度）

人件費（目安）

人数

―

Ⅱ-1-(1)-
④ 
居住支援
の充実

単身高
齢者が
市営住
宅におい
て安心し
て暮らせ
る環境づ
くり

―

３６％
（Ｈ３１年
度）

15,575206,538

H27年度 H26年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度

市営住宅のバリアフ
リー住戸の供給率
（累計）

市営住宅のバリアフ
リー住戸の供給率
（累計）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

―

3

高齢者ふれあい巡
回員の活動

順調
  目標の達成率が98.9％のた
め「順調」であると判断。

　市営住宅のマネジメント実
行計画に基づき,市営住宅の
バリアフリー化について、引
き続き計画的に取り組んでい
く。

【評価理由】
　バリアフリー住戸の供給率
成果指標を達成することがで
きたので順調であると判断。

【課題】
　市営住宅のマネジメント実
行計画に基づき、引き続き、
既存市営住宅の改善によりバ
リアフリー化を進めていく必
要がある。

順調
　バリアフリー住戸の供給率目
標を達成することができたので
順調であると判断した。

順調108,150

2,677,758

2,197,5502,201,5212,450,176

本市では現在、約３３,０
００戸の市営住宅を管理
しており、老朽化の著し
い市営住宅の建替や既
存ストックの有効活用を
図りながら、住宅に困窮
する低所得者及び高齢
者、障害者、子育て世帯
等に住宅を供給すること
により、多世代共生の住
まいづくりを推進する。

市営住宅整備事業

―

─

―

Ⅱ-1-(1)-
③ 
子育て・高
齢世帯な
どが混在
するコミュ
ニティづく
り

住宅
整備
課

2,926,413

本市では現在、約３３,０
００戸の市営住宅を管理
しており、老朽化の著し
い市営住宅の建替や既
存ストックの有効活用を
図りながら、住宅に困窮
する低所得者及び高齢
者、障害者、子育て世帯
等に住宅を供給すること
により、市民の居住安定
の確保を図る。

住宅
整備
課・住
宅管
理課

市営住宅整備・管
理事業

2

1

─

─

2,669,757

【バリアフリー住戸】
　バリアフリー住戸の供給率目
標を達成することができたので
順調であると判断。

【高齢者ふれあい巡回員】
　市営住宅に入居する単身高齢
者が抱える悩みの聞き取りや相
談先の助言などを行い孤立死や
引きこもりを防止するため、６５
歳以上単身高齢者を対象とした
ふれあい巡回員による訪問を
行った。２７年度は、対象者８，８
９１人に対して、延べ２５，９７０
回訪問し、３６，１４９件の相談等
に応じたので、順調であると判
断。

順調

人

人

人

21.10

6.30

2.10

職
員

係
長

課
長

245,400
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指標名等
現状値
（基準値）

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

No.
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H26年度

H27年度 H26年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

人件費（目安）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

50
件
／
年

50
件
／
年

課
長

0.05 人

実
績

19
件
／
年

17
件
／
年

係
長

0.35 人

達
成
率

38.0 ％ 34.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

90 ％ 100 ％

実
績

90.6 ％ 100 ％

達
成
率

100.7 ％ 100.0 ％

目
標

95 ％ 100 ％

実
績

87.2 ％ 100 ％

達
成
率

91.8 ％ 100.0 ％

目
標

40 件 60 件
課
長

0.05 人

実
績

47 件 54 件
係
長

0.40 人

達
成
率

117.5 ％ 90.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

100 件 300 件

実
績

167 件 549 件

達
成
率

167.0 ％ 183.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

100 戸 150 戸
課
長

0.30 人

実
績

202 戸 394 戸
係
長

1.00 人

達
成
率

202.0 ％ 262.7 ％
職
員

1.00 人

106,000

民間建築物の耐震化を
促進するため、一定の要
件に該当する木造住宅
やマンション、多数の市
民が利用する特定建築
物の耐震化に要する費
用の一部を補助する。

住宅
計画
課

民間建築物耐震改
修費等補助事業

4

　目標を達成することができ
たので「順調」と判断。

順調33,05022,64210,165

　目標達成のための活動は順
調に実施したものの、補助実
施件数は目標を下回ったた
め、｢遅れ｣と判断。

遅れ11,575

人口減少や高齢化等が
進む本市においては、今
後も、適正に管理され
ず、周辺の住環境に悪
影響を及ぼす老朽空き
家等の増加が続くことが
見込まれるため、対策を
強化する必要がある。
老朽空き家等対策につ
いて、所有者等に対し家
屋の適正な管理を促す
ため、窓口のワンストッ
プ化や市と地域との協
働による老朽空き家等
の実態調査を行うなど、
平成２６年度より実施で
きるものから実行に移
し、対策の強化を図る。

空き
家対
策推
進室

老朽空き家等対策
推進事業(老朽空
き家対策計画策定
等事業）

7

空き
家対
策推
進室

老朽空き家等除却
促進事業

8

人2.00
職
員

人1.00

50件／
年

104,648

倒壊や部材の落下のお
それがあるなど危険な
空き家等の除却を促進
するため、家屋の除却に
要する費用の一部を補
助することにより、市民
の安全で安心な居住環
境の形成を図る。

狭あい道路拡幅整
備事業

人

職
員

0.80 人

係
長

0.10
市有建築物耐震化
推進事業

人

１００％
（Ｈ２７年
度）

1,270 1,048 12,496 8,150

課
長

１００％
（Ｈ２７年
度）

施設
保全
課

市有の特定建築物（防
災拠点や多数の市民が
利用する建築物）につい
て、平成２１年３月に策
定した｢北九州市耐震改
修促進計画」に基づき、
平成２７年度末を目標と
して優先的に耐震化に
取り組んでいる。
当該事業は、市有の特
定建築物（学校、市営住
宅及び特別会計等を除
く）の耐震化を促進する
ため、「耐震診断」「補強
計画」「実施設計」につい
て効率的な業務の遂行
を図る観点から、建築都
市局において一括して
予算化して事業を行う。

市有特定建築物(学
校、住宅、解体等を
除く）の耐震補強工
事実施設計の完了
率

【評価理由】
　狭あい道路拡幅整備事業に
ついては、目標数をほぼ達成
することができたため、「順
調」と判断。
　老朽空き家対策について
も、目標を達成することがで
きたので「順調」と判断。

【課題】
　狭あい道路の拡幅整備事業
は、事業希望者の申請書提出
から、整備完了までに、現在
２～３年を要していることか
ら、整備完了までの期間を短
縮する策を検討する必要があ
る。
　また、老朽空き家対策につ
いては、引き続き普及啓発活
動等を実施するなどして、空
き家等の適正管理について、
所有者等の意識の向上を図る
必要がある。

　市有特定建築物の耐震化率
が、目標を達成しているため
「順調」と判断。

Ⅱ-1-(4)-
⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

　目標数をほぼ達成し、毎年
約１０件の狭あい道路の拡幅
整備を完了させていることな
どから、事業の目的である安
全な市街地形成と居住空間の
向上を図るとした目標は達成
されており順調と判断。

係
長

人0.70
課
長

順調

順調

順調

0.10

　目標を上回る除却戸数を達
成したため、「順調」と判
断。

順調20,95049,48392,44075,000

5

6

市有特定建築物(学
校、住宅、解体等を
除く）の耐震化率

幅の狭い道路に面した
建築物の建て替えなど
をする際に、道路幅を広
げることを促すことによ
り、防災性に優れた安全
な住宅市街地の形成と
居住空間の向上を図る。

Ⅲ-1-(1)-
① 
快適な住
環境の形
成

　狭あい道路の拡幅整備事業
については、防災性に優れた
安全な市街地形成や居住空間
の向上に向け、狭あい道路拡
幅整備事業を継続していく。
　また、老朽空き家対策につ
いては、今後も適正に管理さ
れず、周辺の住環境に悪影響
を及ぼす老朽空き家等の増加
が続くことが見込まれるた
め、その対策の強化を図る。

住宅
計画
課

策定
（Ｈ２８年
度）

空き家等対策計画
の策定

民間建築物を対象と
した耐震改修費等補
助実績

75,736

５０件
（Ｈ２６年
度）

策定

80件（Ｈ
30年度）

狭あい道路の拡幅
整備完了件数（累
計）

１６７件
（Ｈ２６年
度）

―

３００件
（Ｈ２８年
度）

空き家に関する相
談・通報件数

―

策定

―

32,34243,639

15,710

７５０戸
（H２７～
３１年
度）

12,07530,070

―

―

１００戸
（H２６年
度）

老朽空き家等除却
促進事業の年間実
施件数

順調

【評価理由】
　民間建築物耐震改修費等補
助については、補助実施件数
が目標を下回ったが、平成２
７年度までに耐震診断が義務
付けられた建築物については
診断実施が進み、一定の成果
が得られている。
　また、市有建築物耐震化推
進事業については、成果指標
である市有特定建築物の耐震
化率等を達成したため「順
調」と判断。

【課題】
　民間建築物耐震改修費等補
助については、木造住宅やマ
ンションについては、相談件
数は一定数あるものの、実際
の工事件数増には、結びつい
ていない。

 民間建築物耐震改修費等補
助については、市民や事業者
に対する各種説明会・講習会
等での事業ＰＲや住宅情報誌
などへの情報掲載、平成28年
度より実施している固定資産
税納税通知書への啓発チラシ
の封入などを通じ、これまで
以上に効果的な普及啓発活動
を行っていく。
 また、市有建築物耐震化推
進については、平成２７年度
で事業終了した。
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指標名等
現状値
（基準値）

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

No.
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H26年度

H27年度 H26年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

人件費（目安）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

100
世
帯

100
世
帯

課
長

0.05 人

実
績

72
世
帯

62
世
帯

係
長

0.10 人

達
成
率

72.0 ％ 62.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

110
世
帯

課
長

0.15 人

実
績

15
世
帯

係
長

0.30 人

達
成
率

13.6 ％
職
員

1.00 人

目
標

70 ％ 70 ％
課
長

0.05 人

実
績

76.7 ％ 73.2 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

109.6 ％ 104.6 ％
職
員

0.40 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

北九州市定住促進
支援事業による認定
世帯数

北九州市定住促進
支援事業

住むなら北九州
子育て・転入応援
事業

住宅
計画
課

既存住宅ストックを活用
し、子育て世帯や新婚世
帯など若い世代の人口
増加や、企業移転などに
伴う従業者の移住を促
進するため、一定の要件
を満たす街なか民間賃
貸住宅や空き家バンク
登録住宅に転入する若
年世帯に対し、転入に要
する費用の一部を助成
する。

―

「見るスポーツ」の機
会提供の充実
（平成２５年２月公共
事業評価（事前評価
２）における目標値）
供用開始後のグラウ
ンド利用日数

─

550世帯
（Ｈ27～
Ｈ31年
度）

27,200 2,668 ― 12,225

やや
遅れ

【評価理由】
　北九州市定住促進支援事業
は、市外からの転入促進にお
いて、一定の成果を収めてい
るものの、実績が目標の約６
割に留まった。
　住むなら北九州　子育て・
転入応援事業については、市
外からの転入促進が一定の成
果を収めてはいるものの、実
績としては目標の約１割に留
まったため「やや遅れ」と判
断。

【課題】
　北九州市定住促進支援事業
については、制度の対象とな
る住宅事業者に一定の要件が
あるなど、転入者が利用でき
る住宅が限定されている。
　住むなら北九州　子育て・
転入応援事業については、市
外への効果的なＰＲを図るこ
とが課題。

　「北九州市定住促進支援事
業」と「住むなら北九州　子
育て・転入応援事業」を一本
化し利用しやすく、幅広い
ニーズに対応できるよう見直
し、平成28年7月から「住む
なら北九州　移住推進事業」
を開始した。
　実施にあたっては本市に定
住・移住するための各種支援
と連携し、首都圏・近畿圏
等、市外に向けて強力にＰＲ
を行なう。

　H27年度に15世帯、45人が
市内に転入しているが、年度
途中からの募集開始とはいえ
目標を大きく下回ったため
「遅れ」と判断。

5,325
１００世帯
（Ｈ２６年
度）

　H27年度に62世帯認定し、
事業の目的に対し一定の成果
はあったものの、目標には達
しなかったため「やや遅れ」
と判断。

500世帯
（Ｈ27～
Ｈ31年
度）

52,500 23,311 28,359

　引き続き、景観アドバイ
ザー制度の活用による公共施
設や民間施設等の魅力向上を
推進するとともに、本制度の
周知を図る。

　スタジアム整備終了後は、
施設の適切な維持管理に努め
る。

【評価理由】
　本市の魅力ある街並み形成
に寄与していると認められる
ため。

【課題】
　アドバイザーの助言が反映
できるよう、事業の充実を図
り、都市景観向上につなげ
る。

【評価理由】
　スタジアム整備の進捗率が
目標どおり１２％であり、事
業が予定通り進んでいるため
「順調」と判断。

【課題】
　今後も、これまで通り、関
係機関と協力しながら、予定
通りに事業を進める必要があ
る。

　スタジアム整備の進捗率が
目標どおり１２％であり、事
業が予定通り進んでいるため
「順調」と判断。

　景観アドバイザー会議協議
件数（目標：４０件、実績４
２件）、市民アンケート結果
とも目標を達成しており「順
調」と判断。

遅れ

順調

順調

やや
遅れ

11

12

9

10

魅力ある街並み形
成

住むなら北九州　子
育て・転入応援事業
による認定世帯数

110世帯
（Ｈ２７年
度）

70%

住宅
計画
課

市外から転入し、一定要
件を満たす住宅を取得
する世帯に対し、市及び
民間住宅事業者がそれ
ぞれ最大５０万円相当、
合わせて１００万円相当
の補助を行い、市内へ
の定住を促進する。

2.00
職
員

─

―

―

係
長

Ⅲ-1-(2)-
② 
風格のあ
る都市景
観づくり

5,5759759481,890
目標数値
の維持

個性的で魅力的な
都市景観の向上
(景観が良くなったと
思う人の割合)

本事業は、個性的で魅
力的な都市景観の形成
を目指し、景観アドバイ
ザー制度の活用による
公共施設や大型民間施
設等の魅力向上を図り、
市民が誇りと愛着を持て
る街並みづくりを推進す
る。

都市
景観
課

Ⅲ-2-(3)-
③ 
スポーツ
施設の整
備

36,500938,983318,422159,300

都心部に人が集い、にぎ
わいあふれる北九州市
の創出を目指し、Ｊリー
グやラグビートップリー
グなどの試合に加え、小
中高生のサッカー・ラグ
ビー大会、グラウンドゴ
ルフ大会、子どもたちへ
の芝生開放、イベントの
開催など、幅広い市民
利用に活用し、市民に夢
と感動を提供できるスタ
ジアムを整備する。

―

―

―

―

スタジアム整備事
業

人1.00
課
長

人1.00

―

５７日
(毎年度)

―

―

人

７,０００人
7,000人
(毎年度)

建築
課

Ⅲ-1-(1)-
② 
定住促進
や地域活
性化のた
めの環境
づくり

Ｊリーグ観戦試合の
平均入場者数
（平成２５年２月公共
事業評価（事前評価
２）における目標値）
供用開始後の１試合
平均入場者数

５７日

順調

順調
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建築都市局

指標名等
現状値
（基準値）

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

No.
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H26年度

H27年度 H26年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

人件費（目安）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

33
億
円

33
億
円

実
績

37
億
円

35
億
円

達
成
率

112.1 ％ 106.1 ％

目
標

1,800 件 2,100 件

実
績

2,033 件 2,188 件

達
成
率

112.9 ％ 104.2 ％

目
標

課
長

4.00 人

実
績

係
長

8.00 人

達
成
率

職
員

18.00 人

　住宅市街地総合整備事業に
ついては、良好な市街地居住
環境の整備に寄与するととも
に、民間の建設資金を活用
し、その一部を助成する事業
であり、効率的で良質な住宅
ストックの形成ができている
ので、引き続き、事業の推進
を図る。
　また、折尾地区総合整備事
業については、平成37年度の
完成に向け、着実に事業の推
進を図る。

戸

5,247,100

　これまでの取組み、実績な
どを踏まえて、29年度以降の
事業のあり方を検討する。

　（仮称）八幡高見地区Ｓ街
区第１期建設工事に、施行者
による事業計画の検討に時間
を要し、事業着手時期が遅れ
ていることから、「遅れ」と
判断。

順調

【評価理由】
　目標どおり成果を得られて
おり、｢順調｣と判断。

【課題】
　実績の検証を行う。

【評価理由】
　住宅市街地総合整備事業に
ついては、（仮称）八幡高見
地区Ｓ街区第１期建設工事の
事業着手が遅れたものの、事
業が頓挫したものではないた
め「順調」と判断。
　折尾地区総合整備事業につ
いては、一部の工事や用地買
収等において遅延が生じ、目
標の進捗率に達しなかったも
のの、折尾駅周辺の鉄道高架
工事等、成果指標の達成に向
け、着実に事業が進捗してい
るため「順調」と判断。

【課題】
　確実に事業を進捗させるた
めの予算を確保することが必
要となる。

　一部の工事や用地買収等が
次年度の執行となったが、目
標とするスケジュールに沿っ
て事業を進めており、「順
調」と判断。

　２つの成果指標が共に目標
を上回ったため、｢順調｣と判
断。

順調

順調

遅れ

Ⅴ-1-(1)-
① 
生活支援
施設の立
地誘導や
「街なか」
居住の促
進

14
住宅市街地総合整
備事業

15

Ⅳ-2-(2)-
① 
高齢者を
中心とした
健康・生
活支援ビ
ジネスの
推進

22,575187,542189,382200,000

住宅
計画
課

13

人0.05
課
長

人0.70
係
長

住まい向上リ
フォーム促進事業

―

３３億円
／年（Ｈ
28年度
まで）

補助金交付工事に
おける工事費用総額良質な住宅ストックの形

成と活用を地元活力に
より促進するため、既存
住宅において、エコ（環
境対策）や子育て・高齢
化対応、安全・安心に資
するリフォーム工事に対
し、その費用の一部を補
助する。

学園都市にふさわし
い地域拠点の形成

住宅市街地整備計画に
位置づけられた公的機
関や民間事業者が整備
する市街地住宅等に関
する調査設計計画費及
び共同施設整備費の一
部に対して、市が補助金
交付などの支援を行う。

住宅市街地総合整
備事業における住宅
供給支援戸数（累
積）

人2.00
職
員

２,０３３件
（H２６年
度）

エコや子育て支援、
高齢化対応、安全・
安心にかかるリ
フォーム工事の実施
件数

職
員

４,２００件
（H２７～２
８年度）

―

―

―
事業完了
（Ｈ３７年
度）

折尾駅周辺の鉄道の立
体化により踏切を除去す
るとともに、一帯の幹線
道路整備や鉄道跡地を
含む土地区画整理事業
等の面整備を総合的に
実施することにより、交
通渋滞の解消、住環境
の改善、まちの一体化、
回遊性の向上などを図
り、折尾地区を魅力ある
学園都市として、また、
広域交通拠点として整
備する。

―

― ―

―

人

0.50 人

係
長

261,0004,816,1764,991,020

228 6,900

折尾地区総合整備
事業

折尾
総合
整備
事務
所

再開
発課

１,７６０戸
（Ｈ２６年
度）

順調

0.10 人
課
長

0.20

達
成
率

― ％ ―

1,760 戸 105,706 12,804

目
標

単年度目
標設定なし

単年度目
標設定なし

％

実
績

1,760
２,２７１戸
（Ｈ３４年
度）
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建築都市局

指標名等
現状値
（基準値）

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

No.
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H26年度

H27年度 H26年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

人件費（目安）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

80 ％ 80 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

24 ％ 24 ％

実
績

21.9 ％ 21.9 ％

達
成
率

91.3 ％ 91.3 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

150
万
人

150
万
人

課
長

0.10 人

実
績

166
万
人

167
万
人

係
長

0.20 人

達
成
率

110.7 ％ 111.3 ％
職
員

0.30 人

目
標

37
万
人

37
万
人

課
長

0.20 人

実
績

41.2
万
人

42
万
人

係
長

0.30 人

達
成
率

111.4 ％ 113.5 ％
職
員

0.30 人

17

　地域が主体となった賑わい
づくり活動を推進するため、
各団体との連携強化に取組
む。

【評価理由】
　黒崎副都心地区における賑
わい創出の取組みにより、成
果が継続的に現れているの
で、順調であると判断。

【課題】
　イベントの開催による集客
効果を周辺施設へ波及させる
取組みが必要となる。

順調
　賑わいづくりイベント等に
ついて、目標を達成したた
め、「順調」と判断。

順調7,55014,93514,37315,410

黒崎副都心の活性化に
必要な継続的・発展的な
まちづくりを推進するた
め、地域（民間）が主体
となった「黒崎ひとづく
り・まちづくり推進委員
会」が実施する様々な取
組を支援するとともに、
イベント等を実施し、まち
の賑わいづくりや魅力向
上を図る。

まち
づくり
推進
課

黒崎副都心ひとづ
くり・賑わいづくり
推進事業

１５０万人
（Ｈ２６年
度）

19

Ⅴ-1-(2)-
②
文化・交
流、居住
機能を重
視した副
都心づくり

―

市内の公共交通分
担率

10,664
主な賑わいづくりイ
ベント等の年間来場
者数

25,500

―

―

― 20,917

29,189

598,487

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。
　また、今後加速すると考え
られる超高齢化社会に対応す
るため、高齢者が利用しやす
いように施設や車両のバリア
フリー化を推進し、公共交通
の利用を促すモビリティマネ
ジメント等を行う。

　小倉駅南口東地区市街地再
開発事業については、平成28
年度より建築工事に着手し、
事業費が大きくなることか
ら、必要な予算を確保し、事
業推進に向けた支援を完成年
度まで引き続き行う。また、
小倉都心賑わいづくり推進事
業については、地域が主体と
なった賑わいづくり活動を推
進するため、各団体との連携
強化に取り組む。

【評価理由】
　小倉駅南口東地区市街地再
開発事業については、予定ど
おり事業進捗が図られてお
り、順調と判断。また、小倉
都心賑わいづくり推進事業に
ついては、小倉都心地区にお
ける賑わい創出の取組みによ
り、成果が継続的に現れてお
り、順調と判断。

【課題】
　小倉駅南口東地区について
は、平成28年度より建築工事
に着手するため、確実に事業
を進捗させるための予算を確
保する必要がある。また、小
倉都心賑わいづくり推進事業
については、イベントの開催
による集客効果を周辺施設へ
波及させる取組みが必要とな
る。

【評価理由】
　成果指標である「市内の公
共交通人口カバー率」及び
「市内の公共交通分担率」に
ついて、概ね目標を達成して
いるため、「順調」と判断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

　平成２７年度は法定手続き
である事業計画変更認可、権
利変換計画認可を行うことが
できた。また、各権利者への
補償も行い、一部解体工事に
も着手できたことから、「順
調」と判断。

　賑わいづくりイベントにつ
いて、目標を達成したため、
「順調」と判断。

順調

　成果指標である「市内の公
共交通人口カバー率」及び
「市内の公共交通分担率」に
ついて、概ね目標を達成して
いることから、順調と判断。

順調

順調

順調

順調

人

18
小倉都心賑わいづ
くり推進事業

まち
づくり
推進
課

16

Ⅴ-1-(2)-
①
都心のに
ぎわいづく
り

都市
交通
政策
課

環境首都総合交通
戦略の推進

環境首都総合交通戦略
は、本市での望ましい交
通体系を構築するため、
既存の公共交通機関を
有効活用し、その維持や
充実・強化を図る。
過度なマイカー利用から
地球環境にやさしい公
共交通や徒歩・自転車
への利用転換を図り、市
民の多様な移動手段が
確保された交通体系を
構築することを目指す。

―

人

―

―

―

黒崎副都心における
主要なイベント等の
年間観客数

人0.10
課
長

人1.20

係
長48,900

基準値８０％
（Ｈ１７年度）

８０％
（Ｈ３０年
度）

基準値２０％
（H１７年度）

市内の公共交通人
口カバー率

―

―

―

1,195,560

３,０００㎡
（Ｈ２９年
度）

―

１００戸
（Ｈ２９年
度）

３７万人
（Ｈ２６年
度）

0.10
課
長

人0.20

人0.60

職
員

113,558

職
員

Ⅴ-1-(1)-
② 
まちづくり
と連携した
商業機能
の活性化

２４％
（Ｈ３０年
度）

45,564 16,150

10,650

5,400

係
長

1.00

――

―

本市の玄関口である小
倉駅の小倉城口にふさ
わしい都市機能の集積
と土地の高度利用を図
るため、都市計画道路
博労町線の拡幅整備と
あわせた市街地再開発
事業を行う施行者に対し
て、事業費の一部を補
助し、事業の推進を図
る。

再開
発課

地元まちづくり団体や企
業などが主体となったま
ちづくり活動への支援
や、地域資源を活かした
四季折々のイベントを開
催することで、小倉都心
の賑わい創出や魅力向
上を図る。

小倉駅南口東地区
市街地再開発事業

保留床として売却す
る住宅戸数

保留床として売却す
る業務床面積

―
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建築都市局

指標名等
現状値
（基準値）

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

No.
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H26年度

H27年度 H26年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

人件費（目安）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

5 件 5 件
課
長

0.30 人

実
績

8 件 8 件
係
長

0.30 人

達
成
率

160.0 ％ 160.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

4.00 人

達
成
率

職
員

12.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

80 ％ 80 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

24 ％ 24 ％

実
績

21.9 ％ 21.9 ％

達
成
率

91.3 ％ 91.3 ％

５件（Ｈ２
６年度）

―
遊休不動産の利活
用に関する提案件数

都心・副都心における官
民連携のまちづくりを推
進するため、既存施設や
新たな集客施設の連携
を検討するとともに、遊
休不動産の利活用促進
など民間活力による取
組を支援する。

まち
づくり
推進
課

都心・副都心まち
づくり総合事業

20 10,20040,84126,246

　平成29年度の事業完了に向
け、換地計画及び換地処分等
の作業を進める。

　各事業者と締結した基本協
定に基づき持続可能な低炭素
型まちづくりを誘導する。

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。
　また、今後加速すると考え
られる超高齢化社会に対応す
るため、高齢者が利用しやす
いように施設や車両のバリア
フリー化を推進し、公共交通
の利用を促すモビリティマネ
ジメント等を行う。

【評価理由】
　ほぼ目標どおりの成果が現
れており、事業全体の進捗は
順調であると判断。

【課題】
　事業を完了させるための進
捗管理及び予算確保が必要で
ある。

【評価理由】
　予定どおり、年度末にまち
びらきを開催するなど、平成
28年度の土地区画整理事業完
了に向け着実に基盤整備が進
んでいる。
　また、低炭素型のまちづく
りの誘導についても、第一期
分譲地（財務省用地）の全て
の事業者と事業計画に基づく
基本協定の締結に至った。そ
のため、事業全体としては順
調と判断。

【課題】
　先導的な持続可能な低炭素
型まちづくりを実現するため
の誘導が必要である。

【評価理由】
　成果指標である「市内の公
共交通人口カバー率」及び
「市内の公共交通分担率」に
ついて、概ね目標を達成して
いるため、順調であると判
断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

【評価理由】
　遊休不動産所有者に対し
て、事業計画等の具体的な提
案を行い、有効性等が認知さ
れた。また、民間主体の取組
みが進んでいることから順調
であると判断。

【課題】
　民間主体の取組みを更に促
進させることが必要である。

　成果指標である「市内の公
共交通人口カバー率」及び
「市内の公共交通分担率」に
ついて、概ね目標を達成して
いることから、順調と判断。

　予定どおり、年度末にまち
びらきを開催するなど、平成
28年度の土地区画整理事業完
了に向け着実に基盤整備が進
んでいる。
　また、低炭素型のまちづく
りの誘導についても、第一期
分譲地（財務省用地）の全て
の事業者と事業計画に基づく
基本協定の締結に至った。そ
のため、事業全体としては順
調と判断。

　土地区画整理の事業進捗率
は若干下回っている（目標：
９８％、実績：９４．２％）
が、保留地分譲は好調であ
り、事業は順調に進んでいる
と判断。

　遊休不動産の利活用に関す
る提案件数が目標を達成した
ため、「順調」と判断

順調

順調

順調

順調

Ⅴ-1-(2)-
③
未利用地
等の活用

　市内の拠点地区の賑わい創
出や低未利用地の利活用を促
進するための各種調査等を実
施する。

順調32,128

順調

順調

順調

北九州学術・研究
都市北部土地区画
整理事業

―

純増住宅戸数

―

北九州学術研究都市を
知的基盤の中核として、
周辺の自然環境を活か
しながら、複合的なまち
づくりを進めていくため
の基盤整備事業で、「施
行者：北九州市、
事業期間：平成１４年４
月から平成３０年３月、
施行面積：約１３５．５ヘ
クタール」の国から認可
された土地区画整理事
業として整備を進めてい
る。

―

学術・
研究
都市
開発
事務
所

―

ＪＲ城野駅北側の未利用
国有地やＵＲ城野団地を
中心とする城野地区（約
１９ha）において、エコ住
宅や創エネ・省エネ設備
の設置誘導、エネル
ギーマネジメントによる
エネルギー利用の最適
化、公共交通の利用促
進など、様々な低炭素技
術や方策を総合的に取
り入れて、ゼロ・カーボン
を目指した住宅街区を
整備する。

環境首都総合交通戦略
は、本市での望ましい交
通体系を構築するため、
既存の公共交通機関を
有効活用し、その維持や
充実・強化を図る。
過度なマイカー利用から
地球環境にやさしい公
共交通や徒歩・自転車
への利用転換を図り、市
民の多様な移動手段が
確保された交通体系を
構築することを目指す。

区画
整理
課

城野ゼロ・カーボン
先進街区形成事業

―

北九州学術・研究都
市北部地区における
地区内人口

2,181,700
５,０００人
（Ｈ３２年
度）

―

―

―

1,610,480

16戸

５５０戸
（Ｈ３３年
度）

―

―

― 100%

人0.43
課
長

人3.00
係
長

基準値８０％
（Ｈ１７年度）

８０％
（Ｈ３０年
度）

市内の公共交通人
口カバー率

基準値２０％
（H１７年度）

3.00

100%――
１００％
（Ｈ２７年
度～）

長期優良住宅等の
認定件数の割合

48,900 45,564

人0.10
課
長

職
員

57,4451,939,2101,887,619

人0.60
係
長29,189

人1.20

1,620,052 141,500

Ⅴ-1-(3)-
① 
研究・開
発拠点の
整備

Ⅴ-2-(3)-
① 
公共交通
の利便性
の向上

都市
交通
政策
課

環境首都総合交通
戦略の推進

Ⅴ-1-(4)-
① 
省エネル
ギー（ネガ
ワット）の
推進

22

23

21 966,772

人

職
員

16,150

２４％
（Ｈ３０年
度）

25戸

156%

100%

―

―

市内の公共交通分
担率
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建築都市局

指標名等
現状値
（基準値）

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

No.
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H26年度

H27年度 H26年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

人件費（目安）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

8
か
所

8
か
所

課
長

0.10 人

実
績

8
か
所

8
か
所

係
長

0.60 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

1.20 人

目
標

実
績

達
成
率

－ －

目
標

100 ％

実
績

100.0 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

3,623 戸 3,924 戸

実
績

3,724 戸 4,025 戸

達
成
率

102.8 ％ 102.6 ％

目
標

6,418 戸 6,979 戸

実
績

5,701 戸 6,605 戸

達
成
率

88.8 ％ 94.6 ％

市有建築物で中長
期保全計画が作成
されている施設の
割合

事業完了
（H26年
度）

―

　平成２７年度業務完了

－ 効果検証

係
長

1.00 人

職
員

1.00

人

順調
　事業実施の結果、公共施設
の長寿命化の効果検証が完了
したため「順調」と判断。

順調

人

【評価理由】
　平成２７年度に業務を目標
どおり達成できたため「順
調」と判断。

【課題】
　平成28年度以降、長寿命化
計画を策定し、計画保全の取
り組みを進める必要がある。

14,000 8,879 13,837 20,950

課
長

公共施設の長寿命
化の効果検証

―

― 効果検証

事業完了
（H27年
度）

Ⅴ-3-
(1)-②
都市基
盤・施設
の適正な
維持管理

25
公共施設長寿命
化検討事業

施設
保全
課

　市営住宅を耐用年数まで有
効に活用するため、高齢者対
応や安全性確保を引き続き推
進する。

【評価理由】
　成果指標を概ね達成するこ
とができたので順調であると
判断。

【課題】
　市営住宅のマネジメント実
行計画に基づき、耐震改修促
進計画の目標達成に向け引き
続きき事業を推進する必要が
ある。

　既運行地区におけるおでか
け交通を維持するため、事業
主体に対する側面支援による
運行の継続を行う。

【評価理由】
　事業者に対して運行に要す
る費用の一部助成などの側面
支援を実施し、安定・安全運
行を図ることができたので、
順調であると判断。

【課題】
　おでかけ交通を存続させて
いくため、更なる三者の連携
が不可欠である。

　三者で逐次調整・協議を行
い、安定・安全運行の確保に
努め、運行の維持ができたの
で、順調と判断。

順調

　市営住宅バリアフリー化工
事（目標：２００戸、実績：
３０１戸）は目標を達成する
ことができるなど、概ねスケ
ジュールに沿って事業を進捗
することができたので順調で
あると判断。

順調順調

順調

耐震改修工事累計
戸数

0.30

人0.50

―

住宅
整備
課・住
宅管
理課

既存の市営住宅の居住
水準および安全性を確
保する為、住戸のバリア
フリー化（すこやか改善
事業）や耐震性の低い
住棟の耐震改修を行
い、既存ストックの有効
活用を図る。

8.00
職
員

課
長

1,486,496

Ⅴ-3-(2)-
① 
都市基
盤・施設
の有効活
用

26
市営住宅既存ス
トック整備事業

―

人2.20
係
長

約４,８００戸
（Ｈ３１年）

約９,４００戸
（Ｈ３２年度）

人

87,7501,139,384 1,193,853

48,900 16,150

Ⅴ-2-(3)-
② 
おでかけ
しやすい
移動手段
の確保

おでかけ交通事業は、
バス路線廃止地区やバ
ス路線のない高台地
区、高齢化率が市の平
均を上回る地区などにお
いて、地域住民の交通
手段を確保するため、採
算性の確保を前提とし
て、地域住民、交通事業
者、市の三者がそれぞ
れの役割分担のもとで
連携して、マイクロバス
やジャンボタクシー等を
運行する。

24

都市
交通
政策
課

45,56429,189
８か所
（Ｈ２５年
度）

―
環境首都総合交通
戦略の推進（おで
かけ交通事業）

本市の公共施設マネジ
メント方針に基づく、
計画的な予防保全の取
り組みを導入し、公共
施設の長寿命化を図る
ことによるコスト縮減
等の効果について検証
を行う。

市営住宅のバリアフ
リー化工事（すこや
か改善事業）累計戸
数

既運行地区における
おでかけ交通の維
持
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建築都市局

指標名等
現状値
（基準値）

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

No.
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H26年度

H27年度 H26年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

人件費（目安）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

15 件 15 件
課
長

0.01 人

実
績

13 件 18 件
係
長

0.05 人

達
成
率

86.7 ％ 120.0 ％
職
員

0.05 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

33
億
円

33
億
円

実
績

37
億
円

35
億
円

達
成
率

112.1 ％ 106.1 ％

目
標

1,800 件 2,100 件

実
績

2,033 件 2,188 件

達
成
率

112.9 ％ 104.2 ％

【評価理由】
　民間建築物指導業務につい
ては、目標を超える届出件数
があったので「順調」と判
断。
　城野ゼロ・カーボン先進街
区形成事業については、事業
完了に向け基盤整備は進んで
おり、低炭素型まちづくり誘
導も各事業者と予定通り基本
協定締結に至ることができ
「順調」と判断。
　住まい向上リフォーム推進
事業についても目標どおりの
成果が得られており、「順
調」と判断。

【課題】
　民間建築物指導業務につい
ては、届出を促す効果的な普
及啓発活動を実施することが
必要である。
　城野ゼロ・カーボン先進街
区形成事業では、先導的な持
続可能な低炭素型まちづくり
を実施するための誘導が必要
である。
　住まい向上リフォーム促進
事業については、実績の検証
を行う。

順調

　２つの成果指標が共に目標
を上回ったため、｢順調｣と判
断。

　予定どおり、年度末にまち
びらきを開催するなど、平成
28年度の土地区画整理事業完
了に向け着実に基盤整備が進
んでいる。
　また、低炭素型のまちづく
りの誘導についても、第一期
分譲地（財務省用地）の全て
の事業者と事業計画に基づく
基本協定の締結に至った。そ
のため、事業全体としては順
調と判断。

　実績が目標を上回ったの
で、「順調」と判断。

順調

順調

順調

29

27

区画
整理
課

城野ゼロ・カーボン
先進街区形成事業

民間建築物指導業
務（ＣＡＳＢＥＥ北九
州の普及）

住まい向上リ
フォーム促進事業

建築物は、エネルギー
の消費や廃棄物の発生
など環境に対し様々な影
響を与えている。また、
地球温暖化対策をはじ
めとする環境問題に対
し、建築分野での取り組
みは大きな役割を担って
いる。CASBEE北九州
（建築物総合環境性能
評価制度）は延床面積
２,０００㎡以上の建築物
の新築等を行う建築主
が建築物の環境性能を
自己評価し、その結果を
市に届出る制度であり、
この制度の普及により、
環境配慮型建築物の整
備促進を図る。

28

―

―

―

純増住宅戸数
Ⅵ-2-(1)-
① 
環境に配
慮した良
質な住宅・
建築ストッ
クの形成

ＪＲ城野駅北側の未利用
国有地やＵＲ城野団地を
中心とする城野地区（約
１９ha）において、エコ住
宅や創エネ・省エネ設備
の設置誘導、エネル
ギーマネジメントによる
エネルギー利用の最適
化、公共交通の利用促
進など、様々な低炭素技
術や方策を総合的に取
り入れて、ゼロ・カーボン
を目指した住宅街区を
整備する。

3.00

５５０戸
（Ｈ３３年
度）

１５件
（Ｈ２６年
度）

15件
（毎年度）

1,610,480

―

――

人3.00

人0.43

人

100%

100%

156%

１００％
（Ｈ２７年
度～）

係
長

課
長

189,382

課
長

1,939,2101,887,619

職
員

係
長22,575

57,445

―

４,２００件
（H２７～２
８年度）

187,542200,000

職
員

人2.00

人0.05

0.70 人

良質な住宅ストックの形
成と活用を地元活力に
より促進するため、既存
住宅において、エコ（環
境対策）や子育て・高齢
化対応、安全・安心に資
するリフォーム工事に対
し、その費用の一部を補
助する。

住宅
計画
課

補助金交付工事に
おける工事費用総額

長期優良住宅等の
認定件数の割合

100%

２,０３３件
（H２６年
度）

―

―

エコや子育て支援、
高齢化対応、安全・
安心にかかるリ
フォーム工事の実施
件数

３３億円
／年（Ｈ
28年度
まで）

25戸

99099205 111

16戸

建築
指導
課

建築物総合環境性
能評価制度
（CASBEE北九州）の
届出件数

　民間建築物指導業務につい
ては、平成２０年１０月の本
格実施から一定年数が経過
し、建築士事務所等の制度へ
の理解は進んでおり、引き続
き、届出を促す普及啓発活動
を実施する。
　城野ゼロ・カーボン先進街
区では各事業者と締結した基
本協定に基づき持続可能な低
炭素型まちづくりを誘導す
る。
　住まい向上リフォーム促進
事業では、これまでの取組
み、実績などを踏まえて、29
年度以降の事業のあり方を検
討していく。
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建築都市局

指標名等
現状値
（基準値）

中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

No.
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H26年度

H27年度 H26年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

人件費（目安）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

80 ％ 80 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

24 ％ 24 ％

実
績

21.9 ％ 21.9 ％

達
成
率

91.3 ％ 91.3 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

　下関北九州道路の早期実現
に向け、要望活動や調査研究
活動に取り組んでいく。

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。
　また、今後加速すると考え
られる超高齢化社会に対応す
るため、高齢者が利用しやす
いように施設や車両のバリア
フリー化を推進し、公共交通
の利用を促すモビリティマネ
ジメント等を行う。

【評価理由】
　成果指標である「市内の公
共交通人口カバー率」及び
「市内の公共交通分担率」に
ついて、概ね目標を達成して
いるため、順調であると判
断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

【評価理由】
　国や関係機関に対して、必
要な要望・提案活動を実施す
ることができたので、順調で
あると判断。

【課題】
　関門地域との新たな広域道
路ネットワーク機能を確保す
るため、連携を強化すること
が必要となる。

順調

順調―

　成果指標である「市内の公
共交通人口カバー率」及び
「市内の公共交通分担率」に
ついて、概ね目標を達成して
いることから、順調と判断。

―

順調

―

基準値８０％
（Ｈ１７年度）

16,150
係
長

２４％
（Ｈ３０年
度）

人0.60

1.20 人

45,564

職
員

課
長

人0.10

Ⅶ-3-(2)-
④
広域連携
に資する
社会基盤
の整備に
向けた取
組の推進

【施策評価のみ】
下関北九州道路に
かかる要望・提案
活動の実施

都市
交通
政策
課

環境首都総合交通
戦略の推進

環境首都総合交通戦略
は、本市での望ましい交
通体系を構築するため、
既存の公共交通機関を
有効活用し、その維持や
充実・強化を図る。
過度なマイカー利用から
地球環境にやさしい公
共交通や徒歩・自転車
への利用転換を図り、市
民の多様な移動手段が
確保された交通体系を
構築することを目指す。

30

Ⅵ-2-(1)-
② 
環境に配
慮した都
市基盤・
施設の整
備・維持
管理

【施策の内容】
地域連携に資する社会
基盤の整備に向けた取
り組みの一環として、下
関北九州道路を推進す
るため、国や関係機関に
対して要望・提案活動を
実施する。

――31 ― ―

都市
交通
政策
課

市内の公共交通分
担率

―

―

―

―

市内の公共交通人
口カバー率

基準値２０％
（H１７年度）

―― ――

48,900 29,189

８０％
（Ｈ３０年
度）
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港湾空港局

平成27年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.06 人

実
績

52.7 ％ 52.4 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

156.8 ％ 99.4 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

―

――

――

――

― ―

―

1,753

Ⅲ-1-
(2)-③ 
市民に親
しまれる
水際線・
農山村風
景づくり

　「新・海辺のマスタープラ
ン」は、社会情勢の変化や市
民意識の変化を踏まえた計画
の見直しを行い、市民ニーズ
にあった事業を実施すること
で本プランをさらに推進。
　また、市民に安らぎや憩い
の親水空間を提供するため、
引き続き緑地整備を行う。

【評価理由】
　市民が北九州市の海辺や港
について満足している割合
が、前年度の割合とほぼ現状
どおりの状況を推移してい
る。
　また、Ｈ１７年度から整備
を開始した新門司東緑地及
び、Ｈ２３年度から整備を開
始した響灘南緑地の整備につ
いては、計画どおり進んでい
ることから、「順調」と判
断。

【課題】
　「新・海辺のマスタープラ
ン」は計画の策定から概ね５
年が経過しているが、今後の
計画に反映していくため、こ
れまでの各事業の進捗状況を
検証するとともに、市民ニー
ズの把握を行っていく必要が
ある。

順調

　市民意識調査で、市民が、
北九州市の海辺や港について
満足している割合（52.4%）
が、前年度の割合(52.7%)と
ほぼ現状どおりの状況を推移
しており、計画の中間見直し
も計画どおり実施しているこ
とから、「順調」と判断。

順調1,384

　新門司東緑地(整備延長目
標:14m、実績:14m)および響
灘南緑地(整備延長目
標:83m、実績:87m)の整備が
計画どおり進んでいるため、
「順調」と判断。

順調82,381

6,940

3,650

1,642

H23年5月に策定した
「新・海辺のマスター
プラン」における2つ
の目標（「利用できる
海辺を増やす」「親し
まれる度合いを高め
る」）を実現するため
の様々な取り組みにつ
いて、その検証及びプ
ランの進捗管理等を行
う。

整備
保全
課

港湾施設整備事
業（緑地整備）

64,357

市民が海辺と親し
み憩うための緑地
整備

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

3地区の緑
地整備
(H33年度）

155,400

新・海辺のマス
タープラン推進
事業

3

水際線において、海辺
の眺望や親水空間を備
えた緑地を整備するこ
とにより、市民に安ら
ぎや憩いの空間を提供
する。

4

平成25年度
（33.6%）

比増

75%
(H32年
度)

臨海部防災拠点を
構成する耐震化岸
壁の整備（西海岸
地区）

計画
課

市民が、北九州市
の海辺や港につい
て満足している割
合

―

単年度
目標なし

単年度
目標なし

― ―

35.6％
(H23年
度)

平成26年
度比増

　本市では耐震強化岸壁を５
箇所に整備する計画である。
現在、砂津地区、新門司南地
区の整備が完了している。残
る３箇所のうち、西海岸地
区、ひびきコンテナターミナ
ルにおいては、国が事業主体
となることから、国との連携
を密にし、事業の進捗を図
る。

完成

係
長

0.10 人

耐震岸壁
の整備

(H31年度) 職
員

0.10 人

順調

　全体計画５箇所のうち、３
箇所目の岸壁（西海岸地区）
について、耐震強化に係る調
査・設計を実施したことか
ら、「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　岸壁（西海岸地区）の耐震
強化に必要な現地調査や耐震
強化工法の検討を実施したこ
とから、「順調」と判断。

【課題】
　早期整備に向けて、国との
連携を緊密に図る必要があ
る。

0.10 人

―

40,000 30,000 90,000 2,900

課
長

臨海部防災拠点を
構成する耐震化岸
壁の整備（新門司
南地区）

―

単年度
目標なし

Ⅱ-1-
(4)-⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

2
国直轄事業負担
金（耐震岸壁整
備）

計画
課

大規模震災時にも物資
等の海上輸送機能を確
保するため、耐震強化
岸壁を整備する。

　災害対策の重要性の高まり
を受け、国との連携をより緊
密にし、引き続き護岸整備を
進め、早期完成を目指す。

― ―

係
長

0.15 人

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

防護面積
14ha

(H31年度)
―

0.10 人

やや
遅れ

　新門司北地区(整備延長目
標:135m、実績:113m)及び白
野江地区(整備延長目
標:80m、実績:19m)ともに、
Ｈ３１年度の中期指標に対し
て事業進捗が遅れ気味である
ことから、「やや遅れ」と判
断。

やや
遅れ

【評価理由】
　Ｈ３１年度の中期指標に対
して事業進捗が遅れ気味であ
ることから、「やや遅れ」と
判断。

【課題】
　本事業は国の補助事業で実
施しており、災害対策の重要
性が増している中で、施設の
早期完成のために国との連携
をより緊密に図る必要があ
る。

0.40 人

防護面積
51ha

(H31年度)

65,000 34,275 109,320 5,650

課
長

職
員

災害に強い都市づくり
の一環として、高潮等
の災害から市民の生命
や財産を守るために、
臨海部において護岸整
備を行う。

新門司北地区北護
岸整備による後背
地防護面積

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

白野江地区護岸整
備による後背地防
護面積

― ―

H26年度 H27年度 人数

Ⅱ-1-
(4)-④ 
総合的な
災害対策
の推進

1
海岸（高潮）事
業

整備
保全
課

H27年度 H26年度 人件費（目安） H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

132



港湾空港局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 H27年度 人数

H27年度 H26年度 人件費（目安） H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

4 件 8 件
課
長

0.30 人

実
績

4 件 14 件
係
長

1.10 人

達
成
率

100.0 ％ 175.0 ％
職
員

1.90 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.70 人

達
成
率

職
員

1.30 人

目
標

4 件 8 件
課
長

0.30 人

実
績

4 件 14 件
係
長

1.10 人

達
成
率

100.0 ％ 175.0 ％
職
員

1.90 人

目
標

2 回 5 回
課
長

0.80 人

実
績

1 回 4 回
係
長

1.00 人

達
成
率

50.0 ％ 80.0 ％
職
員

2.00 人

――

クルー
ズ・交
流課

クルーズ船の誘
致

8

Ⅳ-4-
(3)-① 
国内外か
らの観光
の推進

6

　ひびきコンテナターミナル
への受入状況を注視しつつ、
今後も積極的かつ効率的なク
ルーズ市場の情報収集及び、
船社・旅行社への情報提供を
実施する。
　また、継続的な寄港を確保
するため、引き続きインセン
ティブ（曳船に対する補助）
を行う。

【評価理由】
　クルーズ船の寄港数が平成
２６年度よりも増加してお
り、かつ今後「ひびきコンテ
ナターミナル」における寄港
回数の増加が見込めるため、
「順調」と判断。

【課題】
　寄港回数の増加に伴い、関
係機関との連絡調整を密にと
り、安全かつスムーズな寄港
に努める必要がある。

順調

　積極的な船社や旅行社への
情報提供の結果、クルーズ船
の寄港回数は上昇傾向にあ
る。
　また、平成２７年１０月か
ら開始している「ひびきコン
テナターミナルへのクルーズ
船受入」により、今後更なる
寄港回数の増加が見込めるた
め、「順調」と判断。

順調3,65010,1987,714

コンベンションへの出
展や、キーパーソンの
招へい、代理店や船社
への情報提供による、
国内外のクルーズ船の
寄港を促進する。ま
た、クルーズ船寄港時
にはおもてなしイベン
ト等を展開する。

　目標としていた洋上風力関
連施設の適地設定が順調に進
み、国の承認を経て確定され
たため、「順調」と判断。

順調26,8745,66810,000

港湾空港局では、響灘
地区のポテンシャルを
活かし、平成22年度よ
り風力発電関連産業の
集積を図る『グリーン
エネルギーポートひび
き』事業を進めてお
り、本事業の更なる推
進にあたっては、今後
拡大が見込まれる洋上
風力発電に対応した環
境整備が急務である。
　そこで、響灘洋上ウ
インドファームの形成
をインセンティブに関
連産業の集積を進め、
国内における“風力発
電関連産業の総合拠
点”の形成を目指す。

エネ
ル
ギー
産業
拠点
化推
進課

響灘洋上風力発
電拠点化推進事
業

19,050

34,200

20回
（H32年
度）

　積極的な企業訪問を行い、
目標である８件の企業誘致を
達成したことから、「順調」
と判断。

クルーズ船の寄港
数

年間寄港回
数：1～5回
（H22～27
年度）

臨海部産業用地へ
の企業立地件数
（平成26年度以降
は平成26年度から
の累計）

4件
（H26年
度）

20件
（H26～
30年
度）

9,045 7,168 7,8577
企業誘致活動事
業

物流
振興
課

臨海部産業団地の分譲
を促進するため、充実
した港湾インフラや
「環境未来都市」「グ
リーンアジア国際戦略
総合特区」など本市の
強みを活かすことので
きる企業に対し、積極
的に誘致活動を行う。

順調

【評価理由】
　洋上風力発電関連産業の拠
点の形成に向け、事業の進捗
が図られている。
　また、港湾インフラなど本
市の強みを活かすことのでき
る企業へ積極的に訪問し、臨
海部産業用地への企業立地が
進んだため、「順調」と判
断。

【課題】
　関係者等との連携の上、洋
上風力発電事業や産業集積を
確実に進めていく必要があ
る。
　また、現状に満足せず更に
多くの企業誘致を推進する。

　引き続き、風力発電関連産
業の拠点の形成を目指し、
様々な制度も活用しつつ、事
業の進捗を図る。また、平成
２８年度の洋上風力発電設
置・運営事業者の公募で選定
された事業者と共に、響灘に
おける洋上風力発電事業や産
業集積がスムーズに進むよ
う、新たな事業などの検討を
行う。
　また、港湾インフラなど本
市の強みを活かすことのでき
る企業に対し戦略的な企業誘
致活動を継続し、更に多くの
企業誘致を推進する。

１社の立地 設定済

28,700 順調

洋上風力
関連施設
の適地設

定

洋上風力
関連施設
の適地設

定

―

　戦略的な企業誘致活動を継
続し更に多くの企業誘致を推
進する。

　積極的な企業訪問を行い、
目標である８件の企業誘致を
達成したことから、「順調」
と判断。

順調

【評価理由】
　港湾インフラなど本市の強
みを活かすことのできる企業
へ積極的に訪問し、臨海部産
業用地への企業立地が進んだ
ため、「順調」と判断。

【課題】
　現状に満足せず更に多くの
企業誘致を推進する。

9,045

Ⅳ-1-
(3)-① 
成長性、
経済波及
効果の高
い産業の
重点的誘
致

風力発電関連施設
の立地

―

7,857 28,700 順調

臨海部産業用地へ
の企業立地件数
（平成26年度以降
は平成26年度から
の累計）

4件
（H26年
度）

20件
（H26～
30年
度）

7,168

Ⅳ-1-
(2)-① 
次世代自
動車産業
拠点の形
成

5
企業誘致活動事
業

物流
振興
課

臨海部産業団地の分譲
を促進するため、充実
した港湾インフラや
「環境未来都市」「グ
リーンアジア国際戦略
総合特区」など本市の
強みを活かすことので
きる企業に対し、積極
的に誘致活動を行う。
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 H27年度 人数

H27年度 H26年度 人件費（目安） H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

実
績

達
成
率

目
標

80
%
以
上

80
%
以
上

実
績

97 % 98 %

達
成
率

121.25 ％ 122.5 ％

目
標

4 件 8 件
課
長

0.10 人

実
績

4 件 14 件
係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 175.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

17,000 t 17,000 t
課
長

0.40 人

実
績

14,724 t 6,841 t
係
長

0.70 人

達
成
率

86.6 ％ 40.2 ％
職
員

0.65 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.40 人

目
標

課
長

1.05 人

実
績

係
長

3.40 人

達
成
率

職
員

9.20 人

――

― ―

― ―

―

整備
保全
課

港湾施設整備事
業（岸壁、物揚
場、道路、橋梁
等整備）

12

　太刀浦地区の道路改良(改
良延長目標:400m、実
績:600m)及び松ヶ島物揚場の
改良(改良延長目標:40m、実
績:48m)が計画どおり進んで
いるため、「順調」と判断。

順調673,869239,205229,119

岸壁や道路等の老朽化
した港湾施設につい
て、適切な改良を加
え、機能の維持・強化
を行うことにより、施
設利用者の安全性確保
及び利便性向上を図
る。

Ⅴ-1-
(3)-② 
産業拠点
の整備

　平成27年度貨物取扱量が
6,841トン（達成率40.2%）の
ため「遅れ」と判断。

遅れ123,44089,011179,324

24時間運用や税関・検
疫空港の指定など、北
九州空港の特性を活か
し、開港以来、貨物拠
点化に向け、福岡県や
苅田町などの自治体及
び地元経済団体と協力
して空港機能強化のた
めの活動を行ってい
る。また、空港機能強
化の根拠となる大型貨
物機の就航実績を示す
ため助成制度等を活用
し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事
業者への集貨促進、空
港機能強化等を行う。

空港
企画
課

北九州空港航空
貨物拠点化事業

11

149,055212,420

企業立地の円滑化を図
るため、響灘東及び響
灘西、並びに新門司臨
海部土地造成事業計画
に基づき、基盤整備等
を行う。

整備
保全
課

響灘及び新門司
埋立地整備等事
業

10

20件
（H26～
30年
度）

　引き続き、インフラ整備を
効率的に行うことにより、企
業が進出できる環境づくりを
行う。

【評価理由】
　響灘東及び西埋立地におい
て企業立地に合わせて道路等
のインフラ整備を行ってお
り、Ｈ２７年度は目標どおり
成果が達成されているため
「順調」と判断。

【課題】
　企業立地にあわせた効率的
なインフラ整備を行うため、
関係者との密な調整を図って
いくことが必要。

順調
　企業立地の進捗にあわせ
て、目標どおり事業が進んで
いるため、「順調」と判断。

順調57,565

16,475

　老朽化した施設を重点的に
点検実施し、緊急度の高い施
設から補修を行うことで、施
設利用の安全性・利便性を維
持していることから、「順
調」と判断。

港湾施
設の安
全性確
保及び
利便性
の維

持・向
上

220,745 219,835 ― 順調

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

5,150

老朽化が進む北九州港
の港湾施設について、
維持管理を効果的かつ
効率的に行うことで、
物流基盤の機能を維持
し、北九州港の競争力
確保を図る。

港湾施設の安全性
確保及び利便性の
維持・向上

―

― ―

―

やや
遅れ

【評価理由】
　航空貨物については、目標
年次の貨物取扱量に達してい
ない。
　港湾施設の整備について
は、Ｈ２３年度から行ってい
る松ヶ島物揚場の改良、Ｈ２
４年度から行っている太刀浦
地区道路の改良が計画どおり
進んでいる。また、老朽化し
た施設について、緊急度の高
い施設から補修を行うこと
で、施設利用の安全性・利便
性を維持している。
　以上のことから、「やや遅
れ」と判断。

【課題】
　航空貨物については、貨物
便の新規誘致などによる便数
の増加や更なる集貨促進が必
要。また、国内旅客便を利用
した国内・国際貨物の利用促
進も行うことが必要。
　港湾施設の整備について
は、事業費の確保と関係者と
の調整が必要。また、港湾施
設の老朽化が進んでおり、利
用者である港運事業者等から
も要望が多数寄せられている
ことから、適切な維持管理を
さらに推進していく必要があ
る。

港湾施
設利用
者の安
全性確
保及び
利便性
向上

― ―

　北九州空港の利用促進につ
いては、福岡県とともに平成
28年度からの3か年を「北九
州空港将来ビジョン推進強化
期間」と位置づけ、集中的に
取り組む。
　航空貨物については、貨物
便の誘致活動の強化や貨物の
集貨促進のための仕組みづく
りを目指す。
　港湾施設の整備について
は、港湾施設利用者の安全性
確保及び利便性向上を図るた
め、引き続き港湾施設の機能
の維持・強化を行う。また、
老朽化が進む港湾施設につい
て、引き続き健全な状態を維
持し、北九州港の利便性を向
上させるため、施設点検を着
実に実行するとともに、適切
な修繕を行う取組みを拡大さ
せていく。

航空貨物取扱量 ―
30,000t
（H32年
度）

Ⅴ-1-
(3)-③ 
物流拠点
の整備

13
競争力のある港
づくり関連事業
（維持管理等）

港営
課

―

港湾施設利用者の
安全性確保及び利
便性向上

80%以上
（H26年
度）

北九州港内におけ
るイベント参加者
の満足度

イベン
ト参加
者の満
足度の
向上

職
員

4,400

企業立地の促進
（平成26年度以降
は平成26年度から
の累計）

0.60

14,626 14,857 14,232 8,650

課
長

0.10

係
長

0.30

人

順調

　事故無くイベントが実施で
き、イベント参加者に実施し
たアンケートによる満足度も
９８％と非常に高いもので
あったため、「順調」と判
断。

順調

【評価理由】
　事故等のないイベントを実
施し、来場者等の安全を確保
することができた。また、イ
ベント参加者に実施したアン
ケートによる満足度も高いも
のであったため、「順調」と
判断。

【課題】
　引き続き事故等のないイベ
ント運営を行い、イベント参
加者の安全や満足度を確保す
る必要がある。

　広く市民に港や海に親しん
でもらい、北九州港の賑わい
を創出するため、引き続き、
北九州港内におけるイベント
を開催し、北九州港の周知・
ＰＲを行う。

人

人

安全・安心なイベ
ントの実施

―

― ―

事故等
のない
イベン
ト運営

― ―

Ⅳ-4-
(3)-② 
にぎわい
づくりに
よる集客
交流産業
の拡充

9
北九州港市民Ｐ
Ｒ事業

クルー
ズ・交
流課

広く市民に港や海に親
しんでもらい、北九州
港の賑わいを創出する
ため、船舶の一般公開
などを開催するほか、
北九州港内で開催され
る花火大会を支援す
る。

115,075

134



港湾空港局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 H27年度 人数

H27年度 H26年度 人件費（目安） H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.70 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

1.30 人

目
標

17,000 t 17,000 t 課
長

0.40 人

実
績

14,724 t 6,841 t 係
長

0.70 人

達
成
率

86.6 ％ 40.2 ％
職
員

0.65 人

目
標

1
路
線

1
路
線

実
績

0
路
線

0
路
線

達
成
率

0 ％ 0 ％

目
標

1
路
線

1
路
線

実
績

2
路
線

2
路
線

達
成
率

200.0 ％ 200.0 ％

空港
企画
課

北九州空港航空
貨物拠点化事業

15

10,000

響灘洋上風力発
電拠点化推進事
業

14

Ⅴ-1-
(4)-② 
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成

　平成27年度貨物取扱量が
6,841トン（達成率40.2%）の
ため「遅れ」と判断。

遅れ123,44089,011179,324

24時間運用や税関・検
疫空港の指定など、北
九州空港の特性を活か
し、開港以来、貨物拠
点化に向け、福岡県や
苅田町などの自治体及
び地元経済団体と協力
して空港機能強化のた
めの活動を行ってい
る。また、空港機能強
化の根拠となる大型貨
物機の就航実績を示す
ため助成制度等を活用
し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事
業者への集貨促進、空
港機能強化等を行う。

　引き続き、風力発電関連産
業の拠点の形成を目指し、
様々な制度も活用しつつ、事
業の進捗を図る。
　また、平成２８年度の洋上
風力発電設置・運営事業者の
公募で選定された事業者と共
に、響灘における洋上風力発
電事業や産業集積がスムーズ
に進むよう、新たな事業など
の検討を行う。

【評価理由】
　洋上風力発電関連産業の拠
点の形成に向け、事業の進捗
が図られていることから、
「順調」と判断。

【課題】
　関係者等との連携の上、洋
上風力発電事業や産業集積を
確実に進めていく必要があ
る。

順調

　目標としていた洋上風力関
連施設の適地設定が順調に進
み、国の承認を経て確定され
たため、「順調」と判断。

順調26,8745,668

課
長

人0.40

人

33,600

国内定期路線の維
持・拡大

―
2路線

（H32年
度）

　チャーター便については、
国際線において目標の2.5倍
以上の206便を誘致すること
ができたものの、定期便につ
いては、空港間競争の激化な
どにより国際線の誘致には至
らなかったため、「やや遅
れ」と判断。

係
長

1.40 人45,682 7,304
やや
遅れ

2.00
職
員

46,400

国際定期路線の維
持・拡大

―
2路線

（H32年
度）

Ⅴ-2-
(1)-① 
北九州空
港の機能
拡充

やや
遅れ

【評価理由】
　航空貨物については、目標
年次の貨物取扱量に達してい
ない。
　旅客便の誘致については、
チャーター便では、国際線に
おいて目標を大幅に達成した
が、定期便では、国際線の誘
致に至らなかった。また、九
州唯一の24時間空港といった
ポテンシャルがまだ十分活用
されていない。
　以上のことから、「やや遅
れ」と判断。

【課題】
　貨物便の新規誘致などによ
る便数の増加や更なる集貨促
進が必要。また、国内旅客便
を利用した国内・国際貨物の
利用促進も行うことが必要。
　旅客便の路線の維持・拡大
については、名古屋線の利用
を促進し、路線の定着を図
る。また、24時間空港の利点
を活かし、深夜・早朝の時間
帯を中心にLCCなどの航空会
社に引き続き誘致を行ってい
く。

　北九州空港の利用促進につ
いては、福岡県とともに平成
28年度からの3か年を「北九
州空港将来ビジョン推進強化
期間」と位置づけ、集中的に
取り組む。
　航空貨物については、貨物
便の誘致活動の強化や貨物の
集貨促進のための仕組みづく
りを目指す。
　旅客便については、東九州
自動車道の全線開通による北
九州空港へのアクセス向上や
平成27年度の国際チャーター
便の成功を活かし、旺盛なイ
ンバウンド需要を取り込み、
定期路線誘致につなげてい
く。

16
北九州空港新規
路線就航促進事
業

空港
企画
課

北九州市民の利便性向
上のため、国内・国際
定期便の新規就航及び
既存路線の定着を図る
ことを目標に、路線誘
致・利用促進活動を行
う。

洋上風力
関連施設
の適地設

定

―１社の立地 設定済

航空貨物取扱量 ―
30,000t
（H32年
度）

風力発電関連施設
の立地

―

港湾空港局では、響灘
地区のポテンシャルを
活かし、平成22年度よ
り風力発電関連産業の
集積を図る『グリーン
エネルギーポートひび
き』事業を進めてお
り、本事業の更なる推
進にあたっては、今後
拡大が見込まれる洋上
風力発電に対応した環
境整備が急務である。
　そこで、響灘洋上ウ
インドファームの形成
をインセンティブに関
連産業の集積を進め、
国内における“風力発
電関連産業の総合拠
点”の形成を目指す。

エネ
ル
ギー
産業
拠点
化推
進課

19,050

洋上風力
関連施設
の適地設

定

16,475
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港湾空港局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度 H26年度 人件費（目安） H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
H26年度 H27年度 人数

目
標

課
長

1.00 人

実
績

10,001 万t 9,933 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.5 ％ 99.3 ％
職
員

4.00 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

166.7 ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

10,001 万t 9,933 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.5 ％ 99.3 ％
職
員

4.00 人

109,000
千t

(H31年)
17

物流
振興
課

国際ＲＯＲＯ航
路誘致事業

18

北九州港海上出入
貨物取扱量

99,979
千t

(H23年)

前年
(10,053万
t)比増加

国際ＲＯＲＯ航路
数

2航路
（H26
年）

3航路
(1航路増)

6航路
（H29
年）

― ―
荷役作業の安全性
確保と効率化

―

コンテ
ナヤー
ド等の
整備

(H31年
度)

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、北九州港の利用促進を図
る。

北九州港海上出入
貨物取扱量

99,979
千t

(H23年)

前年
(10,053万
t)比増加

前年比増加

109,000
千t

(H31年)

【評価理由】
　北九州港海上出入貨物取扱
量は微減したものの、コンテ
ナ貨物量およびフェリー貨物
量はともに増加していること
から、「順調」と判断。

【課題】
　北九州港への集貨・航路誘
致を進めるため、民間の新規
ニーズにも柔軟に対応しつ
つ、港湾施設の利活用促進を
図る必要がある。

順調

　市内外におけるイベント実
施、企業訪問など官民一体と
なってポートセールスを行っ
た結果、新規コンテナ航路の
開設など新たな北九州港利用
につながる効果が認められ
た。
　その結果、海上出入貨物量
は微減したものの、コンテナ
貨物量（前年比13,850TEU増
の498,798TEU）およびフェ
リー貨物量（前年比589,820t
増の39,665,755t）はともに
増加したため、「順調」と判
断。

物流
振興
課

北九州港集貨航
路誘致事業

20

3,650

55,500

4,825

順調24,44332,22668,179

国内外の荷動きや物流
事業について、企業訪
問などにより情報収集
を行うとともに、セミ
ナーの開催や様々な媒
体を利用してのPR及び
官民一体となったポー
トセールス活動などを
通じて、北九州港への
集貨・航路誘致を行
う。

物流
振興
課

前年比増加

北九州港集貨航
路誘致事業

　本事業を活用したポート
セールスの結果、従来の2航
路に加え、好調な中古車輸出
に対応するため、新たに3航
路（オセアニア、カリブ海航
路）を誘致することができ
た。
　これにより、H26年度の2航
路が、5航路に増加したた
め、「順調」と判断。

順調―3,17913,200

完成自動車の輸出や自
動車部品輸入等のシー
ムレス物流に必要な国
際ＲＯＲＯ航路を誘致
し、臨海部における自
動車関連産業等の物流
拠点化の促進および北
九州港の取扱量拡大を
図る。

5航路
(3航路増)

Ⅴ-2-
(1)-② 
港湾の国
際競争力
の強化

順調

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、北九州港の利用促進を図
る。
　中古車輸出に対応するため
の誘致を継続するとともに日
韓等の国際RORO航路の誘致を
推進する。
　また、荷役作業の安全性確
保と効率化を図るため、引き
続きコンテナヤード等の整備
を実施。

【評価理由】
　北九州港海上出入貨物取扱
量は微減したものの、コンテ
ナ貨物量およびフェリー貨物
量はともに増加。
　国際RORO航路については、
H26年度の2航路が、H27年度
には5航路と増加している。
　また、H23年度から整備を
行っている太刀浦埠頭のコン
テナヤード舗装補修も、概ね
計画どおり進んでいるため、
「順調」と判断。

【課題】
　北九州港への集貨・航路誘
致を進めるため、民間の新規
ニーズにも柔軟に対応しつ
つ、港湾施設のさらなる利活
用促進を図る必要がある。

　荷役作業の安全性確保と効
率化を図るため、コンテナ
ヤード舗装補修(目

標:13,520m2、実績:12,220m2)
を計画的に進めていることか
ら、「順調」と判断。

順調226,188156,971200,000

太刀浦コンテナターミ
ナル内の舗装の損傷が
著しい箇所について補
修を行うとともに、未
舗装の荷さばき地、野
積場について舗装を行
うことで、荷役作業の
安全性確保と効率化を
図る。

順調24,44332,226 55,50068,179

国内外の荷動きや物流
事業について、企業訪
問などにより情報収集
を行うとともに、セミ
ナーの開催や様々な媒
体を利用してのPR及び
官民一体となったポー
トセールス活動などを
通じて、北九州港への
集貨・航路誘致を行
う。

整備
保全
課

太刀浦埠頭用地
整備事業

19

Ⅴ-2-
(1)-③ 
環境配慮
型物流の
推進

　市内外におけるイベント実
施、企業訪問など官民一体と
なってポートセールスを行っ
た結果、新規コンテナ航路の
開設など新たな北九州港利用
につながる効果が認められ
た。
　その結果、海上出入貨物量
は微減したものの、コンテナ
貨物量（前年比13,850TEU増
の498,798TEU）およびフェ
リー貨物量（前年比589,820t
増の39,665,755t）はともに
増加したため、「順調」と判
断。
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港湾空港局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 H27年度 人数

H27年度 H26年度 人件費（目安） H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

1
路
線

1
路
線

実
績

0
路
線

0
路
線

達
成
率

0 ％ 0 ％

目
標

1
路
線

1
路
線

実
績

2
路
線

2
路
線

達
成
率

200.0 ％ 200.0 ％

目
標

課
長

1.00 人

実
績

10,001 万t 9,933 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.5 ％ 99.3 ％
職
員

4.00 人

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

課
長

0.06 人

実
績

52.7 ％ 52.4 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

156.8 ％ 99.4 ％
職
員

0.50 人

Ⅵ-3-
(1)-② 
適正な廃
棄物の処
理

順調

　市民意識調査で、市民が、
北九州市の海辺や港について
満足している割合（52.4%）
が、前年度の割合(52.7%)と
ほぼ現状どおりの状況を推移
しており、計画の中間見直し
も計画どおり実施しているこ
とから、「順調」と判断。

順調6,940

107,4321,733,565

　計画どおりに事業を進める
ために、各工程について、遅
滞のないよう進捗管理を行
う。

【評価理由】
　公有水面埋立免許の出願に
向け、計画どおりの工程で進
んでいるため、「順調」と判
断。

【課題】
　既存処分場が満杯となるま
でに、確実に整備する必要が
ある。

順調

　護岸構造の決定に伴う環境
保全図書の修正の実施、ま
た、Ｈ２８年度からの工事着
手に向けた実施設計を行い、
事業が計画どおり進んでいる
ため、「順調」と判断。

順調

　「新・海辺のマスタープラ
ン」は、社会情勢の変化や市
民意識の変化を踏まえた計画
の見直しを行い、市民ニーズ
にあった事業を実施すること
で本プランをさらに推進。

【評価理由】
　市民が北九州市の海辺や港
について満足している割合
が、前年度の割合とほぼ現状
どおりの状況を推移している
ことから、「順調」と判断。

【課題】
　「新・海辺のマスタープラ
ン」は計画の策定から概ね５
年が経過しているが、今後の
計画に反映していくため、こ
れまでの各事業の進捗状況を
検証するとともに、市民ニー
ズの把握を行っていく必要が
ある。

1,7531,642

H23年5月に策定した
「新・海辺のマスター
プラン」における2つ
の目標（「利用できる
海辺を増やす」「親し
まれる度合いを高め
る」）を実現するため
の様々な取り組みにつ
いて、その検証及びプ
ランの進捗管理等を行
う。

22

Ⅴ-3-
(2)-① 
都市基
盤・施設
の有効活
用

1,384

　北九州空港の利用促進につ
いては、福岡県とともに平成
28年度からの3か年を「北九
州空港将来ビジョン推進強化
期間」と位置づけ、集中的に
取り組む。
　旅客便については、東九州
自動車道の全線開通による北
九州空港へのアクセス向上や
平成27年度の国際チャーター
便の成功を活かし、旺盛なイ
ンバウンド需要を取り込み、
定期路線誘致につなげてい
く。
　北九州港集貨航路誘致につ
いては、引き続き、官民一体
となったポートセールス活動
を通じて、北九州港の利用促
進を図る。

【評価理由】
　旅客便の誘致については、
チャーター便では、国際線に
おいて目標を大幅に達成した
が、定期便では、国際線の誘
致に至らなかった。
　北九州港海上出入貨物取扱
量については、微減したもの
の、コンテナ貨物量および
フェリー貨物量はともに増加
している。
　以上のことから、「やや遅
れ」と判断。

【課題】
　北九州空港の路線の維持・
拡大については、名古屋線の
利用を促進し、路線の定着を
図る。また、24時間空港の利
点を活かし、深夜・早朝の時
間帯を中心にLCCなどの航空
会社に引き続き誘致を行って
いく。
　北九州港への集貨・航路誘
致を進めるため、民間の新規
ニーズにも柔軟に対応しつ
つ、港湾施設のさらなる利活
用促進を図る必要がある。

やや
遅れ

　市内外におけるイベント実
施、企業訪問など官民一体と
なってポートセールスを行っ
た結果、新規コンテナ航路の
開設など新たな北九州港利用
につながる効果が認められ
た。
　その結果、海上出入貨物量
は微減したものの、コンテナ
貨物量（前年比13,850TEU増
の498,798TEU）およびフェ
リー貨物量（前年比589,820t
増の39,665,755t）はともに
増加したため、「順調」と判
断。

順調24,443 55,500

1.40 人

0.40

整備
保全
課

響灘東地区処分
場整備事業

23 係
長

39,500

課
長

人

職
員

2.50

35.6％
(H23年
度)

平成25年度
（33.6%）

比増

平成26年
度比増

75%
(H32年
度)

市民が、北九州市
の海辺や港につい
て満足している割
合

計画
課

新・海辺のマス
タープラン推進
事業

24

Ⅵ-4-
(1)-② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

北九州港内の航路・泊
地の整備及び維持から
発生する浚渫土砂、市
民生活や市内中小企業
の産業活動から発生す
る廃棄物等を最終的に
処分する海面処分場
（響灘東地区処分場)
を整備する。

廃棄物処分場の確
保

土砂処分場の確保

―

―
単年度目標
設定なし

― ―

単年度目標
設定なし

人

― ―

59,500

人

1.50

0.50

109,000
千t

(H31年)
32,22668,179

廃棄物
の受入
開始

(H34年
度)

浚渫土
砂の受
入開始
(H35年
度)

―

―

国際定期路線の維
持・拡大

北九州港集貨航
路誘致事業

北九州港海上出入
貨物取扱量

99,979
千t

(H23年)

前年
(10,053万
t)比増加

前年比増加
国内外の荷動きや物流
事業について、企業訪
問などにより情報収集
を行うとともに、セミ
ナーの開催や様々な媒
体を利用してのPR及び
官民一体となったポー
トセールス活動などを
通じて、北九州港への
集貨・航路誘致を行
う。

物流
振興
課

職
員

2.00

国内定期路線の維
持・拡大

―
2路線

（H32年
度）

人

やや
遅れ

　チャーター便については、
国際線において目標の2.5倍
以上の206便を誘致すること
ができたものの、定期便につ
いては、空港間競争の激化な
どにより国際線の誘致には至
らなかったため、「やや遅
れ」と判断。

人

46,400 45,682 7,304 33,600

課
長

―
2路線

（H32年
度）

係
長21

北九州空港新規
路線就航促進事
業

空港
企画
課

北九州市民の利便性向
上のため、国内・国際
定期便の新規就航及び
既存路線の定着を図る
ことを目標に、路線誘
致・利用促進活動を行
う。
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港湾空港局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題H26年度 H27年度 人数

H27年度 H26年度 人件費（目安） H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

課
長

0.06 人

実
績

52.7 ％ 52.4 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

156.8 ％ 99.4 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

10,001 万t 9,933 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.5 ％ 99.3 ％
職
員

4.00 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

北九州港集貨航
路誘致事業

26

Ⅶ-2-
(2)-① 
充実した
物流基盤
を活用し
た物流振
興

Ⅵ-4-
(1)-③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

75%
(H32年
度)

　市内外におけるイベント実
施、企業訪問など官民一体と
なってポートセールスを行っ
た結果、新規コンテナ航路の
開設など新たな北九州港利用
につながる効果が認められ
た。
　その結果、海上出入貨物量
は微減したものの、コンテナ
貨物量（前年比13,850TEU増
の498,798TEU）およびフェ
リー貨物量（前年比589,820t
増の39,665,755t）はともに
増加したため、「順調」と判
断。

順調24,44332,22668,179

1,3841,642

H23年5月に策定した
「新・海辺のマスター
プラン」における2つ
の目標（「利用できる
海辺を増やす」「親し
まれる度合いを高め
る」）を実現するため
の様々な取り組みにつ
いて、その検証及びプ
ランの進捗管理等を行
う。

計画
課

新・海辺のマス
タープラン推進
事業

25

　「新・海辺のマスタープラ
ン」は、社会情勢の変化や市
民意識の変化を踏まえた計画
の見直しを行い、市民ニーズ
にあった事業を実施すること
で本プランをさらに推進。

【評価理由】
　市民が北九州市の海辺や港
について満足している割合
が、前年度の割合とほぼ現状
どおりの状況を推移している
ことから、「順調」と判断。

【課題】
　「新・海辺のマスタープラ
ン」は計画の策定から概ね５
年が経過しているが、今後の
計画に反映していくため、こ
れまでの各事業の進捗状況を
検証するとともに、市民ニー
ズの把握を行っていく必要が
ある。

順調

　市民意識調査で、市民が、
北九州市の海辺や港について
満足している割合（52.4%）
が、前年度の割合(52.7%)と
ほぼ現状どおりの状況を推移
しており、計画の中間見直し
も計画どおり実施しているこ
とから、「順調」と判断。

順調

―― ―

―

―
やや
遅れ

6,940

―

【評価理由】
　熊本県や大分県などと協議
を行い、台湾・高雄からの
チャーターで一部熊本空港イ
ン（もしくはアウト）北九州
空港アウト（もしくはイン）
の商品が造成されたが、その
後の広がりがなく、「やや遅
れ」と判断。

【課題】
　九州内各空港において、互
いへの競争意識が強い。

　首都圏～関西までのいわゆ
る「ゴールデンルート」や、
北海道、沖縄など国内の他の
人気観光地から、できるだけ
北九州をはじめとした九州に
目を向けてもらえるよう、九
州内各県と連携して路線誘致
などの活動を行っていく。

― ―

―

― ―― ―

―

―

Ⅶ-3-
(2)-③
九州地域
の空港の
連携

27
【施策評価のみ】
九州地域の空港
の連携

空港
企画
課

【施策の内容】
北九州空港の集客力と
来訪者の回遊性を向上
させるため、九州地域
の各空港との連携強化
を図る。

国内外の荷動きや物流
事業について、企業訪
問などにより情報収集
を行うとともに、セミ
ナーの開催や様々な媒
体を利用してのPR及び
官民一体となったポー
トセールス活動などを
通じて、北九州港への
集貨・航路誘致を行
う。

物流
振興
課

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、北九州港の利用促進を図
る。

【評価理由】
 北九州港海上出入貨物取扱
量は微減したものの、コンテ
ナ貨物量およびフェリー貨物
量はともに増加していること
から、「順調」と判断。

【課題】
　北九州港への集貨・航路誘
致を進めるため、民間の新規
ニーズにも柔軟に対応しつ
つ、港湾施設のさらなる利活
用促進を図る必要がある。

北九州港海上出入
貨物取扱量

99,979
千t

(H23年)

前年
(10,053万
t)比増加

前年比増加

109,000
千t

(H31年)
55,500 順調

1,753

市民が、北九州市
の海辺や港につい
て満足している割
合

35.6％
(H23年
度)

平成25年度
（33.6%）

比増

平成26年
度比増
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消防局

平成27年度　行政評価の取組結果（消防局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

40,000 人 40,000 人
課
長

0.13 人

実
績

46,422 人 42,818 人
係
長

0.50 人

達
成
率

116.1 ％ 107.0 ％
職
員

1.85 人

目
標

課
長

0.13 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

1.85 人

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

順調

　応急手当講習の受講者数
は、昨年度から減少している
ものの、目標数を超えている
ため順調と判断する。

順調

　救急救命士の資格取得養
成、追加講習受講が計画的に
進められており（目標：資格
取得６名、追加講習１３名、
実施：資格取得６名、追加講
習１２名）救急現場における
高度かつ安全確実な救命処置
の技術向上に一定の成果があ
るものとして「順調」と判断
する。

順調

【評価理由】
　応急手当講習については、
当初の目標を上回る市民が受
講しており、また救急救命士
の資格取得者数も計画的に増
強されている。
　当事業による救命効果を直
接計ることはできないが、奏
功事例により市民の尊い命が
助かるケースもあり、応急手
当の必要性に対する市民の意
識や協力体制は向上している
ものと考える。

【課題】
　救急現場における事故防止
のため、救命処置を行う救急
救命士の複数配置を行う必要
がある。

　突然の病気や怪我等により
傷病者が発生した場合でも、
そばにいる市民が適切な応急
手当を行うことができるまち
を目指し、普及啓発活動を継
続する。
　救急体制の充実強化につい
ては救急救命士の資格取得へ
の取組み強化を継続して実施
する。

20,370

施策番号
・施策名

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

2,0672,0492,336

―

19,654 16,876 8,967

1
救急
課

応急手当の普及
啓発活動の推進

20,370

Ⅱ-1-
(2)-① 
医療・救
急体制の
充実

2
救急体制の充実
強化

救急
課

　救急救命士の処置が
拡大されたことに伴う
追加講習を受講させる
とともに、救急体制の
充実強化のため、救急
救命士の資格取得養成
を計画的に増強し、安
全確実な救命処置に取
り組む。

　突然の病気や怪我等
により傷病者が発生し
た場合に、そばにいる
市民が適切な応急手当
を行うことで、救命効
果は向上する。また、
AEDの使用が一般的に
認められたことで、さ
らに市民の応急手当に
よる救命効果の向上が
期待されている。
　そこで、AEDの取扱
いも含め、市民に対す
る応急手当の普及啓発
活動を推進する。

高度かつ安全
確実な救命処

置の実施

応急手
当講習
の受講
者数の
増加

42,818人
(H27年度)

応急手当講習の受
講者数

高度かつ安全確実
な救命処置の実施

― ―

―
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消防局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数H27年度

施策番号
・施策名

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

193

校
区
・
回

課
長

0.20 人

実
績

193

校
区
・
回

係
長

0.20 人

達
成
率

100 ％
職
員

0.20 人

目
標

79.6 ％ 81 ％
課
長

0.80 人

実
績

85 ％ 83 ％
係
長

0.80 人

職
員

1.00 人

目
標

2
施
設

実
績

2
施
設

達
成
率

100 ％

目
標

94.5 ％

実
績

93.4 ％

達
成
率

98.8 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

2
施
設

実
施

2
施
設

達
成
率

100.0 ％

目
標

耐震診断5・
補強計画15

施
設

実
施

耐震診断5・
補強計画14

施
設

達
成
率

耐震診断
100

補強計画
93.3

％

―

―

―

―

― ―

― ―

―

係
長

1.10 人

課
長

平成３１年
開署

人35,100

H33年度中に
消防団施設の
補強工事完了

10,0751,008,488

5,470

1,517

―

0.10 人

建替予定施設
を除き、耐震
補強工事は4施
設（H28年度で
完了予定）

人

住宅用
火災警
報器の
設置率
向上

基本設計
終了

仮庁舎設計
完了

―

H27.4.1
現在の
充足率
94.0％

消防団施設整備に
よる地域防災力の
向上

全国平均を
２ポイント
上回った

消防団員の充足率

消防施設の耐震
化

総務
課・
警防
課

　災害発生時において
防災拠点となる消防施
設の耐震化を促進する
ため、耐震診断の結果
に基づき、耐震補強計
画及び耐震補強工事を
計画的に実施する。

消防署所施設耐震
化

消防団施設耐震化

消防署所の適正
配置

八幡東区の消防機
能の強化

住宅用火災警報器
の設置率

毎年度算出さ
れる全国の平
均設置率
H27：81%

地域防災力の向上
警防
課

自主防災活動の
推進

　地域防災力の向上を
目的に自主防災組織
「市民防災会」の育成
指導を行う。

住宅防火対策の
推進

人0.55

係
長

3

4

職
員

課
長

6

5

7

1,716

108,763

地域防
災力の
向上

―

基本設計

平成２８年
開署―

―

予防
課

　福祉関係者・地域住
民等からのあらゆる情
報を活用し、高齢者・
障害者等の訪問活動を
行い、防火・防災啓発
の普及を図るととも
に、火災及び焼死事故
等の防止に努める。

達
成
率

消防署所
の施設

耐震：19
未耐震：9
（建替：5

耐震工事：4）

消防団施設
耐震：64
未耐震：31

　人口動態及び都市構
造の変化、災害の大規
模化など、消防を取り
巻く環境の変化に対応
した消防力（消防署所
の開設や消防隊の配
置）を整備。また、市
民サービスの公平性の
観点から、消防署所の
適正配置や効率・効果
的な部隊運用を推進。

門司区の消防機能
の強化

建築工事・
竣工

人0.03

― 6,596

24,700

―

―

地域防
災力の
向上

6,4346,410

竣工
(開署)

仮庁舎
設計

係
長

0.60

103,0891,050,644

職
員

0.2011,285

課
長

0.09

　全193の市民防災会が防災
訓練、防災講演会等の市民防
災行事に参加する（年１回以
上）ことで地域防災力の向上
が図られており、計画的に事
業が推進されている。
　また、住宅用火災警報器の
設置率（83％）は全国平均設
置率（81％）を上回る状況と
なっており、住宅火災におい
て一定の被害軽減につながる
ものと考える。
　消防団活動の充実強化、消
防署所及び消防団施設の整備
状況については、各消防署の
建築年数及び耐震性等を考慮
し、概ね合理的・計画的に進
行しており、順調と判断す
る。

 　地域防災力の向上を目的
に自主防災組織「市民防災
会」の育成指導を推進すると
ともに、住宅用火災警報器の
設置率を向上させ、住宅火災
による死者防止を目指す。
　消防団施設及び装備等を計
画的に整備し、地域防災の要
である消防団活動の向上を図
る。
　消防庁舎は大規模災害時に
おいて、防災基盤となる施設
であることから、今後も耐震
計画等と併せて整備を進め
る。

全国平均を
5.4ポイン
ト上回った

　消防署所、消防団施設につ
いて、耐震診断（5施設）、
耐震補強計画（14施設）及び
耐震補強工事（2施設）を予
定どおり実施した。両事業と
も、当初の目標を達成してい
るため、「順調」と判断す
る。

　住宅用火災警報器の設置率
は、昨年度より若干の減少が
あったものの、全国の平均設
置率を上回る状況であるた
め、「順調」と判断。

順調

順調

順調

1,300

順調
 全校区が市民防災推進行事
へ参加したため。

5,800

順調

　八幡東消防署が平成２８年
３月２４日に開署。また、門
司消防署仮設庁舎の設計につ
いても予定どおり完了してい
ることから「順調」と判断す
る。
　各事業ともに、引き続き適
正なスケジュール管理を行
い、事業を推進していく。

0.50

職
員

0.05

人

人事
課

　消防団施設整備は予定施設
数（２施設）を達成した。
　消防団員の充足率は目標値
を達成できなかったものの、
全国平均充足率（92.8％）を
上回り、また、政令指定都市
の中でも第5位であるため、
「順調」と判断する。

順調

人

人

建築工事中

建築工事

Ⅱ-1-
(4)-③ 
総合的な
消防防災
体制の構
築

消防団の充実強
化

警防
課

　老朽化した消防団施
設を計画的に整備する
とともに、消防団の装
備を改善し、消防団の
充実強化を図る。

消防団員の
充足率の向上

81,773

21,832

103,482

23,400
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消防局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
施策番号
・施策名

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.01 人

実
績

係
長

0.05 人

達
成
率

職
員

0.05 人

順調

【評価理由】
　緊急通報システムにより、
火災やガス漏れ、救急など緊
急事案の早期発見、早期通報
が可能となり、被害の低減を
図ることができていることか
ら、高齢者等の安全・安心な
生活へ十分に寄与したものと
いえる。
　「いきいき安心訪問」は実
員数（147人）で訪問可能な
世帯数（2,352世帯）を達成
しているため、「順調」と判
断する。

【課題】
　緊急通報システムについて
は、高齢化の進展に伴い、相
談体制の拡大等の課題が挙げ
られる。

　今後も高齢者等がより安全
で安心して在宅生活ができる
よう継続して各事業を実施し
ていく。

7,599 990

0.20
課
長

Ⅱ-2-
(1)-③ 

住み慣れ
た地域で
の生活支

援

9
いきいき安心訪
問

警防
課

　介護職員初任者研修
の資格を有する者を中
心とした女性消防団員
が、ひとり暮らし高齢
者世帯等を訪問し、防
火・防災指導や簡単な
在宅支援サービスを行
うとともに、福祉に関
する相談を関係機関に
つなぐなど、安心感の
向上を図る。

緊急通報システ
ム

　高齢者や重度身体障
害者がいる世帯の火災
やガス漏れ、救急要請
などの緊急通報を消防
指令センターで直接受
信し対応することによ
り、火災・救急による
被害の低減を図るとと
もに、高齢者等が住み
慣れた地域で安心して
生活できるよう支援す
る。

― 8,428

0.30
係
長

――

―

　緊急通報システムにより、
火災やガス漏れ、救急など緊
急事案の早期発見、早期通報
が可能となり、被害の低減を
図ることができていることか
ら、高齢者等の安全・安心な
生活へ十分に寄与したものと
いえる

　目標世帯数（2,464世帯）
に対して、97％（2,408世
帯）を訪問できているため
「順調」と判断する。

―

人 順調

順調

人

火災や重大事故発
生の未然防止

7,665

9,05051,832

人

0.50
職
員

54,057

高齢者
等の安
全・安
心な生
活の実
現

―

51,944

火災や
重大事
故発生
の未然
防止

―

―

―

稼動数
3,945件
受信数
2,961件
出動数
1,100件

― ―

――

予防
課

高齢者等の安全・
安心な生活の実現

―

稼動数
3,945件
受信数
2,961件
出動数
1,100件
(H26年
度)

稼動数
3,747件
受信数
2,902件
出動数
1,127件

8

緊急通
報シス
テムの
稼動数
の向上

緊急通報システム
の稼動数・受信
数・出動数

― ―

― ―
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消防局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
施策番号
・施策名

No.

H26年度

人件費（目安）H27年度 H26年度

人数H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

150 回 150 回

実
績

152 回 140 回

達
成
率

101.3 ％ 93.3 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

４名

―

アジア
地域か
らの研
修員受
け入れ
継続

―

―

３名

受入

―

―― ―

―

人

受入

３名 ― ―

人

―

【施策の指標】
アジア地域からの
研修員受け入れ継
続

アジア
地域か
らの研
修員受
け入れ
継続

　今後も継続してホームペー
ジの更新、市政だより等を活
用した音楽隊の広報を行い、
消防音楽隊の知名度の向上を
図るとともに、音楽隊演奏活
動を通して児童の健全な育成
につなげたい。

【評価理由】
　警察音楽隊との合同演奏回
数や消防音楽隊出演回数か
ら、音楽を通して「安全・安
心」や「防火・防災」を市民
に十分にＰＲできていると判
断でき、ホームページアクセ
ス件数については、目標件数
を達成することができていな
いが６割程度を確保している
ため「順調」と判断した。

【課題】
　今後ホームページの積極的
な更新を行い、知名度の増加
を図る。

順調

　警察音楽隊との合同演奏会
や音楽隊の出演回数に関して
は、目標値に達していない
が、天候等の理由で中止に
なったことが要因であり、両
事業とも順調にすすんでい
る。
　ホームページのアクセス数
に関しては、目標の約６０％
の17,918件に留まっているも
のの、音楽隊への出演依頼等
の件数は大きな変動がないた
め、概ね順調と判断する。

8,466

防火・防災
普及啓発

　引き続き、国際協力機構
（ＪＩＣＡ）と連携し、更に
アジア地域の研修員が増加す
るよう呼び掛け等を行う。

【評価理由】
  平成２７年度は研修員を８
名受け入れた。そのうち３名
はアジア地域からの研修員で
あった。
　本研修「消防・防災」は国
際協力機構（ＪＩＣＡ）から
世界各国に参加を呼びかけて
いるもので、毎年８～１０名
の研修員受入れを継続してお
り、施策の指標としている
「アジア地域からの受入れ」
も達成できている。

順調――

4,615 人

0.40
職
員

順調

0.01
課
長

0.15
係
長6,958

Ⅶ-1-
(3)-②
上下水
道、消
防、交通
などの分
野におけ
る国際協
力の推進

【施策評価のみ】
アジアの消防
リーダーとして
の国際協力

訓練
研修
セン
ター

【施策の内容】
アジア地域の消防関係
者を受け入れ、北九州
市消防局の消防・防災
に関する技術移転を行
う。

―

12

人事
課

消防音楽隊出演回
数

受入受入

４名

　引き続き、国際協力機構
（ＪＩＣＡ）と連携し、更に
アジア地域の研修員が増加す
るよう呼び掛け等を行う。

【評価理由】
  平成２７年度は研修員を８
名受け入れた。そのうち３名
はアジア地域からの研修員で
あった。
　本研修「消防・防災」は国
際協力機構（ＪＩＣＡ）から
世界各国に参加を呼びかけて
いるもので、毎年８～１０名
の研修員受入れを継続してお
り、施策の指標としている
「アジア地域からの受入れ」
も達成できている。

順調――

Ⅲ-2-
(2)-② 
市民の文
化芸術活
動の促進

Ⅱ-3-
(4)-②
国際協
力・交流
の推進

【施策評価のみ】
アジアの消防
リーダーとして
の国際協力

消防音楽隊によ
る文化活動

10

11

訓練
研修
セン
ター

【施策の内容】
アジア地域の消防関係
者を受け入れ、北九州
市消防局の消防・防災
に関する技術移転を行
う。

―

【施策の指標】
アジア地域からの
研修員受け入れ継
続

　市主催の式典や消防
の各種行事等に出演
し、市民参加向上の役
割を担うとともに、音
楽隊の演奏やカラー
ガード隊の演技を通じ
て、市のＰＲ活動や防
火・防災啓発活動を実
施する。
　併せて、児童の健全
な育成等に寄与するこ
とを目的に、教育機関
と連携し、積極的に児
童教育に貢献する。

年間
150回

アジア
地域か
らの研
修員受
け入れ
継続

―
音楽を通した安全
安心の提供及び防
火・防災普及啓発

7,574

消防音
楽隊出
演回数
の向上

― ―

――

――
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上下水道局

平成27年度　行政評価の取組結果（上下水道局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

課
長

0.80 人

実
績

係
長

2.70 人

達
成
率

職
員

17.20 人

目
標

92.3 % 100 %
課
長

0.04 人

実
績

92.3 % 100 %
係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 職
員

0.42 人

目
標

100.0 ％

実
績

100.0 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

3.1 ％

実
績

3.1 ％

達
成
率

100.0 ％

　ポンプ場耐震化工事（6箇
所）を発注し、耐震化が目標
どおり進んでいるため、順調
と判断。

耐震補強対象施設
整備率

　引き続き、計画どおり耐震
化を実施していく。

順調

【評価理由】
　事業が予定どおり進んでい
るため、順調とした。

【課題】
　耐震診断の結果を踏まえ、
最適な工法を検討して発注を
行う必要がある。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

　今後も整備箇所ごとの現場
の状況に応じた最も経済的な
方法を検討し、整備を行って
いく。

【評価理由】
　雨水整備も予定通り進み、
浸水被害の抑制に十分寄与し
ていると考えるため、順調と
した。

【課題】
　浸水対策と合流改善を併
せ、一体的に取り組むなど、
効率的な整備を行うことが必
要。

順調

　雨水整備率について、目標
どおり達成したため順調と判
断。
(目標71.4%→実績71.4%)

順調

主要事業
所管課名 事業・取組概要

0.0%
(H26年
度)

No.

1

3

2

浸水被害の抑制

耐震補強対象施設
整備率
（旧プラン）

―

H27年度 H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

3,200,000

H26年度

―

下水
道計
画課

H27年度

―

―

―

― ―

事業評価の成果指標（目標・実績）
施策番号
・施策名

浸水対策事業

Ⅱ-1-
(4)-④ 
総合的な
災害対策
の推進

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

　近年、集中的な豪雨
に起因する浸水被害が
増加している。
　浸水被害を抑制する
ため、公共下水道の整
備を進め、流域全体の
浸水に対する安全度の
向上を図る。

浸水被害
の抑制

165,2002,776,7653,628,648

10,690

下水道施設の耐震
化率（ポンプ場、
浄化センター水処
理施設）

0.0%
(H21年
度)

Ⅱ-1-
(4)-⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

595,941 609,649

510,006 505,794

0.06

4,610

100.0%
(H27年
度)

412,032

課
長

地震対策事業
（下水道施設）

施設
課

　大規模な地震が発生
した場合においても、
最低限の下水処理が行
えるように下水道施設
の耐震化を実施するも
の。

15.3%
(H32年
度)

　大規模な地震が発生
した場合においても、
安全で安定的な給水を
確保するため水道施設
の耐震化を実施するも
の。

1.00

係
長

職
員

100.0%
(H26年
度)

地震対策事業
（水道施設）

計画
課

845,000

0.0%
(H21年
度)

順調

　平成27年度までの目標であ
る水道施設耐震化箇所（1箇
所）を予定とおり発注し、耐
震補強を進めているため順調
と判断。

順調

人

人

0.25 人
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上下水道局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

H27年度 H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

H26年度 H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

目
標

課
長

1.60 人

実
績

係
長

3.50 人

達
成
率

職
員

3.70 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

5.10 人

達
成
率

職
員

31.15 人

目
標

76.0 ％ 81.0 ％
課
長

0.05 人

実
績

76.0 ％ 80.0 ％
係
長

0.05 人

達
成
率

100.0 ％ 98.8 ％
職
員

0.25 人

順調5,126,877

―

― 5,217,956

順調

　平成27年度目標である配水
管更新目標62.0kmに対し、
62.0kmの配水管更新工事を終
えているため、順調と判断。

　配水管更新事業について、
第5期更新計画に基づき、計
画どおり更新を実施してい
く。
　アクアフレッシュ事業（学
校の直結式給水の推進）につ
いて、給水管の増口径が必要
な学校も助成の対象として事
業を継続することとし、今後
も、教育委員会と協議しなが
ら確実に直結化を実施してい
く。

順調

　本事業は教育委員会と協議
しながら実施しており、既存
の給水管口径のまま直結式給
水への切替えが可能な学校は
全て完了したため、順調と判
断。

【評価理由】
　事業が予定どおり進んでい
るため順調とした。

【課題】
　アクアフレッシュ事業（学
校の直結式給水の推進）につ
いては、平成28年度から学校
の改築等に併せて直結化（増
口径）を実施することとな
る。

5

6

4

14,55935,000

H32年度ま
でに40年
以上経過
した普

通・高級
鋳鉄製の
配水管が
ない状態

―

― ―

―

―

学校直結化率

安全で安定的な給
水の確保

―

上下水道技術の
国際協力

計画
課

―
発展途上
国の技術

向上

国際技術協力でア
ジアの発展に貢献

―

―

Ⅲ-1-
(3)-① 
安全で安
定してお
いしく飲
める水道
の整備

―

76.0%
(H26年
度)

配水管更新事業

　水槽式給水の小中学
校等では、近年の児
童、生徒数減による使
用水量の減少や、休日
に水を使用しないこと
などにより、貯水槽内
に水が滞留し、水のお
いしさが低減する状況
にある。そこで、上下
水道局では市立小中学
校等の直結式給水への
切替えを推進するた
め、既存の給水管口径
のまま直結式給水への
切替えが可能な学校を
対象に直結化の支援を
している。

配水
管理
課

アクアフレッ
シュ事業（学校
の直結式給水の
推進）

82.0%
(H32年
度)

32,542

　老朽化した配水管を
計画的に更新すること
により、漏水、赤水、
不出水の解消や管破損
事故を防止し、安全で
安定的な給水を確保す
る。

―

―

4,600,000

81,150

　アジアを中心とした
国や地域（カンボジ
ア、ベトナム国ハイ
フォン市、ミャンマー
国マンダレー市、イン
ドネシアなど）への職
員派遣や海外からの研
修員受入れなどによ
り、本市の浄水技術や
漏水削減などの技術の
移転、下水道の計画づ
くりや維持管理等に関
する指導を行うこと
で、海外の技術者の育
成を進め、世界の水環
境改善に貢献する。
　併せて、国際技術協
力を通じ、技術の継承
や実務能力の向上な
ど、本市職員の育成に
も寄与する。

46,99250,889

2,950

296,125

海外
事業
課

Ⅱ-3-
(4)-② 
国際協
力・交流
の推進

　Ｈ27年度に本格運用を開始
した日明浄化センター（ビジ
ターセンター）やウォーター
プラザなどの国際戦略拠点を
活用しながら、技術研修や視
察などを受入れ、効果的な国
際技術協力事業を実施する。

【評価理由】
　研修や視察の受入れを積極
的に実施しているだけでな
く、この協力事業を通じ、開
発途上国の技術力向上、本市
のＰＲやイメージアップにも
寄与していることから順調と
した。

【課題】
　今後も国など関係機関の制
度を利用するなど本市のコス
ト削減とともに、効率的、効
果的な事業実施を図る。

順調

　世界各国から研修生を継続
的に受入れ、上下水道技術の
向上を図っているため順調と
判断。（目標280人⇒実績403
人）

順調69,304
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

H27年度 H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

H26年度 H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

目
標

課
長

0.60 人

実
績

係
長

1.75 人

達
成
率

職
員

12.90 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績 52,286

係
長

0.01 人

達
成
率

職
員

0.15 人

目
標

95.0 % 96.0 %

実
績

92.2 % 95.5 %

達
成
率

97.1 ％ 99.5 ％

目
標

7.1 % 5.9 %

実
績

5.9 % 5.4 %

達
成
率

83.1 ％ 91.5 ％

順調
　既設水力発電設備について
予定どおり更新工事を1箇所
起工したため順調と判断。

下水処理水有効利
用率

―

　下水汚泥について、再資源
化率の目標値をわずかながら
達成することはできなかった
が、平成27年10月に運用を開
始した汚泥燃料化施設によ
り、昨年よりも再資源化率を
上げることが出来た。
　下水処理水有効利用につい
てもわずかながら目標値には
到達しなかったが、一定量を
再利用することが出来たため
順調と判断。

―

―

順調

　引き続き、国制度の動向を
見極めながら、既設水力発電
の更新を実施する。

【評価理由】
　予定どおり、既設水力発電
設備を起工したため、順調と
した。

【課題】
　再生可能エネルギーに関す
る国の制度が毎年のように変
わるので、引き続き、国制度
の動向を見極めながら、既設
水力発電の更新を実施する。

順調

順調

　下水汚泥の再資源化につい
ては、汚泥燃料化施設が年間
を通して稼働する為、再資源
化率が更に上がる。
　下水処理水の有効利用につ
いては、利用用途が限られて
いる中、現状の再利用率を維
持しながら、更なる利用率の
向上に努める。

【評価理由】
　下水汚泥の再資源化につい
ては、汚泥燃料化施設の運用
を開始し、今後再資源化率が
更に上がる見込みである。
　下水処理水の有効利用につ
いては、処理水の有効利用率
の上昇に苦慮しながらも、概
ね目標どおりであったため、
順調とした。

【課題】
　下水処理水の有効利用につ
いては、利用用途が限られて
いるため、利用拡大は難しい
状況である。

順調

　今後も整備箇所ごとの現場
の状況に応じた最も経済的な
方法を検討し、整備を行って
いく。

【評価理由】
　雨水整備による分流化等が
目標どおり進み、合流式下水
道の改善が進んだため、順調
とした。

【課題】
　浸水対策と合流改善を併
せ、一体的に取り組むなど、
効率的な整備を行うことが必
要。

順調

　合流改善達成率について、
目標どおり達成したため順調
と判断。
(目標43.4%→実績43.4%)

8

9

―

7

― ―

―

10.0%
（H32年
度）

再生可能エネ
ルギー有効利

用の推進
―

良好な水環境の実
現

Ⅲ-1-
(3)-③ 
快適で良
質な生活
環境をつ
くる下水
道の整備

― 1,491,0642,665,9802,800,000
合流式下水道改
善事業

合流改善
の達成

小水力発電設備
設置事業

―

　合流式下水道で整備
された地区は、大雨時
に雨水で希釈された未
処理下水の一部が川や
海に流れ出ることがあ
る。
　放流先の汚濁負荷を
分流式下水道並みに軽
減するため、合流式下
水道の改善に努め、良
好な水環境をつくる。

再生可能エネル
ギーの有効利用

浄水
課

人1.00
課
長

6.7%
（H21年
度）

人2.33

98.0%
（H28年
度）

95.0%
（H21年
度）

人12.33

―

下水道資源の有
効利用

―

下水汚泥の再資源
化率

　水道施設における再
生可能エネルギーを有
効に利用するため、小
水力発電の整備推進を
図るもの。

Ⅵ-3-
(3)-④ 
下水汚泥
などの循
環利用

127,2751,564,5911,617,299

　下水汚泥のバイオマ
スエネルギーとしての
燃料化やさまざまな資
源としての有効利用、
また処理水の再利用に
よる循環利用などを行
う。

施設
課

1,340

係
長

0

1,971,935

下水
道計
画課

―

―

0

職
員

121,150

Ⅴ-1-
(4)-② 
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成
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上下水道局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業評価の成果指標（目標・実績）
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

H27年度

H27年度 H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

H26年度

No.
主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

目
標

課
長

1.60 人

実
績

係
長

3.50 人

達
成
率

職
員

3.70 人

目
標

実
績

45,909
千
円

22,983
千
円

達
成
率

目
標

実
績

3,112
千
円

2,415
千
円

達
成
率

順調

　アジアを中心とした
国や地域（カンボジ
ア、ベトナム国ハイ
フォン市、ミャンマー
国マンダレー市、イン
ドネシアなど）への職
員派遣や海外からの研
修員受入れなどによ
り、本市の浄水技術や
漏水削減などの技術の
移転、下水道の計画づ
くりや維持管理等に関
する指導を行うこと
で、海外の技術者の育
成を進め、世界の水環
境改善に貢献する。
　併せて、国際技術協
力を通じ、技術の継承
や実務能力の向上な
ど、本市職員の育成に
も寄与する。

海外
事業
課

上下水道技術の
国際協力

10

　世界各国から研修生を継続
的に受入れ、上下水道技術の
向上を図っているため順調と
判断。（目標280人⇒実績403
人）

順調81,15046,99250,889―

海外水
ビジネ
スを通
じた地
元企業
の振興
と国際
貢献

2.50

発展途上
国の技術

向上

人

課
長

人1.40

2.30

人
係
長

109,585 68,406

69,304

職
員

海外水
ビジネ
スを通
じた地
元企業
の振興
と国際
貢献

58,35052,100

― ―

下水道に関するビ
ジネス案件の受注

Ⅶ-1-
(3)-② 
上下水
道、消防
などの分
野におけ
る国際協
力の推進

海外水ビジネス
の推進

―

―

　上下水道分野などの
海外水ビジネスは、
2025年には約87兆円規
模の市場に成長するこ
とが見込まれ、国の
「日本再興戦略」にお
いてもアジアを中心と
した水インフラ分野の
海外展開が主要分野に
位置づけられている。
本市では、平成22年に
「北九州市海外水ビジ
ネス推進協議会」を設
立。官民が有する技術
力やノウハウを結集
し、計画づくりから設
計、建設、維持管理、
事業運営まで、地場企
業による水ビジネス案
件の受注を目指して事
業を展開。併せて、
「ウォータープラザ北
九州」を中核施設とし
た水ビジネスの国際戦
略拠点づくりを進め
る。

―

上水道に関する水
ビジネス案件の受
注

海外
事業
課

国際技術協力でア
ジアの発展に貢献

―

――

―

11

―

―

―

順調

　Ｈ27年度に本格運用を開始
した日明浄化センター（ビジ
ターセンター）やウォーター
プラザなどの国際戦略拠点を
活用しながら、技術研修や視
察などを受入れ、効果的な国
際技術協力事業を実施する。
　北九州市海外水ビジネス推
進協議会との連携を深めなが
ら、国際戦略拠点を活用し、
本市及び本市内企業の上下水
道に係る技術や製品をアジア
を中心としたビジネス対象国
に発信し、受注拡大を目指
す。

― ―

―

【評価理由】
　国際協力事業については、
研修や視察の受入れを積極的
に実施しているだけでなく、
この協力事業を通じ、開発途
上国の技術力向上、本市のＰ
Ｒやイメージアップにも寄与
している。
　海外水ビジネスについて
は、引き続き北九州市海外水
ビジネス推進協議会を軸にし
て、カンボジア、ベトナム、
インドネシアなどでビジネス
案件を順調に受注しているこ
とから順調とした。

【課題】
　国際協力事業については、
今後も国など関係機関の制度
を利用するなど本市のコスト
削減とともに、効率的、効果
的な事業実施を図る。
　海外水ビジネスについて
は、今後も協議会と連携し事
業に取り組むことで地元経済
の活性化を図る。

―

　現在カンボジアやベトナム
を中心に進めている国際技術
協力を通して築いた信頼関係
を土台に、官民一体となり、
海外水ビジネス案件や北九州
市水ビジネス推進協議会会員
企業への受注に繋げている。

　成果の状況は以下のとおり

・セン・モノロム市上水道整
備事業（施工監理）
・シェムリアップ上水道拡張
事業（詳細設計）
・カンポット市水道施設拡張
事業（詳細設計）
・バッタンバン・コンポン
チャム（施工監理）
・ジャカルタ特別州下水道整
備事業（実施設計）
・ジャカルタ特別州下水道整
備に係る計画策定能力向上プ
ロジェクト

　実績として平成27年度はカ
ンボジア、インドネシアでビ
ジネス案件を6件受注した。
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上下水道局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

H27年度 H26年度

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

人件費（目安）

H26年度 H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

目
標

実
績

45,909
千
円

22,983
千
円

達
成
率

目
標

実
績

3,112
千
円

2,415
千
円

達
成
率

― ―

― ― 　北九州市海外水ビジネス推
進協議会との連携を深めなが
ら、国際戦略拠点を活用し、
本市及び本市内企業の上下水
道に係る技術や製品をアジア
を中心としたビジネス対象国
に発信し、受注拡大を目指
す。

【評価理由】
　引き続き北九州市海外水ビ
ジネス推進協議会を軸にし
て、カンボジア、ベトナム、
インドネシアなどでビジネス
案件を順調に受注しているこ
とから順調とした。

【課題】
　今後も協議会と連携し事業
に取り組むことで地元経済の
活性化を図る。

順調

　現在カンボジアやベトナム
を中心に進めている国際技術
協力を通して築いた信頼関係
を土台に、官民一体となり、
海外水ビジネス案件や北九州
市水ビジネス推進協議会会員
企業への受注に繋げている。

　成果の状況は以下のとおり

・セン・モノロム市上水道整
備事業（施工監理）
・シェムリアップ上水道拡張
事業（詳細設計）
・カンポット市水道施設拡張
事業（詳細設計）
・バッタンバン・コンポン
チャム（施工監理）
・ジャカルタ特別州下水道整
備事業（実施設計）
・ジャカルタ特別州下水道整
備に係る計画策定能力向上プ
ロジェクト

　実績として平成27年度はカ
ンボジア、インドネシアでビ
ジネス案件を6件受注した。

順調12

―

―

109,585

―

―

Ⅶ-2-
(1)-① 
アジア低
炭素化セ
ンターを
核とした
都市イン
フラビジ
ネスの推
進

58,35052,100

―

海外水ビジネス
の推進

下水道に関するビ
ジネス案件の受注

2.50
係
長

海外
事業
課

上水道に関する水
ビジネス案件の受
注

　上下水道分野などの
海外水ビジネスは、
2025年には約87兆円規
模の市場に成長するこ
とが見込まれ、国の
「日本再興戦略」にお
いてもアジアを中心と
した水インフラ分野の
海外展開が主要分野に
位置づけられている。
本市では、平成22年に
「北九州市海外水ビジ
ネス推進協議会」を設
立。官民が有する技術
力やノウハウを結集
し、計画づくりから設
計、建設、維持管理、
事業運営まで、地場企
業による水ビジネス案
件の受注を目指して事
業を展開。併せて、
「ウォータープラザ北
九州」を中核施設とし
た水ビジネスの国際戦
略拠点づくりを進め
る。

人2.30

―

海外水
ビジネ
スを通
じた地
元企業
の振興
と国際
貢献

海外水
ビジネ
スを通
じた地
元企業
の振興
と国際
貢献

68,406

職
員

人

人1.40
課
長
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病院局

平成27年度　行政評価の取組結果（病院局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

3

Ⅱ-1-
(2)-① 
医療・救
急体制の
充実

人

人

人

2.00
職
員

1.00
係
長

0.30

42,150222,272293,000

　昭和５０年代に建設
され、老朽化や狭隘化
が進み、一部が新耐震
基準を満たしていない
など、施設面に課題が
ある市立八幡病院の移
転・建て替えを行う。

経営
課

八幡病院移転改
築事業

―
単年度

目標設定
なし

―

　全国的な医師不足の状況で
あるが、必要な医師の確保や
医療機器の更新などにより、
医療体制（24時間体制）の確
保に努める。
　平成30年度、新八幡病院開
院に向けては、着実に事業を
進めていく。

【評価理由】
　必要な医師の確保や必要な
医療器械の更新などを行った
ことで、総合周産期母子医療
センターにおいては24時間体
制での周産期医療の提供、小
児救急センターにおいては24
時間体制での小児救急医療の
提供を行うことができてい
る。
　また、八幡病院の移転改築
事業の推進においては、工程
が計画通りに進んでいるた
め、順調と判断。

順調

　平成27年度に、基本設計を
完了後、移転改築工事等の契
約締結を行い、実施設計に
入った。
　また、関連する工事を完了
した。
　計画通りに進んでおり、順
調と判断。

順調28,450

課
長

課
長

【評価理由】
　必要な医師の確保や必要な
医療器械の更新などを行った
ことで、総合周産期母子医療
センターにおいては24時間体
制での周産期医療の提供、小
児救急センターにおいては24
時間体制での小児救急医療の
提供を行うことができている
ため、順調と判断。

―

人―

　総合周産期母子医療セン
ターでは、24時間体制での周
産期医療の提供、ハイリスク
分娩患者の優先的な受入を行
うことができたため。
　また、小児救急センターで
は、24時間体制での小児救急
医療の提供を行うことができ
たため。

　全国的な医師不足の状況で
あるが、必要な医師の確保や
医療機器の更新などにより、
医療体制（24時間体制）の確
保に努める。

順調

― 人

―

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性

順調

　総合周産期母子医療セン
ターでは、24時間体制での周
産期医療の提供、ハイリスク
分娩患者の優先的な受入を行
うことができたため。
　また、小児救急センターで
は、24時間体制での小児救急
医療の提供を行うことができ
たため。

職
員

係
長

人

救命救急セン
ター、小児救急セ
ンター受入れ患者
数の増加

―

2,595,395 2,430,068

―

患者満足度の向上 ―

―

―

総合周産期母子医
療センターにおけ
る医療体制（24時
間体制）の確保・
充実

―総合周産期母子
医療センターの
運営・小児救急
センターの運営

経営
課

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

―

―

運営体
制の確

保
―

運営体制の
確保・充実

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度 H26年度

H27年度 人数

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

運営体
制の確

保

医療体制の
確保・充実

総合周産期母子医
療センターにおけ
る医療体制（24時
間体制）の確保・
充実

運営体
制の確

保

医療体制の
確保・充実

小児救急センター
の医療体制（1次
（初療）から3次
（重篤）までの小
児救急医療体制
（24時間体制）の
確保・充実

―

―

Ⅰ-1-
(1)-③ 
母子が健
康に生活
できる環
境づくり

1,776,7312,361,329
経営
課

総合周産期母子
医療センターの
運営・小児救急
センターの運営

―

課
長

人―

【総合周産期母子医療
センター（市立医療セ
ンター内）】
・出生前から出産後ま
で母子に対する専門的
な医療を24時間体制で
提供する。
【小児救急センター
（市立八幡病院に併
設）】
・1次（初療）から3次
（重篤）までの救急医
療を24時間体制で提供
する。

―

―

―

―

順調1,776,7312,361,3292,430,0682,595,395

人

人―
係
長

職
員

医療体制の
確保・充実

―

運営体制の
確保・充実―

小児救急センター
の医療体制（1次
（初療）から3次
（重篤）までの小
児救急医療体制
（24時間体制）の
確保・充実

【総合周産期母子医療
センター（市立医療セ
ンター内）】
・出生前から出産後ま
で母子に対する専門的
な医療を24時間体制で
提供する。
【小児救急センター
（市立八幡病院に併
設）】
・1次（初療）から3次
（重篤）までの救急医
療を24時間体制で提供
する。

運営体
制の確

保

―

―

―

―

―

単年度
目標設定

なし

H26年度

―

No.

1

2

―

――

―

―

受入れ患者
数11,992人
（平成42年

度）

90％（入
院・外来）
（平成31年

度）

―

医療体制の
確保・充実
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教育委員会

平成27年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

91 ％ 92 ％

順調

実
績

84.9 ％ 85.5 ％

達
成
率

93.3 ％ 92.9 ％

目
標

85 ％ 85 ％

実
績

77.5 ％ 77.8 ％

達
成
率

91.2 ％ 91.5 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

51.6 ％ 52.6 ％

実
績

50.2 ％ 48.0 ％

達
成
率

97.3 ％ 91.3 ％

目
標

57.5 ％ 59.5 ％

実
績

54.8 ％ 56.0 ％

達
成
率

95.3 ％ 94.1 ％

人

課
長

人

係
長

0.30 人

0.20

0.40

課
長

人

職
員

0.00 人

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

3,650

順調

係
長

課
長

　先生たちは子どもをよく指
導してくれると回答した保護
者の割合は、目標値には到達
していないが、前年度より増
加している。また、本市独自
で実施している小学校２年生
及び３年生並びに中学校１年
生の35人以下学級編制の実施
に加え、平成27年度から校長
裁量制による小学校４年生及
び中学校３年生への導入など
に取り組んでいることから、
「順調」と判断した。

順調179,450

全国学力・学習状
況調査の結果（対
全国平均）

173,020

小3：94.4%
中1：90.7%

勉強をして新しい
ことを知りたいと
思う児童生徒の割
合（小学3年生　中
学1年生

小3：83.5%
中1：59.0%

小3：78.8%
中1：53.5%

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度 人件費（目安）

88.0%
（H30年
度）

79.3％
（H25年
度）

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（中学
１年生）

169,364

0.20

人

0.10

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（小学3
年生）

87.9％
（H25年
度）

H26年度

95.0%
（H30年
度）

H27年度

事業・取組概要

子どもひまわり
学習塾

学
力・
体力
向上
推進
室

児童生徒に主体的な学
習の仕方を身に付けさ
せ、基礎的・基本的な
学力の確実な定着を図
るため、小学校3年生
から6年生、中学校3年
生を対象に、放課後等
を活用した学習機会を
提供する「子どもひま
わり学習塾」を実施。

35人以下学級編
制の実施

教職
員課

「小１プロブレム」や
「中１ギャップ」と
いった課題に対応する
ため、小学校２年生及
び３年生並びに中学校
１年生において３５人
以下学級編制を実施
（※現行の国の基準は
40人以下学級、平成23
年度から小１のみ35人
以下学級）また、平成
27年度から、小学校4
年生及び中学校3年生
において、学校長の裁
量による35人以下学級
の実施。

係
長

小6:96.0％
中3:95.7％
（H25年度）

小6:前年度以上
中3:前年度以上

小6:95.7％
中3:93.8％

小6:99.7％
中3:98.0％

小3：80.8%
中1：50.8%
（H25年度）

職
員

小3:94.3％
中1:87.2％

7,800

49,129

小3:93.0%
中1:66.0%
（H30年
度）

42,61889,706

59.0%
（H30年
度）

4,150

小6:96.3％
中3:95.4％

前年度以上

51,369

小6:100%
中3:100%
（H30年
度）

小6:100.6％
中3:101.7％

小3：86.0%
中1：61.0%

小3:81.1％
中1:53.2％

55.5%
（H25年
度）

133,000

66.0%
（H30年
度）

授業以外で（月～
金）1時間以上勉強
している生徒の割
合（中学3年生）

授業以外で（月～
金）1時間以上勉強
している児童の割
合（小学6年生）

49.6%
（H25年
度）

1

3

人

職
員

20,3932

確かな学力の定着と全
国平均水準到達を目指
し、教育課程の編成、
学習教材の開発、授業
づくりの支援などの事
業を実施するととも
に、全小、中学校が学
力向上プランを作成・
実行する。
全国学力・学習状況調
査等を実施し、児童生
徒一人一人の課題や施
策の効果を明らかにす
るとともに、各学年の
指導方法の工夫・改善
を行う。

指導
第一
課
学
力・
体力
向上
推進
室

北九州スタン
ダードの推進

0.10

人

0.20

0.10

人 　1時間以上の家庭学習の取り
組み状況について、小学6年生
は昨年度を下回ったが、中学3
年生は、昨年度の数値を上
回った。ひまわり学習塾に参
加した児童生徒に対して行っ
たアンケートでは、小中学生
とも、数値が1割以上大きく伸
びており、学習習慣の定着や
学習意欲の向上が確認できた
ことなどから、「順調」と判
断。

順調

　全国学力・学習状況調査の
結果は、全国平均正答率と比
較すると低い位置で一進一退
している厳しい状況であるも
のの、前年度実績を上回り、
多くの教科・区分で改善され
た。また、全校において学力
向上のための特設時間等に取
り組んでおり、どの学校にお
いても、創意工夫をもって実
践していることなどから順調
と判断。

Ⅰ-1-
(2)-② 
確かな学
力と体力
を向上さ
せる教育
の充実

【評価理由】
　全国学力・学習状況調査結
果では、全国平均をやや下回
り、全国体力・運動能力、運
動習慣等調査では、多くの種
目が全国平均を下回った。こ
れらの結果を受けて、北九州
市学力向上推進会議及び北九
州市体力向上推進会議での検
証・分析結果を踏まえ、「北
九州市学力・体力向上アク
ションプラン」を策定し、学
力・体力向上に向けて、今後3
年間に取り組む学校、家庭、
地域での具体的取組みを定め
た。
　平成27年度から本市独自の
調査として「北九州市学力状
況調査」を実施し、児童生徒
の学力状況を把握することで
指導の充実・改善に努めると
ともに、「子どもひまわり学
習塾」を拡充し、小学校70
校、中学校21校＋5拠点（全62
校対象）で実施した。
　学校図書館職員やブックヘ
ルパーを有効に活用すること
で、学校図書館常時開館（学
校図書館を開館しない日がな
い）は、小中学校ともに100％
となった。また、平成27年7月
に施行された「北九州市子ど
も読書推進条例」を踏まえな
がら、平成28年2月に「新・北
九州市子ども読書プラン」を
策定した。
　以上のことなどから、「順
調」と判断。

【課題】
　全国学力・学習状況調査の
結果、いずれの学年・教科と
も全国平均を下回っている。
　全国体力・運動能力、運動
習慣等調査の結果、多くの種
目が全国平均を下回ってい
る。

　平成28年3月に策定した「北
九州市学力・体力向上アク
ションプラン」に基づいた取
組みを実施し、教員の指導力
向上や家庭での生活習慣・家
庭学習習慣の充実などを図
り、子どもたち一人一人の学
力向上につなげるとともに、
運動の好きな子ども、運動量
の豊富な子どもを育て、体力
の向上と豊かなスポーツライ
フの実現を図る。
　「北九州市学力状況調査」
を実施し、全国学力・学習状
況調査と併せて、児童生徒一
人一人の学力を小学校から中
学校までの経年変化で把握
し、きめ細やかに対応する。
　子どもひまわり学習塾の拡
充等について検討する。
　平成28年2月に策定した
「新・北九州市子ども読書プ
ラン」に基づき、学校図書館
を支援する機能を併せ持つ
「子ども図書館」の設置な
ど、本市の子どもたちが読書
に親しむことができる環境整
備を進め、家庭学校、地域、
図書館が一体となって子ども
の読書活動を推進していく。
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

H26年度 人件費（目安）

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

小3：100%
中1：100%

順調

　全国体力・運動能力、運動
習慣等調査の結果、中学校男
子を除き依然として多くの種
目で全国平均を下回る状況で
あるものの、全国の中での相
対的な位置を示すＴ得点をみ
ると、小学生男女、中学生男
女ともに、前年度に比べ改善
したことから、「順調」と判
断。

子どもの読書活
動の推進

小：65.0%
中：37.0%
(H25年度）

企画
調整
課
学事
課
指導
第一
課
中央
図書
館奉
仕課

332

241,566

小：20.8%
中：37.8%

―

小：22.8%
中：41.4%

小：23.0%
中：38.6%

全国体力・運動能
力・運動習慣等調
査の実技結果全国
平均値以上の項目
数

小：94.0%
中：40.0%

小5男子：1項目
小5女子：0項目
中2男子：3項目
中2女子：0項目

（H25年度)

小：100%
中：100%

－

小5男子：前年度以上
小5女子：前年度以上
中2男子：前年度以上
中2女子：前年度以上

207,493

小：91.6%
中：36.5%
（H25年度）

小:110.6%
中:102.1%

小:97.8%
中:33.9%

小:97.8%
中:84.8%

小：22.0%
中：38.1%

小：23.7%
中：39.1%
（H25年度）

人

0.30

0.10 人

週に1回以上、市立
小・中学校におけ
る「10分間読書」
を実施する学校の
割合

小:96.5%
中:92.0%

小：20.0%
中：37.0%
（H30年
度）

304,228

小：100%
中：100%

小：100%
中：100%

―

順調

　普段全く読書をしない児童
生徒の割合は前年度よりやや
上昇傾向にあり、目標も達成
していないが、公立の義務教
育諸学校の学校図書館に整備
すべき蔵書冊数の標準として
国が定める「学校図書館図書
標準」について、全小中学校
の整備率１００％を達成した
ほか、全小中学校において学
校図書館の常時開館（学校図
書館を開館しない日がない）
を達成していることから、順
調と判断。

人

人

課
長

0.20

子ども読書プランに基
づき「読書好きな子ど
も日本一」を目指す。
「学校における読書活
動推進事業」の充実を
図り、各学校の学校図
書館の整備充実を一層
推進する。また、指定
中学校区を拡充し、学
校図書館の開館時間の
延長や読書冊数等の観
点で、適正な担当校区
数なども含めた事業の
効果を高める。学校図
書館主任に学校図書館
教育講習会を実施し、
読書活動の活性化への
意識と、学校図書館運
営の中核としてリー
ダーシップをとること
についての意識を高め
るとともに、「学校に
おける読書活動推進事
業」の効果についての
周知を図る。

―

小5男子：1項目
小5女子：0項目
中2男子：4項目
中2女子：1項目

小：100%
中：40%

4

体力アップ推進
事業

子どもたちの知育、徳
育を支える基盤となっ
ているのは体力であ
る。子どもたちの体力
向上のために、小中学
校において、ダンスを
中心とした、体力アッ
プのための取組を行っ
ている。

指導
第一
課
学
力・
体力
向上
推進
室

0.10

小：100%
中：50%
（H32年
度）

体育の授業以外で
計画的な取組をし
ている学校の割合

係
長5,400

0.00

平日に家庭で全く
読書をしない児童
生徒の割合（小学6
年生・中学3年生）

5

課
長

小3：100%
中1：100%

小5男子：前年度以上
小5女子：前年度以上
中2男子：前年度以上
中2女子：前年度以上

100%
（H30年
度）

0.203,150

職
員

H30年度ま
でに全項目
について全
国平均値を
上回る。

421 281

小：100%
中：100%

小5男子：1項目
小5女子：0項目
中2男子：5項目
中2女子：2項目

人

係
長

人

職
員
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

事業・取組概要

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

20 回 20 回

実
績

18 回 23 回

達
成
率

90.0 ％ 115.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

課
長

0.10 人

小6：89.0%
中3：76.0%

小6：90.5%
中3：79.5%

3,150

小6：82.7%
中3：90.3%

小6：84.1%
中3：89.4%

人

小6：92.9%
中3：112.5%

小6:80.0%
中3:70.0%

幼児児童生徒が人権に
関する知的理解を深め
るとともに、自他の大
切さを認めることがで
きるような人権感覚を
身に付けさせ、自他の
人権を守ろうとする意
識・意欲・態度が実践
力につながるような指
導の実施。そのため、
教師自身が人権に関し
ての理解認識を一層深
めるための研修を実
現。

伝統文化や異年齢・地
域交流など豊かな体験
を通して、児童生徒が
自己の生き方について
の考えを深める道徳教
育を教育活動全般を通
じて推進。また、感受
性の豊かな中学生に対
して、芸術性の高い演
劇・音楽・美術等の鑑
賞を通して、豊かな情
操を養う。

25,736

課
長

係
長

0.10

0.20 人

人

職
員

係
長

順調

【評価理由】
　心の教育の推進について
は、芸術性の高い演劇・音楽
などの鑑賞（スクールコン
サートなど）を通して豊かな
情操を培うことができた。ま
た、「北九州市中学校合唱
フェスティバル」を開催し、
「北九州市歌」を会場全体で
歌うなど、音楽を通して豊か
な情操を育むとともに、シ
ビックプライドの醸成にもつ
ながった。さらに、「北九州
道徳郷土資料」の各学校での
活用が進むとともに、児童生
徒相互の好ましい人間関係づ
くりための「北九州子どもつ
ながりプログラム」を全校で
実施した。
　児童生徒の学習教材とし
て、「人権教材集『新盤　い
のち』」、幼児・児童対象人
権教育指導資料「あそぼ
う」、「明日への伝言板」、
「人権週間入選作品集」、
「人権啓発映画」などの視聴
覚教材等を活用し、子どもの
実態や発達段階を踏まえなが
ら、学校の教育活動全体を通
じて人権教育に取り組んだ。
また、児童生徒相互の好まし
い人間関係づくりのための小
中9年間を見通した「北九州子
どもつながりプログラム（北
九州市対人スキルアッププロ
グラム）」を全校で実施し
た。
　以上のことから、「順調」
と判断。

【課題】
　あいさつをする児童生徒の
割合、思いやりの心を持って
接する児童生徒の割合を高め
ること。

　「北九州道徳郷土資料」の
さらなる活用など、一層の道
徳教育の充実を図るととも
に、学級活動や児童会・生徒
会活動等、児童生徒の自発
的・自治的な活動をより充実
させ、児童生徒のコミュニ
ケーションや人間関係づくり
を促す。
　「北九州子どもつながりプ
ログラム（北九州市対人スキ
ルアッププログラム）」の各
学校での有効な活用に向け
て、公開授業等を行い、研修
を推進する。

　成果指標は昨年度からほぼ
横ばいで、平成27年度目標に
近い状況である。「北九州道
徳郷土資料」の活用が進み、
郷土の先人や伝統文化を通じ
た道徳教育を推進するととも
に、「北九州市中学校合唱
フェスティバル」を開催し、
音楽を通じて豊かな情操を育
むなど、シビックプライド醸
成にもつながったことなどか
ら、「順調」と判断。

人

人

　人権教育視聴覚教材は全校
で活用されており、活用回数
は目標を超えた。人に対し、
思いやりの心をもって接する
ことができると回答した児童
生徒の割合は、小学校は目標
に届かなかったものの、前年
度より1.4ポイント改善し、中
学校は目標を超えたことか
ら、「順調」と判断。

順調

小6:92.9%
中3:118.8%

22,243

職
員

14,05523,976 37,54033,281

小6：92.0%
中3：87.0%

人権教育視聴覚教
材の活用（学校平
均活用回数）

小6:72.8%
中3:64.3%

近所の人に会った
ときは、あいさつ
をすると回答した
児童生徒の割合

小6：91.2%
中3：83.5%
（H25年度）

「自分にはよいと
ころがある」と回
答した児童生徒の
割合

小：75.0%
中：65.0%

小6:95.0%
中3:90.0%
（H30年
度）

20回
（H30年
度）

小6：88.4％
中3：84.1％

小6：100.2%
中3：97.0%

小6:95.0%
中3:80.0%
（H30年
度）

小6：96.1％
中3：96.7％

小：95.8%
中：97.4%

1.02

0.27

Ⅰ-1-
(2)-③ 
心の教育
の推進

7

心の教育推進事
業

6

指導
第一
課

人権教育推進事
業

小6：72.2%
中3：64.2%
（H25年度）

―

小6：91.0%
中3：86.0%

小6：91.2%
中3：83.5%

小：72.1%
中：66.2%

小：96.1%
中：101.8%

小：76.0%
中：66.0%

小6：87.9%
中3：72.8%
（H25年度）

人に対し、思いや
りの心をもって接
することができる
と回答した児童生
徒の割合（小6、中
3）

企画
調整
課
指導
第一
課

29,954

0.00

順調
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

事業・取組概要

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

環境教育推進事
業

【施策の内容】
学校生活から社会生活
へ円滑に移行できるよ
うに、小・中学校で連
携しながら児童生徒の
発達の段階に応じた
キャリア発達を支援
し、学校教育活動全体
を通して児童生徒が社
会的・職業的自立に向
けて必要とされる基礎
的・汎用的能力を育成
する。また、地元企業
等を知ってもらうため
の職場体験等の取り組
みを充実していく。

【施策評価のみ】
発達段階に応じ
たキャリア教育

9

Ⅰ-1-
(2)-④ 
北九州市
の特性を
活かした
教育の充
実

8

人

順調

　「環境体験科」について
は、市内の自然関連施設や環
境関連施設を通した体験活動
に終わらせず、自ら問題意識
を持ち、より主体的に活動で
きるプラグラムの開発を関係
施設とともに進める。
　地元企業等との連携を図っ
たキャリア教育を進めるた
め、関係部局や関係団体と協
力した取組みを進める。

【評価理由】
　環境教育については、全
校・園で学校や地域に即した
教育を推進するとともに、
「環境体験科」では、全小学
校4年生において、自然関連施
設、環境関連施設等で環境体
験学習を実施した。また、ESD
（持続可能な開発のための教
育）の推進拠点であるユネス
コスクールへ新たに小学校１
校、中学校2校が加盟申請を
行った。
　キャリア教育については、
職場見学や職場体験などの体
験的な活動や社会人による講
演会等を開催することで、児
童生徒が社会的・職業的に自
立するために必要な基礎的・
汎用的能力の育成を図ること
ができた。
　以上のことから、「順調」
と判断。

【課題】
　環境未来都市の特性を活か
した環境教育を継続・充実し
ていくこと。
　地元企業等と連携を図った
キャリア教育の展開。

――

　ユネスコスクールの登録校
数は、目標に届いていないも
のの、小学校１校、中学校２
校が登録申請中であり、登録
されれば目標どおりの実績と
なる。各区の小中学校にユネ
スコスクール推進指定校があ
り、それぞれの実情に応じた
ESD教育の推進を図っている。
小学４学年の児童を対象とし
た環境体験科では、市内全て
の小学校が自然・環境関連施
設を活用した環境体験学習を
実施し、環境に対し主体的に
行動する実践的な態度や能力
の育成につながったことなど
から、「順調」と判断。

人 順調

小131校
中62校 ― ―

課
長

職
員

係
長9,150

小131校
中62校

小:100%
中:100%

―

小７校
中７校
（H30年
度）

21,936

小:5校
中:2校

小:83.3%
中:50％

環境に対する気付
きを深め、主体的
に環境に係る児童
生徒の育成を目指

す。

23,600

小:6校
中:4校

―

14,657

0.00

0.10

0.80

人

指導
第一
課

環境未来都市としての
北九州市の独自性を活
かし、環境ミュージア
ムやエコタウン等関連
施設での体験的な学習
および環境教育に関す
る研究を推進。また、
小・中９年間を見通し
た系統的なカリキュラ
ムの編成や教材開発を
行うとともに、学校、
地域、行政、企業など
との連携を目指した教
育を推進。北九州市環
境キャラバンとユネス
コスクール推進事業の
推進を行い、本市にお
ける環境教育の充実を
目指す。

―

【施策の指標】
地元企業等を知る
体験活動（職場見
学、職場体験、企
業講話）を全小中
学校で実施

―

環境に対し主体的
に行動する実践的
な態度や能力の育
成

小:4校
中:4校

小:5校
中:2校

小:125%
中:50％

―

―

――
小131校
中62校

―

ユネスコスクール
登録校数（累計）

―

―

指導
第一
課
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

事業・取組概要

目
標

実
績

達
成
率

目
標

30 ％ 35 ％

実
績

29 ％ 28 ％

達
成
率

96.7 ％ 80.0 ％

目
標

実
績

―

達
成
率

―

目
標

75 ％ 80 ％

実
績

71.3 ％ 71.5 ％

達
成
率

95.1 ％ 89.4 ％

目
標

84 ％ 86 ％
課
長

0.30 人

実
績

85.4 ％ 86.2 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

101.7 ％ 100.2 ％
職
員

0.10 人

指導
第一
課
学事
課

各教科等の目標を効果
的に達成するため、Ｉ
ＣＴの積極的な活用を
推進。
また、児童生徒に必要
な情報活用能力を育成
するため、学校の教育
活動全体を通した情報
教育を推進。

情報教育の推進

0.10 人

　ICTを活用した授業ができる
教員の割合は、目標に届いて
いないものの、昨年度より0.2
ポイント上昇した。情報教育
推進モデル校(門司海青小学
校)において、ICTを活用した
授業研究を推進し、子どもた
ちの学習意欲や教員のICT活用
能力の向上を図ったことなど
から、「順調」と判断。

順調

　中学校卒業段階で、英検3級
程度以上の生徒の割合は、前
年度からほぼ横ばいで、目標
に届いていないものの、テス
ト結果をもとに英語能力の課
題の把握と教員の授業改善等
を行った。全小中学校に外国
人指導助手を配置し、英語を
使ったコミュニケーション活
動を推進したことなどから、
「順調」と判断。

順調

人間尊重の精神や
コミュニケーショ
ン能力など、異な
る文化をもった
人々と共に生きて
いくための資質や
能力が高まった状

態

9,900

課
長

人0.80
係
長

職
員

―

350,256

― ―

324,641

人

人

人

課
長

9,150

0.50

―

905,921

―

―

50％
（H30年
度）

947,836

中学校卒業段階
で、英検3級程度以
上の生徒の割合

326,450

児童生徒のコミュ
ニケーション能力
の向上

児童生徒に思考
力、表現力等、高
度情報化社会に必
要な能力が身につ

いた状態

ICTを活用した授業
ができる教員の割
合

情報活用能力の向
上

―

69.6%
（H25年
度）

82.1%
（H25年
度）

－

92.0%
（H30年
度）

部活動生徒の部活
動に対する満足度

―

100％
（H30年
度）

－

－

827,711

―

係
長

職
員

―

指導
第一
課

中学校・高等学校の英
語教育の充実を図るた
めに、中学校・高等学
校に外国語指導助手を
適切に配置。外国語を
通じてコミュニケー
ションの素地を養うた
めに小学校への外国語
指導助手を配置し、効
果的な活用を図り、小
学校外国語を推進。

10

11

英語教育の充実

0.10

Ⅰ-1-
(2)-⑤ 
子どもの
特性を伸
ばす教育
の充実

順調

　部活動の現状に「満足して
いる・おおむね満足してい
る」生徒の割合は86.2％と高
い水準にあり、目標を超え
た。適切で効果的な部活動指
導に向けた部活動の研修会に
全中学校が参加するなど、部
活動振興が図れたことから、
「順調」と判断。

9,20066,01872,72080,007

「より多くの生徒が入
ることができる部活
動」「指導者が余裕と
意欲をもって指導でき
る部活動」という観点
から、指導者及び生徒
間の良好な人間関係の
下、科学的根拠に基づ
く部活動指導及び運営
の充実を図り、生徒の
健全な心と体を育む。
また、部活動を活性化
させるため、部活動顧
問をサポートするため
の外部講師の活用や、
環境を整えるための備
品購入等を行う。

指導
第二
課

部活動振興事業12

　平成28年度から、小学校・
中学校各1校を英語教育リー
ディングスクールに指定して
おり、次期学習指導要領で実
施予定の小学校英語教育の早
期化、中学校における指導内
容の質の向上を見据え、本市
の小中学校が円滑に新たな英
語教育の実践ができるよう、
指導方法等についての工夫・
開発を行う。
　情報教育推進モデル校にお
けるタブレット端末の活用効
果として、児童の学習意欲や
情報活用能力の向上などの望
ましい教育効果が報告されて
いる。この成果をもとに平成
28年度から、小学校・中学校
各１校をＩＣＴリーディング
スクールに指定しており、本
市のＩＣＴ教育を牽引する
リーダー校として、学習指導
における効果的な指導方法の
開発を行う。
　各学校において充実した部
活動が推進されるよう、部活
動振興事業を推進する。

【評価理由】
　英語・外国語活動の指導を
充実させるため、全小中学校
に外国語指導助手を配置し、
英語を使ったコミュニケー
ション活動を推進した。ま
た、中学校の生徒を対象とし
た「英語大好き音読暗唱ブッ
クRainbow」を配布し、英語の
音読・暗唱を通じた言語活動
の充実を図った。
　情報教育推進モデル校（門
司海青小学校）において、タ
ブレット端末等のICT環境の中
で、子どもたちが学び合う協
働学習などの学習形態を取り
入れた授業を実践し、子ども
たちの学習意欲や教員のICT活
用能力の向上を図った。
　以上のことなどから、「順
調」と判断。

【課題】
　子どもたちの特性を伸ばす
ため、いろいろなアプローチ
ができる教育環境を整備する
こと。

順調

0.50

0.00

人
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

H26年度 人件費（目安）

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

目
標

1,000 人 1,100 人

実
績

1,046 人 1,144 人

達
成

率 104.6 ％ 104.0 ％

目
標

172 校 180 校

実
績

198 校 188 校

達
成

率 115.1 ％ 104.4 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

25 ％ 17 ％

実
績

19 ％ 19 ％

達
成
率

目
標

課
長

0.12 人

実
績

係
長

0.12 人

達
成
率

職
員

0.00 人

目
標

650 社

実
績

335 社 551 社

達
成

率 84.8 ％

目
標

95 ％ 96 ％

実
績

98 ％ 98 ％

達
成

率 103.2 ％ 102.1 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

200 人 250 人

実
績

165 人 305 人

達
成
率

82.5 ％ 122.0 ％

　全市的な視野に立ち、今後
の特別支援教育及び特別支援
学校等の体制整備のあり方に
ついて目指す方向性を示すた
め、「（仮称）特別支援教育
推進プラン」を平成28年度中
に策定する。
　就労支援コーディネーター
を引き続き配置し、新たな実
習先や就労先の開拓を行う。
また、福祉、雇用等の関係部
局との連携、企業等の関係団
体とのネットワークを構築し
ながら「特別支援学校生徒雇
用促進セミナー」を開催し、
多くの企業の参加を求め、一
人でも多くの子どもが就職に
つながるように努める。
　市民や企業、近隣の学校と
特別支援学校が共同で教材・
教具・作品づくりを行うこと
により、障害特性に応じた合
理的配慮に関する理解を促進
し、官民一体となった障害者
理解を推進する。

　特別支援教育相談センター
による教育相談は、前年度の
件数を上回り、巡回相談は要
請を受けた学校・園にとって
手厚い支援を行った。また、
早期からの教育相談支援体制
の構築を図るため、早期支援
コーディネーターを2人増員
し、3人配置した。
　特別支援学級の設置につい
ては、児童生徒の障害の状況
や地域的な設置状況を踏まえ
ながら、必要に応じ、適切に
設置した。また、門司総合特
別支援学校及び小倉総合特別
支援学校については、特色あ
る教育課程の編成を行いなが
ら開校準備を円滑に進め、平
成28年4月に開校した。
　就労支援コーディネーター
を配置し、企業等の訪問を行
い、実習先や就労先の開拓を
行うとともに、企業向けの
「特別支援学校生徒雇用促進
セミナー」を開催するなど、
高等部卒業生の就労支援を
行った。
　以上のことなどから、「大
変順調」と判断。

【課題】
　特別支援のニーズに対応で
きる体制を整備すること。

人

人

1.00

人

17

Ⅰ-1-
(2)-⑥ 
特別支援
教育の充
実

大変
順調

順調

　過去2年間の特別支援教育
コーディネーター養成研修
(305名)及び社会性向上研修会
(461名)を通じて、延べ766名
の教職員の専門性の向上を
図った。社会性向上研修会受
講者のほぼ全員から、ソー
シャルスキルトレーニングへ
の理解の深まりや、積極的な
活用に関する回答が得られた
ことなどから、「順調」と判
断。

8,080910

障害のある児童生徒に
対する多様な学びの場
での適切な指導や必要
な支援の充実を図るた
め、特別支援教育支援
員の配置や外部人材の
積極的な活用を行う。

特別
支援
教育
課

特別
支援
教育
課

―

教職員の専門性
の向上

特別支援教育を
推進する人の配
置

15

係
長

課
長

　特別支援教育支援員（介助
員、学習支援員）について
は、担当指導主事による配置
校の学校訪問やヒアリングを
実施し、支援の手だてや子ど
もとの関わり方等に係る指導
助言を行うなど、対象児童生
徒の障害の程度や実態に応じ
た支援の更なる充実を図れた
ことから、「順調」と判断。

順調2,580690,315

障害のある児童生徒が
きめ細やかな適切な指
導と必要な支援を受け
るために、少人数の指
導や個別の指導を中心
に行う特別支援学級の
設置や生活や学習上の
困難を改善克服するた
めの自立活動を行う通
級指導教室を整備す
る。

特別
支援
教育
課
企画
調整
課
施設
課

特別支援教育を
行う場の整備

14

人

人

人

0.00

2.00

1.00

―

特別な支援
が必要な児
童生徒の教
育環境の改

善

0.05

5.00

7261,027

285,407344,623

0.00

201校
（H30年
度）

―

職
員

人0.00

―

教職員の専門性

職
員

就労支援コーディ
ネーターによる実
習先・就労先の新
規企業開拓（累
計）

係
長

課
長

31,500984,1293,354,402

27,76437,336

15.0%
（H30年
度）

400人
（H30年
度）

13

特別支援教育を
推進する全市的
な相談支援体制
の整備

特別
支援
教育
課

―

―

―

―

―

就学相談と通級相
談の申込数（実
数）

1,200人
(H30年度)

居住地の校区外の
特別支援学級に通
学している対象児
童生徒の割合

―

12,704

特別な教育的支援
が必要な児童生徒
の教育環境の改善

―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

関わる教員が
より高い専門
性をもち、幼
児児童生徒へ
の適切な指導
ができる状態

―

164校
（H25年
度）

特別支援教育相談セン
ターまたは、特別支援学
校のセンター的機能を活
用した相談支援の実施校
数

職
員

10,575

44,955

―

人

1.00

61,500

課
長

係
長

人

3,557,298

800社
（H30年
度）

9,640

共生社会の実現に向け
て、特別支援教育の体
制を整備して、障害の
ある幼児児童生徒に対
する支援体制や保護者
や教職員への支援を充
実させ、共生社会の実
現に向けて、障害の有
無にかかわらず住みや
すい北九州市を目指
す。

9,944

100％
（H30年
度）

　臨床心理士や言語聴覚士の
資格を有する専門相談員を有
効活用し、専門的な見地に基
づいて相談内容等を精査・分
析することにより、より的確
な実態把握や支援を行ったこ
とから、「順調」と判断。

順調

　就労支援コーディネーター
と特別支援学校の進路指導主
事が連携し、実習や就労先企
業を開拓することができた。
高等部卒業者のうち就職希望
者の就業率は98％に達したこ
となどから、「順調」と判
断。

順調

　特別支援学級の新設に当
たっては、就学相談を通して
ニーズのある児童生徒を把握
し、通級指導教室の新設と併
せ、地域格差が生じないよう
に留意しながら計画的に実施
できた。
　門司総合特別支援学校及び
小倉総合特別支援学校につい
ては、特色ある教育課程の編
成を行いながら開校準備を円
滑に進め、平成28年4月に開校
した。
　以上のことなどから、「大
変順調」と判断。

大変
順調

―

―

特別
支援
教育
課

障害のある幼児児童生
徒の自立と社会参加に
向けた主体的な取組み
を支援し、早期から家
庭及び地域や関係機関
と連携した進路指導の
充実を図る。また、特
別支援学校高等部卒業
生の社会参加や職業的
な自立を推進する。

16 就労支援事業

特別支援教育コー
ディネーター養成
研修修了者数（累
計）

―

―

高等部卒業生のう
ち就職希望者の就
業率

―

特別な支援を要する児
童生徒に専門的な見地
から適切な指導ができ
る教職員の育成を目指
している。

―

教育上特別
な支援を要
する幼児児
童生徒への
適切な支援
が図れる状

態

特別支援教育支援
員の配置や外部人
材の活用

人0.00
職
員

人0.12
課
長

人0.67
係
長
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

H26年度 人件費（目安）

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

目
標

91 ％ 92 ％

実
績

84.9 ％ 85.5 ％

達
成
率

93.3 ％ 92.9 ％

目
標

85 ％ 85 ％

実
績

77.5 ％ 77.8 ％

達
成
率

91.2 ％ 91.5 ％

目
標

91 ％ 92 ％

実
績

84.9 ％ 85.5 ％

達
成
率

93.3 ％ 92.9 ％

目
標

85 ％ 85 ％

実
績

77.5 ％ 77.8 ％

達
成
率

91.2 ％ 91.5 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

100.5 ％ 101.1 ％
職
員

0.00 人

目
標

課
長

0.70 人

実
績

係
長

1.30 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

100 ％
小100
中100

％
課
長

― 人

実
績

100 ％
小：100
中：100 ％

係
長

― 人

達
成
率

100 ％
小：100
中：100 ％

職
員

― 人

　振り返りシートにおける研
修に対する受講者評価は、
3.84と目標値を達成するとと
もに、前年度の受講者評価等
から、研修の内容や方法を見
直し、教職員のライフステー
ジやニーズに応じた研修を実
施したことなどから、「順
調」と判断。

小中学校が義務教育９
年間の教育課程や教育
活動を一体的に捉え、
学力向上、体力向上、
中１ギャップの解消な
ど中学校区の状況を踏
まえた教育目標を設定
し、一貫した考えを共
有しながら連携を行う
「小中一貫・連携教
育」を推進する。

指導
第一
課

22,5502,0736142,000―
小中一貫・連携
教育の推進

21

　各校区の年間指導計画に基
づき全中学校区において実施
できているいる。平成27年度
から2中学校区を「小中一貫教
育モデル中学校区」に指定
し、カリキュラム案等の作成
ができたことなどから、「順
調」と判断。

順調

社会の変化に伴う新た
な教育に対応して、教
職員の資質能力の向上
を図るための基本的な
研修に加え、教職員の
ニーズに応じた専門的
な研修を行う。

教育
セン
ター

教職員研修の充
実

20 ―

3.8

順調16,1506,949

0.20

人83.4％
（H25年
度）

【施策の指標】
各校の実情に応じ
た避難訓練を学期
に１回以上実施

小学校
90.7%
中学校
35.4%

―

3.82

【施策の内容】
児童生徒が、日常生活
の安全確保のために必
要事項を実践的に理解
するとともに、自他の
生命尊重を基盤として
進んで安全で安心な社
会作りに参加し、貢献
できる資質や能力を培
うための支援や指導な
どの取組みを推進す
る。

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（中学
１年生）

179,450

人

0.20

人4.35

人

職
員

0.10 人

0.1087.9％
（H25年
度）

95.0%
（H30年
度）

173,020 167,813

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（小学3
年生）

18

22
【施策評価のみ】
防災・安全教育
の推進

指導
第一
課、
指導
第二
課

各中学校区の課題
解決による教育的
効果

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（小学3
年生）

7,95110,906

3.8

―

各中学校区
の課題解決
できる状態

139,450

―

―

― ―

―

―

124,394 112,291

振り返りシートに
おける、研修に対
する受講者評価
（４段階評価）

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（中学
１年生）

3.84
3.8以上

（毎年度）

95.0%
（H30年
度）

79.3％
（H25年
度）

85.0%
（H30年
度）

課
長

職
員

課
長

69,050

人

3,650
係
長

88.0%
（H30年
度）

3.10

係
長

― ―

19

「小１プロブレム」や「中
１ギャップ」といった課題
に対応するため、小学校２
年生及び３年生並びに中学
校１年生において３５人以
下学級編制を実施（※現行
の国の基準は40人以下学
級、平成23年度から小１の
み35人以下学級）また、平
成27年度から、小学校4年
生及び中学校3年生におい
て、学校長の裁量による35
人以下学級の実施。

35人以下学級編
制の実施

学事
課
指導
第一
課

校務支援システムや校
納金会計システムを活
用して、小・中・特別
支援学校及び幼稚園に
おける事務処理の効率
化、見直し・縮減を行
い、業務の負担軽減を
行うことで、教職員が
子どもと向き合う時間
を確保する。

順調

　先生たちは子どもをよく指
導してくれると回答した保護
者の割合は、小学生、中学生
ともほぼ前年度並だが、教職
員が子どもと向き合う時間を
確保するために、校務支援シ
ステムの改修や人の配置など
さまざまなことに取り組んで
いるため、「順調」と判断。

順調

― ―

　先生たちは子どもをよく指
導してくれると回答した保護
者の割合は、目標値には到達
していないが、前年度より増
加している。
　また、本市独自で実施して
いる小学校２年生及び３年生
並びに中学校１年生の35人以
下学級編制の実施に加え、平
成27年度から校長裁量制によ
る小学校４年生及び中学校３
年生への導入などに取り組ん
でいることから、「順調」と
判断した。

【評価理由】
　「小１プロブレム」や「中
１ギャップ」といった課題に
対応するとともに、教職員の
負担軽減にも繋がる35人以下
学級編成を、小学校1･2･3年生
及び中学校1年生で実施すると
ともに、小学校4年生及び中学
校3年生においては、校長の裁
量による35人以下学級編制を
実施した。
　不登校などの問題を抱える
児童生徒の課題解決にあたる
社会福祉士等の資格を持つス
クールソーシャルワーカーを1
人増員し、8人配置し、学校訪
問・家庭訪問等を行い、的確
に実態を把握し、きめ細かな
対応により、問題の解決に取
り組んだ。
2つの中学校区を「小中一貫教
育モデル中学校区」に指定
し、9年間の連続性・系統性の
ある教育の推進方策を検討し
た。
　平成26年度に引き続き、全
小・中学校で、学期に1回以上
（年3回以上）の防災避難訓練
を行い、地震、火災等の具体
的な想定での訓練を実施する
など、災害発生時に自主的に
行動し、自らの命を守ること
ができる思考・判断及び行動
力の育成に取り組んだ。
　以上のことなどから、「順
調」と判断。

【課題】
　新規採用・若手教員の指導
力向上に向けて研修を充実す
ること。

順調

学校における事
務処理の効率
化・負担の軽減

教職
員課

79.3％
（H25年
度）

Ⅰ-1-
(2)-⑦ 
信頼され
る学校・
園経営の
推進

　小学校4年生及び中学校3年
生においては、平成27年度に
引き続き校長の裁量による35
人以下学級を実施する。
　マイスター教員をより幅広
く多くの教員への指導に活用
できるよう、教育センターと
連携しながら引き続き取り組
むとともに、新たにマイス
ター教員等による授業モデル
の動画をＷＥＢ配信するなど
し、新規採用・若手教員の研
修の支援を行い、教員の指導
力向上を図る。
　教職員研修の充実について
は、社会の変化に対応した教
職員のニーズに応える研修を
構想し、円滑に実施する。新
たに平成28年度には、本市ゆ
かりの先人や伝統文化など、
地元の誇りとする文化等につ
いて教職員が保護者や市民と
ともに学ぶ機会（講座）を創
設し、子どもたちのシビック
プライド醸成に繋げる。
　小中一貫・連携教育の推進
については、引き続き、モデ
ル中学校区での実践を行い、
効果的な教育の教育の推進方
策について、方向性を検討す
る。

小学校
100%
中学校
100%

(H30年度)
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

H26年度 人件費（目安）

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

目
標

56 校
課
長

0.10 人

実
績

56 校
係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

93.5 ％ 100.0 ％

実
績

93.3 ％ 100.0 ％

達
成
率

99.8 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

120,000 人 120,000 人
課
長

0.05 人

実
績

132,853 人 124,804 人
係
長

0.10 人

達
成
率

110.7 ％ 104.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

42 校 47 校
課
長

0.05 人

実
績

39 校 42 校
係
長

0.20 人

達
成
率

92.9 ％ 89.4 ％
職
員

0.40 人

目
標

100 件 114 件

実
績

114 件 134 件

達
成

率 114.0 ％ 117.5 ％

目
標

40 校 70 校

実
績

31 校 46 校

達
成

率 77.5 ％ 65.7 ％

　スクールヘルパーの延べ活
動人数及び登録者数ともに目
標を上回っている。昨年度と
同様に高水準で推移している
ことから、「大変順調」と判
断。

大変
順調

3,82573,65568,85882,027

―

人

係
長

0.45 人

職
員

―

－

スクールヘルパー
延べ活動人数

―

―

―

保護者や地域の方など
を「スクールヘル
パー」として学校に登
録し、様々な知識や経
験を生かしながら、学
校教育の場においてボ
ランティアとして教育
活動支援を行う。

指導
第二
課

スクールヘル
パーの配置

25

5,57517,008

0.50 人

学校施設耐震補
強事業

施設
課

学校施設に必要な耐震
性能を確保するため、
施設の耐震化を図る。

企業がもつ人材や経営
のノウハウなどを学校
教育に生かすため、地
元企業を中心とした
「北九州の企業人によ
る小学校応援団」と連
携しながら、学校支援
を行う仕組みづくりを
実施。

15,62626,300

　学校支援地域本部設置校に
ついては、当初計画どおり、
前年度の42校から47校に拡大
し、各実施校からは、「地域
住民が学校を支援すること
で、教員が授業や生徒指導に
より力を注ぐことができた」
「地域住民の生きがいづくり
や自己実現につながった」
等、それぞれの目的に沿った
効果が事業報告書等で挙がっ
ており、一定の成果が認めら
れたことから、「順調」と判
断。

順調

実施校は、運営委員
会、地域コーディネー
ター、学校支援ボラン
ティア等で構成される
「学校支援地域本部」
を設置。そして、地域
コーディネーターが学
校のニーズに応じたボ
ランティアを地域等か
ら発掘し、活用につな
げることで、地域の協
力のもと学校の教育活
動を支援する体制づく
りを推進。

指導
第二
課

学校支援地域本
部事業

26

27
経済界との連携
による学校支援
事業

―

人

人

職
員

安全で安心な学校
施設づくり

― 130校
（H30年度)

5,825

課
長

学校施設の耐震化
完了率

Ⅰ-1-
(3)-① 
学校の力
の発揮

各実施校に対して行った
アンケートの結果「本事
業が順調に進んだ」「あ
る程度うまくいった」と
回答した学校数

指導
第二
課

経済界との連携に
よる学校支援事業
実施数

49件
（H25年
度）

250件
（H30年
度）

5,500

―

122,056人
（H25年
度）

教育的効果が得ら
れた実施校教

4,0063,254

0.30

100％
（H27年
度）

0.05

2,155,599796,490809,700

施設
課

120,000人
程度

（毎年度）

―

23

全小中学校
の普通教室
にエアコン

を設置
(H30年度)

797,600

42校
（H26年
度）

―

0.05

係
長

課
長

0.30

人

8,825

329,764

良好な学習環境を確保
するため、小中学校等
の普通教室にエアコン
を整備する。

―

9校
(H26年
度)

エアコン設置校数

―

大変
順調

　耐震補強工事が必要とされ
る施設について工事を進め、
予定通り平成27年度末までに
耐震化工事を完了したことか
ら、「大変順調」と判断。

Ⅰ-1-
(2)-⑧

教育環境
の充実

小中学校等空調
設備整備事業

24

　事業対象校数を前年度の40
校から70校に拡大して実施す
るとともに、事業実施数は目
標を上回った。実施校から
は、「子どもたちの望ましい
勤労観や職業観の涵養等、
キャリア教育につながった」
などの感想が聞かれ成果が認
められたことから、「大変順
調」と判断。

大変
順調

順調

　スクールヘルパーについて
は、引き続き学校教育支援や
子どもの安全確保のため、積
極的に各学校において地域の
人材を活用していくととも
に、「ブックヘルパー」や
「学校支援地域本部事業」な
ど、学校のニーズに応じた対
応をしていくことにより、ス
クールヘルパー活動の充実を
図る。
　学校支援地域本部事業につ
いては、実施校区の拡大を検
討する。
　経済界との連携による学校
支援事業は、参加企業数や支
援メニュー数の増加など、全
小学校へ教育支援を拡大でき
るように検討を行う。

大変
順調

【評価理由】
　スクールヘルパーについて
は、延べ活動人数は12万人を
超え、スクールヘルパーを活
用した学校支援が進んだ。
　「学校支援地域本部事業」
を42校から47校に拡大して実
施するとともに、「北九州の
企業人による小学校応援団」
と連携し、対象校を70校に拡
大し、出前授業等の134件に取
り組み、実施校から好意的な
意見が寄せられるなどの効果
があった。
　以上のことなどから、「大
変順調」と判断。

【課題】
　学校の教育に参加する人が
さらに増えるような取組みの
工夫が必要。

　中学校先行5校の設置工事が
完了するとともに、エアコン
が未設置である中学校51校に
ついて平成28年度夏季からの
供用開始に向けて設置に着手
（平成28年6月末までに完了
済）し、当初予定した通りに
事業が進捗していることか
ら、「大変順調」と判断。

大変
順調

【評価理由】
　小中学校等空調設備整備事
業は、当初予定したとおりに
設置工事が進んだ。また、学
校施設耐震補強事業は、平成
27年度に18校の耐震化が完了
し、当初の計画通り平成27年
度までに全ての市立学校施設
の耐震化を完了した。さら
に、小学校の体育館や武道場
の照明設備の落下防止工事な
ど防災機能を高める改修を
行った。一方、学校施設耐震
補強工事を優先したため、一
時的に学校の大規模改修等の
実施規模を縮小したことなど
から、「順調」と判断。

【課題】
　学校施設耐震補強工事を優
先したため、今後は学校の大
規模改修等も計画的に実施す
る必要がある。

8,65056,866

学校施設の計
画的な耐震化
により、安全
で安心な学校
施設を整備す
るとともに、
充実した教育
活動が展開で
きるよう教育
環境の改善を

行う。

　教室における暑さ対策として、
小中学校の普通教室などにエア
コン設置を進める。

100.0％
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

事業・取組概要

目
標

実
績

1,748 件 1,031 件

達
成
率

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

93.2 ％ 91.1 ％

達
成
率

93.2 ％ 91.1 ％

目
標

120,000 人 120,000 人
課
長

0.05 人

実
績

132,853 人 124,804 人
係
長

0.10 人

達
成
率

110.7 ％ 104.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

100 件 114 件

実
績

114 件 134 件

達
成

率 114.0 ％ 117.5 ％

目
標

40 校 70 校

実
績

31 校 46 校

達
成

率 77.5 ％ 65.7 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

592 件 572 件

実
績

294 件

達
成
率

順調0.27 人

課
長

0.07

保護者が参加する
ネットトラブル研
修の実施率

91.6%
(H25年
度)

100%
（毎年度）

4,914

―

3,880

職
員

0.05 人

係
長

人

係
長

有害情報から子
どもを守る事業

指導
第二
課

「ネットトラブル等防
止及び啓発・研修事
業」や「保護者と学ぶ
児童生徒の規範意識育
成事業」等により、子
どもたちがインター
ネットを通じたトラブ
ルに巻き込まれること
を予防する。

【評価理由】
　有害情報から子どもを守る
事業として、全校園を対象と
したインターネット上のサイ
ト等の巡回・監視を実施し、
発見した有害情報について
は、学校に報告するなど適切
な対応を行った。また、ＳＮ
Ｓや無料通話アプリ等を利用
したネットトラブルなどにつ
いて、教職員への研修や保護
者へのリーフレットの配布な
どを通し啓発に取り組んだ。
　スクールヘルパーについて
は、延べ活動人数は12万人を
超え、スクールヘルパーを活
用した学校支援が進んだ。
　「北九州の企業人による小
学校応援団」と連携し、対象
校を70校に拡大し、出前授業
等の134件に取り組み、実施校
から好意的な意見が寄せられ
るなどの効果があった。
　以上のことなどから、「大
変順調」と判断。

【課題】
　学校の教育に参加する人が
さらに増えるような取組みの
工夫が必要。

大変
順調

　インターネット上の掲示板
などのサイトへの書き込み等
については、引き続き、ネッ
ト上のサイトの巡回・監視を
実施し、適切な対応を実施し
ていく。ＳＮＳや無料通話ア
プリ等への書き込み等につい
ては、巡回・監視を実施する
ことができないため、教職
員・保護者への啓発・研修を
積極的に実施していく。
　スクールヘルパーについて
は、引き続き学校教育支援や
子どもの安全確保のため、積
極的に各学校において地域の
人材を活用していくととも
に、「ブックヘルパー」や
「学校支援地域本部事業」な
ど、学校のニーズに応じた対
応をしていくことにより、ス
クールヘルパー活動の充実を
図る。
　経済界との連携による学校
支援事業は、参加企業数や支
援メニュー数の増加など、全
小学校へ教育支援を拡大でき
るように検討を行う。

　学校警察連絡協議会の活動
のさらなる活性化を図るとと
もに、学校における非行防止
活動を定着させるため、非行
防止関連教室を着実に実施し
ていく。

【評価理由】
　子ども家庭局と連携した非
行防止教室や薬物乱用防止教
室等を小中学校、市立高校で
実施した結果シンナー等乱用
少年検挙補導者数は平成25年
度から引き続き0人で、取組み
の効果が現れている。
　以上のことなどから、「順
調」と判断。

【課題】
　今後も関係機関と連携して
取り組むことが必要。

順調

Ⅰ-1-
(3)-③ 
地域全体
が教育を
支える社
会の実現

0.30 人

人

　ネット上の書き込み等の把
握や学校への技術的なサポー
トにより、適切に児童生徒に
よるネット上のトラブルの未
然防止や早期解決を図ったこ
とから、「順調」と判断。

　非行防止に係る啓発活動の
実施により、平成27年度のシ
ンナー等乱用少年検挙補導者
数は0人であったことから、
「順調」と判断。

順調

　事業対象校数を前年度の40
校から70校に拡大して実施す
るとともに、事業実施数は目
標を上回った。実施校から
は、「子どもたちの望ましい
勤労観や職業観の涵養等、
キャリア教育につながった」
などの感想が聞かれ成果が認
められたことから、「大変順
調」と判断。

大変
順調

5,825

0.05 人

500件
（H30年
度）

9月に全国
一斉公表

予定

ネット上の不適切
な書き込みの発見
件数

5,000 9,454

職
員

人

122,056人
（H25年
度）

スクールヘルパー
延べ活動人数

5,500

250件
（H30年
度）

120,000人
程度

（毎年度）

0.30

課
長

4,006

130校
（H30年度)

Ⅰ-1-
(4)-① 
青少年の
健全育
成・非行
を生まな
い地域づ
くり

非行防止活動の
推進

指導
第二
課

北九州市いじめ・非行
防止連絡会議におい
て、いじめや非行防止
等に関係する機関及び
団体との連携を図ると
ともに、学校警察連絡
協議会による補導や、
薬物乱用防止教室、規
範意識育成事業等の実
施により、児童生徒の
健全な育成を図る。

30
経済界との連携
による学校支援
事業

指導
第二
課

企業がもつ人材や経営
のノウハウなどを学校
教育に生かすため、地
元企業を中心とした
「北九州の企業人によ
る小学校応援団」と連
携しながら、学校支援
を行う仕組みづくりを
実施。

児童生徒のシン
ナー等乱用での検
挙・補導数の減少

0人
（H25年
度）

人

職
員

520件
（H25年
度）

515件
（H30年
度）

人

0人
（H30年
度）

900

―

0.25

0.00

―

809 549

暴力行為発生件数

係
長

0.8010,875

課
長

各実施校に対して行った
アンケートの結果「本事
業が順調に進んだ」「あ
る程度うまくいった」と
回答した学校数

―

経済界との連携に
よる学校支援事業
実施数

31

28

保護者や地域の方など
を「スクールヘル
パー」として学校に登
録し、様々な知識や経
験を生かしながら、学
校教育の場においてボ
ランティアとして教育
活動支援を行う。

指導
第二
課

スクールヘル
パーの配置

29

　スクールヘルパーの延べ活
動人数及び登録者数ともに目
標を上回っている。昨年度と
同様に高水準で推移している
ことから、「大変順調」と判
断。

大変
順調

3,82573,65568,85882,027

前年度
(2,102件)
より減少

前年度
(1,748件)
より減少

3,254

49件
（H25年
度）

－

―
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

事業・取組概要

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

H26年度 人件費（目安）

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

目
標

56.8 ％ 63.7 ％

実
績

68.8 ％

達
成

率

目
標

45.2 ％ 50.7 ％

実
績

48.6 ％

達
成

率

目
標

1.63 ％ 1.52 ％

実
績

1.18 ％

達
成

率

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

91.5 ％

達
成
率

91.5 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

99.2 ％

達
成
率

99.2 ％

目
標

360 人 360 人
課
長

0.25 人

実
績

399 人 402 人
係
長

0.38 人

達
成
率

110.8 ％ 111.7 ％
職
員

0.10 人

　「北九州市いじめ防止基本
方針」に基づき、未然防止、
早期解決に向け、様々な取組
みを行うとともに、「北九州
市いじめ問題専門委員会」を
運営し、いじめの防止等のた
めの調査研究等、有効な対策
を検討していく。
　また、「北九州市子どもつ
ながりプログラム」の取組み
をはじめ、日常の学校生活の
中で児童生徒が「いじめのな
い良好な人間関係を形成する
ための取組みを推進してい
く。
　スクールソーシャルワー
カーについては、支援対象者
数や学校・関係機関への訪問
回数など活動状況を考慮しつ
つ、更なる体制充実について
検討し、支援を必要とする児
童生徒に対し、より一層の働
きかけを行っていく。

【評価理由】
　いじめについては、「北九
州市いじめ防止基本方針」に
基づく施策を推進するととも
に、８月には「いじめ防止サ
ミットｉｎ北九州」を開催
し、新たな取組みとして「い
じめゼロ全市一斉あいさつの
日の取組みを進めよう」を採
択するなど、いじめ撲滅の意
識の高揚を図ることができ
た。
　不登校などの問題を抱える
児童生徒の課題解決にあたる
社会福祉士等の資格を持つス
クールソーシャルワーカーを
１人増員して、8人配置し、学
校訪問・家庭訪問等を行うな
ど、的確な実態把握、きめ細
かな対応により、問題の解決
に取り組んだ。
　以上のことなどから、「順
調」と判断。

【課題】
　いじめや不登校などの問題
に対して、関係機関が連携し
ながら取組むことが必要。

順調

　402人の児童生徒に対して、
スクールソーシャルワーカー
による積極的な学校訪問、家
庭訪問、関係機関訪問等の活
動を通じて支援を実施し、き
め細やかな対応により、問題
解決につながったことから、
「順調」と判断。

　いじめについては、9月に全
市一斉に「いじめに関する実
態調査（アンケート・面
談）」を実施し、この実態調
査で認知されたいじめについ
ては全て解決した。「北九州
市いじめ問題専門委員会」を3
回開催し、本市のいじめ対
策、本市におけるいじめ事例
等について審議を行うなど、
いじめ防止に向けて適切に取
り組んだ。また、児童生徒の
好ましい人間関係づくりのた
めの小中9年間を見通した「北
九州子どもつながりプログラ
ム」を全校で実施したことか
ら、「大変順調」と判断。

順調

Ⅰ-1-
(4)-② 
いじめや
不登校な
どの問題
を抱えた
子どもへ
の支援

スクールソーシャル
ワーカーを活用して、
不登校や暴力行為など
児童生徒の問題行動等
の背景にある家庭環境
の問題に働きかけた
り、学校・園や学校・
園の枠を越えた関係機
関との連携を強化した
りすることにより、課
題等の解消、改善を図
る。

指導
第二
課

スクールソー
シャルワーカー
活用事業

34 7,42533,08834,77239,600
支援対象児童生徒
数

97.7％
（H25年
度）

順調

北九州市不登校対策推
進協議会による調査研
究や研修会の実施など
の小中連携による取組
の強化、関係機関やス
クールソーシャルワー
カー、スクールカウン
セラーとの連携を図る
とともに、不登校児童
生徒療育キャンプの実
施など、不登校の解消
を図る。

指導
第二
課

　不登校や長期欠席につい
て、的確に状況を把握し、関
係機関やスクールソーシャル
ワーカー、スクールカウンセ
ラーとの連携を図りながら、
きめ細やかな対応を行った。
また、小中連携ＳＵＴＥＫＩ
アンケートを全中学校で実施
するなど、不登校及び長期欠
席対策のための各種施策を展
開するとともに、学校への支
援を効果的に行った結果、学
校復帰につながっていること
から、「順調」と判断。

いじめの解消率(年
度間)（小学校）

90.0%
（H30年
度）

不登校児童生徒の
復帰・好転率（小
学校）

1.28%
（H25年
度）

40.2%
（H25年
度）

51.1%
（H25年
度）

―

393人
(H25年
度)

215,884

いじめの解消率(年
度間)（中学校）

100％
（H30年
度）

―

1.25%
（H30年
度）

100％
（H25年
度）

――

職
員

0.50

230,218

100％
（H30年
度）

―

201,774 191,659 8,825

9月に全国
一斉公表

予定

9月に全国
一斉公表

予定

―

中１不登校生徒数
の割合

216,180

9月に全国
一斉公表

予定

9月に全国
一斉公表

予定

―

不登校児童生徒の
復帰・好転率（中
学校）

―

―

いじめ問題に係る各種
取組の実施により、い
じめの状況把握、分析
及び調査研究並びに関
係機関やスクールカウ
ンセラー、スクール
ソーシャルワーカー等
との連携等により、い
じめ問題の解決を図
る。

33
いじめ対策の充
実

指導
第二
課

不登校対策の充
実

32
72.0%
（H30年
度）

大変
順調

人

係
長

0.45 人

職
員

人

0.05

0.45

人0.50

人

8,825

課
長

9月に全国
一斉公表

予定

係
長189,325

課
長

0.05 人
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H27年度
施策番号
・施策名

H26年度 H27年度

事業・取組概要

目
標

93.5 ％ 100.0 ％

実
績

93.3 ％ 100.0 ％

達
成
率

99.8 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

80 ％ 80 ％
課
長

0.15 人

実
績

98 ％ 93.3 ％
係
長

0.15 人

達
成
率

122.5 ％ 116.6 ％
職
員

0.00 人

大変
順調

Ⅱ-3-
(1)-① 
すべての
市民の人
権の尊重

36

人権文化のまちづくり
に向けて、市民の人権
問題についての正しい
認識と理解の促進を図
ることを目的に、市民
の多様な学習ニーズに
応えるとともに、人権
学習を企画・実施する
際にヒントとなるよう
な講座を実施。

企画
調整
課

人権学習講座
　啓発効果が高まるよう、
テーマや開催方法などを工夫
して実施していく。

【評価理由】
　ゲストティーチャーによる
特別人権授業は目標どおり１
回実施することができ、ま
た、「人権文化のまちづくり
講演会」参加者アンケートに
よる満足度も目標を上回るこ
とができたことから、「順
調」と判断。

【課題】
　啓発活動を継続して実施し
ていくことが必要。

順調

　ゲストティーチャーによる
特別人権授業は目標どおり１
回実施することができ、ま
た、「人権文化のまちづくり
講演会」参加者アンケートに
よる満足度も目標を上回るこ
とができたことから、「順
調」と判断。

順調
「人権文化のまち
づくり講演会」の
参加者の満足度

－

－

80％
（毎年度） 3,225641476847

学校施設に必要な耐震
性能を確保するため、
施設の耐震化を図る。

【評価理由】
　学校施設耐震補強事業は、
平成27年度に18校の耐震化が
完了し、当初の計画通り平成
27年度までに全ての市立学校
施設の耐震化を完了したこと
から、「大変順調」と判断。

大変
順調

　耐震補強工事が必要とされ
る施設について工事を進め、
予定通り平成27年度末までに
耐震化工事を完了したことか
ら、「大変順調」と判断。

2,155,599

―

796,490 　平成27年度完了8,825

Ⅱ-1-
(4)-⑤
公共施設
などの耐
震化の推
進

―

100％
（H27年
度）

35

学校施設の耐震化
完了率

学校施設の計
画的な耐震化
により、安全
で安心な学校
施設を整備す
るとともに、
充実した教育
活動が展開で
きるよう教育
環境の改善を

行う。

学校施設耐震補
強事業

安全で安心な学校
施設づくり

施設
課

809,700

－

0.50 人

― ―

― ―

0.05 人

職
員

―

係
長

0.45 人

課
長
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